
１．事務事業の評価結果一覧表

全体 計 （単位：件）

　評価対象事業件数　770 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

36 441 5 3 7 47 231

4% 57% 1% 1% 1% 6% 30%

（※１）評価対象事業は、「長崎県総合計画　チェンジ＆チャレンジ２０２５」の施策を推進する各事業群に位置づけられる事務事業

戦略１－１　若者の県内定着、地域で活躍する人材の育成を図る
　評価対象事業件数　131 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 100 1 1 2 14 8

4% 76% 1% 1% 2% 10% 6%

施策１　将来を担う若者の就業支援と魅力的な職場づくりの促進

　事業群①　県民の県内就職への意識醸成

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

学生と企業の交流
強化事業費

未来人材課 改善

高校生の県内就職
促進事業費

未来人材課 改善

学生と企業の交流機会の創出・
充実を図るため、県が主催する企
業説明会等のオンライン化や、学
生団体と連携した対面型就活イベ
ント開催に加え、キャリアコー
ディネーターによる相談支援、大
学と連携した企業交流会などに取
り組んだ。

企業見学会等やインターンシッ
プへの支援を行い、高校生が県内
企業を知る機会を創出するととも
に、保護者向けに県内就職の魅力
や県の支援施策を伝えることで、
県内就職に対する意識を醸成し
た。

また、新たに工業科高校を対象
とした広域の合同企業説明会を開
催し、県内の製造業・建設業等の
企業を広く知る機会を創出した。

コンセプトサイト「ナガサキ
エール」において、仕事やプライ
ベートも含めて「長崎で働き、暮
らすことを選択する」という意識
醸成をさらに図っていくために、
SNS対策の強化やナガサキエールの
コンテンツの魅力向上など、必要
な見直しを行っていく。

高校生や保護者に対して県内企
業の魅力を伝えることは引き続き
重要であり、企業見学や企業説明
会など企業を直接知ることができ
る機会の確保を中心に取組を強化
する。

令和６年度の方向性

（※２）事業群評価に際しては、一つの事業を複数の事業群に位置づけて評価している場合があり、各基本戦略の評価対象事業件数に
　　　　ついては延べ件数を掲載しているが、全体の評価対象対象事業件数については１事業としてカウントしているため、各基本戦
　　　　略の合計と一致しない

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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　事業群②　高校生の県内就職の促進・支援

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

高校生のためのふ
るさと長崎就職応
援事業

未来人材課
( 高 校 教 育
課)

改善

私立高等学校県内
就職推進事業

学事振興課 改善

移動理由調査事業
費

統計課 改善

高校生の県内就職
促進事業費

未来人材課 改善

　事業群③　雇用環境の向上

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1

80% 20%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

新時代の若手人材
定着・育成促進事
業

未来人材課 終了

本事業は令和5年度で終期を迎え
るため、労働局の若年者地域連携
事業に組み込む等、既存事業で対
応する方向で関係機関と協議して
いく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

若手人材の早期離職を防止し県
内定着を促進するため、新入社
員・若手社員向けオンラインセミ
ナーの開催や専門アドバイザーの
派遣による企業の相談体制の構築
等を支援した。

また、企業の経営者や人事担当
者等を対象とした人材育成・定着
戦略セミナーを開催した。

就職希望者が多い高校にキャリ
アサポートスタッフ（CSS)を配置
し、生徒や保護者に対して県内企
業の魅力を情報提供するととも
に、学校内での企業説明会、イン
ターンシップの支援等を実施する
ことで、県内企業への就職を支援
した。

私立高校生の県内就職率の向上
を図るため、県内就職推進員を配
置し、関係機関と連携した取組と
して県内企業の情報発信、学校内
での県内企業説明会やインターン
シップ、卒業生に対するフォロー
アップ等の教育支援を行った。ま
た、高校１、２年生や保護者を対
象とした県内企業説明会を行うこ
とで、県内就職への意識の醸成を
早期に図り、私立高校生の魅力あ
る県内企業への就職を支援した。

県内全ての市町と連携し、市町
の窓口において転出入者を対象に
移動理由アンケートを実施。

県で回答の集約・集計・分析を
行い、その結果を県と市町で共有
した。

企業見学会等やインターンシッ
プへの支援を行い、高校生が県内
企業を知る機会を創出するととも
に、保護者向けに県内就職の魅力
や県の支援施策を伝えることで、
県内就職に対する意識を醸成し
た。

また、新たに工業科高校を対象
とした広域の合同企業説明会を開
催し、県内の製造業・建設業等の
企業を広く知る機会を創出した。

キャリアサポートスタッフと県
内就職推進員との連携会議をもと
に、効果が上がった取組について
情報共有を行い、効率的かつ効果
的な支援を行う。また、未来人材
課及び高校教育課職員がキャリア
サポートスタッフ配置校を訪問
し、適切な助言を行うとともに、
現状を把握し、実施内容を検討す
る。

これまでの事業成果を踏まえ、
令和６年度も必要な見直しを行い
ながら、より県内就職に効果的な
事業を実施する。

時系列で比較できるようアン
ケートを実施していくとともに、
アンケートの調査項目の追加や見
直しについて、県庁内及び市町の
ニーズを踏まえて検討する。

引き続き、集計結果を県庁内及
び市町と共有し、人口減少対策等
への活用を図っていく。

高校生や保護者に対して県内企
業の魅力を伝えることは引き続き
重要であり、企業見学や企業説明
会など企業を直接知ることができ
る機会の確保を中心に取組を強化
する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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子育てしやすい職
場環境整備事業費

雇用労働政
策課

改善

労働相談情報セン
ター費

雇用労働政
策課

改善

労働者福祉対策費
雇用労働政
策課

改善

労使関係安定指導
費

雇用労働政
策課

改善

　事業群④　建設業における担い手の確保

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

魅力ある建設産業
促進事業

建設企画課 改善

建設業における担
い手確保加速化事
業費

建設企画課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

産学官で「『土木の日』実行委
員会」を組織し、建設産業の技
術・在りようを広く県民に周知す
るため、「土木の日」イベントを
実施し,建設業を身近に感じてもら
い、イメージアップにつなげる取
組を行った。

<担い手向け>
『長崎県建設業就職ポータルサ

イト』を開設し、県内建設業の技
術者へのインタビュー記事やPR動
画などを掲載し、建設業の魅力を
発信した。

Twitterを活用し、就職を検討し
ている若者やその保護者をター
ゲットとしたSNS広告により当該就
職ポータルサイトへ導く取組を
行った。
　
<企業向け>

経営者の意識啓発を目的とし、
「働き方改革」「ＩＣＴ利活用
（生産性向上）」「人材確保」
「女性活躍」の４テーマでセミ
ナーを実施した。

引き続き「土木の日」イベント
の開催にあたり、「土木の日」実
行委員会での議論を深めていき、
出展内容の工夫や実行委員会作成
のホームページを活用した土木の
日イベント情報の発信を行うな
ど、より効果的な魅力発信を行う
イベントとして取り組んでいく。

企業が自ら「働き方改革」や
「生産性向上」の取組を実践でき
るように、具体的な取組方法や事
例等をとりまとめて情報発信を行
うことで、担い手確保をさらに促
進させたい。

労働者の福祉向上のため、長崎
県労働者福祉協議会が県内労働者
の福祉のために行う事業活動に対
し、補助金を交付し、勤労者福祉
事業の支援を行った。

県内の民間事業所における労働
者の労働条件等の現状を把握し、
各種施策の基礎資料を得ることを
目的として、県内1,300事業所を対
象に労働条件等実態調査を行い、
県内事業所の労働環境について調
査・分析を行った。

男性育児休業取得率について、
国の目標を見ながら、支援の強
化、効率的・効果的な支援を検討
する。

当センターの相談制度を広報誌
やホームページ等の広報媒体を活
用して広く周知するほか、労働局
や外部専門家との連携を図り、関
係する法令や他の機関の情報等を
提供するなど、相談者がおかれて
いる現状を踏まえた専門的で具体
的な助言を行う。

スポーツ大会等の参加者は減少
しており、今後の動向を見なが
ら、労働者の福祉増進に効果的な
事業内容を実施できるよう、支援
先とも協議を行う。

ワーク・ライフ・バランスを推
進するため企業の活動状況を正確
に把握し、県の施策に活用できる
よう、社会経済情勢の変化を踏ま
えながら、引き続き調査項目の見
直しを進める。

男性の育児休業取得に向けて課
題を抱える県内中小企業に対する
アドバイザー派遣、経営者や人事
担当者向けの働きやすい職場づく
り研修会を開催する。

長崎県庁及び県北振興局内に設
置している労働相談情報センター
で、個別労働者と使用者間の労働
問題等について相談に応じた。
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施策２　大学と連携した地域が求める人材の育成と地元定着の推進

　事業群①　県内大学生の県内就職の促進・支援

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

学生と企業の交流
強化事業費

未来人材課 改善

人材確保に向けた
企業の魅力向上事
業費

未来人材課 改善

産業人材育成奨学
金返済アシスト事
業

未来人材課 改善

移動理由調査事業
費

統計課 改善

　事業群②　県外大学生のＵターン就職の促進・支援

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

県外進学者Ｕター
ン就職促進事業費

未来人材課 改善

事業内容 見直しの方向

ながさきＵＩターン就職支援セ
ンターによる福岡県内大学での就
職相談会を拡大するとともに、福
岡県内の本県出身学生とのつなが
り強化や県内就職へ繋がるイベン
ト等を開催したほか、大手就職ナ
ビサイトを活用して県内就職支援
情報を発信するなど、Ｕターン就
職促進対策を実施した。

サークルメンバーも拡大し、県
外学生との繋がりが構築でき、活
動は充実してきているものの、こ
れまでのサークル活動の成果等を
検証したうえで、費用対効果も含
めて、県内就職促進を図る施策と
してのあり方について検討してい
く。

県内全ての市町と連携し、市町
の窓口において転出入者を対象に
移動理由アンケートを実施。

県で回答の集約・集計・分析を
行い、その結果を県と市町で共有
した。

学生団体との連携による企業交
流会が、多くの学生を集客し、学
生の満足度も非常に高いことか
ら、実施回数や実施内容などにつ
いて、学生団体と協議しながら充
実させていく。

企業説明会や交流会の開催方法
や内容については、その時のニー
ズに合わせて適宜、見直しをして
いく。

学生や県内企業のインターン
シップに対する声も参考にしなが
ら長期有償型インターンシップ受
入企業拡大に向けて、協議、見直
しを検討していく。

県内企業の魅力発信について
は、学生目線の企業紹介の充実や
情報発信ツールの更なるブラッ
シュアップを図っていく。

一方で、県内企業自身の採用に
対する意識や働きやすい職場への
改革も必要であるため、取組に積
極的な企業を優先して情報発信し
ていく。

将来的な返済支援のシミュレー
ションを行うとともに、費用対効
果も含め、制度の見直しや今後の
在り方を検討する。

時系列で比較できるようアン
ケートを実施していくとともに、
アンケートの調査項目の追加や見
直しについて、県庁内及び市町の
ニーズを踏まえて検討する。

引き続き、集計結果を県庁内及
び市町と共有し、人口減少対策等
への活用を図っていく。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

学生と企業の交流機会の創出・
充実を図るため、県が主催する企
業説明会等のオンライン化や、学
生団体と連携した対面型就活イベ
ント開催に加え、キャリアコー
ディネーターによる相談支援、大
学と連携した企業交流会や、大学
独自の取組の推進などに取り組ん
だ。

県内就職応援ナビサイト「Ｎな
び」の企業情報や求人情報の充実
を図るとともに、地元新聞社が発
行する県内就職情報誌「ＮＲ」へ
の記事掲載に加え、長崎インター
ンシップ推進協議会の事務局を県
が担うことでインターンシップ
マッチングの強化を図るなど、県
内企業の認知度向上や魅力発信を
実施した。

本県の地域経済の牽引役となる
産業を担うリーダー的人材の確保
を図るため、奨学金返済アシスト
認定候補者を70名に拡大した。
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移動理由調査事業
費

統計課 改善

県内全ての市町と連携し、市町
の窓口において転出入者を対象に
移動理由アンケートを実施。

県で回答の集約・集計・分析を
行い、その結果を県と市町で共有
した。

時系列で比較できるようアン
ケートを実施していくとともに、
アンケートの調査項目の追加や見
直しについて、県庁内及び市町の
ニーズを踏まえて検討する。

引き続き、集計結果を県庁内及
び市町と共有し、人口減少対策等
への活用を図っていく。
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　事業群③　魅力ある・選ばれる県立大学づくり

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

運営費交付金 学事振興課 改善

県立大学佐世保校
建設整備事業費

学事振興課 現状維持

施策３　男女が性別にかかわりなく個性と能力を発揮できる社会づくり

　事業群①　あらゆる分野における男女共同参画の推進

　事業群②　女性が活躍できる場の拡大と男女がともに働きやすい環境づくり

　事業群③　女性のライフステージに応じたキャリア形成支援

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4

33% 67%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ながさき男女共同
参画“輝き”プラ
ン推進事業

男女参画・
女性活躍推
進室

拡充

男性の家事・子育
てへの参画促進事
業

男女参画・
女性活躍推
進室

改善

現在の研修体系・内容を、より
地域に根差したものに見直し、一
般の方も広く参加できるものと
し、地域における男女共同参画を
さらに推進する。また、次期男女
共同参画基本計画の策定に向けて
検討を行う。

男性や企業経営者等の意識改革
のための啓発活動の内容を充実さ
せて実施する。また、先進的に取
組む企業や当該男性に加えて、家
事・育児にもっと関わりたいと思
うが、どこから始めていいかわか
らない、一歩踏み出せていない潜
在的な関心層へアプローチするこ
とで関心層へと導き、県全体の男
性の家事・子育てへの参画に対す
る意識の底上げを行う。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

第4次長崎県男女共同参画基本計
画に基づき、県、男女共同参画推
進員・アドバイザー、市町、男女
共同参画推進センター等の連携を
強化し、県男女共同参画審議会の
運営、県男女共同参画推進セン
ターによる広報啓発、地域の男女
共同参画推進を担う人材の育成を
行った。

育児・介護休業法の改正等に伴
う男性育休の環境変化を捉え、新
たに「（企業向け）男性育休取得
促進セミナー」や「（子育て世帯
向け）男性の育休・家事・育児イ
ンフルエンサーとのイベント」を
開催し、男性育休を端緒とする男
性の家事・子育てへの参画を促進
した。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県立大学を設置・管理する公立
大学法人の運営費を交付したほ
か、令和４年度から新たに配置し
た県内就職支援員については、企
業への働き掛け等を通じた採用枠
の開拓や学生と企業との接点作り
を行い、県内就職の促進を図っ
た。

学部学科再編を踏まえた新たな
機能を有する校舎等を整備するた
めの佐世保校建替えについて、工
事の進捗を図った。

県内就職向上のためには、県内
生の県内就職率の向上及び県内高
校生の進学促進を図っていくこと
が重要である。そのため、令和４
年度から県内就職支援員を配置し
ており、個別学生の働き掛けや新
たな就職先の開拓など個別企業へ
の働き掛けにより、学生と県内企
業との交流の機会をさらに増やし
県内生の県内就職率向上を図って
いくともに、積極的な高校訪問な
どにより、県内高校生の進学促進
のための取組をさらに充実してい
く。

平成30年度より、建設工事に着
手しているが、現地における授業
と平行した順次建替えということ
もあり、安全確保や授業への影響
の軽減、効率性やコスト面にも視
点を置きながら事業進捗を図って
いく。また、令和７年度の完成に
向けて、工事の進捗管理を徹底し
ていく。
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女性が活躍できる
環境づくり事業

男女参画・
女性活躍推
進室

拡充

女性の未来参画推
進事業

男女参画・
女性活躍推
進室

改善

介護ロボット・Ｉ
ＣＴ普及促進事業
（医療介護基金）

長寿社会課 改善

女性の再就職応援
事業

男女参画・
女性活躍推
進室

改善

（１）【女性の視点を取り入れた
まちづくり支援】

まちの未来に参画し地元への愛
着を深めてもらうため、女子学生
等が地元団体等と連携してまちづ
くりに主体的に関わる取組を実施
した。
　
（２）【大学生向けジェンダーバ
イアス解消講座】R5～

県内の大学生を対象に、男女が
ともに社会でより一層活躍するた
めに、自分の生き方や働き方を主
体的に選択しながらキャリアを形
成していく意識を醸成する大学生
向けキャリア形成セミナーを実施
する。

介護事業所における業務効率
化、職員の身体的・精神的負担の
軽減、介護サービスの質の向上に
効果的な介護ロボット・ＩＣＴの
普及により、働きやすい職場環境
の整備を促進し、介護従事者の確
保及び定着を図るため、以下の取
組を実施。
〇好事例事業所の紹介等による導
入・活用を促進するセミナーと最
新の介護ロボット等の展示会を実
施
〇介護ロボット・ＩＣＴの導入支
援事業所一覧を作成し、公開

長崎県人材活躍支援センター内
の女性の就業支援コーナー（ウー
マンズジョブほっとステーショ
ン）における就業相談（個別・オ
ンライン・電話）や就職支援セミ
ナー（対面・オンライン）の実施
により、育児・介護などで制約の
多い女性の就業について、相談者
一人ひとりに寄り添った支援を
行った。

女性が県内企業で就職し、継続
就業やキャリア形成ができるよう
な環境づくりをより一層推進する
取組について検討する。

女性の視点を取り入れたまちづ
くり支援については終了し、男女
がともに多様な生き方を選択する
ことができる地域の実現のため、
地域におけるアンコンシャス・バ
イアスを解消するための取組等を
検討する。

大学生向けジェンダーバイアス
解消講座については、R5年度の実
施状況を踏まえた改善を行う。

令和３年度のアンケート結果や
介護ロボット・ＩＣＴ導入施設に
おける活用状況等を踏まえ、介護
ロボットやＩＣＴの導入をさらに
促進できるよう、効果的な支援を
検討していく。

人材活躍支援センターの各コー
ナーとの連携や運営体制のあり方
について、移転による影響を分析
し、引き続き、働くことを希望す
る女性に対し、就業支援を行う。

女性にも魅力的な職場環境づく
りを促進しつつ、地元に働きやす
い職場環境があることを知っても
らうために、以下の取組を実施し
た。
　

・経営者向けセミナー（女性活
躍推進は企業の成長戦略となるこ
とへの理解促進）や、管理職登用
に向けた女性人材育成講座等の開
催

・女性にも魅力的な職場環境の
体験（女子高校生や女子学生によ
る企業訪問・女性社員との意見交
換会）

・女性活躍推進企業のPRによる
企業の後押し（女性活躍推進企業
の表彰の実施等）

・ロールモデルの紹介（地元に
魅力的な仕事があることを知って
もらうために様々なロールモデル
をタウン情報誌や就活と進学の情
報紙を通して発信）
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施策４　キャリア教育の推進と企業を支える人材の育成・確保

　事業群①　企業を支える人材育成

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1 2

50% 17% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

高等技術専門校運
営事業

雇用労働政
策課

改善

特 別 職 業 訓 練 費
（委託訓練）

雇用労働政
策課

廃止

緊急離職者能力開
発事業費

雇用労働政
策課

改善

職業能力開発指導
監督費

雇用労働政
策課

現状維持

技能向上対策費
雇用労働政
策課

現状維持

多様な産業人材育
成事業費

雇用労働政
策課

改善

長崎県職業能力開発計画その他
職業能力の開発に関する重要事項
を調査審議した。

技能検定の実施、各種技能競技
大会への参加、優れた技能者の表
彰などを通じて、労働者の技能向
上と社会的地位の向上を図った。

高等技術専門校において、資格
取得講習会（試験対策講座）や、
溶接、機械、建築などのものづく
り分野における技術研修等につい
て、在職者等を対象とした短期間
（主に2日～8日間）の職業訓練を
実施した。

R3.10月策定の「第11次長崎県職
業能力開発計画」を踏まえ、引き
続き、デジタル化の訓練を取り入
れるなど、段階的に訓練内容等の
見直し、充実・強化していく。ま
た、入校生確保対策として、動画
やSNS等の活用による広報活動に努
める一方、幅広い訓練生の受入促
進にも取り組んでいく。

令和5年度をもって委託先の訓練
施設が廃止されるため、当事業は
令和5年度をもって廃止とする。

労働局及びハローワークとの緊
密な連携のもと、デジタル化の進
展など、求職・求人ニーズに沿っ
た公共職業訓練を実施していく。
また、訓練受講を1人でも多く、就
職に繋げるために、各高等技術専
門校とともに、訓練実施機関によ
る円滑な訓練・就職支援が提供さ
れるよう、的確な指導・助言を行
う。

職業能力開発促進法に基づいて
設置された審議会。第１１次長崎
県職業能力開発計画の進捗管理を
役割として同計画に盛り込み取り
組んでいくこととしており、その
他の職業能力開発に関する重要事
項の調査審議も実施していくこと
としている。

長崎県職業能力開発協会と連携
し、技能検定の適正な実施に努め
る。若年者の技能離れを防止し、
将来のものづくりを担う若年技能
者を育成する観点から、技能検定
の受検者数の増加を目指し、各種
技能士団体、商工関係団体等への
制度の概要、受検に関する情報の
提供を強化すること等により、普
及促進を図る。また、各種技能競
技大会への参加、表彰等を通じて
県民の技能についての理解を深
め、技能労働者の技能向上、地位
の向上を図る。

高等技術専門校の施設･設備を活
用した基礎的技能を中心とした訓
練を在職者等に実施するものであ
り、代替できる施設は無く、必要
性や企業ニーズも高い。受講者の
満足度の更なる向上のため、訓練
対象を明確にし、受講者のレベル
にあった訓練時間、定員等の設定
に取り組んでいく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

法令に規定する普通職業訓練
（普通課程及び短期課程）を行っ
た。

障害者の職業訓練を民間の教育
施設等で実施し、迅速かつ効果的
に障害者の雇用の推進を図った。

ハローワーク等と連携し、離職
者の再就職のための職業訓練及び
就職支援を民間教育機関への委託
訓練として実施した。
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　事業群②　多様な人材確保

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 3

57% 43%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎で輝く！人材
マッチング事業

未 来 人 材
課・雇用労
働政策課

改善

成 長 分 野 人 材 確
保・育成事業

未来人材課 終了

長崎で活躍！成長
分野の人材育成と
雇用創造プロジェ
クト事業

未来人材課 改善

新時代の若手人材
定着・育成促進事
業

未来人材課 終了

就職氷河期世代人
材マッチング事業
費

未 来 人 材
課・雇用労
働政策課

改善

自営型テレワーク
促進事業

雇用労働政
策課

終了

プロフェッショナ
ル人材戦略拠点事
業

未来人材課 改善

プロフェッショナル人材の採用
状況等を踏まえ、より事業効果を
高められるようセミナー等の見直
しを行うとともに、副業・兼業人
材を含めデジタル人材の活用に向
けた取組を検討する。

若手人材の早期離職を防止し県
内定着を促進するため、新入社
員・若手社員向けオンラインセミ
ナーの開催や専門アドバイザーの
派遣による企業の相談支援体制の
構築を支援した。

また、企業の経営者や人事担当
者等を対象とした人材育成・定着
戦略セミナーを開催した。

就職氷河期世代のうち、①不安
定な就労状態にある方（不本意に
非正規で働く方など）、②就業を
希望しながら長期にわたり無業の
状態にある方について、地域若者
サポートステーションと連携した
県内就職及び正規雇用への転換を
促進するとともに、採用力向上支
援員による求人開拓や職場体験受
入企業の開拓、氷河期世代支援に
かかる周知広報を実施した。

育児や介護等で働いていない方
向けの自営型テレワーカー養成講
座や、企業向けの自営型テレワー
カー活用セミナーを実施した。

経営者との面談を重ね、県内企
業の「攻めの経営」への転換を促
すとともに、経営者向けセミナー
の開催等により、プロフェッショ
ナル人材の活用を推進した。

採用力向上支援の効果をより高
めるため、これまでの支援内容を
体系化し、ノウハウの蓄積や共有
を図る。

熊本県へのTSMC（世界的な半導
体製造メーカー）進出を背景に、
九州各県における人材獲得競争が
懸念されているため、今後も業界
動向等を注視しながら、企業ニー
ズを踏まえたより効果的な施策を
検討する。

事業効果を高めるためには、事
業に参加する企業や求職者を増や
すことが重要であるため、令和5年
度の実施状況等を踏まえ、周知方
法等の見直しを行っていく。

本事業は令和5年度で終期を迎え
るため、労働局の若年者地域連携
事業に組み込む等、既存事業で対
応する方向で関係機関と協議して
いく。

人手不足企業等、潜在的な氷河
期世代採用のニーズ掘り起こしを
行っていく

令和５年度までの事業効果を多
面的に検証し、多様な働き方・多
様な人材確保に効果的な事業実施
を検討する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内企業の人手不足解消と求職
者の県内就職・県内定着促進を図
るため、採用力向上支援員が採用
に課題を抱える県内企業の採用力
向上のための伴走型支援を実施し
た。

人材活躍支援センターで求職者
へのキャリアカウンセリング等の
支援を実施した。

成長分野企業（半導体・情報関
連）が新たに雇用した人材の訓練
期間中の人件費等相当額について
支援を行った。

成長分野企業（半導体・情報関
連）の人材確保を支援するため、
オンラインＵＩＪターン転職フェ
アや企業での体験就労を通した正
規雇用への支援等を実施する。
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　事業群③　キャリア教育の推進

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

小 中 高 が 一 体 と
なったふるさと教
育推進事業

義務教育課 改善

高校生のためのふ
るさと長崎就職応
援事業

未来人材課
（高校教育
課）

改善

キャリア教育・産
業教育指導費

高校教育課 改善

長崎の未来を創る
ワクワク産業教育
実践事業

高校教育課 改善

産業界の変化に対応できる人材
の育成等を目指すため、企業・研
究機関等から講師を招へいする産
業エキスパートセミナーや、ＧＡ
Ｐ教育に対する支援（農業）、現
場研修やロボットコンクール等の
技術・技能向上に対する支援（工
業）、プレゼンテーション能力・
課題解決能力向上に対する支援
（商業）等を実施した。

（１）先端企業教員研修事業
企業等と関わりながら、充実し

た探究活動等の実践につなげるよ
う、先端技術や独自の技術を持つ
企業や研究機関等で教員研修の実
施を支援した。
（２）ＡＩＣ（農工商）連携ネッ
トワーク構築事業

次代の産業へ柔軟に対応できる
ような幅広い知識・技術を習得さ
せるために農業、工業、商業等の
高校が連携し、協働型の探究学習
を展開することできるよう支援し
た。
（３）ＳＯＵＧＯ（総合学科・相
互）産業ネットワーク構築事業

県立の総合学科として学びの幅
を広げ、多様化する生徒の学びの
ニーズに対応するために、複数校
がICTを活用しながら合同授業を試
行し、単位認定を目指して研究を
深め、将来的には合同授業を教員
の負担軽減につなげる。

小・中学校及び高等学校や行政
機関、関係団体との連携・協働に
向けた体制整備を進めるととも
に、各指定市において「小中高が
一体となったふるさと教育」の実
現に向けた系統的なカリキュラム
づくりにかかる取組の工夫・改善
を進める。

キャリアサポートスタッフと県
内就職推進員との連携会議をもと
に、効果が上がった取組について
情報共有を行い、効率的かつ効果
的な支援を行う。また、未来人材
課及び高校教育課職員がキャリア
サポートスタッフ配置校を訪問
し、適切な助言を行うとともに、
現状を把握し、令和６年度の実施
内容を検討する。

専門高校における産業教育で
は、プロジェクト研修支援や各種
教員研修等を通し、専門性の向上
を図り、全国的にも高い成績を残
すことができている。一方、近年
の技術の進展により産業界は著し
く変化しており、変化に対応でき
る研修内容となるよう随時検討を
行っていく。

また、人生の達人セミナーや産
業エキスパートセミナーの実施に
おいては、オンラインの積極的な
活用を促し、未実施校がないよう
各校に促す。

先端企業教員研修については、
研修をさせていただいた企業や研
究機関と、今後も連携を継続でき
るよう推進する。

また、ＡＩＣ（農工商）連携
ネットワーク構築事業について
は、連携の成果を今後の活動に繋
げるために学習内容の共有ができ
るよう推進する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

５市の小中学校１２校を拠点校
として指定し、ふるさとを舞台に
地域の魅力を小学校から中学校ま
で学ぶ系統的なカリキュラムと高
等学校との連携・協働の在り方を
含めた体制づくりについて研究を
進める。

就職希望者が多い高校にキャリ
アサポートスタッフ（CSS)を配置
し、生徒や保護者に対して県内企
業の魅力を情報提供するととも
に、学校内での企業説明会、イン
ターンシップの支援等を実施する
ことで、県内企業への就職を支援
した。
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長崎発未来の創り
手育成プラン

高校教育課 改善

「地域魅力化型高等学校支援事
業」では地域と学校の協働による
コンソーシアムを構築し、「ふる
さと教育支援事業」では進学希望
者が多い普通科高校４校で県内企
業説明会を行った。

また、令和３年度新規「ながさ
き未来デザインSDGs推進事業」の
「長崎を元気にするアイデアコン
テスト」では２１校が活動、研究
発表を行った。

さらに、「高校生アントレプレ
ナーシップゼミ」では２４名が８
グループで活動を行い、起業家や
行政関係者の支援を受けながらビ
ジネスアイデアを構築し、発表会
を実施した。

より多くの生徒・教員が起業家
教育に触れる形式へとブラッシュ
アップしながら、より多くの学び
の機会を創出していく。また、引
き続き産業界と連携しながら、ア
イデアの創出にとどまらず、実装
に向けた取組の段階へと高めてい
く方法について検討する。
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施策５　地域に密着した産業の担い手の確保・育成

　事業群①　新規就農・就業者の増大

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

新規就農者確保対
策費

農業経営課 改善

ながさき森林づく
り担い手対策事業
費

林政課 改善

新規就農者リユー
スハウス活用支援
事業

農業経営課 改善

ながさきｄｅ農業
ＩＪＵ推進事業費

農業経営課 改善

移住就農希望者等に対し、意欲
ある市町が整備した農業団地等へ
の移住就農を促進するため、情報
発信や受入体制整備、移住促進対
策を実施することで、県外からの
新規就農者を増大を図る。

新規就農を促進するため、対面
式の就農相談の積極的な実施と並
行してオンラインを活用した柔軟
で相談しやすい態勢づくりを進め
るとともに、円滑な就農に向けた
相談対応や研修内容の充実を図
る。また、新規学卒の就農・雇用
就業者を確保するため、関係機関
と連携したスマート農業技術など
の教育プログラムの充実やＪＡ、
農業法人等との交流を推進する。
加えて、農業者のスマート農業技
術等の習得を支援するため、学び
直しの機会を設けるなどの取組を
強化する。

森林整備を推進していくために
はこれまで以上に担い手の確保を
強化する必要があることから、引
き続き労働環境の改善に取り組ん
でいくとともに、林業専業作業員
数がR4末現在で目標値に達してい
ないことを踏まえ、より効果的に
魅力発信を強化する。

経営開始時は特に経営が不安定
な時期に当たり、新規就農者の機
械・施設等への投資はリスクを伴
うため、県外からの就農を促進す
るために受入体制の整備を推進す
る。

就農支援制度や生活関連などの
情報発信を充実するとともに、就
農に向けた研修前の農業体験の受
入等産地の受入体制整備や取組拡
大を図る。また、移住就農を拡大
するために、県外からの相談や体
験が容易にできるように就農相談
等のデジタル化を図る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

就農支援制度や地域農業等の情
報を発信するとともに、オンライ
ンを含む相談活動の実施、Ｕター
ン等新規就農希望者を受入れる技
術習得支援研修の実施、各産地の
担い手育成計画の策定やＪＡ等の
研修機関設置支援、遊休施設の流
動化を進める受入団体等の活動に
対する協力金の交付等を推進し、
新規就農者の確保・育成を図っ
た。

林業への新規参入に向けた研修
を実施したほか、労働安全対策及
び社会保険制度加入促進助成等を
行うなど、既存の林業事業体の雇
用環境の改善について支援した。
加えて、県内高等学校に対して広
く参加を呼びかけて、林業体験学
習やインターンシップ等を行うな
ど林業への就業支援を行った。ま
た、現地を模した条件で全天候時
で技術研修を行えるよう伐木練習
機の導入を支援した。

新規就農者の経営開始に向けた
施設導入に係る初期投資の負担軽
減を図るため、ＪＡ等が中古農業
用ハウス等の取得を行うための体
制整備や中古ハウス等の取得費用
の支援を行った。
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　事業群②　個別経営体の経営力強化

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 1 2

63% 12% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ながさきの農業担
い手育成支援事業
費

農業経営課 改善

ながさき農業オー
プンアカデミー設
置事業費

農業経営課 改善

次世代農業女子発
見・育成事業費

農政課 終了

農業産地指導力強
化事業

農政課 改善

林業普及指導費 林政課 改善

森林環境譲与税事
業 費 （ 担 い 手 対
策）

林政課 改善

林業事業体に対し、現場での林
産技術指導や森林経営計画の実行
支援、経営指導等を行い、生産性
の向上、労働安全の確保及び事業
体経営安定等の支援に取り組ん
だ。また、生産性向上と省力化に
向け、ドローン森林計測研修、森
林作業システム研修等を実施し、
事業体の事務職員及び現場技術者
の育成を図った。併せて持続可能
な森林経営を牽引する役割を担う
林業普及指導員の育成に取り組ん
だ。

意欲と能力のある林業経営体の
育成を図るため、各事業体が策定
する産地計画の中間分析を行い、
さらなるステップアップを目指し
た10年後の将来像（計画）策定及
び実行等への支援を事業体に対し
行った。

認定農業者の経営分析などを通
じて課題を抽出し、生活面も含め
た経営計画の作成と実践の支援を
行うことで、計画的な経営改善・
所得増加実現を促し、認定農業者
や1000万経営体の育成を図る。ま
た、認定農業者の確保に向け、新
規就農者など候補者に対する助
言・指導や後継者不在農家への第
三者継承など経営継承の支援を行
う。

受講生や若手農業者の意向を把
握し、経営管理や販売戦略等の事
例研修など講義内容の充実を図る
とともに、引き続きオンラインの
活用等、より参加しやすい環境づ
くりを進める。

本事業の目的である次世代農業
女子の発掘・支援については概ね
達成できる見込みである。今後
は、所得1,000万円以上が可能とな
る経営規模の経営体の育成に向け
て、男女の区別なく、経営計画の
策定等経営力の向上支援を行って
いくため、当該事業は終了する。

限られた予算のなか、幅広い視
野で農業産地のコーディネートを
行うことができる普及指導員の育
成強化やJA営農指導員との連携に
よる農家支援強化に向けて、今後
とも効果的・効率的な研修の実施
に努める。

林業普及指導員が林業事業体に
対し、巡回による法令に遵守した
安全作業の指導を強化する。

作業現場で指導できるよう、現
場リーダーを育てる安全技術研修
を実施する。

事業内容 見直しの方向

認定農業者の確保に向け、候補
者リストを作成し、推進を実施し
た。また、経営改善計画の達成に
向け、技術指導や補助事業活用支
援、各種勉強会・研修会や専門家
派遣を通じた課題解決を実施し
た。

農業大学校において、若い農業
者を対象として、全国からの優秀
な 講 師 陣 に よ る 講 座 や ワ ー ク
ショップの実施等により、優れた
経営感覚を備えた担い手の育成に
取り組んだ。

地域の担い手となる女性農業者
を育成するため、今後農業経営に
参画意向のある女性（以下、「次
世代農業女子」）の発見・個別支
援を行うとともに地域で活躍する
女性農業者等との交流会を実施し
た。

農業に関する幅広い知識を有
し、現場対応力の高い普及指導員
を早期に育成するため、新任期職
員等に対して必要なスキルを習得
するための研修を実施した。

また、普及指導員と連携して農
業産地育成を行うJA営農指導員の
経営・技術の指導力強化のため、
農家経営分析診断や営農技術の研
修に対し支援を行った。

令和６年度の方向性
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　事業群③　漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

漁業と漁村を支え
る人づくり事業

水産経営課 改善

新規漁業就業者定
着支援事業

水産経営課 改善

漁村グループ活動
支援事業費

水産経営課 改善

ながさき水産業大
賞

水産経営課 改善

施策６　医療・介護・福祉人材の育成・確保

　事業群①　医療人材の育成・確保

　評価対象事業件数　23 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

18 4 1

79% 17% 4%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

大学地域枠医学修
学 資 金 貸 与 事 業
（医療介護基金）

医療人材対
策室

改善

事業内容 見直しの方向

へき地等に勤務する医師を養成
するために、地域枠医学生へ修学
資金の貸与を行った。

感染症対策のため実施できな
かった、県内高校及び予備校を訪
問再開し、地域枠制度の意義や魅
力をＰＲし、入学者の確保に努め
る。

地域の特色を活かした先進的な
漁業活動を展開し、成果を上げて
いる漁業者や漁業組織を表彰し
た。

新規就業者確保に向け、情報発
信の方法と県主催の水産業就業支
援フェアの開催方法の見直しを行
う。

また、市町の水産担当部署に加
え移住担当部署との連携を強化す
ることで、漁業就業に向けた支援
のみならず、移住希望者への支援
を進める。

新規漁業就業者の定着支援制度
は、令和5年度から開始することか
ら、漁協や就業希望者などへ説明
するとともに、市町の水産担当部
署と連携して制度の周知を図る。

漁業者の高齢化と減少が進行し
ており、資材費や燃油の高騰によ
り漁家経営が影響を受けているこ
とから、漁村地域の活性化と漁家
所得の向上に加え、将来の漁業の
担い手育成の必要性は増してお
り、漁村で活躍する青壮年部・女
性部の資質向上などは今後も必要
である。そのため、必要となる内
容に絞ったうえで事業の見直しを
行う。

コロナ禍で漁協青壮年部や女性
部の総会が書面開催になるなどし
たため、漁業者へ直接に本行事の
実施を知らせる機会が減少してい
たことから、漁業者が集まる機会
を利用したPRを図る。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

漁業や漁村の魅力とイベントを
各種メディアを通じて発信すると
ともに、就業支援フェアの開催な
どにより、県内外からの漁業就業
希望者の呼び込みと、漁業と漁村
を支える新規漁業就業希望者の受
入れと技術習得により、就業まで
スムーズで切れ目のない支援体制
を整備するとともに、漁村を生活
の場として定着し、暮らし続ける
ことができる漁村づくりを推進す
る。

移住してきた新規漁業就業者の
離職防止を図るために、漁業経費
支援及び漁業技術向上に向けた研
修に加え、漁業種類の転換・多角
化などによる経営強化に取り組む
者の研修支援を行う。

新型コロナによる影響で制限が
ある中、資材費や燃料費の高騰な
どの課題の解決に向け、所得の向
上に向けたクエの畜養や観光漁業
に関する先進地視察研修、藻類養
殖に関する講習会など、各地域の
ニーズに応じた新しい知識や技術
の導入及び普及に関する活動支援
を行った。また、各地域の特色を
生かした先進的な取組を整理し、
県域または全国大会での発表や、
その参加経験を通じて漁青連、女
性連等の組織活動及び個々の漁業
経営の意欲向上につながる活動を
支援した。
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新・鳴滝塾構想推
進事業（医療介護
基金）

医療人材対
策室

改善

離島・へき地医療
学講座事業（医療
介護基金）

医療人材対
策室

改善

地域の勤務医師確
保事業（医療介護
基金）

医療人材対
策室

改善

医学修学生等実地
訓練費（医療介護
基金）

医療人材対
策室

改善

ながさき地域医療
人材支援センター
運営事業（医療介
護基金）

医療人材対
策室

改善

医療勤務環境改善
支援センター事業
（医療介護基金）

医療人材対
策室

改善

今後もへき地等における医師の
確保に資するよう、本事業を継続
していく必要がある。参加者が
年々増加しているため、開催方法
について、低学年、高学年に分け
学年に応じた効果的なものとなる
ように関係機関と調整を行う。

令和元年度策定された医師確保
計画に基づいた医師派遣等をセン
ターが担うことで、医師確保計画
の着実な推進につなげ、地域にお
ける医療提供体制の確保を進め
る。また、医師募集説明会につい
ては、引き続き、都市圏での開催
と併せＷＥＢによる説明会の開催
時期等を検討しながら行い、離
島・へき地勤務医師の確保を図
る。新たに設定する医師少数ス
ポットへの医師派遣についても必
要な調整を行っていく。

2024年度に施行される医師の時
間外上限規制に向けて、県の新た
な業務となった医師等勤務時間短
縮計画の策定に関する助言・確認
や医師の時間外労働規制導入に向
けて、研修会ではWEBとのハイブ
リッド方式を導入するなど制度の
周知方法等の改善や、アドバイ
ザー（医療労務管理、医業経営管
理）の医療機関訪問・相談対応を
積極的に実施し、引き続き、病院
管理者等への取り組みの促進につ
ながるよう支援していく。

医学修学生及び自治医科大生
が、在学時から離島医療に対する
認識を深め、意欲向上を図ること
を目的として、ワークショップや
研修等を行った。

「ながさき地域医療人材支援セ
ンター」による、県内医師不足状
況の把握・分析、医師不足医療機
関の医師確保の支援、医師のキャ
リア形成支援、求人情報等の発信
等を行った。

「長崎県医療勤務環境改善支援
センター」を設置して医師・看護
師等の医療スタッフの離職防止や
医療安全の確保を図った。

医学生や臨床研修医を対象に合
同説明会の開催や病院見学者の誘
致、魅力ある連携型研修プログラ
ムの作成などを行うことにより、
県内の地域医療に従事する医師の
確保・育成を図った。

離島医療を担う人材育成を推進
するため、学生に対する地域医療
教育の実施にあたり、県と五島市
が長崎大学の「離島・へき地医療
学講座」開設に要する経費を支援
した。

へき地等に勤務する医師を養成
するために、医学生へ修学資金の
貸与を行った。

今後も、長崎大学病院をはじめ
研修施設と連携し、医学生や臨床
研修医などに向けて情報発信や、
病院見学者への交通費助成などの
誘致事業、指導体制の充実などを
行なうとともに、指導医の確保や
きめ細かな指導体制の構築に取り
組み、研修医の確保・育成を図
る。さらに、感染症対策のため自
粛していた県外での病院説明会を
再開するなど、研修医のさらなる
確保に努めていく。

総合診療専門医を育成するプロ
グラムに登録した人数が増加する
など事業効果は出ていることか
ら、引き続き現地実習を中心とし
た地域医療教育を継続しつつ内容
の検討を引き続き行い、県内臨床
研修病院の臨床研修医確保及び県
内の総合診療専門医の増加に努め
る。また、県内離島において先進
的で有用な地域医療に関する研究
開発と、県内他地域への展開のた
め、離島医療研究所を中心に関係
機関が協働しながら、実施方法等
について検討を進めていく。

地域医療を支える医師を１人で
も多く確保していくために、本事
業を継続していく。制度の周知方
法については県外の予備校等を追
加する等検討を行い、医師の確保
に努めていく。
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女性医師等就労支
援事業（医療介護
基金）

医療人材対
策室

改善

しまの医療機関運
営費補助費

医療人材対
策室

改善

専門医師確保対策
資金貸与事業（医
療介護基金）

医療人材対
策室

改善

産科医等確保支援
事業（医療介護基
金）

医療人材対
策室

改善

医師確保計画推進
事業費

医療人材対
策室

改善

看護師等養成所運
営等事業費（医療
介護基金）

医療人材対
策室

改善

看護師等育成対策
費

医療人材対
策室

改善

通常分娩を行う産科医等の勤務
環境に対して支援をすることによ
り、産科医の確保並びに危険分娩
を扱う医師の疲弊を避けるため、
事業実績のある施設からの申請が
行えるように周知・説明等をしな
がら引き続き事業を継続する。分
娩手当の制度がない医療機関に対
し、重点的に制度の周知を行い、
産科医の勤務環境の改善に努め
る。

医師確保計画の着実な推進によ
り、地域における医療提供体制の
確保を進める。また、医師が不足
する地域への集中的な支援が可能
となる医師少数スポットについ
て、当該地域で実施する施策につ
いて今後具体化していく。

看護職員の養成の充実、教育の
質を確保するためには、看護師等
養成所の安定的運営を図る必要が
あり、また、質の高い看護職員を
確保するため、引き続き事業を実
施するとともに、運営費補助のあ
り方について随時検討・改善を
行っていく。

県外看護師等学校養成所在籍の
修学資金貸与者に対し、県内医療
機関への就職に係る情報提供を増
やし、免除対象施設への就業率向
上を図る。

復職実績は高い水準を維持し、
医師の離職防止、復職支援に貢献
しているため、引き続き事業を継
続する。

復職支援については、現場の医
師のニーズに沿った支援内容の検
討を行い、研修、意見交換会等を
実施する。

離島の診療所では、一人診療所
の割合が高く、医師の退職が即、
医療の停滞につながる恐れがある
ことから、全国平均より高い給与
費負担を行っている市町への医師
給与費の一部を支援することで医
師確保を図る。また、常勤医師の
確保のため、ながさき地域医療人
材支援センターによる離島の診療
所の状況把握や医師の斡旋等に引
き続き取り組んでいく。

さらに、離島の医療提供体制を
確保するため、令和２年度から病
院企業団が運営する、医師を離島
に搬送する事業について急患搬送
に活用できないか検討を進める。

医師不足が特に課題となってい
る小児科・産科・総合診療科等志
望の研修医に対し研修資金を貸与
し、公立医療機関等に勤務するこ
れら地域医療を支える医師を１人
でも多く確保していく。応募が少
ない診療科については、原因につ
いて分析を行い、継続について検
討を行う。

女性医師等が、出産、子育て等
のライフイベントにより離職する
ことを防止し、復職を支援するた
めに、長崎大学メディカルワーク
ライフバランスセンターにおい
て、相談窓口対応を含めた総合的
な取組を実施した。

離島の市町立診療所の医師給与
費の一部を助成することにより、
離島医師・医療が充足した状態と
し、地域医療の安定を図った。

また、無医地区等の住民に対
し、ヘリコプターを活用した巡回
診療を行うことにより、当該地域
における安定的な医療の確保、及
び医療水準の向上を図った。

県内で不足する専門医の確保を
図るため、将来県内で勤務する研
修医等に対し研修資金の貸与を
行った。

地域で出産を支える産科医等を
確保するため、産科医等に支払わ
れている分娩手当に対して助成し
た。

地域間の医師偏在の解消等を通
じ、地域における医療提供体制の
確保を目的とした医療法及び医師
法の改正が施行されたことに伴
い、地域医療対策協議会での協議
を経て、二次医療圏ごとに「医師
の確保数の目標・対策」を含む医
師確保計画を令和元年度中に策定
し、同計画に基づく、医師偏在対
策等を実施した。

民間立看護師等養成所の教育内
容の充実を図るため、運営に要す
る経費（専任教員経費、部外講師
謝金、教材費等）の補助を行っ
た。

看護職員を養成する学校・養成
所に在学する学生に対し、卒業後
に県内で看護職員として一定期間
業務に従事することを条件に修学
資金の貸与を行い、県内の看護職
員の確保を図った。
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看護職員合同就職
説明会開催事業費
（医療介護基金）

医療人材対
策室

終了

看護師等養成所課
程変更支援事業費
（医療介護基金）

医療人材対
策室

終了

ナースセンター事
業費

医療人材対
策室

改善

長崎県看護キャリ
ア支援センター事
業 （ 医 療 介 護 基
金）

医療人材対
策室

改善

新人看護職員研修
事業費（医療介護
基金）

医療人材対
策室

終了

質の高い看護職員
育成事業費（医療
介護基金）

医療人材対
策室

改善

看護師等県内就業
定 着 促 進 事 業 費
（医療介護基金）

医療人材対
策室

改善

国は今後の在宅医療等を支えて
いく看護師の計画的養成として、
特定行為研修受講を推進してお
り、県においても今後需要が増大
する在宅医療及び担い手不足の中
で持続可能な医療提供体制の確保
の観点から、本事業の補助対象等
見直し、引き続き質の高い看護職
員確保対策を行っていく。なお、
事業の成果を評価する機会を確保
するため、終期をＲ７に設定す
る。

各学校訪問や学校養成所会議等
の場、事業照会の際などに、県内
病院見学会やＯＢのＵターン就職
相談対応などの好事例を紹介する
とともに、効果的な事業のあり方
を検討しながら、各学校の新卒者
の県内定着及びUターン就職に繋が
る取組を促していく。なお、事業
の成果を評価する機会を確保する
ため、終期をＲ７に設定する。

少子化の中、新卒看護職員の県
内就業率の向上は重要な施策であ
る。本事業は令和５年度で終期を
迎えるが、これまでの採用力向上
セミナー及び合同就職説明会のア
ンケート結果などを踏まえ、より
効果的な開催手法や時期、注力す
べきターゲットを検討した上で、
引き続き事業を展開していく。

Ｒ６の開校に向けて、Ｒ５年度
中に課程変更に係る作業が完了す
る見込みであるため、本事業は終
了とする。

看護職員の県内確保を図るた
め、未就業の看護職員への就業に
関する相談及び支援、就業相談窓
口や看護業務のPR等を行った。

質の高い看護職員の安定的な確
保を目的に、看護職員の離職防
止、就業支援等に資する研修、相
談事業を実施した。

看護の質の向上や安全な医療の
確保、看護職員の早期離職防止の
観点から、新人看護職員研修に必
要な人件費等の経費の補助を行っ
た。

Ｒ５の課題を踏まえ、引き続き
ミスマッチの高い圏域や施設に対
し、求人側・求職側へマッチング
に向けた支援の充実・強化を図
る。

参加者減に至った研修（復職支
援研修、看護教員・施設教育担当
者研修等）については、ニーズ分
析により内容の見直しを行い、引
き続き、時代の要請、ニーズ等に
沿った見直しを行いながら、効果
的な研修・相談事業を実施してい
く。

本事業は、医療機関において、
新人看護職員（免許取得後に初め
て就労する看護職員）の研修実施
体制整備を図ることをもって、早
期（入職1年未満）の離職防止を目
指す事業である。研修体制の整備
は一定達成されたが、新人看護職
員の早期離職率が増加しており、
新型コロナウイルス感染症の影響
の有無も含め、離職要因の分析等
が必要である。加えて近年、入職1
年以上～3年未満の新人看護職員の
離職及び県外転出が増加している
ことから、今後これらの状況を分
析した上で、県内定着の観点も含
め離職防止のための事業を再構築
する。

医療の高度化、専門分化に対
し、県民の要望に応じることがで
きる質の高い看護職員の確保を図
るため、在宅医療分野に限定し病
院及び訪問看護ステーションが雇
用する看護職員の認定看護師及び
特定行為研修受講経費の補助を
行った。

県内の医療機関等における看護
職員の確保を図るため、県内の看
護師等学校や大学が実施する県内
就業促進に係る取組に対し補助を
行った。

看護職員の確保に向け、医療機
関を対象とした採用力向上セミ
ナーを実施した。また、看護師等
学校養成所の学生及び未就業看護
師等と施設をマッチングさせる合
同就職説明会をオンラインにて開
催した。

看護師等養成所の准看護師課程
から看護師３年課程への課程変更
に必要な専任教員配置経費を支援
した。
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特定行為研修推進
補助事業費（医療
介護基金）

医療人材対
策室

終了

本事業は令和５年度で終期を迎
えるが、特定行為研修修了看護師
の確保は、今後需要の高まる在宅
医療や持続可能な医療提供体制の
確保、医師のタスクシフト／シェ
アの観点からニーズが高い。本事
業により整理された本県の課題を
踏まえ、特定行為研修の受講促進
や研修修了者の効果的活用のため
の環境整備に係る事業化の検討を
行う。

特定行為（21区分38行為）に従
事可能な看護師の計画的な確保等
を図るため、特定行為研修の受講
促進や研修修了者の効果的活用等
の取組を支援した。
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　事業群②　介護・福祉人材の育成・確保

　評価対象事業件数　10 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

8 2

80% 20%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

福祉人材センター
運営委託事業

長寿社会課 改善

介護人材確保対策
事業〔マッチング
強化〕（医療介護
基金）

長寿社会課 改善

介護職員等労働環
境 改 善 支 援 事 業
（医療介護基金）

長寿社会課 終了

介護事業所認証評
価 制 度 推 進 事 業
（医療介護基金）

長寿社会課 終了

介護人材確保対策
地域連携支援事業
（医療介護基金）

長寿社会課 改善

介護の仕事の魅力
発信事業（医療介
護基金）

長寿社会課 改善

介護職員の確保・育成と利用者
サービスの向上に取り組む事業所
について、県が一定の基準で認証
し、PRすることにより、介護事業
所の労働環境整備、業界全体の離
職率の低下や採用率向上、イメー
ジアップを図った。

県内８圏域で、介護事業所や関
係機関等により設立した地域連絡
協議会において、介護人材に関す
る課題を解決するため、小・中・
高生に対する理解促進の取組や、
関係機関が連携・協働して実施す
る人材育成・確保対策事業に対し
て補助を行う。

また、中、高校生に対し、年齢
の近い若い介護職員（介護のしご
と魅力伝道師）が介護の仕事のや
りがいや魅力等を伝えることで、
将来の介護職員の確保へつなげ
る。

中高生及び保護者をターゲット
に、介護職についてのイメージ
アップを図るため、介護業界や市
町と連携し、動画・パンフレット
の作成や、テレビＣＭ、各種SNS等
の多様な媒体を用いたプロモー
ション活動を行う。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

福祉介護の無料職業紹介、福祉
の仕事や職種・資格取得について
の相談業務、ハローワークでの出
張相談、インターネット、SNS等を
活用した求人情報、イベント情報
の発信、学校等への面談会等の周
知や訪問を実施した。

キャリア支援専門員が事業所を
訪問し、求人動向の把握や、求職
者ニーズにあわせた職場開拓を図
るとともに、求人活動を支援し、
また、センターの紹介により就職
した者の離職を防ぐために就労継
続支援を行った。

さらに、新型コロナウイルス感
染症の影響で2年間中止していた大
規模面談会を感染対策を講じなが
ら３年ぶりに開催した。

介護職員の身体的負担軽減を目
的として、ノーリフティングケア
※1に取り組む県内の先進事業所の
取組事例報告会を開催した。

また、介護現場におけるノーリ
フティングケアを推進するリー
ダーを養成する講座を開催した。
　
※1ノーリフティングケア：人の力
だけで抱え上げない介護

ハローワーク・福祉関係学校・
研修機関・市町等との連携を強化
し、求職者の掘り起こしを図ると
ともに、人材を求める福祉・介護
事業所に対し、できるだけ多くの
求職者を紹介できるよう、窓口の
オンライン化など、福祉人材セン
ターの効率的で効果的な取組を検
討していく。

求職者と介護事業所を効果的に
マッチングし、新たに介護の仕事
で働く方をさらに増やすため、面
談会などの手法の見直しを検討す
る。

移乗支援機器の導入は「介護ロ
ボット・ICT普及促進事業」で引き
続き支援するとともに、「ノーリ
フティングケア導入プロセスマ
ニュアル」により、各地域や各事
業所における取組を促していく。

本事業は終期を迎えたが、介護
事業所自らが働きやすい職場環境
の改善に努める事業所を支援する
認証制度を引き続き継続し、今後
は、基準の一部を満たさない事業
所に対し、働きやすい職場づくり
に向けた支援を検討していく。

圏域内の行政・介護事業所・養
成学校・高校など関係機関がそれ
ぞれ主体的に事業に参加するとと
もに連携を強化することで、各圏
域ごとの介護人材の育成や確保に
向けた課題解消につながる効果的
な取組を引き続き促進するととも
に、小中高生による介護の職場体
験の強化を検討する。

今年度実施する、高校生等の若
者に対するWebアンケートにより、
若者のニーズや効果的な手法等を
検証し、今後の事業内容の見直し
を図っていく。
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介護人材新規参入
促進強化事業（医
療介護基金）

長寿社会課 改善

介護職員処遇改善
加算取得促進特別
支援事業

長寿社会課 改善

介護福祉士修学資
金等貸付事業

長寿社会課 改善

離島における介護
人材確保事業（医
療介護基金）

長寿社会課 改善

施策７　外国人材の活用による産業、地域の活性化

　事業群①　外国人材の地域における活躍

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 2

67% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

外国人材受入促進
事業費

雇用労働政
策課

終了

本事業は終期を迎えたが、今後
も外国人材の活用は必要であるこ
とから、受入規模の拡大や長期定
着を念頭に支援を検討するなど、
外国人材受入促進にかかる施策を
展開していく。

離島における介護職員確保のた
めの基礎的な研修を継続して開催
することに加え、研修参加者を就
労に結び付けるための取組を関係
市町と連携を図りながら実施して
いく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内企業の外国人材受入を促進
するため、ベトナム国クァンナム
省指定の送出機関との調整・協
議、受入促進セミナーの開催、技
能実習生への日本語教育に対する
補助、新型コロナウイルス感染症
の水際対策に係る補助を実施し
た。

研修の機会に限りのある離島地
域の住民に対し、介護職員確保の
ための基礎的な研修を実施した市
町に対し支援を行った。

幅広い層からの介護人材を確保
するため、介護分野と関わるきっ
かけを作り出すとともに各ター
ゲットに対して介護現場を体験す
る機会を提供した。

介護の業務に携わる上で知って
おくべき基本的な技術を学ぶこと
ができる入門的研修を開催すると
ともに、元気高齢者を主な対象と
した介護助手体験、高校生を主な
対象とした介護職インターンシッ
プ・介護ロボット体験会の実施に
より、様々な介護未経験者の新規
参入を図った。

平成29年度から、介護職員処遇
改善加算において、新たな加算区
分が追加されたことから、専門家
派遣による助言・指導を実施する
など、介護事業所等の加算取得に
向けた取組を支援した。

特 に 、 令 和 ４ 年 度 か ら 加 算
（Ⅳ）（Ⅴ）が廃止され、介護職
員等ベースアップ等支援加算が創
設されることを周知するための
リーフレットを作成し、対象事業
者へ送付することにより上位加算
への移行と未取得者への加算の取
得を働きかけ、専門家の支援を受
けるよう促した。

介護人材確保のため、介護福祉
士養成校修学資金や実務者研修受
講資金、再就職のための準備金の
貸付を実施した。

また、令和３年度に創設した福
祉系高校修学資金と介護分野への
就職支援金の周知と活用の働きか
けを行い、介護分野への参入促進
に取り組んだ。

本事業は終期を迎えたが、介護
人材の不足は喫緊の課題であり、
若い世代や高齢者をターゲット
に、介護職未経験者の参入促進を
図っていく。

また、関係機関や福祉人材セン
ターと連携した効果的な取組など
を検討していく。

ベースアップ等支援加算のさら
なる取得と、処遇改善加算及び特
定処遇改善加算の未取得事業者へ
の加算取得の促進に向け、今年度
にアンケートを実施し、ターゲッ
トを絞ったプッシュ型での支援に
取り組んでいく。

各種貸付金の活用にあたって
は、各圏域の連絡協議会や市町等
との連携強化を図りながら、県外
の介護福祉士養成施設への進学者
に対する貸与などの一層の活用促
進に取り組んでいく。
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外国人介護人材確
保・受入促進事業
（医療介護基金）

長寿社会課 終了

留学生受入対策事
業費

国際課 改善

私立大学・短期大
学外国人留学生支
援事業

学事振興課 改善

多文化共生推進事
業費

国際課 改善

農業支援体制総合
推進事業費

農業経営課 改善

産学官が一体となって開設した
長崎留学生支援センターでは、県
内留学生の受け入れ拡大に向け
て、留学生の募集、生活支援、就
職支援などに取り組んでいる。令
和4年度においては、県内大学や経
済界、関係市町などと共に、その
運営経費の一部を負担するととも
に、関係機関による連携・協力に
向けて協議を実施した。

県内の私立大学・短期大学を設
置する学校法人が実施する外国人
留学生支援策に対して、その経費
の一部を助成することにより、留
学生受入数の確保や県内就職の促
進、国際交流の推進を図った。

地域日本語教室の設置促進を通
じた地域の多文化共生の推進に向
けて、市町の職員を対象に多文化
共生・日本語教育の意義や必要性
について理解を促すセミナーを実
施したほか、市町との連携により
日本語ボランティア養成講座を実
施した。

また、県内在住外国人が生活や
就労等の適切な情報に速やかに到
達できるようにするための多言語
相談窓口の運営に取り組んだ。

農福連携の推進や既存の労力支
援システムの強化を図るととも
に、特定技能外国人材の受入を行
うことで、多様な人材を確保し
た。

本事業は終期を迎えたが、専門
性が高く、県内で永続的に就業で
きる人材の確保を促進できるよ
う、今後、外国人材（技能実習・
特定技能）が介護福祉士の資格を
取得することを促進するための支
援ができないか検討するなど、外
国人材のさらなる受入促進を図っ
ていく。

長崎留学生支援センターにおい
て、県内大学や関係自治体と一体
となった留学生支援の取り組みを
強化・継続していく。

他部局との連携・協力体制を推
進するとともに、本事業の効果が
十分発揮できるよう各私立大学法
人に対し引き続き制度の活用を促
す。

外国人多言語相談窓口のさらな
る周知を図るとともに、引き続き
文化庁の補助金を活用の上、市町
との連携を深めながら、外国人住
民が安心安全に生活できる環境の
整備を図っていく。

引き続き、県内の農業分野にお
ける労働力を確保するために、外
国人材の受入体制を強化し、積極
的な利用推進を行う。

ベトナムの3大学と締結した介護
人材に関する覚書に基づき、新型
コロナウイルスの影響がある中
で、工夫しながら、大学が推薦す
る学生と県内事業所とのオンライ
ン合同面談会を開催した。

県内事業所向け受入促進セミ
ナーをオンラインで開催し、各在
留資格の制度説明や受入事例紹
介、外国にいる日本での技能実習
内定者との質疑応答等を行った。

既に介護事業所で実習を行って
いる技能実習生に対しては、オン
ラインを活用した研修を実施する
ことにより、日本語や介護技能の
向上を図るとともに、長崎県内へ
の定着を図った。

また、留学生へ奨学金を支給す
る事業所へ補助した。
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施策８　いつまでも健康で生涯を通じて学び、活躍できる社会の実現

　事業群①　高齢者の元気で生きがいのある暮らしと社会参加の促進

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

生涯現役促進支援
事業

長寿社会課 改善

元気高齢者の活躍
促進事業

長寿社会課 改善

明るい長寿社会づ
くり推進機構費

長寿社会課 改善

老人クラブ等育成
事業

長寿社会課 改善

高年齢者等雇用安
定対策費

雇用労働政
策課

改善

単位老人クラブや県・市町老人
クラブ連合会が行う、生きがいづ
くり、健康づくり及び地域の支え
合い活動等に対する助成を行っ
た。

長崎県シルバー人材センター連
合会への補助金の交付や高年齢者
雇用支援のつどいの開催等によ
り、高年齢者等の失業の防止及び
再就職の促進等、雇用の安定を
図った。

市町でも住民からの相談に対し
支援ができるよう、「就労的活動
支援コーディネーター」等の配置
による相談窓口の設置などの体制
整備について、市町と連携したセ
ミナー開催などを通じ支援してい
く。

表彰を受けた高齢者支援の団体
においても、活動の担い手が不足
している状況があるため、表彰事
業を通じて、地域の身近なところ
で活躍している団体の活動をさら
にＰＲするとともに、生涯現役応
援センターの取組と連動し、社会
貢献活動への意欲の高まった高齢
者と人手が不足している高齢者支
援の団体とのマッチングができる
よう、市町や高齢者支援の団体な
どの関係機関と連携し取組を進め
ていく。

シニア競技の普及を目的とした
アクティブ・エイジングサポート
事業（主に軽スポーツの普及活
動）について、対象競技を見直す
など、新たな競技人口の拡大を図
る。

また、「生きがい作品展」の施
設からの出品数は、コロナ期間中
（Ｒ２，３年度）に比べ増加傾向
にあるが、コロナ前までの出品数
には至っていないため、関係団体
とも協議し、出品を促していく。

老人クラブの会員数確保に向
け、時代にあった組織への変革
（「老人クラブ」に代わる愛称の
検討）、非会員への加入促進の働
きかけ、現役会員による魅力・や
りがいの発信、単位老人クラブに
おける事務負担の軽減・見直し、
地域における他の団体との協働の
検討など、県及び市町老人クラブ
連合会、単位老人クラブ等と連携
し、各種取組を支援していく。

高年齢者等の雇用の安定に関する
法律（国及び地方公共団体はシル
バー人材センターの育成などに努
める）に基づき、高年齢者の意向
に沿った就業機会を確保するた
め、「県シルバー人材センター連
合会」に対し県が運営費を補助す
るとともに、シルバー人材セン
ターが安定的した運営ができるよ
う、国の制度の活用について必要
な支援を行う。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

就業・社会参加に意欲のある高
齢者が、気軽に相談できるワンス
トップ相談窓口を設置し、相談者
の経歴やライフスタイルに沿った
個別支援を行うとともに、高齢者
の社会参加等への意識を啓発する
ため、市町と連携したミニセミ
ナーを県内各地で開催した。ま
た、協議会を中心に関係団体と連
携した啓発や情報発信により、高
齢者の社会参加の機運醸成を図っ
た。

地域貢献活動に積極的に取り組
んでいる高齢者団体の表彰、地域
活動を牽引していく人材の育成、
高齢者の活躍の場の情報収集や高
齢者団体等への社会参加・活動の
呼びかけ・提案など地域課題の解
決に高齢者の力を活かすための取
組を一体的に実施した。

（公財）長崎県すこやか長寿財
団が行う、長崎県ねんりんピック
事業やアクティブ・エイジングサ
ポート事業等に対する助成を行っ
た。
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　事業群②　健康長寿対策の推進

　評価対象事業件数　12 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 6 1 1 1 1 1

8% 50% 8% 8% 8% 8% 8%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎健康革命プロ
ジェクト事業費

国保・健康
増進課

拡充

長崎県国保ヘルス
アップ支援事業

国保・健康
増進課

改善

健康ながさき２１
推進事業（生活習
慣病対策事業）

国保・健康
増進課

統合

「長崎健康革命」の4つの柱であ
る「運動」「食事」「禁煙」「健
診」についての新たな取組を検討
していく。

より多くの県民の健康づくり意
識の向上に向け、「歩こーで！
（ながさき健康づくりアプリ）」
のダウンロード者を増加させるた
め、ユーザーアンケートの結果な
どを参考に、使いやすさや飽きの
こない仕組みなど機能の拡充を検
討していく。

「食事」についても、より県民
に意識していただくため、スー
パー等の流通や食品メーカーと連
携した取組の強化を検討する。

令和2年度から、自治体における
予防・健康づくりを強力に後押し
するため、国の保険者努力支援制
度が抜本的に拡充されたことによ
り、予算額（実績額）が大幅に増
加しており、交付上限額まで予算
を確保し活用を図っていく必要が
ある。

市町における人材不足や、デー
タを活用した事業の企画・立案の
ノウハウ不足といった課題を解消
し、市町が実施する保健事業への
支援の充実・促進を図るため、引
き続き、予防・健康づくりに関す
る事業を効率的・効果的に実施し
ていく。

また、新たな取組みとして、市
町が行う保健事業の効果検証を行
う事業や医療費適正化を図るため
の効果的な事業など検討する。

生活習慣病予防や健康づくりに
関する情報発信を、長崎県医師会
と連携しながら、県民のニーズに
沿った企画や見やすい構成をする
など更なる放送内容の充実を図
り、安定した視聴率がとれる番組
制作に努める。

R6は長崎健康革命プロジェクト
に統合し、効果的かつ効率的な事
業の推進を検討する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

健康長寿日本一を目指して、健
康づくりの意識が低い30～50代の
働き盛り世代をメインターゲット
として、気軽に楽しくウォーキン
グ等の健康づくりに取り組むこと
ができる「ながさき健康づくりア
プリ」の導入や、スーパーマー
ケットと連携し実施した「スー
パーではじめる！減塩・野菜で健
康革命！！クイズラリーキャン
ペ ー ン 」 、 な が ぶ ら デ ィ ッ ク
ウォーク等を実施した。

市町における人材不足や、デー
タを活用した事業の企画・立案の
ノウハウ不足といった課題を解消
し、市町が実施する保健事業への
支援の充実・促進を図るため、予
防・健康づくりに関する事業を効
率的・効果的に実施した。

令和４年度においては、繁忙な
働き盛り世代や無関心層を含め、
より多くの県民が主体的に気軽に
楽しく健康づくりに取組めるよ
う、ポイント付与によるインセン
ティブを設けた健康づくりアプリ
事業など、１４事業を実施した。

特定健康診査・特定保健指導の
従事者等の健康指導者の育成・資
質向上及びテレビ放送を通じて生
活習慣病の予防や食生活・運動な
どによる健康づくりに関する情報
の発信を行った。
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健康ながさき２１
推 進 事 業 （ た ば
こ・飲酒・こころ
の健康づくり対策
事業）

国保・健康
増進課

改善

健康ながさき２１
推進事業（栄養食
生活・運動対策事
業）

国保・健康
増進課

縮小

健康ながさき２１
推進事業（計画推
進・連携事業）

国保・健康
増進課

改善

栄養管理事業（専
門職研修）

国保・健康
増進課

改善

受動喫煙対策促進
事業

国保・健康
増進課

改善

「はじめる！長崎健康革命」の
もと健康づくり施策のうち、たば
こ対策に重点を置く。たばこは喫
煙開始年齢が早いほど健康被害が
大きく、一度吸い始めると止めら
れない依存性や有害性が高いもの
であることから、20歳未満向けの
対策や直近の調査で悪化傾向と
なった女性の対策を検討する。飲
酒対策については、特に女性や20
歳未満のものをターゲットに健康
被害についての啓発を行ってい
く。こころの健康づくり対策につ
いては、各保健所の担当者と連携
し、さらにイベント等を活用した
啓発活動を充実させていく。

R5に策定する「健康ながさき21
（第3次）」の推進に向け、特に野
菜摂取量の増加と減塩について、
健康づくり応援の店やスーパーの
ほかコンビニや企業との連携も含
めて、より効果的な事業展開につ
なげられるよう事業内容の見直し
を検討。

R6は一部事業を長崎健康革命プ
ロジェクトに統合し、効果的かつ
効率的な事業の推進を検討する。

R5に策定する「健康ながさき21
（第3次）」（R6年度からの次期長
崎健康増進計画）の推進にむけ、
健康づくりの取組が全ての関係団
体で浸透するように、健康ながさ
き21推進会議や地域・職域連携推
進協議会（県協議会、保健所協議
会）を通じ、情報共有を行ってい
くとともに事業内容の見直しを検
討。

食生活改善推進協議会理事会や
保健所・市町の管理栄養士等と検
討しながら、より一層ボランティ
ア活動としてのやりがいを感じな
がら栄養・食生活改善の活動がで
きるよう支援する。

R6年度開始の次期健康増進計画
に基づき、望まない受動喫煙の機
会の減少に向け、保健所と連携
し、市町の公共施設での敷地内禁
煙実施に向けた取組への支援や県
民の理解を深めるための周知啓発
を強化していく。

職場の健康づくり応援事業によ
り、中小事業所等へ専門家を派遣
し、健康教育を実施した。

喫煙や多量飲酒が健康に与える
影響についての普及啓発・相談、
禁煙支援医療機関などの情報提供
を行った。たばこ対策としては、
イベント内での啓発資材の配布を
行い、来場者への周知を図った。
また、企業ぐるみで禁煙にチャレ
ンジする「卒煙チャレンジ事業」
を実施したが、禁煙チャレンジに
手を挙げる者は少なく、禁煙成功
者は25%であった。

加えて、禁煙希望者がより禁煙
外来にかかりやすい環境を整える
ため、禁煙支援医療機関の実態把
握調査（予約方法等）を行い、結
果を県公式ウェブサイトに公開し
た。

減塩・野菜の日の制定（毎月8
日）と推進キャラクターを作成
し、減塩・野菜摂取について啓発
の機会を増やした。各種イベント
会場や「ながさき健康づくりアプ
リ」等を通じた周知や目標設定
シートの活用やケーブルテレビを
利用した調理動画の放送による食
生活改善運動等の支援（減塩副菜
普及事業）、外食環境の整備（健
康づくり応援の店推進事業）、給
食施設への指導を通した施設利用
者の栄養改善、地域での適切な食
生活・栄養に関する教育活動を
行った。

また、「ながさき健康づくりア
プリ」のリリースにより歩数増加
のための環境整備を行った。

健康ながさき21推進会議構成団
体内で県内の健康課題等を共有し
た。また、本県の健康増進計画で
ある健康ながさき21（第２次）の
最終評価及び今後の取組の方向性
について協議・検討した。各保健
所設置の協議会では、管内で地域
と職域が連携した健康づくりの取
組みを実施するための協議や活動
を行った。

市町栄養士を対象とした業務推
進検討会や、各地域において食に
携わる食生活改善推進員を対象と
した研修によりそれぞれの資質の
向上を図った。

健康増進法の一部を改正する法
律により、県内各保健所、関係機
関と協力し、受動喫煙防止対策の
普及啓発、各種届出の受理や違反
者等への指導等を行った。

世界禁煙デー・禁煙週間等にパ
ネル展を実施、普及啓発品の作
成、配布等を行った。

また、公共施設受動喫煙対策状
況調査を行い、敷地内禁煙の実施
など、県内の状況を把握した。
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健康長寿のための
口腔機能維持増進
事業

国保・健康
増進課

終了

長崎県口腔保健推
進事業

国保・健康
増進課

廃止

第２次長崎県歯・
口腔の健康づくり
推進事業

国保・健康
増進課

改善

　事業群③　食育の推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎食育推進事業
費

食品安全・
消費生活課

改善

大学生食育向上委員会、若い世
代の食育推進検討会を開催し、若
い世代の食生活に関する課題改善
に取り組むことで、大学生等を中
心とした若い世代への取組を更に
強化した。

また、食や食育に関心を持って
もらう機会としての食育講演会の
開催や、社会的貢献度が高く他の
模範となるような食育推進活動に
取り組む個人・団体の県知事表
彰、「共食」をテーマとした絵画
等の作品の募集・表彰、食育月間
における啓発活動等の実施に加
え、市町や民間団体が実施する食
育推進事業に対する支援などを
行った。

全世代において 「食育に関心
を持っている県民の割合」の底上
げを図っていく必要があることか
ら、食に関して課題が多い若い世
代への取組を強化しつつ、各世代
に応じた効果的な事業展開を図っ
ていく。さらに食育の取組を全県
に展開するため、県民運動として
関係者を巻き込み積極的に進めて
いく。

令和6年度以降は、令和2年度に
改正した長崎県歯・口腔の健康づ
くり推進条例の基本的な施策と令
和6年度から実施する歯科保健計画
（第3次）に基づき、歯科口腔保健
に従事する人材の育成・確保のた
めの研修、国民皆歯科健診やオー
ラルフレイル対策を中心とした啓
発、関連する調査研究など、ライ
フコースに即した口腔機能の維持
増進に関した効果的な取組を関係
機関と検討しながら、新たな事業
として実行していく。

長崎県口腔保健支援センターの
活動として、市町へのフッ化物洗
口指導や他課と連携した障害者口
腔ケア研修会（障害福祉サービス
事業所職員を対象）の実施を検討
し、ライフコースに即した口腔機
能の維持増進に関する企画支援、
歯科専門職による相談体制や派遣
など新たな事業を検討していく。

歯科保健計画「歯なまるスマイ
ルプランⅡ」と連動する当事業は
令和5年度で終了とする。令和6年
度以降も、引き続き歯科保健の推
進のため、関係機関と連携協議を
行うとともに、長崎県歯・口腔の
健康づくり推進条例に規定された
基本的な施策についての方針を関
係者間で共通認識し、理解醸成に
努めるため、次期歯科保健計画の
推進に向け、新たな事業の中で事
業内容の見直しを検討していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県関係各課をはじめ保健所、市
町、歯科保健関係者等と連携し歯
科保健対策を推進する行政機能の
強化として長崎県口腔保健支援セ
ンターを設置。

コロナ禍に入り、口腔ケア指導
は感染リスクの高い障害者を対象
とする事業であることから、令和3
年度から発達障害児への対応や摂
食嚥下に関する相談支援ができる
歯科専門家の育成を目的に「発達
期における摂食嚥下機能障害サ
ポート指導者育成事業」を県歯科
医師会に委託した。令和3年度の児
童発達支援センター及び障害児通
所支援事業所への調査結果をもと
に、令和4年度は歯科医師に対し、
特に発達障害児への歯科診療に関
する研修を実施した。

県及び保健所圏域毎に関係機関
と連携を図るための協議会を設
置・開催した。歯なまるスマイル
プランⅡをもとに、県全域及び各
保健所圏域毎の各ライフステージ
における対策の進捗の確認や今後
の課題の検討など、地域特性に応
じた歯科保健施策の充実を図っ
た。

健康長寿日本一を目指して、口
腔機能の維持増進を図ることを目
的に、オーラルフレイル（噛む、
飲み込む、話す等の口腔機能が衰
えること）に関する関係者への研
修や人材確保・関係機関との連
携、乳幼児期の口腔機能発育や若
い世代からのオーラルフレイル対
策としての周知啓発、市町が実施
する高齢者向けの口腔機能への指
導にかかるモデル事業などを実施
した。
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　事業群④　子どもたちの体力の向上と学校体育の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 1

50% 25% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

学校体育研究推進
費

体育保健課 改善

地域で育む子ども
の未来！スポーツ
環境整備事業

体育保健課 拡充

全国高総体北部九
州ブロック開催準
備費

体育保健課 拡充

将来にわたり、児童生徒がス
ポーツに継続して親しむことがで
きる機会を確保するため、中学校
における休日の運動部活動の段階
的な地域移行や部活動の充実を進
める市町等を支援する。

大会開催に向けた諸手続きや準
備を行うことを目的として準備委
員会を設置し、７月と２月に総会
を開催した。総会では開催基本構
想や競技日程・会場などを決定し
た。

準備委員会には５つの専門委員
会を置き、競技委員会は３回、広
報・報道、宿泊・衛生、輸送・警
備、高校生活動の各委員会はそれ
ぞれ１回の委員会を開催した。

また、会場地従事担当教職員の
従事要項を定め、令和５年度から
の担当教職員派遣について関係機
関との調整を完了した。

各学校における令和５年度の
「体力向上アクションプラン」の
実績を分析し、好事例については
研修会等で広く展開し、今後の取
組につなげていく。

さらに、児童生徒の体力低下や
運動嫌いを改善するためには、学
校のみならず家庭や地域との連携
が不可欠であることから、親子で
参加できる「親子体力向上セミ
ナー」（元気アップファミリー
フィット事業）のさらなる充実を
図り、体力向上や生活習慣改善の
重要性を深める取組を推進してい
く。

部活動の地域移行については、
「受け皿となる地域スポーツクラ
ブ等の団体の整備充実」、「指導
者の質・量の確保」及び「活動場
所の確保」が課題である。令和５
年度に実証事業を行う市町（長崎
市、大村市、長与町、川棚町、波
佐見町）の取組を通して、地域の
実情に応じた課題等を情報共有し
ながら、県内全ての市町の導入に
向けて取組を推進していく。

令和６年度は全国高総体開催年
度であるため、令和５年度までに
構築した市町や関係団体との協力
体制を維持し、開催に向けての事
業に取り組む。仮設に係る経費や
競技用具整備費、大会開催経費等
を措置する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

継続して、各学校における体力
向上アクションプランの作成・実
践・報告・次年度目標設定を行
い、児童生徒の体力向上を図っ
た。また、教員の指導力向上を目
的に、教科体育・保健体育及び運
動部活動の指導者研修会等の開
催、専門的な知識を持った外部指
導者の派遣、体力向上モデル校に
よる実践研究などを行った。
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　事業群⑤　子どもの望ましい生活習慣の定着に向けた学校・家庭・地域が連携した健康教育の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

学校保健研究推進
費

体育保健課 改善

学校給食実施費 体育保健課 改善

学校給食研究推進
費

体育保健課 改善

学校保健研究推進
費 （ 食 物 ア レ ル
ギー対策事業費）

体育保健課 改善

事業内容 見直しの方向

児童生徒の心身の健康課題に対
し、組織的に対応するための効果
的な体制づくりや教職員の知見を
深めることができるよう研修会を
開催した。

学校給食関係者の資質向上及び
「食に関する指導や衛生管理」の
充実を図るための学校給食研修会
等を実施するとともに、県立学校
において、物価高騰に伴う補助金
を創設したことで保護者等の負担
を軽減し、給食の安定的な提供を
実施した。

学校給食関係者の資質向上及び
「食に関する指導や衛生管理」の
充実を図るため学校給食研修会等
を実施するとともに、地場産物の
食材を使用した「県内まるごと長
崎県給食」を全市町で実施した。

学校給食における食物アレル
ギー事案やヒヤリハット事例につ
い て 、 集 約 し た 情 報 を 学 校 へ
フィードバックし誤配食防止に努
めた。

また、学校給食における食物ア
レルギーへの対応として、ＩＣＴ
を活用し、児童生徒が有する食物
アレルギー情報の共有化を図り、
食物アレルギー対応食の配膳から
喫食まで栄養教諭や学級担任をは
じめとした教職員が効率的に複数
チェックを行うシステムを運用
し、適宜改修を行った。

全ての児童生徒が生涯にわたっ
て健康な生活を送るために必要な
力を育成するためには、各学校で
の学校保健委員会やPTA活動などの
地域・家庭と連携した組織的な取
組が重要であり、そのためにはそ
の中心となる教職員の資質向上が
求められている。今後より多くの
教職員が研修を受けることができ
るよう開催方法をさらに見直すと
ともに、内容についても充実を図
る。

学校給食は、「生きた教材」と
して学校における食育の中心的役
割を担うものである。今後も、児
童生徒の心身の健全な発達や健康
の増進、望ましい食習慣の定着な
どの意義を踏まえて、研修会の内
容を工夫し教職員の資質向上に努
めていく。

食物アレルギーの事故を含む給
食中の事故防止のために、栄養教
諭等や給食主任に限らず管理職員
を中心に、安全な給食を提供する
体制が構築できるよう、事故の発
生要因や解決策等を具体的に例示
しながら、研修会や協議会等で安
心安全な給食について指導・徹底
を図っていく。

食物アレルギーの事故防止のた
めに、栄養教諭等に限らず多くの
教職員がシステムの活用について
関わることができるよう研修内容
を充実させていく。

令和６年度の方向性
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　事業群⑥　スポーツに親しめる環境づくりによる地域スポーツの活性化

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地域スポーツ活性
化推進事業費

スポーツ振
興課

改善

　事業群⑦　豊かな人生を支える県民の学習環境の整備

　事業群⑧　地域の元気づくりのための社会教育の充実・活性化

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ながさき県民大学
事業費

生涯学習課 改善

生涯学習情報提供
システム運営費

生涯学習課 改善

事業内容 見直しの方向

県及び市町、大学等で実施して
いる生涯学習に関する事業を体系
化し、県民に学習機会を効果的に
提供することや、受講状況を評価
すること等により、県民の学習意
欲を高めることで、地域における
生涯学習の一層の振興を図った。

また、若者の受講者層獲得のた
め、国私立の小学５年生へのまな
びの手帳の配布や長崎県教育委員
会SNSへの情報掲載、子ども向け周
知用ポスターの作成など、新たな
取組を行った。

県民が、いつでも気軽に講座情
報等を得られるように、インター
ネットやスマートフォンによる情
報提供を行った。新着情報の更新
をこまめに行うなど、利用者に
とって魅力ある情報を発信するこ
とで、利用者の拡大を図った。

また、「主催講座情報」にコロ
ナ禍における講座の様子を写真で
掲載したことや、「おすすめの講
座・イベント」や「新着情報」を
随時更新したことで、システムへ
のアクセス数も増加した。

共生社会の実現に向けた障害者
の居場所づくりや社会参加を促進
し、だれでも学べる環境を整備す
るため、引き続き、大学等の実施
機関や関係各課との連携を深め、
働きかけていく。

新着情報や主催講座情報等各種
コンテンツの更新を頻繁に行い、
必要に応じてシステムを改修しな
がら、利用者にとって魅力ある情
報を発信していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

総合型地域スポーツクラブにつ
いて、令和4年度から登録・認証制
度の運用が開始されたため、クラ
ブや市町に対し、情報提供や申請
手続きのサポート、また登録促進
及びクラブの質的充実のための財
政支援を県スポーツ協会と連携し
て行った。また、市町担当者に対
し、クラブへの認識を深めるため
の研修会を開催した。

新型コロナウイルス感染症の影
響が残り、ながさき県民総スポー
ツ祭の実施種目数、参加人数とも
に目標値に届かなかったが、前年
度からは大きく回復した。

ながさき県民総スポーツ祭の総
合開会式について、競技者への負
担が大きい、新しい生活様式にそ
ぐわない等といった課題があるこ
とから、今後の在り方を検討しつ
つ、ながさき県民総スポーツ祭や
県民スポーツ月間（11月）の認知
度向上に向けたさらなるPRの強化
に取り組む。

令和６年度の方向性
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図書館管理運営費 生涯学習課 改善

社会教育振興促進
費

生涯学習課 改善

県内公立図書館等に対する協力
貸出や協力レファレンス、職員研
修等の実施を通じて、図書館運営
に対する支援を図った。

また、電子書籍の導入や郷土資
料のデジタル化・アーカイブ化を
通じて、地理的な制約や障害等に
かかわらず図書館資料を閲覧でき
る環境を整備し、非来館型サービ
スの充実を図った。

新型コロナウイルス感染拡大の
影響下にはあったが、21講座すべ
てを実施し、うち２講座はオンラ
インを併用した。

公民館職員等研修会では、対面
開催により意見交換を行う時間を
設け参加者同士のつながりの場を
作った。あわせて参加しやすい環
境を作るため、オンラインでの参
加も可能にした。県公民館大会
は、書面開催（一部オンライン開
催）で実施し、大会誌の配布及び
講演の動画配信を行った。

県社会教育研究大会では、県内
の関係者が学びを深めることがで
き、市町のネットワークを広げる
大会となった。

県内図書館等のサービスネット
ワークの拠点として、県内公共図
書館等へ資料や情報を積極的に提
供していくとともに、県内公共図
書館等と連携・協力し、相互貸借
等のネットワークシステムの円滑
な運用やホームページでの情報発
信により、県内全域において情報
の地域格差の解消を図る環境づく
りや利用者サービスの向上に努め
る。

また、今後も県民の学びの場や
機会を持続的に提供できるツール
として電子書籍等の非来館型サー
ビスの更なる充実に努め、図書館
資料の利用促進につなげる。

一部研修会については、肖像権
や著作権等に配慮した上で研修会
後の動画配信（録画配信）によ
る、受講者の利便性の向上に努め
る。

また、長崎県の社会教育を担う
人材を育成するためにも、本県に
おける社会教育主事講習の継続的
実施を目指す。
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戦略１－２　移住対策の充実、関係人口の幅広い活用を推進する
　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7

100%

施策１　ながさき暮らしＵＩターン対策の推進

　事業群①　さらなるＵＩターン促進のための相談・支援体制の充実

　事業群②　効果的な情報発信

　事業群③　地域の維持・活性化及び産業人材確保に向けた人材誘致の促進

施策２　関係人口との交流促進による地域活力の向上、移住者の裾野の拡大

　事業群①　ながさきとの関わりづくりと地域課題解決等の仕組みづくり

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ＵＩターン拡大事
業費

地域づくり
推進課

改善

移動理由調査事業
費

統計課 改善

ながさきＵＩター
ン魅力発信事業費

地域づくり
推進課

改善

移住・創業・地域
貢献支援事業費

地域づくり
推進課

改善

「ながさき移住ナビ」及びSNSで
各種情報をWEB広告等を活用しなが
ら効果的に発信した。また、移住
者の約8割は40歳代以下であること
から、子育て支援情報をリニュー
アルするとともに子育てガイド
ブックを作成した。

さらに、移住相談会等のイベン
トや県内市町の魅力などをWEB等で
集中的に発信する「Uターン促進
キャンペーン」を実施した。

地方創生推進交付金（移住・起
業・就業型）を活用し、東京圏か
らの移住を促進するとともに、地
域の雇用創出につながる創業・事
業拡充等にチャレンジする事業者
の支援を行った。

令和5年度に実施する情報発信の
SEO対策・SXO対策及び「UIターン
促進キャンペーン」の成果を検証
したうえで、情報発信及びキャン
ペーンの内容、手法等のさらなる
改善を図るとともに、検証結果を
市町や関係部局と共有していく。

令和5年度の各事業の応募・採択
状況等や国の施策の方向性を踏ま
えたうえで、各市町の施策構築の
意向や関係事業の実施状況等を聞
き取り、事業の内容について必要
な見直しを図ることとする。

県内全ての市町と連携し、市町
の窓口において転出入者を対象に
移動理由アンケートを実施。

県で回答の集約・集計・分析を
行い、その結果を県と市町で共有
した。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

「ながさき移住サポートセン
ター」を中心に、市町と連携しな
がら、都市部での移住相談会開催
など移住希望者に対して丁寧な相
談対応等を行った。

また、県移住支援WEBサイト「な
がさき移住ナビ」と県内求人や企
業情報などの検索サイト「ジョブ
なび長崎」とを連携し、それぞれ
の会員の利便性の向上を図った。

全国的な地方移住の流れがある
中、移住相談会での相談状況等か
ら移住希望者の傾向やニーズを捉
えたうえで、「ながさき移住サ
ポートセンター」、各市町、関係
団体でその内容を共有し、情報発
信、相談対応等のレベルアップに
必要な事業・連携体制等について
検討し実施していく。

また、市町に対し、引き続き、
優良事例を紹介するととともに、
必要に応じ体制の強化等を働きか
ける。

時系列で比較できるようアン
ケートを実施していくとともに、
アンケートの調査項目の追加や見
直しについて、県庁内及び市町の
ニーズを踏まえて検討する。

引き続き、集計結果を県庁内及
び市町と共有し、人口減少対策等
への活用を図っていく。
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地域活性化人材支
援事業費

地域づくり
推進課

改善

地域と関わる関係
人口創出事業費

地域づくり
推進課

改善

長崎県情報発信促
進事業費（県外パ
ブリシティ、長崎
の変関係）

ながさきPR
戦略課

改善

地域おこし協力隊の地域への定
着促進を図るため、県内で活躍す
る協力隊（OBOGを含む）や市町職
員を対象とし、隊員の受入や任期
後の活動についてなどの相談支援
や研修会を行った。

首都圏等の企業と県内市町の
ワーケーションのニーズをマッチ
ングさせたうえで行うワーケー
ションマッチングツアーを4市町で
実施し、また、リモートワーク及
びワーケーションのプロモーショ
ンイベントを東京都で開催すると
ともに、ワーケーションガイド
ブックを制作した。

また、県内の地域活性化人材と
県外の関係人口をつなぐコミュニ
ティ（長崎友輪家）を立ち上げ、
オンラインでの交流やオフライン
イベント等を実施した。

県外における本県の認知度向上
とイメージアップを推進し、交流
人口のさらなる拡大と他県との差
別化を図るため、首都圏・関西
圏・福岡圏においてマスコミを対
象としたパブリシティ活動を実
施。

また、福山雅治氏をクリエイ
ティブプロデューサーに起用した｢
長崎の変」プロジェクトにおい
て、「猫キャラ」を活用したプロ
モーション企画や知事と福山氏の
対談動画の公開、WEBサイト及び
SNSによる情報発信を実施し、関係
人口（長崎県ファン）の創出・拡
大を図った。

令和5年度の取組を踏まえ、中間
支援組織（協力隊OBOG団体）と連
携しながら、地域おこし協力隊
（OBOGを含む）及び市町等職員へ
のさらなるサポート体制の強化を
図る。引き続き、制度に対する理
解促進及び運用の適正化（※）に
取り組むほか、地域おこし協力隊
（OBOGを含む）が任期中・任期終
了後も継続して、地域で活躍がで
きる環境づくりにも取り組むこと
でミスマッチ解消による定住率向
上を目指す。

（※）具体的には、「導入目的
の明確化」、「着任前の企画・募
集・採用に係る取組の強化」、
「着任後の担当職員と隊員との信
頼関係の構築」、「隊員の定住に
向けた準備に対する支援の拡充」
等について、市町主体で推進でき
るよう、中間支援組織や外部専門
家等と連携して支援していく。

庁内関係部局や市町はもとよ
り、令和５年度に実施するワー
ケーションマッチングツアー・イ
ベントや「長崎友輪家」の関係
者、連携協定を結んでいる企業等
にヒアリングなどを行い、その内
容を分析したうえで、必要な見直
しを行っていく。

県外パブリシティについては、
限られた予算でより効果的な展開
を図るため、戦略的なパブリシ
ティ手法を検討するとともに、事
業成果をより正確に測るための指
標について検証を行っていく。
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戦略１－３　長崎県の未来を創る子ども、郷土を愛する人を育てる
　評価対象事業件数　83 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 42 1 5 30

6% 51% 1% 6% 36%

施策１　結婚、妊娠・出産から子育てまでの一貫した支援

　事業群①　結婚、妊娠・出産、子育てに関する意識醸成と社会全体の機運醸成

　事業群②　結婚を希望する独身者に対する婚活支援

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

市町少子化対策促
進事業費

こども未来
課

改善

未来を照らす「な
がさき結婚・子育
て」推進事業

こども未来
課

改善

ココロねっこ運動
推進事業費（応援
の店・フリーマガ
ジン）

こども未来
課

改善

「 な が さ き ハ ッ
ピー子育て」環境
づくり事業

こども未来
課

改善

子育て支援団体等とのネット
ワークを有する長崎県青少年育成
県民会議と連携し、子育て世帯に
お得なサービス等を提供する「な
がさき子育て応援の店」事業、子
育てを応援するフリーペーパーの
発行等を行い、すべての子どもが
健やかに成長できる社会づくりを
推進する機運の醸成を図る。

また、ホームページ等により、
子育てに関する相談支援を強化す
るとともに、市町と連携した信頼
できる情報のプッシュ型配信を実
施する。
　

※R4年度分については、事業番
号3（みんなで育てる「ながさきの
子だから」プロジェクト）におい
て実施。

ポータルサイト・LINE等を活用
し、子育てに関する相談支援を強
化するとともに、信頼できる情報
のプッシュ型配信を実施する。

国の施策や他自治体の先進的な
取組等の情報収集を行うととも
に、個別協議を通じそれぞれの地
域の実情を把握し、官民連携協議
会での優良事例の共有や交付金申
請事務の支援を通じた、その地域
の実情にあった取組導入の働きか
けを強化する。また県や地域コー
ディネーターの更なる働きかけに
より近隣市町間や市町・地域団体
間が連携している県内の取組をモ
デルとして事例の横展開を図り、
他の地域における取組の促進を図
る。

より多くの若者がライフデザイ
ンの重要性を認識し、結婚・子育
てを前向きにとらえることができ
るポジティブな情報を効率的に届
けるため、結婚・子育て応援宣言
企業や地域団体を通じた情報発信
の強化や学生・新社会人等のター
ゲットに応じ様々な媒体を用いた
周知・広報を行い機運醸成を図
る。

ココロンネット・アプリについ
ては、ユーザーの利便性をより高
めるとともに、プッシュ型の情報
発信に対応するため、新ポータル
サイト・LINEへと移行する。

新ポータルサイト・LINEについ
て、市町ウェブサイトとの連動を
強化するなど、きめ細かい情報の
発信を行うとともに、相談窓口な
どについて、ユーザーや市町等の
意見に基づき、さらなる利便性向
上に向け、改善を図る。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内各市町における、国の地域
少子化対策重点推進交付金を活用
した少子化対策の取組を支援し
た。なお、県としては、未活用の
市町に対して、優良事例を紹介す
るとともに、それぞれの状況に応
じた施策の提案を行うなど積極的
な活用を促した。

企業・地域コーディネーターを
配置し、結婚・子育て応援の取組
促進に向けた企業や地域への働き
かけを強化するとともに、メディ
ア(テレビ・新聞・タウン情報誌
等)や民間企業とタイアップした結
婚・子育てに関する情報発信を行
うことにより、社会全体で結婚・
子育てを応援する機運の醸成を
図った。
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「 な が さ き ハ ッ
ピー子育て」機運
醸成事業

こども未来
課

改善

ながさきで家族に
なろう事業

こども未来
課

改善

　事業群③　妊娠・出産、子育てへの切れ目のない支援①

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 4

14% 29% 57%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

保育士人材確保等
事業費

こども未来
課

拡充

子育て支援新制度
関係対策費

こども未来
課

現状維持

更に保育士の離職防止・処遇改
善を推進するため、新たな処遇改
善の取組を検討する。

子育て支援員研修修了者は保育
所等の保育士配置の特例による配
置が可能であることから、今後も
必要性は高いため、引き続き事業
を継続する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

｢保育士・保育所支援センター」
の求人・求職サイト「保いっぷ」
の運用及び、再就職支援コーディ
ネーターによる保育所に関する募
集採用状況の把握、求職者のニー
ズにあった就職先の提案、求職者
と雇用者双方のニーズ調整、保育
所に対する潜在保育士の活用に関
する助言等を実施した。

また、保育士養成施設の学生を
対象とした、保育の仕事合同面談
会の開催や、保育士修学資金貸付
事業を実施した。

さらに、リーダー的役割を担う
保育士等に対し、処遇改善の要件
となっているキャリアアップ研修
を実施した。

保育所に従事する保育士配置の
特例における無資格の保育従事者
及び小規模保育事業、家庭的保育
事業等に従事する保育者を養成す
るため、研修を実施した。

若者、企業・団体、地域、市町
等と連携した子育て応援の取組
や、効率的・効果的な情報発信に
より、社会全体で子育てを応援す
る機運を醸成する。

新型コロナウイルス感染症の影
響を受け、縁結び隊の活動や、セ
ミナー・イベントの開催に大きな
制約を受ける中、長崎県婚活サ
ポートセンターにおいて、市町・
企業等との連携のもと、お見合い
システムをはじめとする４つの結
婚支援事業を有機的に連動させて
一体的に実施するとともに、コロ
ナ禍の中、出会いを求める方の需
要に応えるため、新しい生活様式
に対応したシステム改良やキャン
ペーンを展開するなど結婚を望む
独身男女の婚活を支援した。

ながさき子育て応援の店、なが
さき結婚・子育て応援宣言、その
他市町の各種登録制度等の登録企
業を巻き込み、連携企画を実施す
るなど、企業の巻き込みを一層強
化する。

お見合いシステム等の取組を更
に活性化させるため、利用者や企
業・団体等の声に耳を傾け、長崎
県婚活サポート官民連携協議会の
構成団体とともに、積極的な見直
しを行う。中でも、最も高い成婚
目標を設定しているお見合いシス
テムにおいては、会員数を一定維
持するためにも会員登録促進のた
めの取組や周知啓発を継続すると
ともに、会員の行動分析やアウト
リーチ型のサポートをさらに強化
することで、マッチング率向上に
つなげていく。また、多様な出会
いの場の創出のため、「テーマ型
婚活イベント」や各地域の特色を
生かした婚活イベント、オンライ
ンイベント等を積極的に開催し、
参加機会・参加者を増やしてい
く。婚活サポートセンターの支援
体制をさらに強化していくこと
で、会員へのサポートの充実を図
る。
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幼児教育推進事業
費

こども未来
課

改善

幼稚園私立学校助
成費

こども未来
課

改善

　事業群③　妊娠・出産、子育てへの切れ目のない支援②

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地域子育て支援拠
点環境改善事業

こども未来
課

現状維持

　事業群③　妊娠・出産、子育てへの切れ目のない支援③

　評価対象事業件数　12 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 1 8

8% 17% 8% 67%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

健やか親子サポ－
ト事業（妊娠・出
産包括支援推進事
業）

こども家庭
課

改善

子育て世代包括支援センターの
機能強化に向けた研修会、市町間
の情報交換は継続して実施する。
さらに子ども家庭総合支援拠点と
の一体的な相談支援機関（子ども
家庭センター）の整備とその機能
の充実に向け情報共有や、研修会
テーマの設定を行う。

市町の子育て包括支援センター
職員を対象に、産後ケアをテーマ
とした研修会及び意見交換会を実
施した。

事業内容 見直しの方向

地域子育て支援拠点事業を継続
的に実施するために必要な改修・
備品の整備に係る費用を補助し
た。

地域子育て支援拠点事業は、子
育て世帯の居場所づくりとして必
要な事業であり、当該事業は地域
子育て支援拠点事業を実施するう
えでの環境改善（改修、備品購
入）を行う事業であるため、引き
続き取り組んでいく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

私立幼稚園等の運営に要する経
費の一部を助成することで、特色
ある学校づくりを支援し、私立学
校における教育の振興と保護者負
担の軽減を図った。

幼児教育に携わる者の資質向上
は重要な課題であり、文科省の委
嘱を受け各種協議会を開催するこ
とで、効率的に幼児教育の質を向
上させることができる。また、そ
れぞれの施設を訪問することで、
個々の課題に応じた指導助言を行
うことができ、新規認定こども園
の運営を現地で見ることで、書面
上では見えにくいところまで細や
かな指導を行うことができるな
ど、資質向上に有意義な事業であ
るため、今後も引き続き事業を継
続していく。研修方法について
は、研修体制や育成指標の整備を
同時に進め、集合やオンライン活
用といった方法ごとの長・短所を
踏まえながら企画し、より効果的
に保育者の資質向上を図ってい
く。

県内の私立幼稚園等を設置して
いる学校法人に対して運営費の補
助を行うことにより、私立幼稚園
等の運営に寄与しており、継続し
て確実に申請ができるように、補
助金等の丁寧な案内に努める。ま
た、令和５年度に初めて実施する
予定の補助金に関する説明会のア
ンケート等を踏まえ、適切な執行
に向け、説明会の内容の改善を図
りつつ、引き続き事業を継続す
る。

令和６年度の方向性

幼児教育の質を向上するため
に、県内外から講師を選定し、県
主催で園長等運営管理協議会を開
催。幼小接続をテーマに、文科省
教育調査官と長崎大学教育学部准
教授を講師に迎え、オンラインで
開催した。幼児期の教育及び保育
向上研修会は集合形式とし、長崎
純心大学と連携して、小学校教育
へのつながりを意識した幼児理解
と保育の計画・展開について研修
を実施した。また、幼稚園等に研
究を委託し、研究過程や成果公表
において指導助言を行った。
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不妊治療費助成事
業

こども家庭
課

現状維持

周産期医療確保対
策事業費

医療政策課 現状維持

持 続 可 能 な 周 産
期・救急医療体制
確保事業費

医療政策課 拡充

周産期医療体制整
備等事業費（医療
介護基金）

医療政策課 現状維持

新生児聴覚検査機
器整備事業

こども家庭
課

終了

福祉医療費助成費
こども家庭
課

現状維持

出産・子育て応援
交付金事業

こども家庭
課

現状維持

親子でスマイル住
宅支援事業費

住宅課 改善

妊婦・子育て家庭への経済的負
担軽減を図り、子どもを安心して
産み育てる環境を整え、子育て支
援を充実する観点から市町や関係
機関と協力しながら制度維持を
図っていく。

R4年度に創設した職住近接・育
住近接の事業効果を発信すること
で、県内市町の取組が拡充される
よう、働きかけていく。

市町が行う乳幼児・母子家庭等
の医療費の助成に対する補助を行
い、健康保持と経済的負担の軽減
を図った。

また、令和５年度からは高校生
世代の医療費の助成に対する補助
を行う。

伴走型相談支援の充実や出産・
子育て応援給付金の給付を行う市
町に対し補助を行った。

多子世帯や新たに職住近接・育
住近接を行うための改修工事又は
中古住宅取得に要する経費の一部
を助成することで、安心して子ど
もを産み育てることのできる居住
環境の整備を図った。

子どもを望む夫婦が、より出産
に至る確率が高い時期に適切な治
療を開始し出産を迎えることがで
きるよう、引き続き不妊に関する
助成および知識等の普及啓発を
行っていく。

引き続き周産期母子医療セン
ターの安定的な医師確保等のた
め、人件費等運営費について補助
を行う。

将来にわたり持続可能な医療提
供体制の構築を図るため、令和5年
度に開催するワーキンググループ
の結果を踏まえた取組を実施す
る。

引き続き県看護協会や長崎県医
ケア児支援センターと連携し、小
児在宅医療に係る人材育成や体制
強化を図る。

―

子育て世代の経済的負担軽減を
図り、子どもを安心して産み育て
る環境を整え、子育て支援を充実
する観点から市町や関係機関と協
力しながら制度維持を図ってい
く。

生殖補助医療（体外受精・顕微
授精）に併せて行われる先進医療
に要する費用の一部を助成する。

周産期母子医療センターの安定
的な医師確保等を図るため、人件
費等運営費について補助を行っ
た。

分娩件数の減少や、産科医不
足、2024年に開始となる医師の働
き方改革など、医療をめぐる環境
が大きく変化する中で、将来にわ
たり安定した分娩体制を維持する
ため、医療計画の見直しにおい
て、実態調査の結果及び分娩数の
推計に基づき、将来に向けた周産
期体制について検討する。

令和4年度に開設された長崎県医
療的ケア児支援センターと連携を
図り、訪問看護師・周産期母子医
療センター看護師・特別支援学校
等の看護師に対する研修会を開催
した。

聴覚検査機器（自動ABR）を所有
していない小規模の産科医療機関
が聴覚検査機器（自動ABR）を購入
する際の経費について補助を行
う。（令和3年度5機関、令和4年度
1機関、計6機関）
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　事業群④　命の尊さや家庭生活・家族の大切さなど、自分の将来を考えさせる教育の普及

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎県学校保健専
門医等派遣事業費

体育保健課 改善

妊産婦等相談支援
ネットワーク構築
事業（一部）

こども家庭
課

改善

施策２　郷土を愛し、地域を支える心豊かな人材の育成

　事業群①　ふるさと教育の推進

　事業群④　子どもたちが直接自然と触れ合う体験活動の推進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4 1

17% 66% 17%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎発未来の創り
手育成プラン

高校教育課 改善

し ま の リ ー ダ ー
チャレンジ事業

生涯学習課 改善

より多くの生徒・教員が起業家
教育に触れる形式へとブラッシュ
アップしながら、より多くの学び
の機会を創出していく。また、引
き続き産業界と連携しながら、ア
イデアの創出にとどまらず、実装
に向けた取組の段階へと高めてい
く方法について検討する。

令和６年度は、県央地域を活動
の場として離島地域のリーダー育
成を図る事業を実施する。これま
での実績やアンケート結果等を基
に研修プログラムの更なる改善に
努めるとともに、事業の成果を広
報・周知する取組の充実を図る。
また、新型コロナウイルスの感染
状況を注視しながら、参加者が安
全に活動できるよう十分な対策を
講じる。

「地域魅力化型高等学校支援事
業」では地域と学校の協働による
コンソーシアムを構築し、「ふる
さと教育支援事業」では進学希望
者が多い普通科高校４校で県内企
業説明会を行った。

また、令和３年度新規「ながさ
き未来デザインSDGs推進事業」の
「長崎を元気にするアイデアコン
テスト」では２１校が活動、研究
発表を行った。

さらに、「高校生アントレプレ
ナーシップゼミ」では２４名が８
グループで活動を行い、起業家や
行政関係者の支援を受けながらビ
ジネスアイデアを構築し、発表会
を実施した。

離島に住む小学生を対象に、本
県を代表する企業や施設、ＳＤＧ
ｓを推進する企業や大学等の訪問
など、多様な学びや体験の場を創
出することで、本県の魅力を発
見・実感し、誇りや愛着を深める
とともに、ふるさとを担っていく
意欲やリーダー意識を高めるきっ
かけとする。

若年層が将来の妊娠、出産につ
いて考え、現在の自分の健康を守
ることができるよう啓発資料を作
成し、高校３年生の女子生徒全員
に配布した。

性に関する内容については多岐
にわたっており、また、中学校・
高等学校・特別支援学校（中学
部・高等部）が対象であるため
に、各年代や各校の実情を把握
し、課題を確認するために、学校
と講師の事前の十分な打ち合わせ
を実施する。

正しい知識を伝える媒体とし
て、引き続き配付を継続する。HP
等への掲載や性教育に取り組む民
間団体とも協働することにより、
より多くの若年層へ届けられるよ
う配付方法を工夫する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

教諭からは得ることができない
医師や助産師などの専門的な見地
からの話を聞くことで、命の尊さ
や家族の大切さについて、生徒自
身が自分のこととして捉え、より
よい行動を実践しようとする意欲
を育むことを目的とし、長崎県内
の中学校、高等学校及び特別支援
学校の５２校、５，８１２名に対
して実施した。
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高校・地域連携イ
キイキ活性化事業

高校教育課 拡充

郷土学習資料作成
事業

義務教育課 改善

小 中 高 が 一 体 と
なったふるさと教
育推進事業

義務教育課 改善

「しま」体験活動
支援事業費

義務教育課 廃止

　事業群②　豊かな道徳性を育む道徳教育の推進

　事業群③　社会の様々な課題を主体的に判断できる力や政治に参画する態度を育てる教育の推進

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

道徳教育の抜本的
改善・充実事業

義務教育課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

文部科学省の委託事業である道
徳教育の抜本的改善・充実事業
は、４回の県内教職員向けの研修
会及び研究協議会のうち１回は新
型コロナウイルス感染症の影響に
より、集合研修からオンライン研
修に変更した。後の３回について
は集合研修２回、オンライン研修
を１回予定通り実施した。また、
研究指定校による研究発表会、各
市町要請による指導主事派遣事業
を通じて、道徳教育の推進に努め
た。

道徳教育の充実を図るため、引
き続き「道徳教育パワーアップ研
究協議会」を実施する。その際、
多くの教職員が参加しやすく、多
面的な視点で協議に参加できるよ
う、開催場所や時期、協議会の形
態等を工夫・改善していく。ま
た、内容についても「道徳科の授
業改善」をより一層推進し、「学
校全体で行う道徳教育の充実」に
向けた取組の一環として引き続き
情報モラルを取り上げるなどさら
に充実させていく。

令和５年度にコンソーシアムで
協議した高校の魅力化を推進する
事業を展開する。

子どもたちの郷土長崎に対する
理解と愛情を深めるため、本学習
資料の果たす役割は大きい。今後
も、引き続き掲載内容の充実を図
るとともに、本学習資料の継続的
で広範な活用を促し、子どもたち
の郷土長崎に対する愛情と理解を
深めていく。

小・中学校及び高等学校や行政
機関、関係団体との連携・協働に
向けた体制整備を進めるととも
に、各指定市において「小中高が
一体となったふるさと教育」の実
現に向けた系統的なカリキュラム
づくりについて取組の工夫・改善
を進める。

「しま」での体験活動にかかる
補助制度については、開始から１
０年以上が経過し、ここ数年活用
している市町が１市しかなく、対
象が限定的であるため今年度で廃
止とするが、市町関係課との連携
を密にするとともに、「しま」へ
の修学旅行に関するリーフレット
について、活動例や参加者の声な
どを掲載し、より詳細かつ具体的
な情報が提供できるよう取り組
む。

「地域の子どもを地域で育て
る」気運を地域と高校が一体と
なって醸成し、地元高等学校が担
う役割を地域と共有し、社会に開
かれた魅力ある学校にするため、
県と離島半島部の市町で「高校・
地域連携コンソーシアム」を設置
し、地域振興の核としての高校の
魅力化を図る。

令和５年度版「ふるさと長崎
県」を作成し、従来の冊子配布で
はなく、県公式ウェブサイト上で
PDFデータを公開した。

全編にわたり掲載画像を更新す
るとともに、新規記事として「長
崎県に『100年に一度の変化』が到
来！」、「ふるさとのストーリー
を語ろう!!～日本遺産～」、ふる
さとの年中行事として「風流踊」
などを掲載した。また、グラバー
や一支国博物館、「『しま』は長
崎県の宝!!」などの記事内容を見
直し、一部更新して再掲載した。

５市の小中学校１２校を拠点校
として指定し、ふるさとを舞台に
地域の魅力を小学校から中学校ま
で学ぶ系統的なカリキュラムと高
等学校との連携・協働の在り方を
含めた体制づくりについて研究を
進める。

令和4年度は、県内の小・中学校
や県立中学校の児童生徒938人が本
事業により体験活動を実施した。
また、「しま」の魅力を広く伝え
るため、実施校から聞き取った活
動内容をまとめ、各学校に情報提
供を行った。
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長崎発未来の創り
手育成プラン

高校教育課 改善

　事業群⑤　表現力や創造力を高める子どもの読書活動の推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ミライｏｎ（未来
につなぐ）子ども
読書活動推進事業
費

生涯学習課 終了

　事業群⑥　創造性や独創性など豊かな人間性を育てる子どもたちの文化芸術活動の推進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5

17% 83%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

中学校・高等学校
文化活動推進事業
費

学芸文化課 改善

高等学校においては、引き続き
地域や市町・学校の枠を越えた文
化活動の推進を図り、県総合文化
祭開催の支援や専門部の設置な
ど、文化活動の活性化を図る。

中学校においては、平成30年度
第18回全国中学校総合文化祭長崎
大会の成果を継承し、引き続き文
化活動の充実と活性化及び生徒の
文化に対する意欲向上を継続的に
図る。

また、中学校、高等学校とも
に、積極的に活動する部活動の活
動経費や県総合文化祭の開催経費
を継続的に支援していく。

事業内容 見直しの方向

中学校・高等学校の文化活動の
推進と裾野の拡大を図ることを目
的として、積極的に活動する部活
動等を指定し、その活動に対する
助成を行うとともに、県総合文化
祭及び全国総合文化祭への参加費
等への支援を実施した。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

司書教諭等研修会、図書ボラン
ティア研修会等を開催し、読書活
動関係者の資質向上と連携強化を
図った。

「長崎県の子どもにすすめる本
500選・精選版」の周知に努め、小
学１年生の保護者には、入学時に
「家庭読書啓発リーフレット」を
配布した。

「県中学生ビブリオバトル大
会」を開催し、県内中学生の読書
への興味・関心の喚起を図った。

高文連図書専門部と連携し、
「高校生が選ぶ友達にすすめる
本」を選書・広報をすることで、
高校生の読書への興味・関心の喚
起を図った。

第四次長崎県子ども読書活動推
進計画（令和元年度～令和５年
度）に連動した事業であるため令
和５年度で事業を終了する。

令和６年度の方向性

「地域魅力化型高等学校支援事
業」では地域と学校の協働による
コンソーシアムを構築し、「ふる
さと教育支援事業」では進学希望
者が多い普通科高校４校で県内企
業説明会を行った。

また、令和３年度新規「ながさ
き未来デザインSDGs推進事業」の
「長崎を元気にするアイデアコン
テスト」では２１校が活動、研究
発表を行った。

さらに、「高校生アントレプレ
ナーシップゼミ」では２４名が８
グループで活動を行い、起業家や
行政関係者の支援を受けながらビ
ジネスアイデアを構築し、発表会
を実施した。

より多くの生徒・教員が起業家
教育に触れる形式へとブラッシュ
アップしながら、より多くの学び
の機会を創出していく。また、引
き続き産業界と連携しながら、ア
イデアの創出にとどまらず、実装
に向けた取組の段階へと高めてい
く方法について検討する。
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文化部活動地域移
行推進事業費

学芸文化課 改善

部活動指導員配置
事業費

学芸文化課 拡充

魅力あふれる児童
生徒の作品展開催
事業

学芸文化課 改善

子ども舞台芸術鑑
賞事業

学芸文化課 改善

な が さ き “ 若 い
芽”のコンサート
開催費

学芸文化課 改善

子どもたちの豊かな感性や情操
を育み、文化活動の振興を図るた
め、音楽・古典芸能・児童劇の優
れた舞台芸術の鑑賞機会を提供し
た。

子どもたちの豊かな心の育成と
青少年の文化活動の振興を図るこ
とを目的として、クラシック音楽
を志す子どもたちの発表の機会を
提供するため、ながさき“若い
芽”のコンサートを開催した。

持続可能な文化活動の機会を身
近な地域で確保できる体制を整備
するため、地域移行モデルの構築
及び検証を行い、その成果を市町
へ周知する。

また、引き続き指導者等人材リ
ストの整備や指導者への講習会を
実施することで、指導者の質と量
の確保を図るとともに、国の事業
を活用して、地域移行を段階的に
進める市町への経費支援を行う。

文化部活動指導員について、本
年度配置校や他県での有効な活用
事例の情報収集を行い、更なる効
果的な活用方法について検討を行
う。

また、その情報や検討内容につ
いて、各種会議等などの機会を捉
え県内市町へ広め、配置拡充の検
討につなげる。

引き続き、子どもたちが図画工
作・美術の作品を発表する機会を
提供することにより、子どもたち
の図画工作・美術に対する関心を
高めるとともに、豊かな情操の育
成を図る。また、県造形教育研究
会との連携を密に図りながら、よ
り多くの子どもたちが参加できる
よう働きかけるとともに、業務改
善に向けたシステムの運用を行っ
ていく。

音楽・古典芸能・児童劇など優
れた舞台芸術の鑑賞機会を引き続
き提供することにより、伝統・文
化に対する理解を深め、これらを
尊重する態度や文化芸術を愛好す
る心情や感性を育み、豊かな心の
涵養を図る。今後も、学校間の合
同開催や近隣住民の参加等を促す
ことで、多くの子どもたちや地域
住民に舞台芸術の鑑賞機会を提供
し、文化芸術活動の充実を図る。

「ながさき”若い芽”のコン
サート」は、声楽、ピアノ、弦楽
器・ギター、管・打楽器の４部門
で構成され、子どもたちの音楽コ
ンクールとしては、県内では他に
類がない充実した内容の事業であ
る。さらに、子どもたちの音楽の
発表機会として広く定着し、クラ
シック音楽を志す子どもたちの目
標の一つとなっている。子どもた
ちの感性と豊かな心を育むととも
に、さらなる文化芸術活動の機会
充実を図るため、地域の文化団体
と連携して、子どもたちの発表の
機会を確保していく。

本県中学生が、学校の部活動に
代わりうる持続可能な文化活動の
機会を身近な地域で確保できるこ
とを目指して、休日の文化活動の
段階的な地域移行を進める市町に
対する支援を行う。

部活動指導員を県立高等学校に
２名配置し、市が市立中学校に１
名配置する経費の一部を補助し
た。これにより、教員の部活動従
事時間が縮減されるとともに、部
活動指導員が専門的な実技指導を
行うことで、教員の負担軽減を
図った。

子どもたちの図画工作・美術に
対する意欲・関心を高めるととも
に、創造の喜びを感じさせ、表現
力の向上や豊かな情操の育成を図
るため、県内小・中学校の児童・
生徒を対象とする作品を募集し、
優秀な作品の表彰及び展示（総合
展・巡回展）を行った。
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施策３　安心して子育てできる環境づくり

　事業群①　県民総ぐるみの子育て支援

　事業群②　子どもを取り巻くインターネット・電子メディア等環境対策の推進

　事業群③　保育施設等の安全対策の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ココロねっこ運動
推進事業費

こども未来
課

改善

長崎っ子の未来を
ひらくメディア事
業

こども未来
課

改善

非行防止・環境浄
化対策費

こども未来
課

現状維持

幼稚園耐震化緊急
整備事業費

こども未来
課

現状維持

長崎県私立幼稚園耐震補強工事
費補助金を活用し、耐震補強工事
又は耐震化のための改築工事費の
助成を行うもの。（県継足補助1/6
又は1/3）

私立学校施設整備費補助金（私
立幼稚園施設整備費）により文科
省からの補助を受ける事業者で、
工事内容が「耐震補強」の場合、
本事業の対象となる。

令和4年度については、上記補助
金の交付を受けた事業者が0園（0
件）であった。

ながさき子育て応援の店、なが
さき結婚・子育て応援宣言や市町
の登録制度等と連動し、ココロ
ねっこ運動の登録団体のさらなる
増加を図る。

引き続き、メディア安全指導員
の養成と専門性向上、学校や地域
等での講習会の実施、幼児教育や
母子保健等の関係者への研修会の
実施、マスメディア等を活用した
広報などにより、インターネッ
ト・電子メディアの利用に伴う発
達への弊害や非行・犯罪等に関す
るリスク、フィルタリング利用等
の有効な対応策などについて、周
知啓発を行う。

さらに、教育庁、県警本部、県
民生活環境部等と連携し、ネット
誹謗中傷対策など、ニーズの高い
課題への対応に取り組む。

引き続き、有害図書類の指定・
周知及び販売店への区分陳列に関
する指導を徹底し、少年の健全な
育成を図る。

耐震化未実施の施設に対し、私
学業務会計指導検査で施設を訪問
する際等に、引き続き補助事業の
内容を説明し活用を促すととも
に、認定こども園への移行を含
め、安全な施設への改修等を促
す。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

ココロねっこ指導員・推進員に
よる「ココロねっこ運動」や「家
庭の日」の啓発及び運動の輪の拡
大を図った。また、長崎県青少年
育成県民会議と連携して、ココロ
ねっこ広場などのイベントの場を
設定し、「家庭の日」の啓発活動
を行った。

乳幼児の保育・教育関係者へ向
けて乳幼児期とメディアについて
の研修会を行い、受講者から同
僚・保護者等へ情報発信してもら
うことで、メディアとのよりよい
付き合い方についての周知・啓発
を行った。また、子どもや保護者
のメディアリテラシーの向上や、
ネットの有害情報から子どもを守
るため、メディア安全指導員を学
校や公民館などに派遣した。

少年補導センター等の補導活動
等を支援し、少年非行を未然に防
止した。

少年保護育成審議会への諮問を
経て有害図書類を指定し、告示等
により広く県民に周知するととも
に、事業者等に通知することで、
少年への有害図書類の販売等の防
止を図るほか、立入調査員に対
し、適宜研修や資料の提供を行う
ことにより、より実効性のある立
入調査を実施することで、区分陳
列の徹底を図った。

42
40



施策４　学力の向上と一人一人に対応した教育の推進

　事業群①　子どもたちが未来社会を切り拓くための「確かな学力」の育成

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 1

86% 14%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎県学力調査実
施事業

義務教育課 改善

長崎県「学びの活
性化」プロジェク
ト費

義務教育課 終了

児童生徒の学力向
上のための非常勤
講師等配置支援事
業

義務教育課 改善

教科等教育指導費 義務教育課 改善

教育研究・研修費
（教育センター運
営費）

高校教育課
（教育セン
ター）

改善

子どもたちの「確かな学力」の
育成に不可欠な教職員としての実
践的指導力や使命感を養うため、
経年研修（初任者研修等）、職務
研修（管理職研修等）、課題研修
（教科・領域研修等）、出前型研
修（学校等に出向いて行う講座・
支援）等を実施した。

また、教職員の資質・能力向上
のための研修を効果的に行うため
に、研修の型を「集合型」「ハイ
ブリッド型」「リアルタイム型」
「オンデマンド型」に整理し、時
代の状況に即した研修を実施し
た。

引き続き、県全体の課題の提
示、その改善に向けた資料の作
成・提供などをとおして、各市町
教育委員会及び各学校における学
力向上の取組を推進していく。学
力向上に係る各事業とも連携し、
全ての児童生徒の可能性を引き出
す、個別最適な学びと協働的な学
びの実現を図り、確かな学力の育
成を目指す。

本事業は令和５年度で終了とな
るが、令和５年度末に完成した
「学びの習慣化メソッド」を全県
的に周知・普及を図る。加えて、
中教審答申等を踏まえ、今求めら
れる学校教育の在り方を相対的に
描き出し具現化を図る新規事業の
構築へ繋げていく。

児童生徒の個に応じたきめ細か
な支援を行うため、市町が児童生
徒の学力向上のために配置する非
常勤講師、学習支援員及びスクー
ル・サポート・スタッフ等にかか
る経費を一部補助することで、学
校の人的支援を引き続き実施して
いく。また、様々な課題を抱えて
いる学校の指導体制、運営体制の
充実を図るため、各市町の要望に
応えきれていない本事業の改善を
目指し、ヒアリングや活用状況調
査等により支援状況・効果等を把
握し、検討を行う。

研究指定校の研究内容（研究領
域）等について、今日的課題を踏
まえた研究テーマを検討し、優先
的に委託するよう常に見直してい
く。

４つの講座形態について、引き
続き、教職員の資質・能力の向上
につなげるように、それぞれの形
態の特性を生かした研修講座の内
容と実施方法について検証を行
い、改善を加えていく。加えて、
受講者のニーズによりフレキシブ
ルに対応するためにも、令和３年
から令和４年の２年間オンライン
を活用した研修から得た知識や経
験を活用し、研修講座のハイフ
レックス化についても研究を継続
していく。

また、NITSと協働した２年間の
継続事業の中で新たな教職員の学
びの在り方について研究し、令和
６年度には新たな研修講座を教職
員に提供できるように事業を進め
る。

事業内容 見直しの方向

児童生徒の学力を検証するため
の調査問題を作成し、小学校５年
生を対象に国語・算数、中学校２
年生を対象に国語・数学、同３年
生を対象に英語の学力調査を実施
した。また、令和４年度学力調査
の分析結果と改善策を基にした、
授業改善研修会を実施した。

離島部と本土部の実践モデル校
が、ICTでの交流を深めながら、AI
ドリルの活用や読書習慣の定着を
含んだ学校外での自主的な学習の
充実を図るための研究・実践に取
り組んだ。さらに、「学びの活性
化」応援会議において、モデル校
の実践をもとに学びの習慣化に向
けた効果的な取組について協議
し、「学びの習慣化メソッド」の
素案を作成した。

児童生徒の学力向上のための非
常勤講師や学習支援員等を市町立
小・中学校に配置する市町を補助
し、学校の人的支援体制の整備を
図った。

各小・中学校において、学習指
導要領の趣旨に沿った教育の内容
や方法等に関して、研究指定校を
指定し、その研究成果等を県内に
広く公表した。

令和６年度の方向性
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教科等教育指導費 高校教育課 改善

サイエンス・テク
ノロジー人材育成
事業費

高校教育課 改善

　事業群②　「主体的・対話的で深い学び」等に対応したＩＣＴ活用の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1 1

25% 25% 25% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

教育の情報化推進
プロジェクト（義
務教育課分）

義務教育課 終了

教育の情報化推進
プロジェクト（教
育ＤＸ推進室分）

教育ＤＸ推
進室

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

教育の情報化推進協議会を2回開
催し、ＧＩＧＡスクール構想の推
進を目的とした先進事例の提供や
市町間の情報共有等を実施した。

教育の情報化を推進する各市町
のリーダーを育成する研修会を実
施した。

各学校の実践事例やＧＩＧＡス
クール構想に係る情報を一元的に
発信する「ＧＩＧＡスクール推進
サイト」を運用し、各学校の実践
事例や全国、県、市町のＧＩＧＡ
情報等を共有した。

「長崎県立学校ICT教育支援セン
ター」を設置して教員のサポート
を充実させるとともに、ＩＣＴを
活用した学校間連携を進めるため
に、遠隔授業の配信や、探究活動
や特別活動等における交流等に取
り組み、日常的な端末活用を推進
した。

あわせて、文部科学省の委託事
業により、離島の小規模高校間に
おける遠隔授業の活用に向けた研
究を行った。

本事業は令和５年度で終了とな
るが、引き続き主体的・対話的で
深い学びからの授業改善を推進
し、これまでの成果を踏まえて新
規事業の構築へ繋げていく。

端末導入から２年が経過し、授
業等で従来アナログで行っていた
活動をデジタル化するなどＩＣＴ
の活用が進んでいる。今後は、ク
ラウド上に蓄積される学習データ
の活用により生徒の個別最適な学
びや教員の働き方改革につなげた
り、他の学校・大学・企業等と教
室の枠を超えてつながる協働的な
学びを進めたりするなど、ＩＣＴ
を活用して学びのあり方を変革す
る 教 育 DX（ デ ジ タ ル ト ラ ン ス
フォーメーション)に本格的に取り
組んでいく必要がある。

県立高校における図書館会計年
度任用職員配置19校の学校司書を
対象に、オンラインによる連絡協
議会を実施した。講師による図書
館運営や公立図書館との連携に関
する講義をはじめ、情報共有を
行って各校図書館活動及び学習支
援活動の更なる充実を図った。

令和４年度は、長崎大学と連携
して行ってきた児童生徒の自然科
学に対する興味・関心を高める上
で効果的な取組を実施するととも
に、その他の県内の大学と連携し
て、今後様々な学問分野において
必要となるプログラミングについ
て学ぶ機会を提供し、それらを創
造的に活用できる技術を習得させ
た。また、科学の甲子園全国大会
へ向けた取組では、令和３年度は
筆記競技のみ実施したが、令和４
年度は筆記競技に加え、実技競技
を実施した。

学校司書に対し研修、情報共有
の機会を早期に設けるために連絡
協議会の実施時期を早めるととも
に、オンライン開催の各種研修会
等の情報提供を行い、スキルアッ
プの機会を多く創出するよう努め
る。

プログラミング言語は日々進化
し、時代に応じて言語の選択も変
化する。このことから、本事業は
令和5年度までであるが、次年度以
降に向けて、生徒が最先端の技術
や考え方で課題解決に取り組める
ように、人材育成の事業を刷新す
ることを検討する。
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遠隔授業配信セン
ター開設準備事業
費

教育ＤＸ推
進室

拡充

　事業群③　魅力ある私立学校づくり

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4

20% 80%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

高等学校私立学校
助成費

学事振興課 現状維持

中学校私立学校助
成費

学事振興課 現状維持

小学校私立学校助
成費

学事振興課 現状維持

専修学校私立学校
助成費

学事振興課 現状維持

私立(学校法人立)の専修学校に
対し、運営費の一部を助成した。

長崎県専修学校各種学校連合会
が取り組む県内高校生へ向けた専
門学校入学促進ＰＲにかかる経費
を助成し、高校生の県内専門学校
への進学促進を図った。

私立学校は公教育の一翼を担っ
ている一方、少子化等により学校
法人の運営は厳しくなっており、
今後とも本事業を継続していく必
要がある。高等学校の運営費に係
る助成のあり方については、学校
の努力に応じた配分となるよう、
生徒数を算定基礎としており、認
可定員を基準とした充足率が7割を
下回れば、補助金不交付という制
度を導入している。今後も同様の
手法により事業を継続する。

私立学校は公教育の一翼を担っ
ている一方、少子化等により学校
法人の運営は厳しくなっており、
今後とも本事業を継続していく必
要がある。

保護者負担の軽減及び私立学校
の活力と魅力を高めることによ
り、本県教育の充実を図ってい
く。

私立学校は公教育の一翼を担っ
ている一方、少子化等により学校
法人の運営は厳しくなっており、
今後とも本事業を継続していく必
要がある。

保護者負担の軽減及び私立学校
の活力と魅力を高めることによ
り、本県教育の充実を図ってい
く。

卒業生の多くが県内に就職する
など、県内企業を支える大きな役
割を担っている専修学校のうち、
専門的な職業教育を中心に実施す
る学校に限定して経常費補助を
行っている。教育の振興を図るた
めにも不可欠な事業であり、今後
も同様の手法により事業を継続す
る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

私立高等学校等の運営に要する
経費の一部を助成するとともに、
スクールカウンセラーの配置等に
対し支援を行った。

私立中学校の運営に要する経費
の一部を助成するとともに、ス
クールカウンセラーの配置等に対
し支援を行った。

私立小学校運営に要する経費の
一部を助成するとともに、スクー
ルカウンセラーの配置等に対し支
援を行った。

Ｗｅｂ会議システム等のＩＣＴ
を活用することで、小規模高校等
の生徒に対し、興味・関心や進路
希望等に応じた多様な学びや、企
業や大学等の外部機関と連携した
探究的な学びを提供するため、長
崎県教育センター（大村市）内に
「遠隔教育センター（仮称）」を
開設する準備を進める。具体的に
は、以下の取組を実施する。
　

（１）配信センターから小規模
高校等に授業を配信する準備や環
境整備

（２）生徒の進路希望や習熟度
に応じた講座等の配信

（３）外部人材等を活用した探
究的な学びやキャリア教育に関す
る配信メニューやコンテンツの開
発と配信

（４）遠隔授業を円滑に実施す
るためのマニュアル等の開発

配信環境を充実させるために、
必要最低限の施設の改修を行うと
ともに、配信メニューを充実さ
せ、受信対象となる学校や生徒を
拡充するなど、令和７年度の開設
に向け、分校（分室）設置に向け
たハード、ソフト両面の準備を進
める。また、配信側の人員加配や
運営に係る経費を確保するため
に、国に要望を行う。
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私立学校よかとこ
推進プロジェクト
事業補助金（高等
学校私立学校助成
費）

学事振興課 改善

施策５　グローバル化社会を生き抜く力を持った人材づくり

　事業群①　小・中・高を通した外国語教育の充実

　事業群②　高等学校における特色ある国際理解・外国語教育の推進

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

「Ｂｅｌｉｅｖｅ
ＹｏｕＣａｎ」英
語発信力強化事業

義務教育課 改善

これからの社会を
生き抜く力を持っ
たグローバル人材
育成事業

高校教育課 改善

外国語指導助手招
致費

高校教育課 現状維持

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

①先進モデル校指定事業
・異文化交流を含む先進的な取

組を県内へ発信し、グローバル人
材の育成を軸に、英語による発信
力強化を図る。
②中学校教員対象「授業改善研
修」

・全国学力・学習状況調査の結
果分析を通して、授業及び評価改
善を図り、ひいては生徒の英語力
向上を図る。
③小学校教員対象「アップデート
研修」

・言語活動等受講者のニーズに
応じた研修を実施する。

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響で、中国語を専門的に学ぶ
生徒への海外での語学研修につい
ては、中止となったため、国内で
の代替研修を実施した。

WWL（ワールドワイドラーニン
グ）構築支援事業については、新
型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受けながらも、海外での語学
研修やフィールドワーク等を行っ
た。

令和４年度は、年度途中から研
究指定校において、１人１台端末
の活用を含めた英語による発信力
の育成強化を図る実践研究を実施
した。また、留学支援フェアを開
催予定であったが予定を変更し、
佐世保米軍基地内の高校生との交
流や中国駐長崎総領事館訪問、留
学生との交流などを実施し、異文
化理解の促進と国際コミュニケー
ション力の育成を図った。

定時制課程（夜間部）と通信制
課程を除く、すべての県立高校
（５４校）にＡＬＴの配置した。
令和２・３年度は新型コロナウイ
ルス感染症の影響で通常の配置が
できなかったが、令和４年４月の
新規招致者の来日以降、予定して
いた配置人数を確保できた。

英語をコミュニケーションツー
ルとして国際社会で活躍できるグ
ローバル人材の育成を図る必要が
ある。

異文化理解はもとより、英語に
よるコミュニケーション能力及び
主体性、チャレンジ精神等の育成
を通して発信力の強化を図る必要
がある。

グローバル化が急速に進展する
中、生涯にわたる様々な場面で必
要とされる英語によるコミュニ
ケーション能力の土台の構築を図
るとともに、様々な価値観に触
れ、生徒にグローバルな視野を身
につけさせることを目指す。

生徒のコミュニケーション能力
等の向上を図るため、今後も事業
を継続していく必要がある。

建学の精神に基づく私立学校の
創意工夫を活かした特色ある取組
を進め、これからの時代の教育に
対応できる魅力ある学校づくりを
支援した。

現在の枠組みでの事業の実施は
一旦終了とし、３年間の取組を踏
まえ、引き続き特色ある学校づく
りが推進できるような事業構築を
行う。
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施策６　安全・安心が確保された教育環境の整備

　事業群①　子どもの安全確保対策の推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

防災教育推進事業
費

児童生徒支
援課

改善

　事業群②　安全で快適な学校施設の整備

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

県立学校施設等整
備費

教育環境整
備課

改善

事業内容 見直しの方向

県立学校施設を安全に保つため
の保全点検、改築、大規模改修、
並びに教育のニーズに対応するた
めの改築、大規模改修等を実施し
た。

この外、維持補修のための小規
模改修やグラウンド等校地整備を
実施した。

児童生徒が安全な環境のもと安
心して学習・生活ができるよう、
引き続き建築（設計）士等専門業
者への委託による外壁打診調査や
職員による定期的な点検等を実施
しつつ、老朽化した施設の改築や
大規模改修を計画的に進め、維持･
補修等を実施する。

令和3年9月に文部科学省より特
別支援学校設置基準が示され、本
県の特別支援学校の教室不足が顕
著であることから、解消に向けた
施設の増築等が必要であり、基本
計画に基づいた施設整備を進めて
いく必要がある。

また、今後の利活用が見込めな
い施設については、引き続き建物
の売却や、解体して土地の売却を
行うとともに、公共のために活用
する市町へは譲渡を検討するなど
して適正な管理に努める。

さらに、老朽化した設備の更新
等による省エネルギー化に努め
る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

防災教育を推進し、教職員や児
童生徒の防災に対する意識の向上
を図るとともに、各学校における
学校安全体制の充実を図った。

「学校安全総合支援事業」を長
崎県立島原特別支援学校を拠点校
として実施し、地域や関連機関と
連携・協働による障害のある児童
生徒を安全に避難させるための体
制を構築するとともに、市町教育
委員会に対し、取組の成果を周知
した。

また、児童生徒の事件・事故を
防ぐために、防犯や交通安全等の
学校安全に関する研修会を教職員
に対して行った。

近年の災害や犯罪の状況を踏ま
えながら、学校安全教室推進研修
会において取り扱う内容について
も常に検討を行い、実践的で効果
的な研修会となるよう努める。ま
た、学校安全総合支援事業では、
地域の実態を考慮して研究の拠点
となる学校を選定し、その地域に
あった防災教育の推進に取り組
む。

令和６年度の方向性
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　事業群③　子どもたちが安心して学ぶことができる修学支援の充実

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

8

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

公立高校奨学給付
金事業

教育環境整
備課

現状維持

高等学校私立学校
助成費（高等学校
等 修 学 支 援 事 業
等）

学事振興課 現状維持

特別支援教育就学
奨励費

教育環境整
備課

現状維持

　事業群④　私立学校の耐震化の推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

私立学校耐震化促
進事業費補助金

学事振興課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

当年度に私立高等学校等の耐震
化に係る取組が延期され、実施は
なされていない。耐震化未実施の
学校に対しては、県による聞き取
り調査や直接の学校訪問に際し
て、計画的な事業実施の働きか
け、及び考え得る対応方策につい
ての助言等を行った。

施設の耐震化を推進するため、
引き続き学校からの状況聴取及び
個別の学校訪問を行うとともに、
会計指導検査時にも具体的な計画
を聞き、早期の事業実施の働きか
けを行う。

特に構造耐震指標(Is値)0.3未満
の建物については、早期の改修を
強く働きかける。

授業料以外の教育費負担を軽減
するため、県内に住所を有する保
護者等の所得状況が、生活保護受
給世帯や非課税世帯の高校生の保
護者に対して、奨学給付金を支給
した。

私立高等学校に係る授業料につ
いては、保護者負担の軽減を図る
ため、年収約910万円未満の世帯の
所得に応じ、就学支援金を支給し
ており、さらに、生活保護世帯及
び年収約590万円以上720万円未満
の世帯に対しては、就学支援金に
加えて授業料軽減補助金を支給し
た。また、家計急変を含む低所得
の世帯に対しては、授業料以外の
教育費負担を軽減するため奨学給
付金を支給した。

特別支援学校への就学に要する
保護者の経済的負担を軽減するた
め、保護者の経済状況に応じて、
就学に必要な経費（交通費、学用
品購入費等）を助成した。

引き続き、授業料以外の教育に
かかる保護者の経済的負担軽減の
ための支援を行っていく。

引き続き、私立高等学校の保護
者の経済的負担の軽減に対する支
援を行っていく。

昭和33年度から実施している国
庫補助事業である。障害のある子
どもたちの教育環境を確保するた
め、今後も同様に事業を継続して
いく必要がある。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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施策７　「地域みんなで子どもを育み、家庭教育を支援する」体制づくり

　事業群①　学校・家庭・地域の連携による地域の教育力の向上

　事業群②　コミュニティ・スクールなど地域と共に子どもの豊かな成長を支えあう学校づくりの推進

　事業群③　家庭教育支援の充実

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1

80% 20%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

持続可能な地域づ
くりを進める地域
学校協働活動推進
事業

生涯学習課 改善

地域子ども教室推
進事業

生涯学習課 改善

長崎っ子が輝く！
学校応援プロジェ
クト

義務教育課 改善

ＰＴＡ研修費 生涯学習課 改善

子育てに優しいな
がさき家庭教育支
援事業

生涯学習課 終了

「ながさきファミリープログラ
ム」ファシリテーター認定・フォ
ローアップ研修会を、新上五島
町、東彼杵町、諫早市に加え、昨
年度新型コロナウイルス感染拡大
防止の観点から延期していた川棚
町で実施した（計４会場）。

学生、祖父母、地域住民等を対
象として「ながさき家庭教育講座
（ ア ウ ト リ ー チ 型 家 庭 教 育 講
座）」を実施した（計３回）。

県や各団体主催イベント等にお
いて、家庭教育の意義について周
知・啓発を図った。

研修会で紹介する実践事例を増
やし、各地域の実態に応じた取組
を推奨することで、参加者のより
主体的な参画を促していく。

研修会、推進委員会、視察等を
通して、教室及び運営の実態把握
に努め、地域子ども教室と放課後
児童クラブとの一体型及び連携し
た取組や子どもの安全・安心な居
場所づくりを推進する。また、研
修会や県のホームページにおい
て、実施主体や指導者等へ、地域
子ども教室と放課後児童クラブの
一体型・連携の好事例などの情報
を提供し周知・啓発を行うととも
に、効果的な広報のあり方につい
て検討を行う。

民間や大学等との連携により、
教職員の豊かな研修機会を確保す
るとともに、教職の魅力化作戦会
議による提言を具体的な方策とし
て実践する。

地域と連携したPTA活動の促進を
図る研修会を実施するとともに、
「ながさきファミリープログラ
ム」の活用を推進するなど、多く
の会員に届く研修機会の充実を図
る。

家庭教育支援を促進していく地
域人材を育成するとともに、参加
者ニーズに対応した学習機会を提
供することで、子どもが健やかに
成長できる家庭教育環境を改善す
るための施策を推進するという事
業目的は達成されたため、令和５
年度で事業を終了する。

事業内容 見直しの方向

県内３会場において、学校・保
護者・地域の関係者に、学校・保
護者・地域が連携・協働して行う
「地域学校協働活動」について研
修を行った。

県内の各小学校区において、放
課後や土曜日等に小学校や公民館
を活用して、地域の多様な経験や
技能を持つ人材等の協力のもと
に、自然・文化・スポーツ等様々
な体験・交流活動の機会を提供し
た。地域社会の中で、全ての子ど
もの安心・安全な居場所づくりと
心豊かに育まれる環境づくりを推
進した。

教員採用試験の倍率低下に伴う
質の高い教員の確保や臨時的任用
職員の未配置の解消が課題となっ
ている中、教員や学校にかかわる
人材の掘り起こしを行うととも
に、学校を応援する気運を県内に
広げることで、教員が働きがいを
実感するとともに、県内の子ども
たちの豊かな学びを保障する。

公立小・中学校の共催型地区別
研修会を６地区、公立高等学校で
は８地区において、すべて対面開
催で実施した。時代のニーズに応
じたPTAの在り方等について、各校
のPTA会員が協議する機会を設け
た。

また、家庭教育や子育てを支援
するために、小学１年生の全保護
者向けにリーフレットを配付し
た。

令和６年度の方向性
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戦略１－４　みんなで支えあう地域を創る
　評価対象事業件数　103 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 57 1 2 37

6% 55% 1% 2% 36%

施策１　誰もが安心して暮らし、社会参加できる地域共生社会の推進

　事業群①　社会的配慮を必要とする人たちへ必要な支援を行う体制づくり

　評価対象事業件数　11 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 8 1 1

9% 73% 9% 9%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

こころの緊急支援
対策システム整備
事業

障害福祉課 現状維持

生活困窮者自立支
援事業

福祉保健課 改善

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

事件・事故や災害等の緊急時に
は、対応の遅れが致命的となるこ
とが多い。

CRTについては、平時よりこころ
のケアを行う専門家チームを結成
しておき、教育委員会や学校から
の要請に基づいて、緊急に現地派
遣できる体制を整備している。令
和４年度においては、２件のCRT派
遣実績あり。

DPATについては、平成２８年度
の熊本地震派遣を経て、緊急時に
現地への派遣ができる体制を図っ
ている。令和４年度は派遣実績な
し。研修会等により隊員の機能維
持を図った。
　
　※CRT（CrisisResponseTeam）…
こころの緊急支援チーム
　※DPAT（DisasterPsychiatric
AssistanceTeam）…災害派遣精神
医療チーム

県の福祉事務所が所管する７町
（小値賀町を除く）において、生
活困窮者の相談に応じ、アセスメ
ント（困窮の背景・要因を分析
し、課題の解決の方向性を見定め
ること）を実施して個々人のニー
ズに応じた自立支援計画を作成
し、必要なサービスの提供につな
げた。各種支援が包括的に行われ
るよう関係機関との連絡調整を
行った。

生活困窮及び生活保護世帯の子
ども（小・中学生、高校生）に対
し学習支援を実施した。

事件や事故、災害発生時におい
て、対応の遅れがさまざまなスト
レス要因を抱えることとなり、二
次被害リスクが高まることが予想
される。緊急時、迅速に対応でき
るような体制を整えておくため、
引き続き協力医療機関の増加や、
人材育成、チーム資機材を整備す
る。

市町職員及び相談支援員等を対
象に研修会を実施し、相談支援の
スキル向上や互いを支え合うネッ
トワーク構築を図る。

任意事業の未実施自治体へヒア
リング等を行い、事業立ち上げに
向けた事例等必要な情報の提供や
助言を行い、事業の取組を推進す
る。就労準備支援事業は、アウト
リーチで対象者の掘り起こしや、
就労体験に協力してくれる企業の
開拓を積極的に行うなど、環境整
備を図る。

家計改善支援事業は、コロナ禍
や物価高騰等の影響によって、家
計に関する相談が今後も増加する
可能性があることから、事業の周
知や顔の見える関係づくりを行っ
ていく。

子どもの学習・生活支援事業
は、地域の実状に応じて事業内容
を工夫し、居場所としての機能も
果すことができるよう支援を行
う。
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民生委員費 福祉保健課 改善

生活福祉資金貸付
事業費

福祉保健課 改善

新型コロナウイル
ス感染症対策セー
フティネット強化
事業費（生活困窮
者自立支援金等）

福祉保健課 改善

新型コロナウイル
ス感染症対策セー
フティネット強化
事業費（生活困窮
者支援体制を構築
するためのプラッ
トフォーム整備事
業）

福祉保健課 終了

自殺総合対策強化
事業

障害福祉課 改善

当事業は、低所得者等の経済的
自立及び生活意欲の助長促進や社
会参加の促進を図り、生活の安定
化に寄与するものであり、引き続
き、生活困窮者自立支援法の各事
業と連携し、償還能力を見極めな
がら償還への働きかけや、償還が
難しい場合は、家計改善支援や弁
護士相談に繋ぐなどと必要な相談
支援を行っていく。

また、様々な生活上の課題を抱
える借受人を包括的に支援するた
めに、県社会福祉協議会等各関係
機関の役割の明確化など、地域に
おける支援体制整備について協
議・検討していく。

県内の経済状況は回復傾向にあ
るが、様々な要因により今もなお
安定した収入が得られない方や、
物価高騰等の影響に伴い、日常生
活に困難を抱える方もいることか
ら、引き続き、自立相談支援機関
等の体制強化を図る。

また、社会情勢の変化に伴う国
の事業を踏まえた上で、本県の状
況に応じた必要な支援を検討して
いく。

国の「コロナ禍における原油価
格・物価高騰等緊急総合対策」に
おけるメニュー事業を活用して実
施しており、当該事業が時限措置
となっているため、令和6年度にお
いては終了予定。

SNS相談事業の実績（相談件数や
相談内容等）の分析を行い、事業
の継続について検討を行う。

また、「第4期自殺総合対策５カ
年計画」に基づき、総合的な自殺
対策に取り組み、自殺者の減少を
図る。

民生委員・児童委員の適格者を
確保するとともに、円滑な民間社
会福祉活動の推進を図った。

また、一斉改選に合わせ定数の
見直しを行うとともに、民生委
員・児童委員についての理解を深
め、より多くの方々に活動しても
らえるよう、全世帯広報誌や新
聞、ラジオ等を活用した広報を行
い周知に努めた。

低所得者や高齢等世帯が、経済
的自立及び生活意欲の助長促進や
社会参加の促進を図り、安定した
生活が送れるように、資金の貸付
と必要な相談支援を行った。

また、特例措置として対象に追
加された新型コロナウイルス感染
症の影響による収入減少世帯に対
しても迅速な貸付と必要な相談支
援を行った。

新型コロナウイルス感染症の影
響による生活困窮者等への支援を
強化するため、県が所管する７町
（小値賀町を除く）の自立相談支
援機関や福祉事務所の人員加配に
よる体制強化を図るとともに、感
染拡大防止のための環境整備を行
い、現下の情勢における必要な支
援を実施した。

また、特例貸付を利用できない
困窮世帯に対して、新たな就労や
生活保護の受給に繋げるための支
援金の支給を行った。

新型コロナウイルス感染症に加
え、物価高騰の影響によって生活
困窮者の増加が想定されるため、
行政、生活困窮者支援を行う民間
団 体 な ど で 構 成 す る プ ラ ッ ト
フォームを設置し、官民連携によ
り、地域の実情に応じた支援策を
検討する。

併せて、生活困窮者の支援ニー
ズの増大に対応した民間団体の活
動経費を支援した。

民間を含む関係機関・団体がそ
れぞれに役割を担い、連携協力し
て、相談・支援体制の整備・充実
や普及啓発の強化等をはじめとし
た総合的な自殺対策を推進するこ
とを目的に、「第4期長崎県自殺総
合対策5カ年計画」（R4～R8）を策
定した。

地域福祉の推進に重要な役割を
担う民生委員・児童委員制度につ
いて、地域住民の認知が低いこと
から、理解促進を図るため、県・
市町や社会福祉協議会等の広報誌
や新聞等での周知など、県や地区
の民生委員児童委員協議会と連携
し制度の周知広報に努め、必要な
相談・支援やなり手確保につなげ
ていく。

また、令和７年度の一斉改選に
向けて、市町と連携しながら、地
区割や定数など、適正配置への見
直しを検討するとともに、民生委
員・児童委員の充足率を向上させ
るため、業務の負担軽減策や人材
確保策、他自治体の取組事例につ
いて市町や関係機関等と意見交
換、協議・検討を行う。
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依存症対策総合支
援事業

障害福祉課 改善

難病特別対策推進
事業

国保・健康
増進課

改善

ひきこもり対策推
進事業

障害福祉課 改善

長崎県ケアラー支
援条例推進体制構
築事業費

長寿社会課 拡充

精神保健福祉法の改正（令和6年
度）に伴い、各種事業の相談支援
体制の見直しを行う。また、引続
き保健・医療・福祉・民間団体等
との連携を図り、実態調査結果を
踏まえて、本県の実情に応じた依
存症対策の充実をより一層図る。
併せて、依存症専門医療機関及び
治療拠点機関を中心とした医療機
関間の連携体制の構築など医療連
携体制の整備を図る。

懇談会などの情報交換を継続し
ながら、難病患者への支援に対す
る課題などを整理するとともに、
協力病院、基幹協力病院の認定数
を増していき、難病患者が利用し
やすい医療連携体系を構築を図
る。

相談支援センターの指定管理期
間の更新のタイミングで就労支援
事業、センター運営事業の適正な
管理体制を見直すこととする。併
せて、長崎地域以外での相談支援
業務の強化を図るため、県北地域
の相談窓口の追加や定期的な巡回
相談など難病患者の療養生活支援
を実施する。

ひきこもり支援事例集、ひきこ
もり支援者用情報共有シートの更
なる周知に努め、複雑化・多様化
する複合的な支援課題を持つ世帯
への対応を行う関係機関との連携
強化や研修による人材育成等、包
括的なひきこもり支援体制整備の
更なる推進を図る。

令和５年度に行う「ケアラー実
態調査」を踏まえ、有識者会議で
の意見聴取を経て策定する「長崎
県ケアラー支援推進計画」に基づ
き、条例の定めにより、広報・啓
発、支援を担う人材の育成、民間
支援団体等による支援推進のため
のサポート等を県が主導して計画
的に実施する。庁内のケアラー支
援関係部局の連携、市町、関係機
関・団体等との協働による事業の
推進を図ることで、県民等への啓
発等により、ケアラーを社会全体
で支える機運を醸成していく。

難病患者やその家族等に対し相
談支援、地域交流活動の促進、就
労支援等を行った。

ひきこもり当事者や家族からの
相談支援を実施。

また、長崎こども・女性・障害
者支援センター主催で専門研修を
実施するとともに、ひきこもりの
長期化・高齢化と8050世帯に関す
る実態調査報告書を作成し、「相
談窓口が不明瞭」「機関間の連携
不十分」「家族の支援介入拒否」
「ひきこもり状態の方への介入困
難」「長期的支援の継続困難」の
課題を抽出した。

県民等がケアラーの問題を理解
し、ケアラーが孤立しないよう社
会全体で支える機運を醸成すると
ともに、「だれ一人取り残さな
い」社会の実現を目指すために制
定された「長崎県ケアラー支援条
例」施行に伴い、施策を総合的か
つ計画的に推進するための計画を
策定するとともに推進体制を構築
する。

①有識者会議の設置、②実態調
査、③「長崎県ケアラー支援推進
計画」の策定、④広報啓発の実施

依存症患者及び家族が抱える多
様な問題、課題に対し、適切な支
援、治療を受けられる体制の整備
を図った。

①依存症対策ネットワーク協議
会・専門部会の開催

②依存症専門相談支援（依存症
専門相談員の配置）

③依存症専門医療機関の明確化
（専門医療機関4、治療拠点機関2
の選定）
　④依存症関係者研修会の開催
　⑤回復支援
　⑥民間団体活動支援
　⑦普及啓発・情報提供
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　事業群②　高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援①

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 1

25% 50% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

福祉のまちづくり
条例施行事業費

福祉保健課 改善

福祉サービスに関
する苦情解決事業
費

福祉保健課 現状維持

福祉サービス第三
者評価推進事業費

福祉保健課 改善

再犯防止推進事業
費

福祉保健課 拡充

長崎県福祉のまちづくりの推進
のため、県に協力施設として登録
した障害者等用駐車場を利用でき
る事業所等を公表するとともに、
本当に必要な方のための駐車ス
ペースを確保する必要があること
から、障害者等用駐車場利用証を
交付した。令和４年度は、当制度
を親しみやすくするため、「おも
いやり駐車場」という愛称をつけ
るとともに、利用対象者を拡大し
利便性の向上を図った。

また、施設等のバリアフリー化
や高齢者、障害者等に配慮し、す
べての人が自由に活動できるよう
率先してまちづくりに取り組む個
人や団体を「福祉のまちづくり
賞」として表彰した。

社会福祉法人、民間社会福祉施
設等の福祉事業所等の段階で解決
できない苦情やトラブルについ
て、県社会福祉協議会運営適正化
委員会において、必要な助言・相
談を行い、福祉サービスの適切な
利用・提供を支援した。

福祉サービス事業者及び利用者
以外の第三者が事業者を評価し、
福祉サービスの質の向上を図っ
た。

併せて、評価調査者の質の向上
のための継続研修及び新規評価調
査者へ調査者としての姿勢や評価
のあり方等についての養成研修を
実施した。

また、受審した施設・事業所に
対し効果等についてアンケートを
行い、取組の参考にするとともに
結果をHPで公表した。

刑務所出所者等のうち、高齢者
や障害などがある者について、出
所後直ちに福祉サービス（介護
サービス、障害者手帳の受給、年
金受給等）を受けられるよう指
導・援助を行うとともに、支援協
力者の確保のため、福祉事業所等
の巡回・訪問を行った。

また、刑事司法手続きの入口段
階にある被疑者・被告人等で高齢
者や障害がある者について、釈放
後直ちに福祉サービス等を利用で
きるようにするため、受入施設の
調整等を行った。

利用者はもちろん、利用証を持
たない方にも制度を理解してもら
い、制度の適正利用につながるよ
う既存の周知方法に加えSNS等の新
たな媒体を検討し、周知を行って
いく。また、障害者等用駐車場利
用証を持つことで、必要な時に障
害者等用駐車場が円滑に利用でき
るよう、協力施設に対して適切な
運用への協力ををあらためて依頼
する。

引き続き、福祉事業所等の段階
で解決できない苦情やトラブルな
どについて、必要な助言、相談等
を行い、福祉サービスの適切な利
用・提供を支援していく。

第三者評価は、事業所にとって
は、新たな視点の発見や課題を把
握し、サービスの改善のきっかけ
となること、一方、利用者にとっ
ては、希望するサービスを提供す
る福祉事業所の状況を知り、サー
ビス選択の参考になるなど、双方
にとってメリットがある。

引き続き、保育施設、障害者施
設、高齢者施設などの関連団体を
対象とした事業種別ごとの会議等
の機会を捉え、実際に受審した事
業所の感想等を取り入れながら事
業説明を行うとともに、周知方法
にも工夫をしながら制度について
事業所の理解を深めていく。

対象者への適切な支援を行うた
め、刑事司法、福祉サービス、住
宅確保等の関係機関・団体との
ネットワークの拡大・強化を図る
とともに、国の補助事業を活用し
て、市町に対する情報共有や研修
による支援等を行い、地域におけ
る再犯防止の取組の強化を図って
いく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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　事業群②　高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援②

　評価対象事業件数　11 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 9 1

9% 82% 9%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

認知症施策等総合
支援事業費（認知
症 疾 患 医 療 セ ン
ター運営事業）

長寿社会課 改善

認知症ケア人材育
成研修事業（認知
症サポート医等養
成研修事業）（医
療介護基金）

長寿社会課 現状維持

歯科医師・薬剤師
の認知症対応力・
実践力向上研修事
業 （ 医 療 介 護 基
金）

長寿社会課 改善

看護師の認知症対
応力・実践力向上
研修事業（医療介
護基金）

長寿社会課 改善

認知症ケア人材育
成研修事業（認知
症対応型サービス
事業管理者等研修
事業）（医療介護
基金）

長寿社会課 改善

認知症施策等総合
支援事業費（認知
症介護研修）

長寿社会課 改善

各二次医療圏域において、認知
症疾患医療センターを地域連携の
拠点として認知症の早期診断・治
療が行われるよう、同センターが
設置する認知症疾患医療連携協議
会や主催研修等で圏域ごとの地域
課題等を共有し、課題解決に向け
て、かかりつけ医や認知症サポー
ト医、市町が設置する地域包括支
援センター及び認知症初期集中支
援チーム等との連携体制の更なる
強化に向けた取組について検討し
ていく。

オンライン等の活用により受講
が必要な医師の研修機会は確保さ
れており、かかりつけ医、認知症
サポート医、認知症疾患医療セン
ター等の連携がさらに進むよう、
引き続き研修を実施していく。

国において見直されたカリキュ
ラムを、本研修事業にも反映させ
ることにより、多くの歯科医師、
薬剤師について認知症に関する基
本的な知識と実践的なスキルの習
得ができるよう取り組むととも
に、引き続きオンデマンド配信な
ども活用のうえ、研修実施を検討
していく。

国において見直されたカリキュ
ラムを、本研修事業にも反映させ
ることにより、看護師が医療機関
や介護施設等において担っている
役割に応じた研修内容を提供する
とともに、認知症ケアの適切な実
施及び実践で生かせる知識等が習
得できるよう研修実施を検討して
いく。

各事業所に対する研修会の周知
期間を例年より長く設定するとと
もに、集合とオンラインによるハ
イブリット開催を継続することに
より、研修を受講する必要がある
方が、受講しやすい環境を提供
し、研修参加者の増加を図る。

認知症介護基礎研修だけでな
く、実践者研修等においてもオン
ライン開催とするなど、引き続き
受講者が参加しやすい方法を検討
していく。また、各認知症介護関
係研修の受講について、事業所が
分かりやすく理解できるような案
内チラシの作成を行うことによ
り、研修受講者の増加を図る。

医療機関内での認知症ケアの適
切な実施とマネジメント体制を構
築し、認知症医療体制の充実強化
を図るために、看護師への認知症
対応力・実践力向上研修を実施し
た。

認知症対応型サービス事業の開
設や管理運営、居宅サービス・介
護計画作成に関する研修を実施し
た。

認知症介護従事者に対して、認
知症介護実践研修を実施した。ま
た、認知症介護指導者となるため
の国の養成研修受講者を募集し、
受講料等に対する後方支援補助を
行った。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

本土地域の医療機関を認知症の
鑑別診断、専門医療相談、行動・
心理症状等への急性期対応を行う
認知症疾患医療センター（基幹型1
箇所及び地域型4箇所）として指定
し、運営を行った。

認知症診療に習熟した認知症サ
ポート医を県内各地で養成すると
ともに、適切な認知症診療の知
識・技術や認知症の人とその家族
を支える知識と方法を習得したか
かりつけ医に対しても、フォロー
アップ研修を実施し、認知症医療
体制の整備と連携強化、並びに認
知症診療の向上を図った。

認知症の早期発見とかかりつけ
医との連携、認知症の人への適
時・適切な医療の提供を図るため
に、歯科医師・薬剤師に認知症対
応力・実践力向上研修を実施し
た。
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認知症サポートセ
ンター事業

長寿社会課 改善

認知症施策等総合
支援事業費（認知
症高齢者地域支え
合い事業）

長寿社会課 改善

多重的見守りネッ
トワーク構築推進
事業

長寿社会課 改善

日常生活自立支援
事業

長寿社会課 改善

高齢者権利擁護等
推進事業費

長寿社会課 拡充

県内全域で日常的な安否確認か
ら通報体制まで整えられた多重的
見守り体制の構築を図るため、地
域の見守りを行う人的ネットワー
ク（マンパワー）不足をICT・IoT
機器を併用することで効率的・効
果的に体制整備した事例を紹介す
る研修を開催するなど、見守り事
業の実施主体である市町の課題に
あった見守り対策の構築を県とし
て後方支援する。また、県警本部
や県民生活環境部局と連携しなが
ら、ニセ電話詐欺被害防止などの
多様化する見守りのニーズへの対
応を検討する。

現利用者に対して、年１回程度
のモニタリングを行い現状に合っ
た支援を実施し地域での生活が継
続できるよう支援を行っていく。
また、高齢化が進展する中におい
ては、利用者の増加が見込まれる
ことから、安定した事業実施に向
けた検討を行っていく。

判断能力が不十分な高齢者等が
地域での生活が継続できるよう、
各市町に中核機関設置や地域連携
ネットワークの構築を働きかけ、
県全体として成年後見制度に係る
体制が整えられるよう各事業の内
容について見直しを行う。また、
高齢者虐待に係る相談件数等は増
加傾向にあるため、虐待対応専門
職チームの設置については、引き
続き検討を行う。

各地域の社会福祉協議会に設置
した「福祉あんしんセンター」に
おいて、対象者等からの相談・問
い合わせに応じ、支援計画を策定
後、契約を締結し、福祉サービス
の利用援助や金銭管理等を行っ
た。

高齢者の虐待防止、介護現場に
おける身体拘束の廃止に向けた幅
広い取組を推進するため、長崎県
高齢者虐待防止・身体拘束ゼロ作
戦推進会議を開催した。また、成
年後見制度の利用促進を図るた
め、県民向けの権利擁護セミナー
の開催、関係機関による連絡会
議、市町への専門家派遣等を行っ
た。

市町におけるチームオレンジの
整備上の課題となっている点に着
目した各種研修や有識者派遣等を
実施する。また、様々な世代への
認知症の効果的な普及啓発を進め
るため、認知症サポーター養成講
座を、市町が学校や地域内で引き
続き実施するほか、県では広域的
視点で職域を対象として実施事業
所を開拓する。また、県が任命し
た認知症本人による「ながさきけ
ん希望大使」の活動を、市町事業
への協力も含め充実し、本人発信
による県民の認知症への理解・関
心につなげるとともに、全国大
使・他都道府県地域版希望大使と
の交流・連携を図る。

若年性認知症支援コーディネー
ターを中心とした医療、介護、福
祉、雇用等の関係者とのネット
ワークを活かした支援実績を蓄積
するとともに、専門医療機関との
連携強化を図る。

認知症の普及啓発活動や認知症
サポートセンターと連携した若年
性認知症の集いの開催など、現在
活動している事業の充実に向けた
見直しを行う。特に、講演会等で
はオンラインも活用しながら、よ
り多くの方々に認知症についての
理解を深められるよう引き続き取
り組んでいく。また、アルツハイ
マー月間における普及啓発活動で
県民の認知症に対する理解を深め
る取組についても、より効果的な
手法について検討を行う。

地域における認知症支援体制の
構築をサポートするための拠点を
整備し、市町職員等に対する研修
や、認知症サポーターの養成を推
進するためのキャラバンメイトの
育成、チームオレンジの整備の推
進役となるチームオレンジコー
ディネーターの研修等を実施し
た。

また、若年性認知症コーディ
ネーターを配置し、若年性認知症
の方やその家族に対する相談支援
及び集いの場の開催を行った。
　

※チームオレンジ：各市町にお
いて、認知症の本人・家族のニー
ズと認知症サポーターを中心とし
た支援をつなぐ仕組み

認知症当事者や介護家族をお互
いに支えあうため、電話・面接相
談、県内各地での講習会や連絡会
（つどい）、若年性認知症フォー
ラム等を実施する「認知症の人と
家族の会長崎県支部」への助成を
行った。

多重的見守り体制の構築に向け
て、市町や関係機関・団体、民間
事業者等で構成する「長崎県見守
りネットワーク推進協議会」や市
町担当者等を対象としたセミナー
を開催するとともに、県内市町に
ICT・IoT機器を活用した見守りシ
ステムの実証事業に関する情報提
供等の支援を行った。
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　事業群②　高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援③

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

障害者一般就労・
工賃向上支援事業
費

障害福祉課 改善

障害者就業生活支
援事業

障害福祉課 改善

農福連携による障
害者の就農促進事
業費

障害福祉課 改善

障害者雇用促進費
雇用労働政
策課

改善

障害者が地域社会において自立
した生活を送れるよう、就労移行
支援事業所等職員の育成を図るこ
となどにより、福祉施設での就労
から一般就労への移行を支援し
た。一方、一般就労が困難な方に
対しては、事業所で生産された商
品の販売会や生産効率の改善にか
かる専門家による助言等の支援を
行い、就労継続支援事業所の商
品・サービスの売り上げ増と工賃
の向上を図った。

障害者の身近な地域において、
就業面と生活面の一体的な相談・
支援を行う「障害者就業・生活支
援センター」を設置している。セ
ンター経費のうち、生活支援員の
経費を負担した。

農業分野での障害者の就労支
援、工賃向上、農業分野への職域
拡大につなげるため、就労継続支
援Ｂ型事業所へ農業技術者や６次
産業化の専門家の派遣を実施し
た。

また、福祉施設で生産した農作
物や農産加工品の販売会（農福マ
ルシェ）を開催し、販路の拡大と
農業分野での障害者の就労にかか
る普及啓発を図った。

障害者雇用支援のつどいにおけ
る障害者雇用セミナー、就職面接
会や障害者雇用事業所等見学会を
開催し、障害者雇用へ対する理解
を深め、雇用の促進を図った。

引き続き、一般就労に向けた事
業所職員向けのスキルアップセミ
ナーを開催するとともに、商品
力・販売力アップ支援事業、長崎
県ＣＳＲ通信の発行など各種事業
の更なる取組の充実を図り、工賃
向上を目指す。

工賃向上に向けた事業所職員向
けのセミナーについては、引き続
き工賃実績が低い事業所に対し積
極的な受講を働きかけるととも
に、企業・消費者へのＰＲや販売
力の向上等に寄与する内容とし、
参加者の更なる増加に繋げること
で、平均工賃の底上げを図る。ま
た、その他の工賃向上支援事業に
ついても、過去の実施内容・実績
等を分析・検証した上で、改善と
充実を図っていく。

引き続き、「障害者就業・生活
支援センター」による障害者の生
活面の支援を継続し、一般就労の
促進と職場定着を推進していく。
また、現在未設置の壱岐圏域につ
いて、関係機関と連携しながら設
置へ向けた取組を実施する。

農福連携マルシェについては、
これまでの取り組みによって、農
福連携の周知・啓発については一
定役割を果たしたと考えられるた
め、より実務的なマッチングの強
化を図っていく。具体的には、令
和5年度に始めたマッチングの結果
や実績を評価することで、その実
務上の課題を明らかにし、より両
者のニーズに合ったマッチングの
実施につなげるように取り組みを
図っていく。

障害者雇用事業所等見学会、障
害者就職面接会について、実施内
容等、関係機関と意思疎通を図り
ながら実施する。

障害者就業・生活支援センター
が未設置の圏域（壱岐）について
は、今後も関係機関と連携しなが
らセンター設置へ向けて前進させ
ていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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　事業群②　高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援④

　評価対象事業件数　10 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3 6

10% 30% 60%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

障害者スポーツ振
興費

障害福祉課 改善

障害者芸術文化活
動普及支援事業費

障害福祉課 拡充

地域生活支援事業
費

障害福祉課 現状維持

保健所精神保健費 障害福祉課 現状維持

精神障害者社会参
加促進事業

障害福祉課 改善

保健所において、精神障害者の
相談、訪問指導、関連組織の育成
指導、社会復帰の促進及び老人精
神保健相談に対し、適切な助言、
指導を行った。

精神障害者の自立支援、社会参
加へ向け、地域の体制づくり、普
及啓発を行った。

事業の一層の効果促進を図るた
め、現在行っていない県ツイッ
ターや、スポーツ庁 HP「ここス
ポ」の活用を行うことで、広報媒
体の拡大を図り、広く周知してい
くとともに、令和４年度からの新
たな試みである健常者と障害者の
スポーツ教室を令和６年度も継続
する。「パリパラリンピック２０
２４」への参加について、県内障
害者トップアスリートの強化対策
の支援を積極的に行う。

本事業により、相談支援や人材
研修、機会の提供などを通じて、
障害者の芸術文化活動の裾野を拡
大し、障害者の自立と社会参加の
さらなる促進に取り組む。

また、令和７年度に本県で開催
されるながさきピース文化祭２０
２５（全国障害者芸術・文化祭）
を盛り上げていくため、より多く
の障害者芸術実施団体等の支援が
得られるよう長崎県障害者芸術文
化の発表の機会確保事業助成金の
増額等強化を図っていく。

障害者（児）の福祉の増進が図
られ、障害の有無に関わらず相互
に人格と個性を尊重し、安心して
暮らすことができる地域社会を実
現するため、引き続き、地域の特
性や心身、生活の状況に応じた柔
軟な事業の実施に取り組んでい
く。

保健所において、精神障害者に
ついての正しい知識の啓発、精神
障害者への早期治療の促進、社会
復帰及び自立と社会参加の促進を
図るために、電話相談、来所相
談、訪問指導、関連組織の育成指
導等を、市町、関係者、関係機関
との連携を行いながら、引き続き
実施する。

精神保健福祉法の改正に伴い、
市町が実施する精神保健に関する
相談について、精神障害者のほか
精神保健に課題を抱える者も対象
となることから、市町の相談支援
体制整備への協力とバックアップ
体制の強化を図る。併せて、精神
障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築に向け、ピアサポー
ターの養成及び活用の場の創設、
入院者訪問支援事業を実施する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

長崎県障害者スポーツ大会の開
催や、全国障害者スポーツ大会へ
の本県選手団派遣、長崎県障害者
スポーツ協会運営費の一部補助を
行い、県内の障害者スポーツの普
及・振興を図った。

芸術文化活動を行う障害者や家
族、障害福祉施設、文化施設、支
援学校等を支援する拠点（「障害
者芸術文化活動支援センター」）
を設置し、「県内の福祉施設等へ
の相談支援」「芸術文化活動を支
援する人材の育成」「関係者の
ネットワークづくり」「発表等の
機会の創出」「情報収集・発信」
に取り組み、県内の障害者芸術文
化の普及・振興を図った。

障害者（児）の自立した日常生
活又は社会生活の促進に向け、点
訳奉仕員養成研修等を実施したほ
か、市町等が実施する意思疎通支
援、移動支援や日常生活用具の給
付事業等に対して助成を行うな
ど、障害者の福祉の増進を図っ
た。
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支援センター（精
神）事業費

障害福祉課 改善

　事業群②　高齢者や障害者等が安心して暮らすための環境整備及び支援⑤

　評価対象事業件数　19 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7 1 11

37% 5% 58%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

自立支援給付費 障害福祉課 現状維持

医療的ケアが必要
な在宅小児等に対
する支援事業

障害福祉課 改善

障害者自立促進事
業

障害福祉課 改善

障害者広域支援事
業

障害福祉課 改善

障害者医療対策費 障害福祉課 現状維持

障害者総合支援法に基づく障害
福祉サービス事業所に対する実地
指導や集団指導等を通じてサービ
スの適正な提供体制を確保してい
く。

在宅で療養を行う医療依存度の
高い小児等やその家族の地域での
生活を支えるために、医療と福祉
が連携し、必要なサービスを提供
する体制の構築等に努めていくと
ともに、受け入れ先の確保に向け
た支援体制の充実を図る。

研修会の開催時期や開催方法を
早期に確定して、障害者に会への
参加を促す時間を十分に確保する
ことにより、参加者数増加を目指
しながら、障害者団体の組織を強
化し、障害者の社会参加の促進に
努めていくとともに、併せて事業
の内容等も検討していく。

各市町が行う障害者相談支援事
業について、広域的な支援を行う
ため、専門性の高いアドバイザー
を配置し、地域における相談支援
体制の整備を推進していく。ま
た、地域自立支援協議会等を通じ
て、アドバイザー派遣事業の活用
を促していく。

引き続き精神障害者の外来通院
医療費の負担軽減等を実施してい
く。

また、精神科入院患者の人権擁
護等を推進し、精神医療の適正化
を図る。

広域的課題、複数圏域にまたが
る課題の解決に向けた市町等の相
談支援体制整備への支援を行っ
た。

精神障害者の措置入院費・自立
支援医療費の公費負担及び通報・
申請の処理をした。

病院指導・検査、在院患者の病
状審査、入院の要否の審査、入院
患者の人権擁護等精神医療適正化
対策を実施した。

精神障害者保健福祉手帳を交付
した。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

障害福祉サービス（居宅介護、
生活介護、施設入所支援、就労継
続支援など）の利用に係る給付費
に対する負担金（国1/2、県1/4、
市町1/4）を支出した。

在宅で療養を行う医療依存度の
高い小児等（者含む。）やその家
族の地域での生活を支えるため
に、医療と福祉が連携し、必要な
サービスを提供する体制の構築等
を行った。

障害者団体の組織を強化し、障
害者の社会参加の促進を図るため
に、障害者団体が開催する研修会
等の経費を補助した。また、障害
者福祉活動推進員を設置すること
により、社会参加促進施策の体系
的及び効果的な推進を図った。

県民からの精神保健福祉や依存
症等に関する相談を受け、相談者
に応じた適切なアドバイスを行
い、必要に応じ、関係機関とも協
議を行った。

精神保健福祉法の規定により設
置が義務付けられている機関であ
り、その業務についても同様に定
められている。依存症などに関す
る啓発及び窓口相談の周知を図る
ことにより、当事者及びその家族
がセンターの相談に繋がり、自助
グループ等の関係機関と連携した
支援を行っている。

リーフレットや健康教育による
各事業の相談窓口や正しい知識の
普及の手法に加え、ITなどを活用
した新たな周知の方法を取り入れ
て、今後も更なる取組の充実を図
る。

また、市町への専門的支援を行
うことで、市町の精神保健相談へ
の対応能力の向上及び地域の実情
に応じた関係機関と連携した相談
支援体制の構築を図る。
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高次脳機能障害支
援普及事業

障害福祉課 改善

児童思春期診療強
化事業（医療介護
基金）

障害福祉課 改善

発達障害児地域医
療体制整備事業費
（医療介護基金）

障害福祉課 改善

発達障害地域療育
連携推進事業費

障害福祉課 廃止

障害者福祉医療費
助成費

障害福祉課 現状維持

福祉・介護職員等
によるたんの吸引
等研修事業（医療
介護基金）

障害福祉課 改善

こども医療福祉センターに配置
したコーディネーターが各地域の
児童発達支援センターや事業所へ
術支援を実施する体制から、児童
発達支援センター職員がその地域
の事業所へ技術支援を行っていく
体制に見直し、地域で児童発達支
援センターが主体的に技術支援を
実施していく環境の整備を図る。

心身障害者の福祉の増進を図る
ため、市町が実施する医療費助成
に対し、補助を行うものであり制
度の見直し等にはなじまないが、
県と市町からなる長崎県福祉医療
制度検討協議会障害者専門分科会
において決定された医療費助成を
実施していく。

喀痰吸引を実施できる障害福祉
サービス事業者等（通所）を各圏
域に確保するため、事業所への働
きかけはもちろん各市町障害福祉
課への周知など効率的に圏域を増
やしていく。

心身障害者の福祉の増進を図る
ため、市町が実施する医療費助成
に対し、補助を行った。（県1/2、
市町1/2)

医療行為である喀痰吸引につい
て、介護職員等に必要な知識及び
技能を修得させる研修（重度障害
者等を対象とした特定の者）を実
施した。

精神保健福祉法の改正に伴い、
県事業の実施要綱の見直しを行
い、各機関の役割を見える化す
る。また、長崎こども・女性・障
害者支援センターにおいて、相談
支援、普及啓発等を行うととも
に、高次脳機能障害に係る医療体
制の充実を図ることで、高次脳機
能障害について障害保健福祉圏域
で完結できる支援体制整備の推進
を図る。

平成２８年度から令和２年度ま
で取組んだ「地域連携児童精神医
学講座開設事業」において、養成
した「子どもの心のサポート医」
に対し、実地研修、オンラインコ
ンサルテーションなどフォロー
アップしていくことで、診療強化
を図り、サポート医が診療する医
療機関を増やしていく。（サポー
ト医の育成には時間を要すること
から、引き続き実施していく）

発達障害児の診察が可能な医師
を養成する研修について、長崎大
学の小児科医以外の医師も参加で
きるように研修方法を見直す。

医療機関に対する発達障害児の
診察やリハビリに必要な設備整備
の経費の補助については、意向が
ある事業者へ働きかけを行う。

高次脳機能障害のある方に対し
て、的確な医療・福祉サービスを
提供し、在宅生活支援や社会的な
自立の促進を図った。

H28～R2までに養成した「子ども
の心のサポート医」３９名に対
し、医学講座の開催、実地研修
（児童相談所で担当教員と共に医
療相談を行う）やオンラインを活
用したサポート医の助言等の診療
機能強化を行った。
　

児童思春期を診療する医療機関
の増加を目指す。

発達障害児の受診機会の拡大を
図るため、発達障害児の診察が可
能な医師を養成する研修を実施し
た。

医療機関に対する発達障害児の
診察やリハビリに必要な設備整備
の経費の補助については、応募が
なく実施できなかった。

地域の中核となる児童発達支援
センターや児童発達支援事業所、
保育所及び幼稚園において発達障
害児の支援を担う職員の療育スキ
ル向上を目的とした技術的支援や
研修等を実施した。

59
57



　事業群③　多様な主体による連携・協働の推進

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1

80% 20%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

特定非営利活動促
進法施行等事務

県民生活環
境課

改善

ボランティア振興
事業費

県民生活環
境課

改善

ながさきプロボノ
チャレンジ推進事
業費

県民生活環
境課

改善

「地域・若者・Ｎ
ＰＯ」つながる協
働推進事業費

県民生活環
境課

終了

動物殺処分ゼロプ
ロジェクト

生活衛生課 改善

ＮＰＯ法人の設立認証・認定等
の手続き支援や管理運営説明会の
開催をはじめ、「ＮＰＯ法人の手
引き」の作成・配付を行い、法人
の設立や円滑な運営等の支援を
行った。

ボランティア活動への参加促進
やボランティアの担い手づくりを
推進するため、県社会福祉協議会
が行うボランティア体験事業に対
して支援を行った。

社会貢献意識の高い企業人材の
知識や経験、ノウハウ等を有効活
用し、ＮＰＯをはじめとした活動
団体の運営基盤強化・活動活性化
につなげるための新たなモデルを
創出する。

若者の地元への愛着を深めても
らうとともに、ＮＰＯの組織強化
につなげるため、若者がＮＰＯを
知り、ＮＰＯと交流する機会の創
出に向け、大学生によるＮＰＯ訪
問やＮＰＯと大学生との交流会を
開催した。

「動物殺処分ゼロ」に向け重要
な３つの課題（①収容数の削減、
②収容動物の譲渡推進、③市町や
県民の参加と連携強化）について
具体的な取組を進め、「人と動物
が共生できる社会」の実現を目指
す。

県と県民ボランティア活動支援
センターとのさらなる連携を図る
ことで、ＮＰＯ法人に関する申請
等の相談について相談者の利便性
を向上することにより、ＮＰＯ法
人の円滑な設立と適正な管理運営
の促進を図る。また、DX推進のた
め、NPO法人に対し内閣府のウェブ
報告システム利用を周知してい
く。

ボランティア体験支援事業参加
者のアンケート結果や有識者の意
見等を参考に、より幅広い年齢層
の参加者増加にもつながるよう常
に事業内容、周知方法等の見直し
を図る。併せて各種事業や情報発
信に係るインターネット活用を拡
充し、県民のボランティア活動の
促進を図っていく。

県民ボランティア活動支援セン
ター等の中間支援組織とも連携し
ながら、令和５年度の実施内容を
踏まえ、より効果的な事業の実施
に努めていく。

３年間の事業実施により、大学
生の社会貢献活動への理解と意識
醸成が図られ、一定の役割を果た
した。複雑・多様化する県民ニー
ズや地域課題の解決を図るために
は、多様な主体による協働を推進
する必要があり、その担い手とな
る若手人材の育成や、ボランティ
ア活動の情報が得やすい環境整備
について、引き続き検討してい
く。

野良猫の子猫を減らすための地
域猫活動を県内全域で実施するた
め、不妊化支援を継続して行い、
市町やボランティアと連携して取
組を推進する。

また、ボランティアと協力した
子猫・子犬の飼育や譲渡活動を拡
大するとともに、新たな動物愛護
管理センターの整備に向けた関係
者との協議を進める。

加えて、学校における子どもた
ちへの教育や福祉関係者との意見
交換・情報共有を行うことで、動
物愛護に係る問題解決に向け地域
住民の理解を促進する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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　事業群④　人権が尊重される社会づくり

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4

20% 80%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

人権・同和問題啓
発推進事業

人権・同和
対策課

拡充

社会人権・同和教
育推進事業

人権・同和
対策課

改善

人権教育啓発セン
ター活動推進事業

人権・同和
対策課

改善

ハンセン病対策事
業

国保・健康
増進課

改善

ハンセン病について、広く県民
に普及啓発するため、入所者作品
展の開催のほか、入所者を長崎県
へ招いて社会交流を図る事業（里
帰り事業等）を計画していたが、
新型コロナウイルス感染症の影響
により、療養所への訪問や、患者
の外出ができない状況が続き、事
業の中止を余儀なくされた。

また、ハンセン病療養所入所者
への県広報誌による情報提供や親
族に対する生活援護費の支給な
ど、療養者への支援は継続して実
施。

人権・同和問題に対する正しい
理解と認識を深めてもらうため
に、継続して、講演会、研修会、
イベント等による啓発を行ってい
くとともに、時宜に応じた人権課
題をテーマとするなど内容につい
て見直しを行いながら実施してい
く。

また、ＬＧＢＴ法の制定に伴
い、地方公共団体でも性の多様性
への理解増進のためのさらなる施
策が必要であり、今後の国の動き
を踏まえた検討を行っていく。

人権意識や態度、実践的な行動
力の育成を図るために、人権に関
する知的理解と人権感覚の涵養を
基盤とした研修会を継続的に実施
する。また、人権教育・啓発の推
進を図るために、指導者のスキル
アップにつながる情報提供や実践
した取組の情報共有の充実を図
る。

本県の人権教育・啓発活動の中
核的な拠点施設として、人権問題
に関する様々な情報等の収集・提
供などにより広報・啓発活動を推
進するため、ホームページの内容
充実や、時宜に応じた図書、ビデ
オ、パンフレット等の整備を図っ
ていく。

また、年に数回開催している人
権企画展をより効果的なものとす
るため、内容の充実や実施場所の
検討を行う。

本事業による、これまでの「入
所者作品展」開催や、入所者に一
時帰郷していただく「里帰り事
業」など、ハンセン病に関する正
しい知識の普及啓発や入所者への
社会交流の場を提供する事業とし
て、意義深く効果の高いものとし
て長年取り組んできており、今後
も支援を継続する。また、ハンセ
ン病に対する認識が、若年層にな
かなか浸透できていないため、学
校をとおして子供向けのパンフ
レットの配布など啓発の機会を増
やす検討をしていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

講演会や研修会、啓発イベント
の開催、企業・団体への講師の派
遣、また、市町と連携した人権啓
発活動などを行い、人権啓発の推
進を図った。

コロナ禍の中、感染対策を講じ
た上で会場の定員の半数程度で実
施したり、オンライン研修に変更
したりするなど、できる限り実施
するよう努めた。

また、性の多様性理解促進のた
め、テレビCMや各種研修会等にお
いて啓発を行った。

オンラインによる研修会の開催
を取り入れる等、参加体制の工夫
を図ることにより、受講者確保に
努めた。また、グループワークを
取り入れた意見交流を行い、人権
問題に対する理解を広げることに
努めた。さらに、市町及び市町教
育委員会と連携して、人権・同和
教育指導者の活用について協議を
行った。

人権・同和教育指導者の資質向
上のための研修会においては、人
権学習のプログラムを作成すると
ともに、それぞれの学習プログラ
ムを市町や指導者で共有し、人権
教育研修会等で活用するなど、研
修会参加者の活動の場の創出につ
なげた。

ホームページ等による人権に関
する情報提供や、図書・ビデオの
購入及び貸し出し、さらに、人権
に関する悩みや研修等に関する相
談対応を行うことで、人権問題に
ついての啓発推進、学習・研修活
動の支援を行った。
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人権・同和教育推
進費

義務教育課 改善

教職員の人権意識や指導力の向
上を図るために、指導者用の人権
教育啓発参考資料（「人権教育を
すすめるために第 52集」）の作
成・配布と、資料を活用した教職
員研修会の実施を隔年で交互に
行っており、令和４年度は、指導
者用参考資料を作成し配布した。

令和６年度の「人権教育をすす
めるために第５３集」の作成に向
け、人権教育に関する、喫緊の情
報収集や課題の整理を行ってい
く。
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　事業群⑤　高齢者や子育て世帯、障害者等に優しいまちづくり

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

親子でスマイル住
宅支援事業費

住宅課 改善

施策２　きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

　事業群①　貧困に起因する問題を抱える子どもと親への支援

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

児童養護施設入所
児童等大学等進学
支援事業

こども家庭
課

現状維持

子どもの貧困対策
推進事業

こども家庭
課

現状維持

事業内容 見直しの方向

児童養護施設等入所児童の大学
進学等の機会を増やすため、高校
在学中の学習塾費用を助成した。

子どもの居場所づくりやフード
バンク事業に関するノウハウを持
つ団体を、貧困対策統括コーディ
ネーターとして配置し、各市町に
対し、子どもの居場所づくり等に
係る事業実施に向けた技術支援や
子どもの居場所づくり等を行う民
間団体の掘り起こしなど、地域に
おける支援体制の充実に向けた支
援を行った。また、子どもの貧困
に係る総合相談窓口を設置して保
護者や支援者等への相談支援等を
行った。

入所児童が自立した社会生活を
営むための自らのライフプランを
描くことができるよう、大学等進
学を進路の選択肢のひとつとする
ため、施設や実親に対して、早期
から進路指導や学習・進学支援に
取り組むよう求めるとともに、支
援コーディネーターや生活相談支
援を拡充して実施する社会的養護
自立支援事業や、経済的な支援で
ある自立支援貸付事業などの措置
解除後の県における支援制度に加
え、教育機関その他の団体が行っ
ている奨学金制度など、進学に必
要な情報を分かりやすく提供する
よう努める。

子どもの貧困総合相談窓口や各
種支援制度を掲載したガイドブッ
クについて、引き続き関係機関等
への周知等を図る。

各市町に対して、子どもの貧困
対策に関する国の支援策を積極的
に活用した取組の実施や、各地域
内の団体等と日頃から積極的に情
報共有等を行うよう、会議等の場
において働きかけを行うととも
に、研修会に参加した団体等と市
町をつなぎ、事業構築や見直しの
支援を行う。

実態調査の結果を踏まえ、子ど
もの貧困対策の方向性を検討し、
新たな子どもの貧困対策に係る計
画を策定する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

多子世帯や新たに職住近接・育
住近接を行うための改修工事又は
中古住宅取得に要する経費の一部
を助成することで、安心して子ど
もを産み育てることのできる居住
環境の整備を図った。

R4年度に創設した職住近接・育
住近接の事業効果を発信すること
で、県内市町の取組が拡充される
よう、働きかけていく。

令和６年度の方向性
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　事業群②　ひとり親家庭等の自立支援の推進

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4

20% 80%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

母子等福祉指導費
こども家庭
課

現状維持

ひとり親家庭等対
策費

こども家庭
課

改善

ひとり親家庭等自
立支援事業

こども家庭
課

現状維持

　事業群③　総合的な児童虐待防止対策の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

児童虐待総合対策
事業

こども家庭
課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

児童虐待の早期発見・早期対応
のための児童相談所の24時間365日
相談支援体制の整備、安全確認等
のための体制強化や、被虐待児童
の心のケア及び虐待を加えた保護
者に対するカウンセリング強化や
ペアレントトレーニングによる家
族再統合の支援等を実施するとと
もに、体制の強化にも努めた。

児童相談所の措置決定その他の
法律関連業務の円滑な実施、医療
との連携について引き続き体制を
確保する。また、令和4年改正児童
福祉法に基づき、児童虐待の予防
や早期発見、適切な一時保護の実
施、親子再統合の支援強化等の取
組を検討するとともに、児童相談
所の業務負担軽減のために、ICT化
の推進を検討する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県福祉事務所へ母子・父子自立
支援員を配置（3人）し、ひとり親
家庭からの来所、電話による相談
を受け、自立支援を行った。その
他に、長崎県母子寡婦福祉連合会
に対し、組織を担う人材を育成す
るため補助金を交付した。

市町による生活支援講習会・情
報交換事業や日常生活に支障があ
る場合に家庭生活支援員を派遣
し、必要な生活支援及び幼児の保
育を実施。また、学習塾形式等に
より学習支援の実施を支援した。

ひとり親家庭等自立促進セン
ターにおいて、相談員による就業
相談等を行った。また母子・父子
自立支援員により個々の状況に応
じた自立支援プログラムの策定、
その他、資格取得のために養成機
関で受講する場合の生活費支給、
入学準備金等の貸付等を実施し
た。

県福祉事務所での母子・父子自
立支援員による、ひとり親家庭の
相談支援については、個々の家庭
の状況に応じて自立に必要な情報
提供、相談指導、求職活動に関す
る支援を行っており、引き続き自
立に向けて本事業を継続してい
く。

日常生活支援については、事業
の受け皿である県内の母子会と協
議を実施し、母子会の組織強化を
図る。また、日常生活支援、生活
向上事業の実施市町が少ないこと
から、引き続き、事業実施市町の
具体的な実施状況や事業効果等に
ついて未実施市町へ情報提供する
とともに、他の制度とも調整しな
がら実施市町と事業利用者数の増
加を図る。

ひとり親家庭の安定的な就労に
よる自立を促進するため、就職に
有利な資格取得のための自立支援
給付金事業等の活用や、ひとり親
家庭等自立促進センター事業、プ
ログラム策定事業等を実施してい
く。

プログラム策定事業について
は、市町との連携をさらに強化
し、更なる対象者把握に努めてい
く。

ひとり親家庭等自立促進セン
ターについては、引き続き、県広
報媒体を利用した情報発信の強化
や母子・父子自立支援員と連携し
た周知を更に行い、多くのひとり
親家庭等の利用促進を図る。
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児童虐待防止・支
援体制強化事業

こども家庭
課

改善

佐世保こども・女
性・障害者支援セ
ンター建替費

福祉保健課 現状維持

　事業群④　社会的養護体制の充実

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

里親育成支援事業
こども家庭
課

現状維持

児童虐待防止・支
援 体 制 強 化 事 業
（子どもの権利擁
護事業）

こども家庭
課

改善

児童福祉関係社会
福祉施設整備事業

こども家庭
課

現状維持

社会的養護自立支
援拠点事業

こども家庭
課

改善

支援コーディネーターや生活相
談支援担当職員を設置し、社会的
養護経験者が入所している時点か
ら、退所後の自立を見据えた関わ
りを持ち、継続支援計画の作成や
生活相談の実施など切れ目のない
支援を行う。

引き続き里親を確保することに
加え、養育経験を積むことによる
里親のスキルアップのために、市
町 と の 連 携 を 推 進 し 、 市 町 の
ショートステイにおける里親の活
用促進を委託業者とともに行って
いく。

引き続き児童養護施設等に入所
する子ども等が意見表明を行うた
めの環境を整備することで、子ど
もの権利擁護の推進を図る。ま
た、意見表明の支援を行うための
実施体制や、意見表明支援員を担
う者の育成のあり方について、引
き続き検討を行う。

長崎県社会的養育推進計画に基
づき、施設の小規模・地域分散
化、高機能化及び多機能化・機能
転換を行うこととしており、引き
続き家庭的養護の推進を図る。

施設等を退所した児童等のニー
ズの把握に努めるとともに、情報
提供、研修、個別の相談等を行
い、児童等の就労、学業の継続
と、円滑な社会的自立の促進を図
る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

児童相談所に里親支援員を設置
し、里親支援機関と連携して里親
への訪問等の支援を実施した。里
親育成センターを設置し、里親制
度の広報啓発や里親希望者等への
研修を実施した。

子どもの権利擁護の環境整備を
行うため、福祉保健審議会措置・
検証部会を子どもの権利擁護・措
置・検証部会に改め、子どもの意
見表明に関することを調査審議事
項に追加するとともに、児童福祉
施設等に入所する子どもの意見表
明を支援するアドボケイト（意見
表明支援員）を養成するため、子
どもアドボケイト養成講座を実施
した。アドボケイトの派遣につい
ては、令和５年度より実施予定。

地方公共団体、社会福祉法人等
が整備する施設整備及び設備整備
に要する費用の一部を補助するこ
とにより、県社会的養育推進計画
に則った施設のケア単位の小規模
化をはじめとした施設の整備を促
進し、施設入所児等の福祉の向上
を図った。

児童虐待対応に関する児童相談
所と市町職員の資質向上等を目的
とした合同研修や、児童福祉、医
療、法律等の専門家の市町要対協
への派遣などを実施した。

老朽化し、狭隘な佐世保こど
も・女性・障害者支援センター
（児童相談所）について、本体建
設工事を完了した。

児童虐待に関する児童相談所や
市町職員に対する研修等は引き続
き実施する。ヤングケアラーの支
援体制を強化するため、福祉・介
護・医療・教育等の関係機関職員
向けのヤングケアラーに関する研
修等の実施について検討を行う。
また、実態調査の結果を研修へ反
映させ、ヤングケアラーの早期発
見、早期支援に向けて、スクール
ソーシャルワーカーやスクールカ
ウンセラーの配置強化等を検討す
る。社会的養育推進計画の新計画
策定のために委員会を開催し検討
を進める。

令和５年から着手するグラウン
ド及び駐車場の整備について、令
和６年度中の完成を目指し、進捗
管理を適正に実施する。
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　事業群⑤　ＤＶ被害者への支援及びＤＶの予防

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ＤＶ被害者自立支
援事業

こども家庭
課

現状維持

配偶者暴力相談支
援対策費

こども家庭
課

現状維持

　事業群⑥　障害のある子ども等への支援

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5

17% 83%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

放課後児童クラブ
推進事業費

こども未来
課

現状維持

幼稚園私立学校助
成費

こども未来
課

現状維持

障害児等療育支援
事業費

障害福祉課 現状維持

引き続き、放課後児童健全育成
事業（うち障害児受入推進事業）
に係る費用の補助により、放課後
児童クラブにおける障害のある子
どもたちの受入体制の強化を図
る。

私立学校は、公教育の一翼を
担っているが、少子化等により学
校法人の運営はますます厳しく
なっている。今後とも本事業を継
続し、保護者負担の軽減及び私立
学校の活力と魅力を高めることに
より、本県教育の充実を図るとと
もに、幼稚園等に補助金の積極的
な利用を周知し、特別支援教育を
実施できる環境整備を促し、幼児
が希望する幼稚園等に入園できる
よう働きかけていく。

身近な地域で療育指導等が受け
られるよう、各市町や指定機関と
の意見交換等により療育支援の促
進、効果的な事業の実施に努め
る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

放課後児童健全育成事業（うち
障害児受入推進事業）に係る費用
を補助することで、放課後児童ク
ラブにおける障害のある子どもた
ちの受け入れ体制の強化を図っ
た。

私立幼稚園等の運営に要する経
費の一部を助成することで、特色
ある学校づくりを支援し、私立学
校における教育の振興と保護者負
担の軽減を図った。

（特別支援教育を実施する幼稚
園等を設置する学校法人に対する
支援）

指定施設（障害児入所施設等）
によって、療育3事業（①訪問によ
る療育指導、②外来による療育相
談、指導、③保育所等職員への療
育技術指導）を実施することで、
在宅障害児等の地域生活支援を
図った。

事業内容 見直しの方向

ＤＶ被害者の自立のため、被害
者の立場にたった相談から自立ま
でのきめ細かな支援を行うととも
に、被害者の早期自立につなげ、
暴力を未然に防ぐ予防教育や啓発
活動を実施した。

ＤＶ被害者や同伴する児童に対
して、専門家によるカウンセリン
グを実施し、自立への支援を行っ
た。

また、県ＤＶ対策等推進会議の
開催によるＤＶ関係機関のネット
ワークの形成、婦人相談員等関係
職員の研修など資質向上のための
取組等を実施した。

引き続き、ＤＶに関する正しい
理解が得られるよう、予防教育を
通したＤＶ防止啓発を行ってい
く。

令和５年５月に策定された「配
偶者暴力加害者プログラム実施の
ための留意事項」の内容を踏ま
え、民間支援団体との連携を図
り、実施状況の確認を行う。

引き続きＤＶ被害者や同伴する
児童に対するカウンセリング等の
ケアを実施し、自立への支援を行
うとともに、県ＤＶ対策等推進会
議を開催し、ＤＶ関係機関の連携
強化に努める。

新たに制定された「困難な問題
を抱える女性への支援に関する法
律」に義務付けられた都道府県計
画の策定に向けた作業を行う。

令和６年度の方向性
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子育て支援新制度
関係対策費（医療
的ケア児保育支援
事業）

こども未来
課

現状維持

発達障害者支援セ
ンター運営事業

こども家庭
課

改善

発達障害児支援体
制整備事業

こども家庭
課

現状維持

　事業群⑦　インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3

25% 75%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

障害のある子ども
の医療サポート事
業

特別支援教
育課

拡充

障害のある子供の
活躍応援事業

特別支援教
育課

改善

人工呼吸器など、より高度な医
療的ケアを必要とする児童生徒の
教育の充実を図っていくとともに
研修を充実させ、医療的ケア看護
職員と教員の更なる専門性の向上
に取り組む。

医療的ケアが必要な児童生徒の
通学に当たって、保護者の負担軽
減を図り、より安全に通学するた
めの体制整備を行う。

スポーツ体験活動等を通して、
生徒の自己肯定感を高めるととも
に、関係企業との連携を強化し、
職場実習、障害者雇用につなげる
仕組みづくりを行う。また、新た
に開発したキャリア検定を試行的
に実施しながら、新たな働き方や
職域への就労の可能性を広げるた
めの職業教育の充実を図ってい
く。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

医療的ケアを必要とする児童生
徒が在籍する特別支援学校に医療
的ケア看護職員を配置し、医療的
ケアを実施した。

また、医療的ケア看護職員との
連携・協働による医療的ケアを実
施するため、特別支援学校の教員
を対象に、認定特定行為業務従事
者となるための喀痰吸引等研修を
実施した。

市町教育員会の医療的ケア担当
者向けの研修会を実施した。

キャリア検定の実施やＩＣＴ人
材育成等を通して特別支援学校の
生徒が卒業後の進路に主体的に向
き合う意欲の向上を図る取組を推
進するとともに、スポーツのイベ
ントや体験活動を通して企業等と
の相互理解を深め、新たな職域へ
の就労の可能性を広げる取組を推
進する。

人工呼吸器を装着している児童
その他の日常生活を営むために医
療を要する状態にある児童（以下
「医療的ケア児」という。）が、
保育所等の利用を希望する場合
に、受入れが可能となるよう、看
護師の配置等に要する費用を補助
した。

発達障害への理解を促進するた
め、住民・関係機関への啓発研修
を行った。

また、身近な地域の相談窓口で
業務を行う方を対象とした従事者
育成研修及びフォローアップ研修
を実施するとともに、発達障害児
及び家族に関する相談支援や、支
援機関への助言等を行い、地域の
体制整備づくりに向けて取り組ん
だ。

各地域でティーチャー･トレーニ
ング※１を普及することを目的と
して養成した指導者に対し、さら
なるスキルアップを図るための研
修を行い、子どもの特性に応じた
適切な支援を提供できる環境整備
を図った。
　

※1ティーチャー・トレーニング
（地域発達体制整備研修会）：発
達障害のある子への効果的な対応
を学ぶ、保育士・幼稚園教諭・教
員等向けの研修

医療的ケア児の保育所等利用に
ついての相談は増加傾向にあるこ
とから、医療的ケア児保育支援事
業等の活用を促しつつ、長崎県医
療的ケア児支援センター及び関係
課並びに市町と連携し、幼稚園・
保育所等への受け入れを推進す
る。

引き続き、従事者育成研修等を
開催し、支援者の相談スキルの向
上を図るとともに、身近な地域に
おいて相談支援が受けられる体制
を整備していく。併せて、発達障
害者支援センター及び発達障害者
の相談支援体制の状況について検
証を行い、必要な見直しや体制強
化を検討する。

各市町におけるペアレント・プ
ログラムの支援者養成を行い、家
族支援の充実を図る。
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高等学校における
特別支援教育支援
員活用事業

特別支援教
育課

改善

発達教育指導費
特別支援教
育課

改善

　事業群⑧　いじめや不登校など児童生徒が抱える問題等への総合的な対策の推進

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

スクールカウンセ
ラー活用事業

児童生徒支
援課

改善

スクールソーシャ
ルワーカー活用事
業

児童生徒支
援課

改善

教育相談事業費
児童生徒支
援課

改善

不登校等児童生徒
に対する支援事業

児童生徒支
援課

改善

学校では児童生徒の心のケアを
行うスクールカウンセラーの活用
が不可欠なものとなっており、配
置の拡充、資質向上を図ることで
更なる教育相談体制の充実を目指
す。また、人材確保が難しい離島
地域について募集を強化し、効果
的な配置を図る。

学校では福祉機関等と連携し、
福祉的なアプローチを行うスクー
ルソーシャルワーカーの活用が不
可欠なものとなっており、配置の
拡充、資質向上を図ることで更な
る教育相談体制の充実を目指す。

電話、メール、SNSによる相談事
業を引き続き実施し、児童生徒が
不安や悩みを相談しやすい環境の
整備を進める。また、教職員への
研修会を通して、一人一人の教育
相談やいじめ対応についての資質
向上を図る。その際、研修会の内
容についても随時見直しを行い、
一層効果的なものになるよう努め
る。

令和５年度の不登校支援協議会
での協議内容を踏まえ、不登校児
童生徒の将来の社会的自立が促さ
れること、更に教職員一人一人が
個々の児童生徒に寄り添った支援
の実践力を高めることができる取
組を実施する。

事業内容 見直しの方向

スクールカウンセラー等を県内
の公立学校に配置・派遣すること
により、心の問題等を抱える児童
生徒に対するカウンセリングや保
護者及び教職員に対する指導助言
を行った。

スクールソーシャルワーカーを
各市町教育委員会及び公立学校に
配置することにより、問題行動や
悩みを抱える児童生徒・保護者等
に対し、教育と福祉の両面から関
係機関等と連携しながら支援し
た。

いじめや不登校等に悩む子ども
や保護者等に対し、夜間休日を含
めた24時間電話相談やSNSによる相
談を実施するとともに、教職員に
対し、児童生徒の事件・事故が発
生した場合の対応など、危機管理
や福祉制度・関連法に関する研修
会を実施した。また、解決が困難
な法的課題に対しては、弁護士に
よる助言を受けられる機会を設け
た。

不登校児童生徒等の将来の社会
的自立や学校生活への復帰のため
に、教育庁内にワーキンググルー
プを立ち上げ、現状の共有を図っ
た。また、教育支援センターのあ
り方についての協議や教育支援セ
ンター指導員研修会等の支援を
行った。

特別支援学校が学校所在地域に
ある幼稚園や保育所、小・中・高
等学校からの相談に対応したり、
研修講師として教員を派遣したり
するなど、地域におけるセンター
的機能を担うことで、幼児児童生
徒への指導・支援の充実や教職員
の専門性の向上を図った。

高等学校における特別支援教育
支援員を有効に活用するために、
管理職向けの研修、特別支援教育
コーディネーター・担任・教科担
当との連携及び個別の教育支援計
画、個別の指導計画の活用等の校
内支援体制の構築に向けた研修、
WEB配信を行う。また、必要に応じ
て、地域の特別支援学校のセン
ター的機能の活用の促しを行う
等、特別な教育的支援が必要な生
徒への指導や支援の充実を図って
いく。

幼稚園や保育所、小・中・高等
学校における特別支援教育の推進
のために、全ての教職員を対象と
した発達障害等教育支援研修会
〈基礎編〉のコンテンツを充実さ
せていく。また、管理職員に対し
ては、「組織マネジメント編」と
して、組織マネジメントに係る研
修を令和6年度までに県内全市町で
実施する。

令和６年度の方向性

特別な教育的支援が必要な生徒
の学習活動や学校生活等の支援を
教職員と連携して行う特別支援教
育支援員を、高等学校９校に９名
配置した。
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未来へつなぐ「確
かな一歩」推進事
業

児童生徒支
援課

改善

　事業群⑨　ニートやひきこもり等、社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者等への支援

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

子ども・若者支援
システム構築事業
費

こども未来
課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

NPO法人「心澄」に業務を委託
し、子ども・若者育成支援ネット
ワークにおける総合的な相談窓口
として、関係機関の紹介や情報の
提供及び助言を行った。

不登校、ひきこもりの他、様々
な困難を複数有する相談者が増え
ており、相談・支援のニーズが
年々増しているため、SNSやオンラ
インでの相談の充実を図った。

子ども・若者支援地域協議会実
務者会議により、関係機関との連
携強化によるマッチング割合の維
持向上のための意見交換や、市町
担当者を加えた情報共有を行う。
また、県全域におけるきめ細かい
対応のため、SNSやメール、リモー
トによる相談を効果的に運用す
る。

さらに、市町との意見交換を通
じ、課題の共有、地域資源の把
握・連携促進、優良事例や支援制
度の紹介、支援制度活用に向けた
技術的助言など、地域の実情に応
じた相談体制づくりに向けた働き
かけを行う。

県内の不登校児童生徒が文化、
スポーツ等の体験を通して人や社
会とつながるよさを実感し、将来
の社会的自立に向かう取組を実施
する。

県と市町が連携し、市町が実施
する不登校対策や支援事業に対
し、その必要経費を県が補助す
る。

令和５年度の実施状況を踏ま
え、事業内容や市町への周知の仕
方等を改善していくことで、より
多くの不登校児童生徒の社会的自
立に向けた取組ができる事業とな
るよう努める。
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戦略２－１　新しい時代に対応した力強い産業を育てる
　評価対象事業件数　45 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

32 2 11

71% 5% 24%

施策１　成長分野の新産業創出・育成

　事業群①　新たな基幹産業の創出（海洋エネルギー関連産業等）

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

海洋エネルギー関
連産業創出促進事
業

新産業創造
課

改善

　事業群②　新たな基幹産業の創出（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連産業）

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

先端情報関連産業
強化事業

新産業創造
課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

AI・IoT・ロボット関連産業の分
野において、県内情報関連産業の
県外需要獲得や規模拡大につなげ
るため、大学等における社会人向
けの先端技術講座を開催するとと
もに、製品・サービスの実証試験
や県内情報関連企業を中心とした
連携体制構築の取組を支援した。

県内サプライヤー企業の技術力
向上と事業拡大を図るため、AI等
による新たな取組の原動力とな
り、さらにDXなど県内でのデジタ
ル活用を推進できる高度専門人材
の育成を継続するとともに、受講
企業による新サービス等の創出と
新たな事業に繋がる取組が生まれ
るような環境づくりなどを検討す
る。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

「海洋エネルギー関連産業進出
促進事業補助金」により、企業の
受注に必要な先行投資を支援し
た。

県産業振興財団と連携し、大手
風車メーカーや発電事業者へのヒ
アリング活動や、セミナーを開催
し、マッチングに取り組んだ。

「長崎海洋アカデミー」におけ
る専門人材育成の取組を支援する
ことで、海洋エネルギー関連産業
への参入促進を図った。

海洋クラスター協議会により、
浮体式洋上風力発電等の技術開発
に関する実証事業について、大手
事業者へのヒアリングや県内企業
の参入に向けた支援を実施した。

また、再エネ分野については、
需要拡大が見込まれる水素関連分
野等において、水素事業化研究会
等による産学官連携での研究開発
の支援や企業間マッチングに取り
組んだ。

・洋上風力発電関連産業は新たな
市場であるとともに、今後も国内
各地で発電事業が開始していくこ
とから、事業者と県内企業との
マッチング支援や、受注に必要な
先行投資への支援について継続し
て取り組んでいき、県内企業が実
績を積むことで、国内需要の獲得
と取引拡大へ繋げていく。
・また、県内において洋上風力発
電が開始されることから、O&M分野
に県内企業が参入できるよう、継
続的に支援する。
・再生可能エネルギー関連につい
ては、水素関連産業ほか、太陽
光、バイオマスなどの国の動向や
市町の取組方針を注視し、県内企
業が蓄積した技術が活用できる分
野を把握するとともに、大手企業
と県内企業とのマッチングを支援
する。
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県内中小企業ＤＸ
促進事業

新産業創造
課

終了

　事業群③　新たな基幹産業の創出（航空機関連産業）

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

次世代基幹産業育
成事業

企業振興課 改善

　事業群④　高齢化社会に対応するヘルスケア産業の振興

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

サービス産業経営
体質強化事業費

経営支援課 改善

事業内容 見直しの方向

県内サービス産業事業者等がＤ
Ｘにより生産性向上に取り組むこ
とで「稼ぐ力」を強化し、その成
果を従業員の処遇改善につなげる
ための大胆な組織・経営に係る変
革を支援した。 

また、高成長への意欲と潜在力
を持ち、地域経済への波及効果が
期待できるサービス産業事業者を
長崎県ネクストリーディング企業
として認定し、ＤＸによる県外需
要獲得・生産性向上等を目指す取
組をハンズオン（伴走）で支援し
た。

令和５年度まで、支援事業者の
経営改善やデジタル化による効率
化、協業先とのマッチングなど、
幅広い分野にわたる支援をきめ細
やかに行うため、長崎県産業振興
財団に加え、外部コンサルタント
を活用しながら事業を行ってきた
が、令和６年度においては、これ
までに外部コンサルタントから得
られ、蓄積された支援ノウハウを
活用することで、長崎県産業振興
財団を中心とした効率的な支援体
制に移行する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

航空機・半導体産業のサプライ
チェーン拡大・強化を図り、県内
企業の規模拡大や県外受注の獲得
を目指す取組を支援する。

サプライチェーンの更なる強靭
化を図るため、航空機産業におい
て求められる高い品質要求を満た
す県内企業の技術力向上に向けた
取組を強化していく。併せて、海
外メーカーや国内大手重工との取
引拡大に向けて、デジタル技術を
活用し、一貫生産体制の深化を
図っていく。

令和６年度の方向性

県内中小企業に対し、既存ビジ
ネスの変革や新規ビジネスの創出
による競争力の向上を図るための
セミナーを開催した。

実際にDXに取り組もうとする企
業に対する相談窓口を設置すると
ともに、意欲ある企業に対して
は、専門家で構成した支援チーム
による伴走支援を実施した。

その他、県内中小企業のデジタ
ルツール導入を促進するため、情
報関連企業が実施するツール等の
提案活動に対する支援を実施し
た。

中小企業のDX推進に向けた意識
醸成等を図るために実施してきた
DX啓発セミナーや相談窓口設置等
の取組については、伴走支援等の
DX推進事業を担った支援チームが
契機となり組成された民間主体の
コンソーシアムの活動として移行
（自走）し、本事業は終了する。
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施策２　スタートアップの創出

　事業群①　スタートアップによる新サービスの創出

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長 崎 県 ス タ ー ト
アップ強化支援事
業

新産業創造
課

改善

ミライ企業Ｎａｇ
ａｓａｋｉ推進事
業

新産業創造
課

改善

スタートアップ・
クロステック推進
事業

新産業創造
課

改善

大学連携新産業創
造拠点整備事業

新産業創造
課

改善

施策３　製造業・サービス産業の地場企業成長促進

　事業群①　競争力の強化による製造業の振興

　評価対象事業件数　10 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

10

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地場取引拡大支援
事業

企業振興課 改善

産業振興財団が実施するビジネ
スマッチングフェア及びスポット
商談会の開催に要する経費などに
対して、引き続き助成を行ってい
くとともに、大手半導体・電子部
品メーカーの立地を契機として、
地場企業への波及効果を高めてい
く。具体的には、立地メーカーの
他、県外の大手サプライヤーなど
と地場企業とのマッチングを図
り、成約件数の増加を図る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内産業の振興を図るため、製
造業を営む県内中小企業者につい
て、産業振興財団の支援登録企業
者数を広げつつ、取引拡大や受注
量の安定的確保に資する事業に対
して助成した。

スタートアップ交流拠点 CO-
DEJIMAにおいて、コミュニティ醸
成や交流拠点運営に実績のある民
間の専門事業者による運営に変更
し、創業相談やイベントなど各種
支援の充実を図るとともに、県内
コミュニティ間の交流促進による
新たなビジネス創出を支援したほ
か、県外産業交流拠点と連携した
県外スタートアップの誘致にも取
り組んだ。

スタートアップ等の資金調達支
援及び県内における起業の機運醸
成のため、マッチングイベント
「ミライ企業Nagasaki2022」を開
催し、チャレンジ部門参加者に対
して、「ミライ企業Nagasaki成長
促進補助金」により、法人化費用
や実証に係る経費等、アイデアの
ブラッシュアップや事業化を支援
した。

交流イベント等を通して、本県
にゆかりのある起業家や都市部ス
タートアップ等を県内に呼び込む
とともに、交流拠点「CO-DEJIMA」
等と県外コミュニティとの連携強
化に取り組むことで、新たなイノ
ベーションを生み出す土壌を創出
する。

大学連携型起業家育成施設に常
駐する支援人材の配置や入居企業
等に対する賃料補助を行った。

今年度の実施結果や参加者への
ヒアリング等を踏まえ改善を検討
していくとともに、スタートアッ
プの創出及び成長を支援するため
に必要な環境づくりや機運醸成の
取組を推進する。

今年度の実施結果や参加者への
ヒアリング等を踏まえ改善を検討
していくとともに、スタートアッ
プの創出及び成長を支援するため
に必要な環境づくりや機運醸成の
取組を推進する。

今年度の実施結果や関係者への
ヒアリング等を踏まえ改善を検討
していくとともに、スタートアッ
プの創出及び成長を支援するため
に必要な環境づくりや機運醸成の
取組を推進する。

施設の供用から15年が経過し、
今後の取り扱いや役割、運営主体
のあり方について、施設を運営し
ている中小企業基盤整備機構、県
及び長崎市の3者において協議を行
う。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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グリーン対応型企
業成長促進事業費

企業振興課 改善

ナガサキ地域未来
投資促進ファンド
助成事業

企業振興課 改善

長 崎 フ ー ド ・ バ
リューアップ事業

企業振興課 改善

長崎県農商工連携
ファンド助成事業

企業振興課 改善

産地活性チャレン
ジ推進事業費

企業振興課 改善

売れる！デザイン
競争力強化事業費

企業振興課 改善

窯業人材育成等産
地支援事業

企業振興課 改善

陶磁器産業活性化
推進事業費

企業振興課 改善

長崎べっ甲対策事
業

企業振興課 改善

後継者育成・原材料確保対策を
継続的に支援しつつ、国内におけ
るさらなる販路拡大について、産
地団体と検討していく。

タイマイ養殖の実用化に向けた
取組や、「長崎べっ甲」のPR活動
等を支援した。

急速に進展する世界的な脱炭素
化の動きの中で新たな需要を獲得
するため、県内企業のさらなる技
術力向上や製品開発を促進すると
ともに、県内中小企業の賃上げや
職場環境整備等をさらに推し進め
る観点から、補助制度に係る賃上
げ等の要件化を検討する。

令和５年度には事業期間が確保
できるよう募集期間を令和５年３
月末日とし前年度を上回る応募が
あった。当該事業は、新製品の研
究開発や販路開拓への取組などを
支援しており、今後も引き続き運
営主体である産業振興財団等と連
携しながら、さらに高い効果が得
られるように工夫する。

コロナ禍の影響が落ち着き、人
流が回復しているものの、一部の
行動は習慣化しており、消費者
ニーズの変化が更に進んでいる。
その変化を事業者により具体的に
認識させるため、関係団体や有識
者の意見を取り入れ、より効果的
な手法を検討する。

事業者が応募、活用しやすい助
成事業とするため、ファンド運営
管理者と協議を行い、制度や手続
きについての見直しを行う。

外部専門家の助言や指導による
事業計画を練り上げる仕組みを活
用しながら、市場動向や消費者
ニーズに則した取組を、産地団体
や市町と連携し、検討していく。

事業者に対するデザインの重要
性の理解を高めるとともに、商品
価値向上により売上増につなげる
ため、商品パッケージデザインに
関する支援を検討する。

産地では様々なスキルを持った
多様な人材を欲しており、産地団
体や市町の意向を踏まえ、窯業人
材の確保・育成を図っていく。

また、webやSNSを活用した情報
発信の必要性は一層増しており、
効果的な手法について産地団体や
市町と検討していく。

振興計画（令和４～８年度）に
基づき、後継者育成や伝統技法の
保存、売上拡大につながる需要開
拓の強化について産地団体に助言
するとともに、より高い効果が得
られる手法を産地団体や市町と検
討していく。

商工関係団体など関係機関と連
携し、消費者ニーズを反映した商
品づくりなど販路を見据えた取組
を支援し、県内食料品製造業者の
付加価値向上を図った。

県内の中小企業者と農林漁業者
が連携して取り組む新商品開発や
販路開拓を支援した。

地域産業の振興を図るため、産
地形成がなされている地域産品の
販路拡大等を支援するとともに、
県指定伝統的工芸品への支援を実
施する。

デザインの力による売上拡大を
目指すため、優れたデザインの商
品を表彰するとともに、県内製造
業者の販路開拓を支援する。

陶磁器産地の認知度向上・販路
開拓に向けた展示会出展、商談会
の実施や陶磁器産業を支える人材
の確保に対する取組等を支援し
た。

後継者に対するロクロ、絵付け
の研修や、webでの陶器市・展示会
開催、SNSでの魅力発信等の取組を
支援した。

成長分野（半導体、ロボット
（産業用機械）、造船・プラン
ト、医療）における企業間連携を
伴う事業拡大、生産性向上への取
組やグリーン関連技術の研究開発
などの取組を支援し、県外需要の
獲得などを通じ、県内サプライ
チェーン（製造における各種工程
を担う企業群）の強化とともに、
本県製造業のグリーン化を推進し
た。

県内で製造業・情報通信業を営
む中小事業者等の製品開発や見本
市出展など、事業化に向けた一貫
した支援について、長崎県産業振
興財団を通じて実施した。
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　事業群②　規模拡大による製造業の振興

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地場企業立地推進
助成事業

企業振興課 現状維持

　事業群③　観光関連産業等（宿泊業・飲食業等）の振興

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

サービス産業経営
体質強化事業費

経営支援課 改善

小規模事業者支援
計画推進事業費

経営支援課 改善

　事業群⑤　地域産業を支える企業等の成長促進

　評価対象事業件数　19 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

10 9

53% 47%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

小規模事業経営支
援助成費

経営支援課 改善

小規模事業者支援
計画推進事業費

経営支援課 改善

原油価格高騰等の影響を受けた
事業者を支援するため、経営改善
のための相談体制構築や、各種施
策の情報提供など商工会・商工会
議所と一体的に実施していく。

人口減少、デジタル化、アフ
ターコロナに向けた事業転換な
ど、地域の小規模事業者が直面す
る問題が多様化していることか
ら、日頃から伴走型で指導する商
工団体と連携した取組を実施して
いく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

商工会及び商工会議所の行う小
規模事業者のための経営改善普及
事業に対する助成並びに商工会連
合会の行う商工会指導事業等に助
成した。

地域産業活性化計画の目標達成
を推進するため、計画推進員の配
置や専門アドバイザーの派遣によ
る小規模事業者の域外需要獲得や
デジタル化、商工団体職員の人材
育成等を支援する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内サービス産業事業者等がＤ
Ｘにより生産性向上に取り組むこ
とで「稼ぐ力」を強化し、その成
果を従業員の処遇改善につなげる
ための大胆な組織・経営に係る変
革を支援した。 

また、高成長への意欲と潜在力
を持ち、地域経済への波及効果が
期待できるサービス産業事業者を
長崎県ネクストリーディング企業
として認定し、ＤＸによる県外需
要獲得・生産性向上等を目指す取
組をハンズオン（伴走）で支援し
た。

地域産業活性化計画の目標達成
を推進するため、計画推進員の配
置や専門アドバイザーの派遣によ
る小規模事業者の域外需要獲得や
デジタル化、商工団体職員の人材
育成等を支援する。

令和５年度まで、支援事業者の
経営改善やデジタル化による効率
化、協業先とのマッチングなど、
幅広い分野にわたる支援をきめ細
やかに行うため、長崎県産業振興
財団に加え、外部コンサルタント
を活用しながら事業を行ってきた
が、令和６年度においては、これ
までに外部コンサルタントから得
られ、蓄積された支援ノウハウを
活用することで、長崎県産業振興
財団を中心とした効率的な支援体
制に移行する。

人口減少、デジタル化、アフ
ターコロナに向けた事業転換な
ど、地域の小規模事業者が直面す
る問題が多様化していることか
ら、日頃から伴走型で指導する商
工団体と連携した取組を実施して
いく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

製造業を営む地場企業が、規模
拡大のために行う、新規雇用を伴
い工場新増設等の設備投資に対し
て助成することにより、県内にお
ける事業拡大の促進を図り、県内
経済の活性化と雇用の拡大を進め
た。

県による企業訪問に加え、産業
振興財団と連携して県内企業の動
向の的確な把握に努め、世界的な
脱炭素の潮流の中、投資が活発化
しているグリーン成長分野関連企
業（半導体、造船・プラントな
ど）の積極的な情報収集に努め、
重点的に支援する。
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中小企業連携組織
対策事業

経営支援課 改善

産 学 官 イ ノ ベ ー
シ ョ ン 創 出 プ ロ
ジェクト

新産業創造
課

改善

サービス産業経営
体質強化事業費

経営支援課 改善

商店街活性化指導
事業

経営支援課 改善

商店街等を核とす
る地域のにぎわい
創出支援事業

経営支援課 改善

海外ビジネス展開
促進事業

経営支援課 改善

長崎福建経済交流
促進会議

経営支援課 改善

長崎港活性化推進
事業費

経営支援課 改善

長崎県内企業の利益につながる
ような効果的な取組を引続き検討
し、福建省商務庁と協議して継続
的に交流を続けていく。

長崎港を利用している荷主企業
や関係する物流企業等への聞取り
を行い支援ニーズの把握に努める
とともに、長崎港の利用客維持・
拡大につながる支援スキームを引
続き検討し、航路維持を図ってい
く。

コンテナ航路の維持・充実によ
り県内企業の輸出の利便性を高め
るため、長崎港活性化センターを
通して、取扱コンテナ貨物の増加
を目指しポートセールス等を実施
した。また、木材や農産物、古紙
など特定の輸出貨物について重点
的な集荷支援を実施した。

組織の整備、運営、共同事業の
支援にとどまらず、組合が抱える
課題解決のため、引き続き事業メ
ニューの積極的な見直し・検討を
行う。

事業の実施状況の中で事業効果
を見極めながら、大学、公設試、
商工団体との連携強化など、県内
企業の新事業展開の促進に向け
て、より効果が高い支援方法につ
いて検討する。

令和５年度まで、支援事業者の
経営改善やデジタル化による効率
化、協業先とのマッチングなど、
幅広い分野にわたる支援をきめ細
やかに行うため、長崎県産業振興
財団に加え、外部コンサルタント
を活用しながら事業を行ってきた
が、令和６年度においては、これ
までに外部コンサルタントから得
られ、蓄積された支援ノウハウを
活用することで、長崎県産業振興
財団を中心とした効率的な支援体
制に移行する。

県内商店街振興組合の設立・運
営に関する指導や各種研修等に対
し補助する事業であり、商店街の
活性化・振興に資するものである
ため、今後も効果的な手法を検討
しながら、事業を継続する。

市町、商店街関係機関と連携を
図りながら、市町が自ら認定する
「商店街活性化プラン」に基づく
取組や、商店街以外のエリアにお
ける商業者等による地域の新たな
にぎわい創出の取組等を幅広く支
援するとともに、モデル商店街化
支援や人材発掘・育成について効
果的な手法を検討しながら事業を
進めていく。

県の海外展開支援施策につい
て、商工団体、金融機関、他の支
援機関、県内企業等の意見を聴き
ながら、方向性の再整理を行い、
効率が高い施策の実施について検
討を進める。

県内企業の新たな事業展開を推
進するため、産学官連携コーディ
ネーターの配置や大学等が有する
技術紹介の場の創出等を行い、産
学官連携による研究開発の推進と
研究成果の実用化・事業化の支援
を行った。

県内サービス産業事業者等がＤ
Ｘにより生産性向上に取り組むこ
とで「稼ぐ力」を強化し、その成
果を従業員の処遇改善につなげる
ための大胆な組織・経営に係る変
革を支援した。 

また、高成長への意欲と潜在力
を持ち、地域経済への波及効果が
期待できるサービス産業事業者を
長崎県ネクストリーディング企業
として認定し、ＤＸによる県外需
要獲得・生産性向上等を目指す取
組をハンズオン（伴走）で支援し
た。

長崎県商店街振興組合連合会が
行う、商店街振興組合及び商店街
振興組合連合会の設立・運営等に
関する指導、商店街活性化のため
の各種研修等について助成を行っ
た。

人口減少社会に対応する力強い
商店街の創出のため、ビジョン
（将来像、コンセプト）やその実
現のための実施事業を盛り込んだ
「商店街活性化プラン」に基づく
取組及び商店街以外のエリアにお
ける商業者等による地域活性化の
取組に対し市町と連携した支援を
行った。

県上海事務所及び委託事業によ
り設置した東南アジアビジネスサ
ポートデスクによる支援や、各企
業のニーズに応じた支援を行う関
係機関とも連携しながら、県内企
業の海外への販路開拓等を支援し
た。

新型コロナウイルス感染症が拡
大し中国への渡航が制限される
中、県上海事務所を通じ「中国国
際投資貿易商談会」（9月、福建
省）にブース出展し、県内企業と
福建省企業等とのビジネス交流の
場を提供した。

中小企業等が連携して共同施設
の整備や共同購買など協同化、協
業化を推進するため、長崎県中小
企業団体中央会が総合的に実施す
る事業に対して支援した。
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経営安定資金 経営支援課 現状維持

施策４　戦略的、効果的な企業誘致の推進

　事業群①　新たな基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向けた企業誘致の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 1

50% 25% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

企業誘致特別強化
対策事業

企業振興課 改善

市町営工業団地整
備支援事業

企業振興課 改善

半導体・医療関連
企業誘致可能性調
査事業費

企業振興課 終了

新型コロナ感染症による行動の
抑制が続く中、可能な限りの企業
訪問並びにリモート面談を実施
し、本県の強みを活かした効果的
な立地提案などを通じて、積極的
な企業誘致に取り組んだ。

市町が取り組む工業団地の整備
を支援することで、企業誘致の受
け皿となる用地の確保、企業が立
地しやすい環境整備を促進した。

国内投資が活発化している半導
体や医療関連分野の企業誘致にあ
たり、市町が行う活用可能な水源
確保に向けた調査を支援した。

継続して取り組んできた大手商
社など民間企業の顧客基盤等を活
用した誘致活動で得られた人脈や
ノウハウを生かし、産業振興財団
において積極的な企業訪問活動を
行い、次なる基幹産業創出・育成
につながる半導体や医療、航空機
などの成長分野の企業や、多様な
雇用の場の創出が期待できるオ
フィス系企業等の誘致を図る。

市町による工業用水を備えた団
地整備の促進を図るため、工業用
水を備えた団地整備への支援を重
点化するなど、補助制度の見直し
に向けて、他県の補助制度等に関
する情報収集や財団・市町との協
議を行う。

―

県内中小企業者の経営基盤の安
定に必要な長期の事業資金の融通
の円滑化を図るものであり、中小
企業の経営安定に不可欠な資金で
あるため、今後も事業を継続す
る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内中小企業者の経営基盤の安
定に必要な事業資金の融通の円滑
化を図り、中小企業の経営安定に
資することができた。
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戦略２－２　交流人口を拡大し、海外の活力を取り込む
　評価対象事業件数　40 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 30 1 3 4

5% 75% 2% 8% 10%

施策１　地域に新たな価値を付加する魅力ある観光まちづくりの推進

　事業群①　地域住民が主体となって取り組む魅力ある観光まちづくりの推進

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 1 1

72% 14% 14%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

「みんなで磨く！
観光まちづくり」
推進事業費

観光振興課 改善

ユニバーサルツー
リズム受入体制整
備促進事業費

観光振興課 改善

世界遺産を未来に
つなぐプロジェク
ト事業費

文化振興・
世界遺産課

改善

世界遺産情報発信
事業費

文化振興・
世界遺産課

改善

これまで、地元キーマンや行政
職員が一堂に会する情報交流会を
開催し、構成資産地域同士のつな
がりの強化や情報共有、意識向上
等を図るとともに、世界遺産全体
として連携できる取組の企画・検
討・実施をしてきたが、今後は構
成資産地域が主体的に動き、構成
資産地域同士の連携事業を行うこ
とで、本県への訪問者の増加や、
地域の収益向上によるプラスの循
環を目指す。

また、小中高生向けの世界遺産
学習や、地元キーマン・自治体職
員へのオンラインを活用した講座
等を引き続き行い、将来世代に向
けた世界遺産の保護意識醸成を図
る。

世界遺産登録5周年記念事業を
きっかけに新たに訴求した若者世
代を中心として、引き続き世界遺
産構成資産地域の魅力発信を行
い、世界遺産の正しい価値理解促
進を図るとともに、関係各所と連
携して更なる保護意識の醸成を図
る。

地元キーマンや行政職員が一堂
に会する情報交流会を開催し、そ
の中で世界遺産全体として連携で
きる取組を企画検討実施した。

また、小中高生向けの世界遺産
学習や、地元キーマン・自治体職
員へのオンラインを活用した講座
等を行った。

世界遺産の多言語による情報発
信を行うとともに、パンフレット
や広報グッズ等の作成及び各種イ
ベントでの頒布など、県内外へ世
界遺産の価値と魅力を発信した。

世界遺産登録4周年を記念したパ
ネル展や登録5周年のプレイベント
として絵画コンテストなどのイベ
ントを開催した。

また、世界遺産の歴史的背景に
関する最新の調査研究成果を発表
するシンポジウムも開催した。

高齢者や障害のある方など、す
べての人が楽しめるユニバーサル
ツーリズムの促進及び誘客拡大を
図るため、タビマエやタビナカに
おける相談や車椅子の貸出、入浴
介助など各種サービスを提供する
ワンストップ窓口として、民間団
体が開設した長崎県ユニバーサル
ツーリズムセンターの運営等を支
援した。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

観光客の満足度を高め、再び訪
れたいと思われる魅力ある観光地
を創出するため、市町や観光関係
団体等が取り組む観光コンテンツ
の開発・ブラッシュアップや新た
な観光交流拠点づくりなど、県内
各地域における観光まちづくりの
取組を支援した。

令和6年度の補助事業採択に向
け、観光の専門家との意見交換を
複数回実施するなど市町等実施主
体による事業検討期間を長くと
り、事業効果の高い計画策定や取
組の磨き上げ等の支援を強化して
いく。

観光需要の回復が見込まれる
中、効果的な情報発信による利用
促進に取り組むとともに、日々の
相談業務の中での声など観光客の
ニーズを分析しつつ、必要とされ
るセンター機能・体制の強化等の
検討を行っていく。
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世界遺産登録５周
年記念事業費

文化振興・
世界遺産課

終了

港 湾 環 境 整 備 費
（公共）

港湾課 現状維持

サイクルツーリズ
ム推進事業費

スポーツ振
興課

改善

　事業群②　「食」のサービス提供の充実と発信、観光情報の訴求力向上

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5 2

12% 63% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

広域観光共同宣伝
事 業 費 （ キ ャ ン
ペ ー ン 事 業 負 担
金）

観光振興課 改善

広域観光共同宣伝
事業費（九州横断
長崎・熊本・大分
広 域 観 光 振 興 事
業）

観光振興課 改善

九州観光機構負担
金

観光振興課 改善

旅行会社や交通事業者等が実施
する本県の食等を素材とした誘客
キャンペーンへのタイアップ支援
を行い、本県への観光客の誘致促
進及び魅力発信に取り組んだ。

事業内容 見直しの方向

これまでのタイアップについて
も、誘客効果を高めるため、常に
連携内容を見直していくととも
に、今後はさらに、宿泊動向等の
分析に基づき、閑散期の宿泊者の
増加や県内周遊の促進、旅行の個
人化や多様化への対応につながる
よう、多様な事業者への働きかけ
や協議を通じてタイアップを強化
していく。また、閑散期の誘客に
ついては、宿泊施設の経営安定化
にも資することから、ワーケー
ション旅行者の掘り起こし等の取
組についても検討していく。

令和5年度の事業内容について効
果測定及び分析したうえで、熊本
県及び大分県と協議しながら、さ
らなる誘客促進の取組について継
続して検討していく。

九州地域戦略会議において策定
された第三期九州観光戦略の実行
のため、九州各県及び経済団体等
と連携して取り組んでいく。

九州横断3県への周遊及び宿泊客
の増加を図るために、関西地区か
らの3県周遊ツアーの旅行商品に対
する造成・広告支援、関西地区へ
の全国紙を活用したグルメ特集等
の情報発信を実施した。

九州全体の観光振興を図る唯一
の組織である九州観光機構の機能
強化及び役割の増大は不可欠であ
ることから、官民による機構への
支援を行った。

港湾の周辺環境を改善し、交流
人口の拡大を図るための緑地整備
を行った。

県サイクルツーリズム推進協議
会島原半島地域部会に参加したほ
か、島原半島3市が島原半島観光連
盟を事業主体として進めているサ
イクリストの受入環境整備に関し
て、検討会議や先進地視察などの
支援を行った。また、大村湾南部
地域を今後推進していくために必
要な推進主体の構築や関係者の機
運醸成をするため、同地域で想定
するルートの半分を試走し、意見
交換を行った。

港湾環境として緑地を整備する
ことにより、港のにぎわいを創出
し、地域活性化に寄与することか
ら、令和5年度も引き続き事業を継
続する。

島原半島地域の受入環境整備の
大方の完了に向けて取り組むとと
もに、国内外からのサイクリスト
の誘客に向けて、 PR・プロモー
ションの準備に関係者と連携して
取り組む。

大村湾南部地域は推進組織を立
ち上げた後、関係自治体と連携
し、サイクリスト受入環境整備の
計画策定や地域の機運醸成につい
て協議を行い、予算の獲得等への
支援・助言を実施する。

九州・山口サイクルツーリズム
については開催された「ツール・
ド・九州」の経済効果などを分析
し、今後の開催の可否判断を行
う。

令和６年度の方向性

―

世界文化遺産登録5周年記念イベ
ントを県内外で開催し、従来興味
関心を持つ人だけでなく新たに若
者世代にも本県の世界遺産に再度
目を向けてもらうことで、コロナ
禍により打撃を受けた世界遺産登
録効果の回復と、世界遺産保護活
動の担い手となる地域住民や県民
の保護意識の再醸成を図る。

78
76



観 光 Ｄ Ｘ ・ プ ロ
モーション事業費

観光振興課 拡充

戦略的情報発信推
進事業費

観光振興課 終了

長崎県フィルムコ
ミッション（撮影
誘致支援）事業費

観光振興課 改善

な が さ き リ ピ ー
ター創出促進事業
費

観光振興課 改善

観光需要回復促進
事業費

観光振興課 終了

修学旅行誘致のため旅行会社へ
のセールスを行うとともに、新学
習指導要領導入後、重点テーマと
なっている探究学習やSDGｓに則っ
たセールス用ツールとして長崎県
探究プログラム（冊子）を作成し
た。併せて、コロナ対策臨時交付
金を活用して、県内外の学校が修
学旅行先を長崎県に変更して実施
する場合の支援を行った。

新型コロナウイルス感染症の影
響により大きな打撃を受けた県内
観光産業の回復に向けて、国の支
援策を活用し、ワクチン接種や陰
性結果の確認を利用条件として、
本県を含む九州７県を対象とした
「心呼吸の旅キャンペーン」を実
施し、10月以降は全国の旅行者を
対象とした全国旅行支援を展開し
た。利用者の旅行宿泊料金割引に
加え、土産物店、飲食店、交通機
関等に利用できるクーポン券を付
与することで、地域における消費
喚起を促進した。

デジタルマーケティングを取り
入れたプロモーションによる事業
の効率化（経費削減）や売れるコ
ンテンツ造成等により、これまで
以上の誘客を図り、観光消費額の
増加（＝地域の活性化）に向けて
取り組んでいく。また、本県の観
光ポータルサイト「ながさき旅
ネット」において、本県への誘客
につなげる機能の追加や、SNSにお
ける個人の嗜好にあった「長崎
ファン」のコミュニティを形成す
る環境づくり等を検討する。

―

令和5年度の事業内容を検証した
うえで、誘致活動についてさらな
る強化を図るとともに、映像作品
を新たな観光コンテンツとして活
用していくことで、本県の露出・
魅力発信の拡大、映画・アニメの
ファン層をターゲットした誘客・
周遊促進・聖地化を図る。

令和5年度の事業内容を検証した
うえで、探究学習やSDGsに則った
教育旅行プログラムの充実を図る
とともに、市町・観光協会との連
絡会議を開催し、情報や取組の共
有を行うなど市町との連携体制を
強化することにより、戦略的な誘
致活動を行っていく。

―

西九州新幹線開業効果の持続
化、個人の嗜好の多様化と個人旅
行の増加など観光の価値・形態の
変化に対応した観光客の誘客を図
るため、宿泊や観光客人流データ
等の活用環境を整備し、マーケ
ティング分析と効果検証に基づく
観光プロモーションや情報発信を
行う。

観光ポータルサイト「ながさき
旅ネット」による観光コンテンツ
の情報発信をはじめ、西九州新幹
線の開業や全国旅行支援などテー
マ性のある話題について、デジタ
ルプロモーションやマスメディア
を活用した情報発信に取り組ん
だ。また、ながさき旅ネットの
メールマガジン登録会員に対し
て、年間12回のメール配信を行っ
た。さらに、一般公募により選定
した県内外のフリーライターや旅
好きの方「#ナガサキタビブ」の10
名によるインターネット記事等に
より本県の魅力を発信した。

映画やテレビ番組などの映像作
品の制作やロケ活動において、ロ
ケ地候補地の相談や情報提供、撮
影に関する各種許認可の手続代行
やボランティア・エキストラの手
配など、ロケ支援を125件実施し
た。また、ジャパンフィルムコ
ミッション等と連携し、全国ロケ
地フェアなどのイベントに出展し
誘致活動を行うとともに、観光
ポータルサイト「ながさき旅ネッ
ト」やSNSを活用し、ロケ地めぐり
のモデルコース等の情報発信を実
施した。
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　事業群③　高付加価値化に取り組む観光事業者への支援

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1

75% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

「 長 崎 の 宿 」 品
質・おもてなし向
上事業費

観光振興課 改善

長崎県観光ガイド
育成事業費

観光振興課 改善

「長崎コンシェル
ジュ」推進事業費

観光振興課 統合

観光の「ミライ☆
ニナイ」手育成事
業費

観光振興課 改善

見直しの方向

「観光の産業化」を図るうえで
重要となる宿泊施設の品質・おも
てなし向上に向け、「宿泊施設品
質認証制度」や「宿泊施設グレー
ドアップネットワーク」等を通じ
て、その向上に取り組む事業者を
重点支援した。令和4年度からは、
宿泊施設従事者等に向けた研修を
通じた人材育成の取組も行い、さ
らなる品質・おもてなし向上に取
り組んだ。

「長崎と天草地方の潜伏キリシ
タン関連遺産」の価値として認め
られている潜伏期だけでなく、伝
来期から復活期までを含めた全体
のストーリーを説明できるガイド
の育成に加え、観光関連事業者向
けのセミナーやカトリック学校向
けの修学旅行誘致説明会を通じ
て、観光客の広域周遊や再来訪を
促進し、世界遺産効果の延長を
図った。（世界遺産感動体験促進
事業費の内容を見直しのうえ事業
継続）

県内の宿泊施設において、満足
いただけるサービスを提供すると
ともに、長崎県ならではの魅力を
伝えることのできる人材「長崎コ
ンシェルジュ」の周知・育成に取
り組み、認定者の増加を図った。
また、新たに認定者間の交流を図
る取組を行う等、既認定者の質の
向上にも取り組んだ。

県内の高校2年生を主な対象に、
明確なジョブイメージを持って観
光関連産業に就職し、将来にわ
たって活躍できる人材の確保・育
成を図るため、観光（主に宿泊
業）をテーマにした講座（全3回）
を実施した。また、講座の実施に
加え、宿泊業の仕事を紹介する
「宿泊業のおしごと紹介パンフ
レット」及び「宿泊業で働く私の
マイルール（動画）」を作成し、
宿泊業への就職の促進やその後の
定着を図った。

観光需要の回復、外国人観光客
の増加など、アフターコロナの中
で宿泊施設に求められる内容を敏
感に捉えながら、品質・おもてな
し向上による高付加価値化や集客
増などに取り組む事業者を継続し
て支援し、宿泊事業者の基盤強化
となる取組を検討していく。

繁忙期におけるガイド不足を解
消するため、引き続き実務可能な
ガイドの育成やガイドの質向上を
目的とした講座を実施するととも
に、修学旅行誘致説明会等も実施
し、県内でのガイドを活用したツ
アー利用者の拡充を図る。

宿泊事業者や観光客等に対する
長崎コンシェルジュ制度のさらな
る認知度の向上に向けたチャネル
の拡充を図り、県下全域における
長崎コンシェルジュ配置への取組
を強化する。

関係者との意見交換や令和5年度
の事業内容を検証したうえで、
「ミライ☆ニナイ」塾の講義内容
や実施方法を見直すとともに、宿
泊事業を中心とした観光関連産業
の情報発信を強化する。

令和６年度の方向性

事業内容
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施策２　県産品のブランド化と販路拡大

　事業群①　県産品のブランド化の推進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

県産品斡旋事業費
物産ブラン
ド推進課

改善

売り込もう長崎の
県産品事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

県産品愛用運動推
進事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

情報発信拠点企画
運営事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

長崎県ブランド産
品販路拡大・プロ
モーション事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

県内の豊富な農水産物等の付加
価値を高める新商品の開発促進及
び特産品新作展入賞商品の効果的
な販売促進の取組等を継続して検
討していく。

県産品の利用促進のため、愛用
月間には県産品愛用の周知等を各
市町、関係団体へ依頼するなど連
携をとりながら、県産品愛用推進
運動の啓発活動に取り組むととも
に、テレビ放送や量販店等での販
売促進等については、より県民に
訴求するため効果的なPR等を引き
続き検討していく。

運営事業者や県内市町・関係団
体等と連携し、現在の取組の検証
等を行いながら、より効果的・効
率的な情報受発信機能の強化につ
いて、継続して検討していく。

県産品の取扱店舗の拡大や、更
なる県産品の販売促進・認知度向
上等を図るための効果的なPR手法
等について検討していく。

優れた県産品について、関係部
局や市町、民間団体と連携の下、
首都圏・関西圏でのブランド化や
販路拡大に取り組んだ。

令和4年度は、パートナーシップ
企業や百貨店等での「長崎フェ
ア」開催や、オンライン形式での
商談会の実施等による販路維持・
拡大対策を実施した。

長崎県アンテナショップ「日本
橋 長崎館」において、情報受信
機能強化のため、商品販売を通じ
て得られた情報や流通関係者等の
意見を事業者へフィードバック
し、新商品開発や商品改良を促進
するテストマーケティングを実施
した。また、情報発信機能強化の
ために、公式LINEなどSNSを活用し
た広告やキャンペーンを実施する
ことや、イートインコーナーを活
用した食の魅力発信イベントを実
施した。

事業内容 見直しの方向

物産協会と連携しながら大都市
圏等における県産品の宣伝紹介及
び販路拡大を促進し、本県産業の
更なる振興を図るため、物産展を
開催した。また、コロナ禍におけ
る消費環境の変化に対応するた
め、通常の物産展と並行してWEB物
産展を開催した。

県内事業者の商品開発意欲の醸
成と県内の豊富な農水産物の付加
価値を高めるため、新商品開発の
促進等を目的とした特産品新作展
を開催した。また、都市圏及び県
内等における県産品の販路拡大を
図るため、入賞商品を中心に、商
品の売り込み及びテレビ・マスコ
ミ等を活用しPRを実施した。

県民に県産品の良さを知っても
らい、県産品を多く使ってもらう
ため、市町、関係団体等と連携し
た県産品愛用の啓発活動に加え、6
月と11月の県産品愛用推進月間を
中心にテレビスポット放送やロー
カル情報番組での県産品の魅力発
信、県内量販店での県産品フェ
ア、SNSプレゼントキャンペーンを
実施した。また、多くの集客が見
込めるイベントの場において、県
産品PRブースを出店し、県産品や
観光等のPRを実施した。

大都市圏等における物産展の開
催は、県産品の宣伝紹介及び販路
拡大に効果が認められるものの、
新型コロナウイルス感染症の影響
による開催中止や、都市圏駅の再
開発による百貨店の営業終了など
依然厳しい状況が続いており、EC
サイトを活用した県産品の継続的
な販売拡大の支援を行うなど、引
き続き物産協会と連携し、効果的
なPR等を検討しながら継続して取
り組んでいく。

令和６年度の方向性
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長崎の「食」の魅
力発信事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

　事業群②　海外需要を取り込むための県産品の輸出拡大

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎県産品海外Ｐ
Ｒ推進事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

貿易指導調整費
物産ブラン
ド推進課

現状維持

長崎県海外販路拡
大支援事業費

物産ブラン
ド推進課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

海外における県産品のブランド
化及び販路拡大を図るため、定期
航空路線開設等の取組と連携し、
百貨店等でのプロモーションを実
施するほか、海外ECサイト上での
プロモーションを実施すること
で、県産品をはじめとした本県の
魅力を総合的に発信した。

ジェトロ長崎、(一社)長崎県貿
易協会、(公財)日本関税協会、九
州貿易振興協議会と連携し、セミ
ナー等を開催することにより、県
内企業の輸出への取組の支援を
行った。

海外市場で販路拡大が見込まれ
る県産品(酒、麺、菓子)に重点化
し、現地に強い商流を持つ民間事
業者と連携することで、市場ニー
ズに応じた商品を売り込み、商流
の定着化を図る。

日本産酒類のさらなる市場拡大
が見込まれる中国・香港において
は、現地パートナーとの関係性を
活用し、販路拡大に取り組む。

県産品のブランド化及び販路拡
大を図るためには、県産品をはじ
めとした本県の魅力を総合的に発
信し続けることが不可欠である。
引き続き関係各課・団体・民間企
業と連携しながら、国際戦略等に
おける重点地域や定期航空路線の
開設等を見据えたターゲット国に
おいて総合フェアや海外ECサイト
上でのプロモーション等を実施す
るとともに、取扱品目の拡大に向
けた具体的な取組を引き続き検討
していく。

貿易には各国の通関制度や商慣
習等に関する専門的な知識・ノウ
ハウが必要であるが、県内企業の
貿易に関する相談等に対応すると
ともに、セミナー等により最新情
報を提供する公的団体の存在は不
可欠であるため、引き続き本事業
を継続する。

新たに開拓した商流を維持し、
着実に拡大させていくには、継続
的な売込が重要である。令和5年度
事業の実績を検証しさらなる輸出
拡大に向けて、重点国(中国・香港
等)における県産酒の販路拡大につ
いては、さらに商圏を拡大してい
くために現地事務所やパートナー
企業と連携しながら必要な取組を
講じていく。また、新規取組国に
おいては、開通した商流を確実に
定着させるための取組を講じてい
く。

首都圏・関西圏の高級ホテル等
での「長崎フェア」開催、県内外
の料理人と県内生産者との県産食
材利用促進に向けた勉強会の実施
や、県産酒と地魚の双方の良さを
顕在化するキャンペーンの実施等
の「食」の魅力づくりに取り組
み、これらの情報をコンテンツと
して関連サイトに掲載し、消費者
への情報発信を行った。また、動
画広告等デジタルマーケティング
を取り入れた情報発信を行ったこ
とにより関連サイトへの誘導を実
施した。

県内料理人等の本県食材の利用
促進による魅力ある食の発信に向
けて、関係団体や地域との連携に
加え、食との親和性が高い民間企
業等とタイアップした好事例創出
にも取り組むとともに、県産品PR
のための情報発信と、発信後の分
析・検証による発信の内容やポー
タルサイト、ターゲットの改善を
図る。
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施策３　アジアをはじめとした海外活力の取り込み

　事業群①　海外における本県の認知度及びプレゼンスの向上

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

東アジア相互交流
推進事業費

国際課 改善

海外向け認知度向
上推進事業費

国際観光振
興室

改善

　事業群②　環境変化や市場動向を踏まえたインバウンド観光の推進

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 7

12% 88%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

インバウンド需要
創出拡大事業費

国際観光振
興室

改善

海外向け認知度向
上推進事業費

国際観光振
興室

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

海外における本県の認知度向上
を図るため、友好都市と連携し、
韓国の日韓交流おまつりやベトナ
ムのホイアン日本祭り等で長崎県
ブースを出展しPRを実施した。

本県の認知度向上及びコロナ後
の旅行先として本県を選んでもら
うため、中国、韓国、タイ、ベト
ナム、欧米豪等を対象にSNSを通じ
た情報発信を行った。また、各言
語SNSのフォロワー増加を目的とし
たフォロワーキャンペーンを実施
した。

友好交流関係にある国・地域と
のこれまでの取組で得た人的ネッ
トワークを活用しながら、引き続
き本県ならではの諸外国との交流
の歴史等の魅力を情報発信すると
ともに、青少年交流事業などの交
流拡大に向けた取組を推進してい
く。

国・地域の特性に応じたターゲ
ティング広告の配信やSNSキャン
ペーンを実施するとともに、自然
景観や歴史・文化、食など反応が
良かった分野・内容を、国・地
域、SNS別に投稿し、閲覧者の興味
関心を引きつけることで「いい
ね」「シェア」等のリアクション
を増やし、フォロワーの増加につ
なげ、本県の観光地としての更な
る認知度向上を図っていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

コロナ後の旅行ニーズの変化を
踏まえた、新たなインバウンド需
要を創出するため、現地旅行会社
等を訪問してのセールスのほか、
東アジアや東南アジアでの観光展
への出展や商談会の開催、九州各
県等と連携した広域周遊観光の促
進等を実施した。

本県の認知度向上及びコロナ後
の旅行先として本県を選んでもら
うため、中国、韓国、タイ、ベト
ナム、欧米豪等を対象にSNSを通じ
た情報発信を行った。また、各言
語SNSのフォロワー増加を目的とし
た、フォロワーキャンペーンを実
施した。

インバウンドの需要の本格的な
回復を見込み、商談会や説明会等
への参加に加え、海外観光展への
出展や、現地事業者を活用した本
県観光情報の発信や情報収集を強
化する。また、コロナ後の旅の価
値観の変化を踏まえ、自然・癒し
などの体験型観光コンテンツ、公
共交通機関やレンタカーを利用し
たモデルコース等を発信すること
で、今後の旅行需要の創出に取り
組む。

国・地域の特性に応じたターゲ
ティング広告の配信やSNSキャン
ペーンを実施するとともに、自然
景観や歴史・文化、食など反応が
良かった分野・内容を、国・地
域、SNS別に投稿し、閲覧者の興味
関心を引きつけることで「いい
ね」「シェア」等のリアクション
を増やし、フォロワーの増加につ
なげ、本県の観光地としての更な
る認知度向上を図っていく。
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ディスカバーＮＡ
ＧＡＳＡＫＩ・周
遊促進事業費

国際観光振
興室

改善

インバウンド受入
環境強化事業費

国際観光振
興室

改善

インバウンドプロ
モーション強化事
業費

国際観光振
興室

改善

九州観光機構負担
金

観光振興課 改善

インバウンド受入態勢の強化に
向け、コロナ後の旅行ニーズや形
態の変化を見据え、「インバウン
ド向け体験プログラムの造成」と
「アドベンチャーツーリズム」を
テーマに、インバウンド受入セミ
ナーを開催した。また、平成30年
から九州各県と連携して多言語
コールセンターを運営している
が、令和4年度においては、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により
利用者数が僅少であることが想定
されたことから、九州各県と協議
のうえ、事業規模を縮小して実施
した。

九州において多くの外国人観光
客のゲートウェイとなっている福
岡からの誘客キャンペーンや、デ
ジタルを活用した個人に直接訴求
するプロモーション等を展開する
ことにより、本県へのインバウン
ド需要の早期回復及び新たな来訪
需要の創出を図る。

九州全体の観光振興を図る唯一
の組織である九州観光機構の機能
強化及び役割の増大は不可欠であ
ることから、官民による機構への
支援を行った。

多言語コールセンターの利用に
ついては、インバウンドの本格的
な回復を見込み、登録施設に対す
る利用方法等の再周知を行うとと
もに、未登録の観光施設に対して
も登録方法・利用方法に関する説
明会を開催するなど、利用促進を
図る。

また、コロナ後における旅行の
ニーズ変化、環境の変化に対応す
るために解決が求められる課題を
テーマとしたインバウンド受入セ
ミナーを開催し、インバウンドの
受入体制の強化を図る。

九州の玄関口である福岡国際空
港を起点とした持続的なインバウ
ンドの誘客は今後も必要となるこ
とから、西九州新幹線や高速バス
等の二次交通やレンタカーを活用
したモデルコースの提示などによ
り旅行先としての本県の魅力を伝
える情報発信を行う。

また、富裕層・中間層向けのプ
ロモーションについては、令和5年
9月に参加するATWSにおいて関係を
構築した旅行会社やメディア等と
連携し、送客に向けた情報発信を
継続的に行うとともに、「ディス
カバーＮＡＧＡＳＡＫＩ・周遊促
進事業」において磨き上げを行う
コンテンツについて積極的に情報
発信を行う。

そのほか、各市場の特性に応じ
た媒体を活用した情報発信やデジ
タルマーケティング、台湾・香港
におけるレップの活用などについ
ても引き続き取り組む。

九州地域戦略会議において策定
された第三期九州観光戦略の実行
のため、九州各県及び経済団体等
と連携して取り組んでいく。

富裕層（モダンラグジュアリー
層）やテーマ意識を持った中間層
の誘客に向けて、九州観光機構や
市町、関係事業者等と連携し、雲
仙、平戸、対馬、五島列島（五島
市、新上五島町、小値賀町）にお
いてアドベンチャーツーリズム商
品の造成支援に取り組むととも
に、専門家を招聘したモニターツ
アーを実施し、コンテンツの磨き
上げを行った。また、長崎市内を
周遊するタクシーを活用した着地
型旅行商品や、路線バスの１日乗
車券と観光施設への入場券を組み
合わせた企画乗車券の造成を支援
し、訪日外国人個人旅行者の周遊
性の向上を図った。

アドベンチャーツーリズムコン
テンツをさらに拡充するため、現
在取組を進めている4地域（雲仙、
平戸、対馬、五島列島）以外の新
たな地域において、コースの検討
を行う。また、アドベンチャー
ツーリズム以外のテーマについて
も検討し、コンテンツの高付加価
値化に向けた磨き上げに取り組
む。

また、訪日外国人個人旅行者の
県内周遊を促進するために、公共
交通機関と観光施設を組み合わせ
た企画乗車券などの着地型旅行商
品造成に取り組む。

84
82



大型客船誘致促進
プロジェクト推進
事業費

国際観光振
興室

改善

航空路線利用促進
事業費（国際線対
策）

国際観光振
興室

拡充

国際クルーズの再開を見据え、
関係市町と連携のうえ、船会社や
旅行会社に対するセールスや船会
社や旅行会社を対象とした県内招
聘視察に積極的に取り組むととも
に、国内で開催される旅行博覧会
や関係イベントへ長崎県ブースを
出展するなど、本県寄港地へのさ
らなるクルーズ船誘致と認知度向
上などに取り組んだ。

新型コロナウイルス感染症収束
後における、既存路線の早期運航
再開及び需要回復、新規路線誘致
に向け、各航空会社等と協議を
行った。また、地方空港の国際線
が全線運休していたことから、路
線の認知度向上と本県の魅力発信
を目的に、航空会社と連携した海
外イベントでのPRやSNSによるプロ
モーション等を実施した。その
他、国際線の再開に向け、人材不
足が課題となっている空港カウン
ター、航空機誘導等を行うグラン
ドハンドリング及び保安検査の事
業者やCIQと協議を実施した。

新型コロナウイルス感染拡大に
より落ち込んだクルーズ需要の回
復を図るとともに、中国からのク
ルーズ船寄港の回復を図るため、
クルーズ業界の状況を注視しなが
ら、引き続き、関係市町と連携の
うえ、船会社、旅行会社に対する
セールスや県内招聘視察に積極的
に取り組むとともに、国内で開催
される旅行博覧会や関係イベント
へ長崎県ブースを出展するなど、
本県寄港地へのさらなるクルーズ
船誘致と認知度向上や経済的な効
果を高める取組などを行い、ク
ルーズ船入港の効果を最大化して
いく。

長崎空港においては、定期路線
の一部の運航の再開が決定したと
ころであるが、今後の国際航空路
線の維持・拡大に向け、課題であ
るグランドハンドリングなどの受
入態勢を整えるため、引き続き、
関係機関との協議を行っていく。
また、国際線再開後の需要の早期
回復を図るため、路線の認知度向
上及び再開後における利用促進の
強化を図る。
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戦略２－３　環境変化に対応し、一次産業を活性化する
　評価対象事業件数　92 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 68 1 2 10 10

1% 74% 1% 2% 11% 11%

施策１　農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化

　事業群①　生産性の高い農林業産地の育成－１

　評価対象事業件数　19 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

12 5 2

63% 26% 11%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ながさき水田農業
生産強化支援事業
費

農産園芸課 改善

ながさき農林業・
農山村構造改善加
速化事業費

農政課 改善

ながさき型スマー
ト産地確立支援事
業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

改善

ながさき産地基盤
整備・強靭化事業
費

農産園芸課 改善

産地計画の目標達成に向け、県
と農業団体が品目別・地区別・産
地別に課題等の解決に向けた検
証・検討を進める。

その検討結果に基づいてアスパ
ラ等の新改植など産地の維持拡大
に必要な取組に加え、災害等にも
強い生産基盤の強靭化に資する防
災関連資機材の導入支援など取組
を見直す。

ロボット、ＡＩ、ＩＣＴなど革
新的な技術を活用したスマート農
業を推進するため、スマート農業
の推進体制の整備、人材育成等を
図るとともに、離島や中山間地を
多く有する本県の地域特性にあっ
たドローン等スマート農機による
省力化・軽労化や生育予測技術の
開発による労働力確保や安定供給
など12項目の新技術の開発・実証
に取り組んだ。

園芸産地の５年後の目標を定め
た「産地計画」に基づき、令和7年
の園芸産出額1,000億円達成を目指
し、スマート農業技術等の体系的
導入と産地基盤の整備・強靭化に
より高い生産性を有するスマート
産地づくりを支援した。

また、前「ながさき型スマート
産地確立支援事業費」（R2-4）の
成果をもとに、スマート農業推進
の事業は「ながさき農業デジタル
化促進事業」へ切り離して実施し
ている。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

水稲高温耐性品種への転換の推
進活動及び実需者ニーズの高い地
域特産品向け麦、大豆の品質向
上・安定生産への取組を実施し
た。また、食糧法、米トレーサビ
リティ法及び農産物検査法に係る
事務についても実施した。

また、水田農業産地計画実践事
業および水田高度利用技術活用推
進事業の活用により、防除用ド
ローンオペレーター研修に要する
経費及び麦・大豆の生産拡大に必
要な機械類の導入を支援した。

「第3期ながさき農林業・農山村
活性化計画」に基づき、「次代に
つなげる活力ある農林業産地の振
興」、「多様な住民の活躍による
農山村集落の維持・活性化」の推
進に必要な園芸用ハウスや収穫機
などの農業機械や干害に対応した
緊急対策としての揚水機の整備に
対して支援を行った。

本事業により、水稲高温耐性品
種、需要に応じた麦大豆の生産が
進んでいるが、一方で、担い手の
高齢化等により水稲作付面積は減
少している。今後、水田営農継続
のためには省力化・効率化が必須
であり、そのためにスマート農業
技術等の導入および指導者、生産
者の人材育成を支援するなど見直
す。

新規就農者は増加傾向にあるも
のの、地域農業の担い手である認
定農業者は減少を続けており、産
地の縮小が懸念される。そのた
め、産地の維持・拡大に向け、さ
らなる新規就農者の確保や施設化
など生産力の向上につながる支援
を重点化するなど事業の見直しを
行う。

農業グリーン化など、新たな技
術の開発・実証、現地での実演会
等を実施し、本県に適したスマー
ト農業技術の導入をさらに推進す
る。

導入の効果が明らかとなった技
術について、各地域での導入に向
け費用対効果に基づく適正規模の
試算やシェアリング等の推進を行
う。

さらに、スマート農業技術の生
産者・指導者の人材育成に向け、
研修会、勉強会の内容の充実を図
る。
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野菜産地力アップ
事業費

農産園芸課 改善

ながさきオリジナ
ル品種開発事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

終了

夢のある果樹産地
づくり推進事業費

農産園芸課 改善

病害虫総合防除対
策費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

改善

水田農業園芸作物
導入・産地拡大推
進事業費

農産園芸課 終了

野菜の産出額684億円の達成や産
地の拡大、生産者の所得向上のた
め、いちご等主要品目の活性化プ
ランに基づき、ＪＡ全農ながさ
き・種苗供給センター等の関係団
体や産地と連携した優良種苗の生
産、新品種や栽培技術の普及など
のこれまでの取組に加え、施設園
芸品目では新たな品目での環境制
御技術の普及、露地園芸品目では
担い手の規模拡大に対応した労力
軽減や新品種や各種資材を活用し
た作型分散の検討などにより、関
係機関と連携し普及を加速化させ
る取組を進めていく。

本事業は終了するが、一つの品
種を開発する品種育成には数年か
ら数十年の時間がかかるため、農
林技術開発センターで品種開発を
課題化し引き継ぐ。

令和１２年度を目標年度とした
「第１２次長崎県果樹農業振興計
画」を令和２年度に策定し、生産
面・消費面での対策に加え、担い
手の確保・育成対策に取り組んで
いる。果樹産地においては、担い
手の確保や収益性の向上が喫緊の
課題であり、水田活用やスマート
農業技術等新たな取組による労働
生産性の向上、樹園地継承の取組
を強化することで、果樹産地の持
続的な発展と果樹農家の所得向上
を図る。

水田への園芸作物の導入を図る
ため、県内１４の水田畑地化モデ
ル地区を設定し、市町推進チーム
が主体となり、各地区の特徴に応
じた導入品目等の検討、規模拡大
意向者とのマッチング等を推進し
た。

また、モデル地区での取組の横
展開を推進するため、１６の重点
推進地区を選定し、園芸作物等の
栽培実証や地区の将来像の策定な
どを推進した。

本県農業を牽引する野菜におい
て、いちごやばれいしょ等の各品
目の課題解決にかかる技術導入や
推進活動に取り組み、野菜の産出
額向上を図った。

　【いちご】
いちごについては、品種登録候

補系統の選抜を重ね新品種の育成
を行った。また、いちごの重要病
害である炭そ病の耐病性を持つ系
統を活用し、有望系統の育成を
行った。
　【かんきつ】

かんきつについては、高糖度・
良食味で多収性を備え、１～４月
に出荷可能な品種（中晩柑）の開
発を目指し、交雑育種に加え、シ
ンクロトロン照射による突然変異
育種を行ってきた。
　【花き】

優良系統の選抜に係る現地試験
を2か所で実施した。また、輸出に
適している希少性が高いラナン
キュラスのオリジナル品種候補系
統を選抜した。

「第12次長崎県果樹農業振興計
画」に基づき、担い手の確保・規
模拡大、生産基盤強化による労働
生産性の向上、ブランド力の強
化、消費構造の変化に対応した販
売力強化等の対策を推進し、果樹
農家の所得向上と果樹産地の持続
的な発展を図るための支援を行っ
た。

県内農産物の生産に重大な影響
を及ぼす可能性がある指定病害虫
の効果的な防除のために。総合防
除計画を策定し、計画の実現に必
要な防疫体制の整備、強化を図
る。

令和5年に長崎県総合防除計画を
策定したが、関係病害虫の発生状
況や試験研究での病害虫防除に関
する成果情報の動向を踏まえ、生
産現場の実情に沿ったより効果的
な防除体制の確立を目指す。

本事業は終了し、ながさき水田
農業生産強化事業の後継事業にお
いて、水田農業の省力、低コスト
化及び高収益品目の導入実証、普
及による所得向上に向けた取組み
を新たに実施する。
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咲き誇る「ながさ
きの花」産地拡大
推進事業費

農産園芸課 改善

茶・葉たばこ等産
地構造改革推進事
業費

農産園芸課 改善

ながさき農業デジ
タル化促進事業費

農産園芸課 改善

農業資材価格高騰
対策緊急支援事業
費

農産園芸課 終了

農業技術開発人材
創造力強化事業

農政課 改善

農業経営改善新技
術確立事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

改善

肥料価格高騰緊急
対策事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

終了

茶の消費量減少に加えて、燃
油・生産資材の高騰などにより厳
しい状況であるため、生産組織の
活動強化とともに新たなスマート
技術の導入支援や需要回復の起爆
剤となるよう消費者の新たなニー
ズに対応した優良品種への改植、
有機栽培の拡大、更には輸出拡大
に向けた新たな取組支援を検討す
る。また、日本一の獲得による玉
緑茶の販売力やブランド力の強化
を進める。

葉たばこは、離島、半島の基幹
作物であり、R4年度のJT買入実績
は全国3位である。今後は産地の維
持と生産力向上のための省力技術
導入による労力軽減対策に向けた
取組を進める。

スマート農業の更なる推進のた
め、より高度な環境制御技術や遠
隔・自動化技術の導入を図り、働
き方改革や収量・品質の最大化、
作物の最適管理等に取り組む。

―

安定生産、病害・生理障害対策
等の改善技術を確立するため、大
豆、いちご、アスパラガス、天敵
活用、加工用花き、小ぎく、茶、
養豚の８課題について現地実証圃
を設置し、研究機関、普及組織と
連携して試験に取り組んだ。

価格が高騰する化学肥料の代替
となる県内堆肥を活用した混合肥
料の供給を促進し肥料コストを抑
制するため、必要な機械の導入を
支援する。

茶においては、産地の拡大に向
けた担い手の意向把握や茶園の流
動化の検討、品評会入賞に向けた
関係機関一体となったプロジェク
トチームでの検討・研修会の開
催、県産茶の認知度向上と消費拡
大に向けた、PRイベントや淹れ方
教室の開催を支援した。また、輸
出に適応した茶栽培面積の拡大に
向けて、栽培暦に海外輸出を想定
した防除事例を記載するなど、産
地体制の整備を推進した。

葉たばこにおいては、研修活動
を通し、技術力向上や担い手の規
模拡大を図った。

本県農業の主役である多様な人
材の定着・活躍を促すため、これ
まで取り組んできたIoT等のデジタ
ル技術や、遠隔・自動化技術をさ
らに発展・普及させ、産地のデジ
タル化を推進する。

燃油・肥料の価格高騰の長期化
に備え、燃油や肥料等の使用量低
減に資する機器等の導入を支援
し、農業経営の安定化を図った。

Society5.0や本県農林業の取り
巻く環境の変化に応じた試験・研
究課題（地域温暖化、農山村集落
維持など）に取り組むことができ
る研究人材の育成を目指すため、
研究員の国立研究機関や大学等へ
の派遣、技術セミナー等を開催し
た。

農林業のデジタル化・グリーン
化等に対応するため、センターで
開発した農林業技術と県内産業の
技術を合わせたスマート農林業の
総合的な研究・実証ができる研究
人材の育成を図ることが必須であ
る。そのため、これまでの本事業
等で得られた人脈を活用し、県内
企業や大学等との連携を加速化す
るための技術開発・人材育成を継
続的に実施する。

安定生産や環境への配慮の両立
などによる収益性の向上、農業経
営の改善、農業所得の向上をはか
るため、主要農産物に関して、現
場で早急な対応が必要な緊急的な
課題について、本県の環境や地域
性等にあった技術を組み立て、現
地での実証、現地検討会を通じて
技術の実証、確立を図り、生産現
場への普及を目指す。

―

咲き誇る「ながさきの花」産地
拡大推進計画に基づく、本県花き
生産振興に向けた更なる規模拡大
や生産性・消費拡大、新たな需要
の創出、輸出の拡大等、身近に花
のある暮らしの実現に向け、栽培
技術研修会の実施や物日に合わせ
た公共施設等での県産花き展示、
海外への輸送試験、フラワーアレ
ンジメント教室などを実施した。

花業界は生産者を含め生産資材
高騰により、厳しい状況にある。
生産組織の活動強化とともに専門
部会等における生産者の環境制御
技術やＡＩ技術の活用等の新技術
の検討・実証など生産技術の更な
る向上に向け、取組を強化する。

加えて、今後は景気回復の新た
なフェーズを迎え、多様化する消
費者ニーズの把握や販売促進、花
きPR等消費拡大対策の充実等、見
直しを行う。
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地域内資源活用推
進事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

終了

　事業群①　生産性の高い農林業産地の育成－２

　評価対象事業件数　23 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

20 3

87% 13%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

畜産クラスター構
築事業費

畜産課 改善

肉用牛改良対策事
業費

畜産課 改善

家畜伝染病予防対
策費

畜産課 改善

畜産ワークスタイ
ル改革事業費

畜産課 改善

長崎和牛生産拡大
推進事業費

畜産課 改善

長崎和牛の生産拡大と農家の所
得向上を図るため、優良繁殖雌牛
等の導入、肥育経営の資金繰り改
善のための利子補給や肥育素牛の
導入支援、全国和牛能力共進会に
向けた出品対策等への支援を実施
した。

本事業は家畜伝染病の発生防
止・まん延防止に不可欠な事業で
あり、県も国の衛生対策方針に準
じて、継続的に実施していく必要
がある。また、高病原性鳥インフ
ルエンザや口蹄疫等の家畜伝染病
の発生及びまん延防止のために、
継続して飼養衛生管理基準の遵守
指導や防疫マニュアルを充実さ
せ、初動防疫態勢の強化を図る。

生産効率の更なる向上のため、
他産業からの参入・モデル化も念
頭に、組織化のネックとなってい
る飼料生産に係る機械導入等を支
援を拡充することで、組織化並び
に省力化の推進を行い、生産基盤
の維持・拡大による肉用牛の産出
額向上を図る。

肉用牛経営では、飼養戸数の減
少に加え、飼料価格の高騰に伴う
消費構造の変化等急激な情勢変化
の影響を受け、厳しい状況が続い
ている。

繁殖経営への支援については、
優秀な県種雄牛の娘牛の導入やゲ
ノム評価（DNA情報）に基づく高能
力な繁殖雌牛の導入と定着を図
る。

肥育経営への支援では、規模拡
大に向けて育種価等のゲノム評価
に基づく優良な肥育素牛の導入を
図る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

施設整備に伴う飼養規模拡大や
生産性向上の取組を継続して支援
することで、地域の畜産生産基盤
の強化、並びに収益力向上に取り
組んでいく。

肉用牛の改良スピードを上げる
ため、さらなる育種価判明率の向
上、受精卵移植技術、ゲノミック
評価の実用化など新技術を活用
し、これまでの産肉性（肉量・肉
質）に加え、牛肉の旨味に関わる
脂肪の質（オレイン酸）等も選抜
項目を追加するなど、効率的な肉
用牛改良の取組を行う。なお、新
規種雄牛については、県内外に幅
広い利用を進め早期に肥育成績を
判明させる必要があるため、引き
続き広告掲載等のＰＲを実施し利
用推進を図る。

地域の実態を踏まえた新たな取
組を推進し、畜産業全体の生産
力・収益力向上を図るため、地域
ごとに中心的経営体を設定し、地
域関係機関を含めた畜産生産体制
(クラスター)を構築した。

各地域の中心的経営体の飼養規
模拡大を目指した畜舎等整備や家
畜導入への支援により地域の生産
性向上を図った。

肉用牛の産肉性、繁殖性等経済
能力の向上を図るため、優良雌牛
との計画交配、産肉能力検定、受
精卵移植、ＤＮＡ解析等を活用し
た能力の高い県産種雄牛を造成す
るとともに、データ収集及び育種
価分析等による能力の高い繁殖雌
牛の保留を推進した。

口蹄疫等の越境性動物疾病の発
生予防のため、畜産農家の防疫対
策の指導を実施するとともに、越
境性動物疾病が発生した場合には
迅速な初動防疫が可能となるよう
体制整備を図った。

労力支援組織（コントラクター
組織、ヘルパー組織）において、
新規組織設立や労働環境の改善及
びICT活用等による組織体制の強化
を支援し、畜産経営の省力化によ
る生産性の向上に取り組んだ。

耕種農家の肥料コスト低減を図
るため、地域内資源を活用する堆
肥ペレット製造設備の導入を支援
する。

―
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次世代高能力雌牛
群整備促進事業費

畜産課 改善

肉用牛肥育経営安
定対策費

畜産課 改善

飼料生産総合対策
費

畜産課 改善

畜産コンサルタン
ト費

畜産課 改善

家畜人工授精費 畜産課 改善

家畜保健衛生所費 畜産課 改善

酪農近代化対策費 畜産課 改善

飼料価格の高騰やコロナ禍での
枝肉相場の先行き不安など、肥育
農家を取り巻く環境は厳しい状況
にある。そのため、国の経営安定
対策(基金)事業において、県が生
産者負担金の一部（生産者負担金
の1/6以内）を助成し、厳しい経営
環境にある肥育農家を支援した。

飼料生産に対する技術指導のほ
か、飼料生産組織の設立支援や放
牧候補地の検討・地権者とのマッ
チング等を行った。

畜産経営体については、財務内
容や生産技術を調査・分析し、経
営・生産技術改善に関する経営診
断助言書を作成したほか、助言書
に基づき、経営者、関係機関を含
めて、改善状況の確認と現地指導
を実施した。また、継続的かつ重
点的な指導が必要と判断された経
営体については、アフターフォ
ローを実施し、今後の改善方針に
ついて関係機関と協議した。

県域において、家畜の改良増殖
方針を指導推進するとともに、家
畜人工授精及び家畜体内受精卵移
植業務の指導監督を行い、県内の
家畜人工授精及び家畜受精卵移植
技術体制の整備と組織の強化を
図った。また、家畜人工授精及び
家畜体内受精卵移植に従事する技
術者の養成については、年度毎に
交互に行い、令和4年度は家畜受精
卵移植師の養成を行った。

畜産農家及び診療獣医師は、家
畜保健衛生所に対して高度かつ迅
速な対応を要望していることか
ら、計画的な施設、検査機器等の
整備を図り、その機能を向上させ
た。

「畜産経営の安定に関する法
律」に基づく加工原料乳生産者補
給金制度を通じて、計画的な生乳
生産、需給調整等の対策の円滑な
推進を図った。

肉用牛の新たな改良手法とし
て、個体ごとのDNA情報を加味して
産肉能力を推定する「ゲノミック
評価」の活用を県下全域で推進
し、新たに取り組むとともに高能
力な雌牛群の整備を行った。

多様な消費者や流通のニーズに
対応し、歩留やオレイン酸等の新
たな価値を持った長崎和牛の生産
を拡大するため、系統雌牛や優良
母牛の産子を対象に、引き続きゲ
ノミック評価技術と受精卵移植技
術を活用した高能力な繁殖雌牛群
の整備を推進する。

肥育経営では、配合飼料価格の
高騰等により厳しい経営環境が続
いていることから、引き続き本事
業を活用した支援が必要であるた
め、国制度に応じた単価及び登録
頭数の見直しを行う。

飼料価格の高騰などにより、今
後も畜産経営は厳しい状況が続い
ていくことが予想されるため、さ
らなる自給飼料生産の拡大に取り
組む必要がある。総合的な増産及
び効率的な利用促進のほか、飼料
の安全性確保及び品質改善を図る
ための取組を継続する。

生産資材費等の高騰により、畜
産農家の経営はより厳しさを増し
ている。

このような中、経営収支が悪化
している畜産農家を対象に経営診
断を行い、取り組むべき課題を明
確化し、関係機関一体となった改
善につなげることが重要であり、
これまで以上に畜産コンサルタン
ト（経営診断）の計画的な推進が
必要である。

県内の家畜の改良増殖を推進す
るためには、引き続き、家畜改良
増殖法に基づき家畜人工授精師及
び家畜体内受精卵移植師の養成が
必要である。今後もわかりやすい
講習により高い合格率を維持する
ことで、技術者の養成を図る。

家畜伝染病等の発生及びまん延
防止のためには、家畜保健衛生所
における高度な診断技術が必要で
あり、今後も施設、検査機器等の
計画的な整備を図ることで、迅速
かつ多様な疾病診断を実施する。
また、機種等の選定においては、
多検体処理や処理速度を重視し、
事業の効率化を図る。

酪農近代化計画の目標達成に必
要な生乳の計画生産、需給調整対
策等を円滑に実施するため、引き
続き、乳業工場立入検査や指導等
を実施するとともに、安定的な生
乳生産に向けて、生乳生産団体と
の連携強化を図る。
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チャレンジ酪農推
進事業費

畜産課 改善

資源循環型畜産確
立対策推進費

畜産課 改善

長崎県獣医師確保
対策事業費

畜産課 改善

養豚価格安定対策
費

畜産課 改善

養鶏振興対策費 畜産課 改善

養ほう等対策費 畜産課 改善

次代につなげる肉
用牛生産チャレン
ジ支援事業

畜産課 改善

チャレンジ第３期
ながさき養豚振興
計画推進事業費

畜産課 改善

新たな蜜源確保を図るため、国
庫事業の活用推進を図る。

新規就農者の導入牛に係る預託
環境整備の取組を継続して支援す
ることで、地域の畜産生産基盤の
強化、並びに収益力向上に今後も
取り組んでいく。また、ICTの現地
実証を検証しその効果を地域へ波
及させていく。

引き続き、高能力母豚への更新
等により、生産性向上の取組を加
速化するとともに、効率的飼養に
よる労働条件改善や周辺環境に配
慮した臭気軽減等に資する豚舎の
補改修の実施により持続可能な養
豚経営の確立を図る。

新規就農者の確保・定着を目的
とした新規就農者の導入牛に係る
預託環境整備、肥育経営における
ICTを活用した疾病兆候感知による
生産性向上に向けた現地実証、集
落営農組織と連携した新たな放牧
モデルの確立によるコスト縮減・
集落保全を3本柱とした取組を支援
し、肉用牛生産基盤の強化を図っ
た。

持続可能な養豚経営の確立のた
め、高能力母豚への更新や勉強
会・研修会を通した飼養管理技術
の高位平準化を図るとともに、効
率的飼養による労働条件改善や周
辺環境に配慮した臭気軽減等に資
する豚舎の補改修への支援を実施
した。

養鶏振興法に基づく諸対策及び
鶏卵需給指導を行うとともに、鶏
卵価格差補てん事業の推進を行
い、養鶏農家の経営安定を図っ
た。

養蜂振興法に基づく蜜蜂飼育場
所の調整を行うとともに、耕種農
家と養蜂農家の連携を図り、農薬
散布等による蜜蜂の被害事故防止
及び安定を図った。

また、適正なみつ源等の調整を
図るため、国庫補助事業を活用
し、県内3市町において植栽事業を
実施した。

配合飼料価格の高騰等により生
産コストが上昇する中、養鶏経営
安定化のためには、国の制度であ
る鶏卵生産者経営安定対策事業へ
の加入が重要であることから、国
の制度に応じた単価及び契約羽数
の見直しを行う。

性選別精液等の活用により自家
産乳用雌牛が70頭増頭され、49頭
が育成預託施設等を活用した乳用
後継牛確保の取組を行った。

耕畜連携による堆肥の広域流通
を実現するため、令和3年度から、
新たに堆肥の運搬と散布の現地実
証を実施した。

産業動物診療獣医師や公務員獣
医師を確保するため、獣医学専攻
大学生に対し修学資金を貸与し
た。また、就職誘引を図るため、
大学訪問やインターンシップ研修
を予定したが、新型コロナウイル
ス感染症の流行により、中止と
なった。そのため、リモートによ
る就職説明会の開催、大学開催の
就職説明会への参加を実施した。

養豚経営安定対策事業に係る生
産者積立金の一部を助成すること
により、県内養豚農家の経営安定
を図った。

酪農経営は、コロナ禍による需
要の低下や生産資材費等の高騰に
より過去に例を見ない厳しい状況
が続いており、効率的な生乳生産
を行うためには優れた牛群を整備
する必要があるため、ゲノム評価
や生乳品質等の成績に基づいて選
抜した自家産雌子牛の外部育成預
託による保留に加え、高い能力を
有する受精卵の移植（ET）等を支
援する。

堆肥の運搬と散布の現地実証に
よる堆肥の広域流通促進に向けた
取組を推進し、家畜排せつ物の適
正処理を徹底するとともに、環境
に配慮した持続的な畜産経営の確
立を図っていく。

県内家畜防疫体制の維持、安定
的な獣医療の提供のためには獣医
師の確保が必要であり、引続き、
獣医系大学の訪問やインターン
シップ研修受入を通して、修学資
金貸与者や就職試験の受験者を確
保するとともに、獣医師免許所有
者も含めて、本県の魅力及び採用
情報をSNS等を活用し積極的に発信
して就職誘引を推進する。

配合飼料価格の高騰等により生
産コストが上昇する中、肉豚経営
安定対策交付金制度は養豚経営の
安定に不可欠な事業であり、国の
制度に応じた単価及び契約頭数の
見直しを行う。
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飼料価格高騰緊急
対策事業費

畜産課 終了

酪農経営緊急支援
事業費

畜産課 終了

畜産経営緊急対策
事業費

畜産課 終了

　事業群①　生産性の高い農林業産地の育成－３

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

森林環境譲与税事
業費（森林情報整
備）

林政課 改善

スマート林業推進
事 業 費 （ 長 崎 ス
マート林業推進事
業）

林政課 改善

　事業群②　産地の維持拡大に必要な生産基盤の強化

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 1 1

25% 25% 25% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

農地中間管理機構
事業促進対策費

農業経営課 拡充

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

農地中間管理事業の実施主体で
ある（公財）長崎県農業振興公社
の運営費を助成した。また、農地
の出し手に対する支援として機構
集積協力金を交付した。

担い手への農地の集積が進んで
いない地区において、重点的に助
言・指導を行い、県と市町が一体
となって推進を図る。

また、農業経営基盤強化促進法
の改正により、農地の貸借は、農
地バンクの貸借に一元化され、今
後は地域計画の目標地図に基づ
き、担い手への農地の集積を図っ
ていくことから、まずは各地域に
おいて、令和６年度末までの目標
地図の作成に向けて支援を行う。

長崎県森林クラウドシステムに
新たな森林管理システムを支援す
る機能の追加や既存機能の改修を
行った。

森林施業プランニング業務の合
理化や作業の安全性を向上させる
ことを目的とし、スマート林業技
術の現場普及を推進するため、プ
ロジェクトチームの運営、林業生
産管理システムの開発、スマート
技術活用人材育成、現場実証試験
を実施する。

ヘルプデスクの活用事例を利用
者へ共有する等、システムのさら
なる利用促進を図る。また、シス
テムを安定的に稼働させるため
に、運用面の課題に対し、速やか
に対応していく。

スマート林業の推進について、
「長崎県スマート林業導入ロード
マップ」に基づき実証試験等を計
画的に実施しているが、より一層
の推進を図るため、スマート林業
推進プロジェクトチーム会議の開
催回数を増やすなど、各地方機関
や森林組合等の事業体と綿密な情
報共有を図っていく。

―

―

―

配合飼料価格の高騰により、配
合飼料価格安定制度の生産者積立
基金が基金財源確保を目的に、令
和４年４月より生産者積立金が増
額となった。そのため生産者支援
を目的に配合飼料価格安定制度の
年間契約数量、単体飼料等の購入
実績に対して200円/トンを支援す
る。

飼料価格高騰等により経営が圧
迫されている酪農家に対して、経
営収支の改善を図るため、購入粗
飼料費のコスト上昇分の一部に対
して経産牛1頭当たり2万円を支援
する。

畜産農家の飼料コスト低減を図
るため、飼料用米の生産を行う農
業法人等に対し、飼料用米専用の
生産・乾燥・調製機械の整備に係
る経費の一部を支援する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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ながさき森林づく
り林道整備事業

森林整備室 改善

農地集積・集約化
総合整備事業費

農業経営課 統合

　事業群③　産地の維持拡大を支える加工・流通・販売対策の強化

　評価対象事業件数　13 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7 1 1 4

54% 8% 8% 30%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎和牛銘柄推進
事業費

農産加工流
通課

改善

選ばれる県産農産
物輸出拡大事業費

農産加工流
通課

改善

長崎県農産物価格
形成力向上支援事
業費

農産加工流
通課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

長崎和牛の販路拡大・ブランド
化に資するため、「長崎和牛銘柄
推進協議会」において、県内外で
の「長崎和牛」認知度向上の取組
や海外での長崎和牛の販路拡大に
向けたフェア等を展開するととも
に、西九州新幹線開通等の新たな
観光需要を活用したPR事業を実施
し、販路拡大と農家所得の向上を
図った。

本県農産物のさらなる輸出促進
を図るため、重点ターゲット国に
位置付けるシンガポールにおい
て、輸入事業者や販売店に対する
トップセールスや本県農産物の
フェア開催のほか、現地インフル
エンサーによるSNSを活用した本県
農産物等の魅力発信を行うことに
より、県産農産物の販路拡大と認
知度向上に取り組む。

これまで取り組んできた県産農
産物棚の維持・拡大など、本県農
産物の販売強化の取組に加え、農
産物の価格形成力向上を図るた
め、消費地量販店の旗艦店や果専
店等と連携した県産農産物の魅力
発信の強化に向けた取組や、安定
した価格での取引が見込まれる契
約的取引の強化を推進する。

また、消費者ニーズの多様化や
販売環境の変化に対応するため、
産地が実施するマーケティング強
化の取組を支援する。

更なる輸出拡大に向け、継続し
た海外でのフェアやPR事業及び輸
出入業者との連携強化を図るとと
もに、新規に開業するスタジアム
シティ等の新たな観光資源を活用
した長崎和牛の需要拡大と県外向
けＰＲ事業を展開する。

県産農産物のさらなる輸出拡大
に向けては、輸出に取り組む事業
者を増やす必要があり、輸出を目
的とした国内商談会への参加促進
や海外からのバイヤーを産地に招
へいするなど、ルート構築に向け
たマッチング機会の創出に取り組
むとともに、今後の有望市場に位
置付けるシンガポール等の重点国
への取組を強化し、既存ルートに
ついては、国内輸出業者等との連
携強化により、取引品目及び輸出
量の拡大を図る。また、輸出先国
の規制に対応できる産地の育成を
強化する。

生産コストが上昇する中、更な
る農業所得向上を図るために、販
売価格が比較的高い地域量販店の
旗艦店や果専店での県産農産物の
価値をPRする取り組みや安定した
価格での取引が見込まれる契約的
取引の強化を推進する。

森林の有する多面的な機能を高
度に発揮させるため、小規模等で
国庫補助の対象とならない森林地
域において、森林整備の基盤とな
る林道の開設、改良及び舗装を行
う市町等に対し支援した。

荒廃農地の利用者の掘り起こし
や地権者とのマッチングの推進、
荒廃農地の解消の啓発活動を実施
するとともに、農地中間管理事業
や農地耕作条件改善事業等を活用
して条件整備を推進し、荒廃農地
の解消を支援した。

森林整備事業の推進、高性能林
業機械の導入による生産性の向上
には路網整備が重要であることか
ら、引き続き国へ採択要件の緩和
等の要望を行うとともに、林道管
理者である市町と現地調査を実施
するなど連携を強化し、改良の必
要な林道整備を支援する。

高齢化や人口減少の本格化によ
り、荒廃農地の拡大が懸念される
ため、各地域で、地域の農地をど
う利用していくのか、守っていく
のか等の議論を活発化させ、担い
手が活用可能な農地については、
農地バンクを通じた荒廃農地解消
や条件整備の取組について支援を
行い、担い手への農地の集積・集
約化を推進していく。(別事業に統
合)
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グリーン農業産地
化チャレンジ事業
費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

廃止

長崎四季畑魅力発
信事業費

農産加工流
通課

改善

長崎県農産物安全
安心向上事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

終了

ながさき農林業グ
リーン化総合対策
事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

改善

環境保全型農業直
接支援対策事業費

農 業 イ ノ
ベーション
推進室

改善

地域発「農・食」
連携推進事業費

農産加工流
通課

改善

本事業は廃止し、本県における
みどりの食料システム戦略の推進
にあたり、県ビジョンに沿った施
策を効果的に推進するため、現地
の実情に沿ったグリーン農業技術
に関する情報の収集や技術確立及
び有機農産物や特別栽培農産物等
の消費拡大・新たな販路の確保に
向けた取組を新たに実施する。

「長崎四季畑」認証商品の販売
総額はR4年度で1,156百万円と順調
に伸びているが、「長崎四季畑」
の県民の認知度は38%と低い水準に
留まっている。「長崎四季畑」が
農産加工品のリーディング商品と
して農林業振興に寄与するために
は、これまで取り組んできた販路
拡大支援に加え、「長崎四季畑」
のブランド強化を図っていく必要
がある。そのため、県民や観光客
をターゲットとし、四季畑認証制
度の基準の高さや商品の良さ等を
周知する取り組みを強化する。

本事業は終了し、農作業安全対
策の推進、未利用資源の活用につ
いて、より効果的な取組となるよ
う新たな対策を実施する。

ながさきグリーンファーマー認
定制度が設立され、認定者を中心
としてグリーン農業を推進するよ
うにしているが、グリーン農業技
術確立後の農産物の販売方法等に
ついては今後検討が必要であり、
そのために必要な施策を展開す
る。

ながさき農林業グリーン化総合
対策事業費において確立された各
地域での減化学肥料、減化学農薬
栽培技術を普及させることで、本
事業の取組拡大を図る。

創設から2年間で会員数は254ま
で増加し、新たな加工品開発や飲
食店等でのメニュー化等のマッチ
ングの場として、生産から販売ま
での連携モデル構築につながって
いる。

しかしながら、農業者の所得向
上につながるような農産物加工や
付加価値向上の取組を促進してい
くためには、商品改良や定着化に
向けた取組への支援が必要であ
り、事業者との意見交換を継続し
つつ、既存商品のブラッシュアッ
プや新たなマッチング支援を推進
し、連携強化を図る。

長崎グリーン農業推進協議会を
開催し、ビジョン作成に向けた検
討を行った、また、計画案につい
て各市町との協議を行った。

グリーン農業を可能とする農産
物生産技術の開発のついて、農林
技術技術開発センターで取り組ん
だ。

本県農産加工品の知名度向上及
び原料となる県産農産物の生産振
興につなげるため、長崎四季畑認
証商品を多く購入している40～60
歳女性をターゲットとしたTVCM放
映のほか、新幹線開業と連動した
デジタルサイネージでの広告配信
や県内販売店でのフェア開催など
のPRを実施した。

また事業者に対し、FCP展示会・
商談会シート作成支援を行い、
データーベースへの登録や情報発
信を実施したほか、オンラインア
ドバイス会や個別商談開催など販
売額向上に向けた支援を実施し
た。

農薬安全対策の推進のため、農
薬安全対策協議会の開催及び県病
害虫防除基準・雑草防除基準の策
定・配布を行った。

また、農薬適正使用の推進のた
め、農薬危害防止運動を実施する
とともに、農薬管理指導士の更
新・認定研修を実施した。

・県域での推進大会の開催
・ながさきグリーンファーマー認
  定体制整備
・グリーン農業技術の現地確立試
  験
・グリーン農業機械導入支援

化学肥料・化学合成農薬の使用
量を通常の5割以上低減する取組に
併せて地球温暖化防止や生物多様
性に効果のある取組を行う農業者
の組織する団体等に対して支援を
行った。

本県農産物の魅力を活かした商
工業との連携体構築を促進するよ
うなプラットフォームを設立し、
交流会や研修会の開催を通して、
会員同士の連携を促したほか、会
員や連携体に対し専門家を派遣
し、課題解決に向けた支援を実施
した。また、しまの産品振興や新
幹線開業を契機とした加工品や外
食メニューづくりを支援すること
で、生産から販売までの連携モデ
ルを構築を支援した。
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施策２　漁業所得の向上と持続可能な生産体制の整備

　事業群①　漁業者の経営力強化

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

新たにチャレンジ
水産経営応援事業
費

水産経営課 改善

水産経営構造改善
事業

水産経営課 改善

漁協機能向上支援
事業費

漁政課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

将来の漁村地域の核となる若い
漁業者の新たな取組に対するサ
ポートや機器整備の支援、並びに
漁村地域の活性化のために漁協等
が行う海業の推進等に必要な施設
整備を支援することで、漁業者及
び漁協の経営力を強化する。

鮮度保持施設(6)、漁船保全修理
施設(1)、燃油補給施設(2)、水産
作業等軽労化機能整備(1)、養殖用
種苗生産施設(1)、加工用水供給施
設(1)、合計12件の整備を支援し
た。

漁協の財務改善のための業務効
率化、経営計画の策定等を支援す
るため、漁協に専門家を派遣し支
援する。

また、漁協の事務の効率化を支
援するとともに漁協合併推進のた
め系統団体に対し経費等を支援す
る。

個別の経営指導・支援体制によ
り、新規漁法の導入や海業、6次産
業化といった新たな働き方への
チャレンジ、漁業のスマート化等
に向けた経営計画を策定・支援す
るとともに、これまでに策定した
経営計画策定者のフォローアップ
を強化することにより収益性の高
い漁業経営体の育成を進める。

また、新規就業者や若い漁業者
を中心に最先端漁労技術やスマー
ト会計等に関する講座を開催する
ことによりデジタル人材の育成を
推進する。

さらに、これらの取組と連動し
て、漁業者の生産活動を下支えし
ている漁業協同組合等が実施する
海業の取組やカーボンニュートラ
ル、省力省人化に向けた共同利用
施設の整備・機能改善等を併せて
行っていくことにより漁協等の経
営力強化と漁村地域の活性化に繋
げていく。

国事業を有効活用することで共
同利用施設等の整備を総合的に支
援していく。

特に漁業生産を支える冷凍冷蔵
施設は、最も多く使用されている
冷媒のR-22が2020年に国内生産が
終了したことから、各市町と連携
して代替フロンや自然冷媒への転
換を計画的に進めていく。

漁村地域の中核的組織として漁
業者の生産活動と生活を支える漁
協機能の向上を図り、経営計画や
合併計画等の策定、漁協経営にか
かる職員の人材育成を図るため中
小企業診断士などの専門家を派遣
して支援をしていく。

95
93



　事業群②　水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進と漁場づくり

　評価対象事業件数　12 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9 1 2

75% 8% 17%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

放流用種苗生産委
託費

漁業振興課 改善

有明海漁業振興技
術開発事業費

漁業振興課 改善

資源管理計画高度
化推進事業費

漁業振興課 改善

高級魚クエ資源増
大支援事業費

漁業振興課 改善

広域種共同放流推
進事業費

漁業振興課 改善

市場価値が高く、資源の増大に
対する漁業者の期待が高いクエに
ついて、種苗放流と漁獲管理が一
体となった資源管理の取組を支援
することでクエ資源の維持・増大
を図る。

複数県間を移動・回遊する広域
回遊種(クルマエビ)について、資
源の維持回復を図るため、関係県
での共同放流と、魚種や海域の特
性に応じた適切な手法による資源
管理を推進する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内漁業者の需要に基づき、栽
培漁業センターで9魚種2,255千尾
の魚介類種苗を生産した。

有明海特産魚介類について、効
果的な増養殖技術を開発するた
め、種苗量産・育成・放流技術等
の確立に取り組んだ。

既存の資源管理計画の高度化(計
画目標達成のための改善)を推進
し、資源の適正管理に係る指導を
行った。

令和6年度も種苗の需要動向をよ
り的確に把握し、計画的な効率生
産による安定供給を目指してい
く。

また、情勢に応じた生産経費等
の精査を行うとともに、離島も含
めた県内種苗生産機関の役割分担
や生産の拠点化、相互協力など、
連携を強化していくことでより経
済的で効率的かつ効果的な事業と
なるよう取り組む。

本事業は、国から補助を受け3年
周期で実施するものであり、令和3
年度から第5期として実施してい
る。

令和6年度以降も、地元のニーズ
等を踏まえ、対象魚種の技術の高
度化に取り組んでいく。

TAC魚種※の追加に向けた動きに
ついて、関係漁業者の意見を聞き
ながら適切に対応していく。

令和6年時点で策定から3年目を
迎える資源管理協定について、よ
り高度化を推進するために、これ
までの指導実績等を踏まえた評
価・検証を行うとともに、取組の
改善が必要と判断された計画は、
より効果的な資源管理を目指し、
改善に取り組むことができるよう
に指導等を実施する。

※水産資源の持続的利用・回復
のために漁獲可能総量を設定し管
理する対象として指定された魚種

本事業は、クエを採捕している
漁業者が1,200人を超すなど重要度
が増しており、漁業者の所得向上
を図るためには、引き続き種苗放
流と資源管理が一体となった取組
を支援することが重要である。今
後は、1kg未満の再放流または禁漁
区の設定等の資源管理措置を推進
し、クエ資源の維持・増大を図っ
ていく。

本事業は、対象魚種が複数県の
海域にまたがる資源であるため、
政策連合による関係県間の共同放
流を実施しており、他の有明3県で
は支援を継続する予定である。こ
のため、他県と連携の下、本県で
も支援を継続し、引き続き所得向
上に寄与するような資源管理措置
と適地・適時期・適サイズでの放
流を組み合わせた取組を推進し、
有明海再生に向けた資源の維持・
回復を図っていく。
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漁業取締費 漁業取締室 改善

悪質密漁連携監視
事業費

漁業取締室 改善

水産公害対策費 漁港漁場課 改善

水産基盤整備事業
効果調査費

漁港漁場課 改善

藻場回復対策推進
事業

漁港漁場課 終了

　事業群③　生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の環境整備

　事業群④　異業種との連携による浜の活性化

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

漁港整備調査委託
事業費

漁港漁場課 改善

漁港施設維持補修
費（工事）

漁港漁場課 改善

漁港修築費 漁港漁場課 改善

雑草が生え利用しづらかった漁
港用地の舗装や老朽化した護岸の
改良等を行い漁業就業者等、漁港
利用者の利便性と安全性の向上を
図った。

新たな整備計画を策定するため
に必要な調査や公共事業の実施に
関連して必要となった調査・設計
等を行っており、効果的な手法を
検討し、今後も継続して実施して
いく。

国の補助事業で対応できない小
規模な維持・補修工事を行うもの
であるが、限りある予算中で、効
率的な実施方法を検討し、今後も
継続して実施していく。

漁港・漁村の基盤整備等と一体
的に整備することで漁港機能を高
める事業であるため、効果的な工
法等を検討し、今後も継続して実
施していく。

当事業によりこれまでに漁港内
における藻場造成に関する知見が
得られため、今後、その知見を活
かした漁港内での藻場造成や、漁
港を活用した「海業」を推進する
ため、県営漁港における利用可能
な水域の特定や、具体的活用法の
検討を行い、漁港の総合的な利用
の促進につなげる。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

新たな整備計画を策定するため
に必要な調査など、公共事業で実
施できない調査・設計を行い基礎
資料を作成した。

防波堤、岸壁、道路などの漁港
施設で、老朽化した係船環や照明
灯の修繕、剥離した舗装の補修な
ど簡易な補修工事を行い、漁港利
用者の利便性と安全性の向上を
図った。

漁業者、行政、研究機関が連携
し、藻場回復技術普及啓発や自立
型母藻供給体制等の実証を行い、
漁業者による藻場回復活動等を支
援した。

漁業違反事件の送致、行政処
分、取締関係機関との協議及び研
修等を行った。

漁業取締船の維持管理を適正に
行い、漁業取締の充実強化に努め
た。

密漁事犯の取締及びその防止対
策を推進した。

悪質漁業違反に対する夜間取締
体制の整備並びに効率的な夜間取
締を実施した。

県内12海域の漁場監視連絡協議
会等が実施する監視活動、密漁防
止啓発活動に対する支援を実施し
た。

原因者不明の油濁被害に備え、
(公財）海と渚環境美化・油濁対策
機構と連携し、漁場油濁被害対策
等を行うとともに、有明海４県に
よるクリーンアップ事業を共同し
て実施し、漁場の環境保全を推進
した。

人工魚礁漁場の利用促進及び効
果的な漁場造成のための知見蓄積
を図った。

引き続き連携強化のため、他の
取締機関への取締結果の情報提供
に加え、双方向の哨戒活動の情報
共有を検討していく。

今後は、同協議会が漁場の巡回
等による漁業者等に対する漁業関
係法令に基づく各種ルールの啓発
等に主眼を置いた活動への支援を
検討。

油濁事故発生に備え、連絡体制
や現況確認の体制強化等に引き続
き努める。

また、有明海においては、有明
海クリーンアップ事業を活用し、
引き続き、漂流・漂着ゴミに関す
る啓発に努め、水産公害対策に取
り組んでいく。

魚礁利用の促進を図るため、漁
業者を対象とした人工魚礁に関す
る情報を提供する現地研修会をよ
り効率的に開催するとともに、情
報発信先の見直しを図る。
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漁港漁村活性化対
策費（県営漁港）

漁港漁場課 改善

漁港漁村活性化対
策 費 （ 市 町 営 漁
港）

漁港漁場課 改善

漁港海岸自然災害
防止事業費

漁港漁場課 改善

海業チャレンジ応
援事業費

漁政課 改善

施策３　養殖業の成長産業化と加工・供給体制の強化

　事業群①　養殖業の成長産業化

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1

75% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎の特性に応じ
た養殖モデル実証
事業費

水産加工流
通課

廃止

な が さ き 型 マ ー
ケット・イン養殖
産地育成事業費

水産加工流
通課

改善

魚類養殖指導体制
整備費

水産加工流
通課

改善

国内外の出荷先が求める利用形
態、質、量などの情報を能動的に
把握し、経営体が連携して需要に
応じた計画的な生産を行う取組を
県内5地区で支援した。

長崎県かん水魚類養殖協議会等
が実施する養殖業者指導、養殖魚
類の消費拡大、適正養殖業者認定
制度の活用等の事業を支援した。

当事業で実証に取組む3魚種(ク
ロマグロ、ブリ、トラフグ)全てに
ついて令和5年度までに施設整備等
を行い実証に着手できたことか
ら、終期を前倒しして事業を廃止
し、次年度以降は実証データの収
集や検証に引き続き取組むととも
に、新たに養殖業者など民間のア
イデアを活かしながら県が主体性
を持って県内養殖業の課題解決に
取組む。

産地ごとのマーケットイン型養
殖産地育成計画の実施状況を踏ま
え、必要に応じて計画の修正・見
直しを行いながら実効性を高める
とともに、国の補助事業の有効活
用も推進し、マーケットイン養殖
業への転換を図る。

適正養殖認定業者のPRについて
は、より具体的な取組を進めてい
く。また、養殖魚の PRについて
は、関係者と意見交換しながら、
対面イベントを中心に実施するこ
ととし、より効果的なPR方法に改
善していく。

近年の気象変動に対応していな
い施設について、必要な対策を実
施するものであり、被害状況や災
害リスクを検討した上で、今後も
継続して実施していく。

漁業者等地域の所得向上・雇用
創出につながる取組に結びつくよ
う、地域の状況を把握し、より効
果的な支援内容を検討していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

養殖魚等の安定生産・輸出を見
据えた生産量増大、環境に配慮し
た養殖の実践、養殖経営の安定化
を図るため、県北のクロマグロや
上五島のブリについて、養殖の沖
合進出及びＡＩ・ＩｏＴ機器導入
等の先進的な養殖生産体制構築に
向けた実証の取組を支援した。

県営漁港において、漁港を利用
する車両等が海中に転落すること
を防止するための車止設置や作業
環境改善のための防風柵などの改
良工事を行い、漁業就業者等の漁
港利用時の安全性の向上を図っ
た。

市町営漁港において、漁港を利
用する車両等が海中に転落するこ
とを防止するための車止設置など
の改良工事を行い、漁業就業者等
の漁港利用者の安全性の向上を
図った。

漁港環境施設用地背後の崖地か
ら発生している落石に対する落石
防止柵の整備や荒天時の越波に対
するパラペットの嵩上げを行い、
海岸施設利用者の安全性を確保し
た。

海業の取組に意欲のある漁協等
に県内外の先進事例などの情報提
供を行い、コンテンツ作り・磨き
上げ、立ち上がりを支援する。

事業規模が小さく公共事業の採
択要件に満たない施設整備につい
て、必要な対策を遅滞なく促進す
るために実施しているものであ
り、地元関係者との調整を密に行
い、効果的に漁業活動の強化や安
全・防災減災対策に取り組み、今
後も継続して実施していく。

事業規模が小さく公共事業の採
択要件に満たない施設整備につい
て、必要な対策を遅滞なく促進す
るために実施しているものであ
り、地元関係者との調整を密に行
い、効果的に漁業活動の強化や安
全・防災減災対策に取り組み、今
後も継続して実施していく。
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有明海沿岸漁業不
振対策指導事業費

水産加工流
通課

改善

　事業群②　県産水産物の国内販売力の強化

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

水産加工振興対策
費

水産加工流
通課

改善

県産水産物国内販
売強化事業費

水産加工流
通課

改善

長崎のさかな魅力
発信事業費

水産加工流
通課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県産加工品の品質及び製造技術
等の向上と県民の水産加工品に対
する認識を深めるため、長崎県水
産加工振興祭水産製品品評会を開
催し、本県水産加工業の振興を
図った。

水産加工品の商品力の向上や新
たな需要を取り込むための設備投
資、衛生環境の向上等を支援し
た。

県産魚の魅力を発信する取組と
して長崎県の魚愛用店 PRキャン
ペーンの実施、地産地消イベント
等へ支援するとともに、長崎俵物
をはじめとする本県水産物の販売
促進・PRを実施し、消費拡大を推
進する。

長崎県水産加工振興祭水産製品
品評会は、県産水産加工品の品質
や製造技術の向上を図るため、今
後も引き続き開催していく。

また、令和5年度事業の実施状況
を踏まえ、認知度向上及び売上増
につながる追加の取組について、
高い利便性と集客能力を持つ開催
場所や費用対効果が見込める開催
方法等を改めて検討し、水産加工
業の振興を図る。

引き続きデジタル機器やソフト
ウェアの活用による省力化を図っ
ていくとともに、令和5年度の実施
状況を踏まえ、デジタル化の進展
を伴った変化する消費者ニーズを
的確に捉えた売れる商品づくりを
推進し、県産水産物の販売力強化
を図っていく。

引き続き現状の取組支援を継続
し、令和5年度の実施状況を踏ま
え、コロナ禍脱却に伴うイベント
手法等の変化やインバウンド・新
幹線開業等による交流人口の拡大
が見込まれることから、大都市圏
での商談会への支援や県の魚愛用
店におけるキャンペーン等を実施
し、水産県長崎としての魅力発信
を図っていく。

県南水産業普及指導センターを
中心として、濃密なノリ養殖漁場
観測を実施するとともに、国や有
明海関係3県との連携に基づく総合
的なノリ不作対策の検討や漁業者
に対する的確な情報提供と現地指
導を実施した。

令和5年度のノリ生産状況及び6
月補正の取組状況や調査結果等を
踏まえ、ノリ養殖業者の意見を聞
きながら、結果の総括を行い、6年
度事業の取組内容について検討し
ていく。
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　事業群③　県産水産物の国外販売力の強化

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎産水産物海外
販路開拓事業費

水産加工流
通課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

令和4年度は、中国広範囲を対象
とした市場開拓や、新たな海外販
路開拓に取り組む生産者等のチャ
レンジへの支援、長崎県産水産物
の海外向け情報発信強化等に取り
組み、海外販路の開拓を進めた。

県としては、経済情勢等環境の
変化に対応するため、「長崎県水
産物海外普及協議会」による販促
活動や、海外販路新規開拓チャレ
ンジ支援事業など海外販路拡大の
取組を継続。

なお、日本政府としても中国に
早期輸入再開を求めており、輸入
再開の際は速やかに対応できるよ
うな体制や予算を確保する必要が
ある。

証明書発行体制は継続して確保
するほか、各国の輸入規制の動向
を注視しつつ、本県事業者が先駆
的に市場開拓に取り組めるよう、
適切に規制に対応する体制の整備
(施設登録、証明書発行、漁場や海
域の指定など)も進めていく。

輸出商談会への出展費等の取組
については、県内事業者の要望を
捉えたうえで、継続的な予算化の
必要性を検討する。
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戦略３－１　人口減少に対応できる持続可能な地域を創る
　評価対象事業件数　112 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 54 2 1 7 42

5% 48% 2% 1% 6% 38%

施策１　地域活動を行う多様な主体が支えあう、持続可能な地域づくりの推進

　事業群①　地域住民が主体となった集落・地域コミュニティの維持・活性化の推進

　事業群③　市町の行財政基盤の強化

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地域コミュニティ
活力向上促進事業
費

地域づくり
推進課

改善

地域活性化人材支
援事業

地域づくり
推進課

改善

市町と目標及び実現に向けた
ロードマップを共有し、意識改
革、行動変容を働きかけるほか、
農林・水産部と連携するなど業務
改善を行い事業を推進していく。

令和6年度については、研修につ
いては地域ごとに異なる課題に対
応するため、令和5年度と異なる振
興局・市町の若手職員を対象とし
て行うことで、より多くの自治体
職員の地域づくりへの意識の向上
や関係部局間の連携を図り、地域
運営組織の設立に向けた動きを生
み出すことを目指す。

また、引き続き各地域で地域づ
くり活動に取り組む団体や個人、
外部人材等を活用し、地域づくり
に興味・関心がある人材に対し
て、地域づくりの実践者が有する
ノウハウ等を共有するとともに、
人材同士が交流できるプラット
フォームを構築し、新たな地域活
動を創出することを目指す。

令和5年度の取組を踏まえ、中間
支援組織（協力隊OBOG団体）と連
携しながら、地域おこし協力隊
（OBOGを含む）及び市町等職員へ
のさらなるサポート体制の強化を
図る。引き続き、制度に対する理
解促進及び運用の適正化（※）に
取り組むほか、地域おこし協力隊
（OBOGを含む）が任期中・任期終
了後も継続して、地域で活躍がで
きる環境づくりにも取り組むこと
でミスマッチ解消による定住率向
上を目指す。

（※）具体的には、「導入目的
の明確化」、「着任前の企画・募
集・採用に係る取組の強化」、
「着任後の担当職員と隊員との信
頼関係の構築」、「隊員の定住に
向けた準備に対する支援の拡充」
等について、市町主体で推進でき
るよう、中間支援組織や外部専門
家等と連携して支援していく。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

市町や地域住民の地域づくりに
ついての機運醸成を行うため、市
町職員を対象とした研修会の開催
や、市町の求めに応じたアドバイ
ザーを派遣するとともに、地域づ
くりの実践者が有する経験やノウ
ハウ等の共有を実施した。

地域おこし協力隊の地域への定
着促進を図るため、県内で活躍す
る協力隊（OBOGを含む）や市町職
員を対象とし、隊員の受入や任期
後の活動についてなどの相談支援
や研修会を行った。
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商店街等を核とす
る地域のにぎわい
創出支援事業

経営支援課 改善

商店街活性化指導
事業

経営支援課 改善

　事業群②　持続可能な社会の構築のための環境保全活動の促進や環境教育等の推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

環境保全活動推進
事業費

県民生活環
境課

拡充

　事業群④　県民と共に取り組むＳＤＧｓの推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ＳＤＧｓ普及推進
事業

政策企画課 改善

事業内容 見直しの方向

令和4年度においては、セミナー
の開催等を通じて、普及・啓発に
努めるとともに、「長崎県 SDGs
ポータルサイト」の開設により、
県内企業のSDGsに係る取組の見え
る化に取り組んだ。

対象者に応じたセミナーの開
催、登録制度の活用促進、専用
ホームページでの周知により、
SDGsのさらなる普及・促進に努め
る。

また、登録制度における登録事
務のDX化等の効率化や市町におけ
る住民向けセミナーの促進等にも
努めていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

環境保全活動の大切さや重要性
を広く県民に啓発するため、地域
団体や学校等への環境アドバイ
ザー派遣、環境関連イベントへの
ブース出展、環境学習総合サイト
「環境学習eネットながさき」等に
よる、環境活動・イベント・人材
情報等の情報発信を実施した。

また、幼児向けの環境保全活動
指導者養成講座の実施により人材
育成等を図った。

親子で取り組む環境保全活動の
場を創出するなど、より若い世代
が環境問題に関心を持ち取り組ん
でいけるよう、市町等と連携し
て、環境アドバイザーや指導者研
修会の展開方法を見直すととも
に、あらゆる世代において、環境
保全への意識向上を図る取組を継
続していく。

令和６年度の方向性

人口減少社会に対応する力強い
商店街の創出のため、ビジョン
（将来像、コンセプト）やその実
現のための実施事業を盛り込んだ
「商店街活性化プラン」に基づく
取組及び商店街以外のエリアにお
ける商業者等による地域活性化の
取組に対し市町と連携した支援を
行った。

長崎県商店街振興組合連合会が
行う、商店街振興組合及び商店街
振興組合連合会の設立・運営等に
関する指導、商店街活性化のため
の各種研修等について助成を行っ
た。

市町、商店街関係機関と連携を
図りながら、市町が自ら認定する
「商店街活性化プラン」に基づく
取組や、商店街以外のエリアにお
ける商業者等による地域の新たな
にぎわい創出の取組等を幅広く支
援するとともに、モデル商店街化
支援や人材発掘・育成について効
果的な手法を検討しながら事業を
進めていく。

県内商店街振興組合の設立・運
営に関する指導や各種研修等に対
し補助する事業であり、商店街の
活性化・振興に資するものである
ため、今後も効果的な手法を検討
しながら、事業を継続する。
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施策２　地域の活力と魅力にあふれる農山漁村づくり

　事業群①　農山漁村集落に人を呼び込む仕組みづくり

　評価対象事業件数　15 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

11 4

73% 27%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ながさき森林環境
保全事業（県民参
加の森林づくり）

林政課 現状維持

ボランティアと農
山村集落の共働に
よる集落維持活動
事業

農山村振興
課

改善

離島漁業再生支援
費

漁政課 改善

漁業と漁村を支え
る人づくり事業

水産経営課 改善

ながさきｄｅ農業
ＩＪＵ推進事業費

農業経営課 改善

フォレストマスター制度の活用
を広く推進することにより木育事
業のフィールド学習実施校を増や
し、多くの県民が参加できる森林
づくり活動や森林教育を支援す
る。

長崎県版 SDGs登録企業に対し
て、企業のイメージアップにつな
がっている事例の情報提供等を行
い、参加企業の確保につなげる。

優良事例や課題の把握及び市町
に対する情報提供を行い、漁業集
落に対する有効な支援指導につな
げる。特定有人国境離島漁村支援
交付金においては、より効果的な
雇用創出に結びつく活用ができる
よう、観光部局と連携した海業の
振興等を進める。

新規就業者確保に向け、情報発
信の方法と県主催の水産業就業支
援フェアの開催方法の見直しを行
う。

また、市町の水産担当部署に加
え移住担当部署との連携を強化す
ることで、漁業就業に向けた支援
のみならず、移住希望者への支援
を進める。

就農支援制度や生活関連などの
情報発信を充実するとともに、農
業体験の受入等産地の受入体制整
備や取組拡大を図る。また、移住
就農を拡大するために、県外から
の相談や体験が容易にできるよう
に就農相談等のデジタル化を検討
する。

市町が実施する公共施設の木
造・木質化、地域林・里山林整
備、森林のめぐみの普及・啓発に
対する取組や、森林ボランティア
団体、学校等が実施する植樹や森
林教育等の取組を支援すること
で、森林に対する意識の醸成を
図った。

県がボランティア支援センター
（NPO法人）に委託して、社会貢献
に前向きな企業等を募集し、農業
用水路やため池等の維持管理が困
難となっている集落とマッチング
を行うことにより、農山村集落の
住民との協働による保全活動を実
施した。

次の取組を行う漁業集落に対
し、市町を通じ交付金を交付し
た。
　①基本交付金
　・漁業の再生に関する話し合い

・漁場の生産力向上に関する取
組

・漁業の再生に関する実践的な
取組

②新規就業者に対する漁船リー
ス

③特定有人国境離島地域におけ
る雇用創出活動への支援

漁業や漁村の魅力とイベントを
各種メディアを通じて発信すると
ともに、就業支援フェアの開催な
どにより、県内外からの漁業就業
希望者の呼び込みと、漁業と漁村
を支える新規漁業就業希望者の受
入れと技術習得により、就業まで
スムーズで切れ目のない支援体制
を整備するとともに、漁村を生活
の場として定着し、暮らし続ける
ことができる漁村づくりを推進す
る。

移住就農希望者等に対し、意欲
ある市町が整備した農業団地等へ
の移住就農を促進するため、情報
発信や受入体制整備、移住促進対
策を実施することで、県外からの
新規就農者を増大を図る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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中山間地域等直接
支払費

農山村振興
課

改善

多面的機能支払事
業

農山村振興
課

改善

中山間ふるさと活
性化基金

農山村振興
課

改善

ながさき森林環境
保全事業（環境保
全林緊急整備）

林政課 改善

県営林事業費 林政課 改善

鳥獣害に強い地域
づくり推進事業費

農山村振興
課

改善

野生鳥獣管理事業
費

農山村振興
課

改善

今まではその地域に在住する農
業者や住民のみの活動に限定され
ていたが、農的関係人口の拡大と
して、その地域に由来のある人々
を呼び込み活動に参加が可能と
なったことから、この活動を推進
し多様な人材の確保を目指してい
く。

指導員に対する研修会を実施
し、活動事例の紹介や情報交換等
を実施し、指導員の資質向上、指
導能力向上につなげていく。

未整備となっている里山林につ
いて、森林所有者や地元住民への
説明を行いながら事業実施の合意
形成を図っていくことで、より身
近で親しみやすい里山林整備を実
施する。

浸食が著しい作業道の補修経費
や拡幅経費等を設計に計上し、事
業体が受注しやすいよう改善す
る。

R5年度より、加害するイノシシ
を特定しピンポイントで捕獲する
など、被害ゼロを目指す集落づく
りに新たに取り組む。R６年度以降
は本取組をモデルとし、県下の他
市町に事例紹介するなど、効果的
な鳥獣害対策の横展開を推進して
いく。

引き続き、ニホンジカの生息密
度についてモニタリング調査を実
施する。

また、環境省の交付金事業であ
る指定管理鳥獣捕獲等事業を活用
し、特にニホンジカについては第
二種特定鳥獣管理計画に掲げる生
息密度の削減目標を達成するため
に、より効率的な捕獲方法を実
証・普及する。

さらに、地元の捕獲体制の整備
や捕獲技術の向上など、市町や地
域住民と一体となって進めてい
く。

人口減少と高齢化により、集落
内の共同活動の維持が困難となり
つつある集落もあることから、加
算措置を活用することで、集落外
の参加者を集落へ呼び込み、共同
活動の維持を図る。組織単独での
存続が危ぶまれる組織について
は、近隣集落との合併を推進す
る。また、多面的機能支払交付金
事業にのみ取り組んでいる組織に
ついては、第6期対策（令和7年度
から予定）に向け、組織の洗い出
しや推進方法について市町と連携
し検討を行う。

地域共同で行う農業・農村が有
する多面的機能の維持・発揮を図
る活動や地域が有する水路、農道
等の共同施設の補修や長寿命化の
ための施設更新することにより地
域資源の質的向上を図る活動に対
し支援を行った。

農地や土地改良施設の利活用を
基本とする地域住民の共同活動
（地域住民活動）や、この活動を
推進する人材の育成、都市住民も
含めた保全活動などの支援を行っ
た。

市町、集落と連携し、荒廃した
里山林等の整備による身近で親し
みやすい里山づくりを実施した。

県営林5,529haについて、第13次
経営計画（H31-R5)に基づき、森林
の健全な成長と保全に重点を置い
た森林整備を実施した。

イノシシ等の鳥獣による農作物
被害を減少させるため、普及指導
員・イノシシ対策A級インストラク
ターによる指導のもと、地域自ら
が集落ぐるみで取り組む総合的な
３対策（防護・棲み分け・捕獲）
を支援し、効果的かつ効率的な実
施による被害の軽減を図る。

県は、広域的な対策の推進、新
技術の実証、人材育成により、市
町が被害防止計画に基づき推進す
る３対策の戦略的な実施を支援す
ることで、農山村地域での安全安
心な生産・消費活動の実現と、鳥
獣被害に負けない元気な中山間地
域づくりに寄与した。

イノシシやシカなど生息数が増
加し、被害が深刻化している野生
鳥獣の管理のため、捕獲技術の向
上研修や個体数密度調査などを
行った。また、指定管理鳥獣捕獲
等事業を活用して、シカの効果的
な捕獲手法の実証に取り組んだ。

中山間地域等において農業生産
活動を継続的に行うため、耕作放
棄地の発生防止や県土の保全、水
資源のかん養、自然環境の保全等
の多面的機能を図る取組に対する
支援を行った。
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　事業群②　農山漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5 2

12% 63% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

農山村地域力向上
支援事業（産品づ
くり支援）

農山村振興
課

統合

畜産ワークスタイ
ル改革事業費

畜産課 改善

産地と地域を支え
る集落営農育成推
進事業費

農業経営課 改善

稼ぐ農山村チャレ
ンジ支援事業（農
泊・直売所）

農山村振興
課

拡充

農産物直売所について、地域活
性化に寄与する交流拠点へ育成す
るため、直売所の運営者等を対象
としたセミナー等の開催、地域活
性化に貢献する直売所へのステッ
プアップに向け経営基盤強化に取
り組む直売所への支援を行った。

農泊について、国内外からの誘
客促進に向けた情報発信、実践者
の人材育成等による受入体制の整
備、教育旅行の誘客促進等を支援
した。

産品の加工、流通については、
マーケティングの専門家による伴
走支援や、長崎県食農連携ネット
ワークを活用した、加工業者や販
売業者、飲食店等との連携強化を
図り、販売戦略における役割分担
を明確にする。

集落の生産組織の育成と、販売
戦略に基づいたニーズのある産品
づくりに取組み、稼ぐ農山村集落
の実現を目指す。(別事業に統合)

既存事業で、働き方改革を推進
してきたが、人手不足が継続して
いる。

そのため、ほ場管理システムな
どのICT機器を活用した飼料生産作
業管理の効率化や、機械の導入に
よる作業の効率化に向けた取組の
強化などの見直しを行う。

既存組織の高齢化や後継者不在
といった課題解決のため、先進地
から講師を招聘し、共通の課題を
持つ組織を集めた研修会等により
世代交代に向けた人材確保・育成
等の支援を行う。また、「集落営
農活性化プロジェクト促進事業」
により、高収益作物栽培の省力化
を支援する。

農山村地域の交流拠点を担う農
産物直売所への発展に向け、より
効果的な人材育成に結びつくよう
に関係部局等と連携を行い直売所
の支援を行っていく。また、売上
拡大や出荷者の確保などに取り組
んだ直売所の事例について、セミ
ナーで紹介するなどし、県内直売
所への波及を図る。

農泊については、新型コロナウ
イルスの影響により受入の休止が
続いていたが、修学旅行の受入な
ど回復の兆しが見えている。教育
旅行誘致拡大に向け、近年注目さ
れているSDGｓの観点での体験プロ
グラムの開発支援を行う。インバ
ウンド誘客拡大に向け、観光部局
と連携した情報発信や受入体制の
整備を支援する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

集落ぐるみで稼ぐ仕組みづくり
を構築するため、「集落の顔とな
る産品づくり」を支援した。各振
興局が行う産品候補の選定、栽培
実証、加工品開発等の取組に対
し、課題の抽出や改善策の検討、
優良事例の紹介を行った。また、
商品開発及びマーケティングの専
門家派遣やの研修会を開催した。

労力支援組織（ヘルパー組織、
コントラクター組織）において、
新規組織設立や労働環境の改善及
びICT活用等による組織体制の強化
を支援し、畜産経営の省力化によ
る生産性の向上に取り組んだ。

集落営農の組織化の啓発を図る
研修会開催や組織化を目指す集落
へのサポート活動、集落営農の課
題解決を図る専門家派遣や将来ビ
ジョンの策定支援等を実施した。
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農山村地域力向上
支援事業（地産地
消）

農山村振興
課

統合

長崎四季畑魅力発
信事業費

農産加工流
通課

改善

海業チャレンジ応
援事業費

漁政課 改善

離島漁業再生支援
費

漁政課 改善

施策３　地域の医療、介護等のサービス確保

　事業群①　医療提供体制の構築－１（地域医療構想の実現）

　評価対象事業件数　10 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 8 1

10% 80% 10%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

医療機能分化・連
携の推進事業（医
療介護基金）

医療政策課 拡充

地域医療構想の実現を図るた
め、事業内容の見直しを行うと共
に、制度の周知や、医療機関から
の病床機能再編に関する相談に対
して積極的な事業活用を促すこと
で、医療機関の機能分化・連携を
推進していく。

地域で不足する回復期機能の病
床への転換を進めるため、転換に
必要な費用への支援を行ったほ
か、医療機関の自主的な取り組み
による病床削減に対して支援を
行った。

「長崎四季畑」認証商品の販売
総額はR4年度で1,156百万円と順調
に伸びているが、「長崎四季畑」
の県民の認知度は38%と低い水準に
留まっている。「長崎四季畑」が
農産加工品のリーディング商品と
して農林業振興に寄与するために
は、これまで取り組んできた販路
拡大支援に加え、「長崎四季畑」
のブランド強化を図っていく必要
がある。そのため、県民や観光客
をターゲットとし、四季畑認証制
度の基準の高さや商品の良さ等を
周知する取り組みを強化する。

漁業者等地域の所得向上・雇用
創出につながる取組に結びつくよ
う、地域の状況を把握し、より効
果的な支援内容を検討していく。

優良事例や課題の把握及び市町
に対する情報提供を行い、漁業集
落に対する有効な支援指導につな
げる。特定有人国境離島漁村支援
交付金においては、より効果的な
雇用創出に結びつく活用ができる
よう、観光部局と連携した海業の
振興等を進める。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県内農産物等を扱う県産品愛用
推進指定店（米、茶）、地産地消
こだわりの店の認定制度の普及・
ＰＲを行った。また、地域の農林
水産物を地元の方々が積極的に愛
用する地産地消の取組を県内各地
で推進する収穫感謝祭シリーズに
対し支援を行った。

本県農産加工品の知名度向上及
び原料となる県産農産物の生産振
興につなげるため、長崎四季畑認
証商品を多く購入している40～60
歳女性をターゲットとして、新幹
線開業と連動したデジタルサイ
ネージでの広告配信やTVCM放映の
ほか、県内販売店でのフェア開催
などのPRを実施した。

また事業者に対し、FCP展示会・
商談シート作成支援を行い、デー
ターベースへの登録や情報発信を
実施したほか、オンラインアドバ
イス会や個別商談開催など販売額
向上に向けた支援を実施した。

海業の取組に意欲のある漁協等
に県内外の先進事例などの情報提
供を行い、コンテンツ作り・磨き
上げ、立ち上がりを支援する。

次の取組を行う漁業集落に対
し、市町を通じ交付金を交付し
た。
①基本交付金
・漁業の再生に関する話し合い
・漁場の生産力向上に関する取組
・漁業の再生に関する実践的な取
組
②新規就業者に対する漁船リース
③特定有人国境離島地域における
雇用創出活動への支援

「消費者の地産地消に対する意
識」は令和 4年度で 99％と目標
（90％）を上回っているが、「県
産品愛用推進指定店（米、茶）」
や「地産地消こだわりの店」の認
知度は平均33％に留まっている。

県産農林畜水産物の利用推進、
地域の食文化等への消費者の理解
促進を図るためには、一般消費者
が県産食材を安心して購入するこ
とや楽しむことができる販売店・
飲食店の増加に取り組む必要があ
る。そのため、他部局の事業と連
携を図り、情報発信等を強化しな
がら引き続き地産地消の推進に取
り組む。(別事業に統合)
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地域医療構想推進
事業費

医療政策課 改善

地域医療構想を担
う人材の開発講座
事業費（医療介護
基金）

医療政策課 改善

医療ＩＣＴ推進事
業 （ 医 療 介 護 基
金）

医療政策課 改善

がん診療施設整備
事業・がんの医療
体制における空白
地域の施設・設備
事業（医療介護基
金）

医療政策課 改善

在宅医療確保推進
事業費（医療介護
基金）

医療政策課 改善

人生の最終段階に
おける医療・ケア
体制推進事業（医
療介護基金）

長寿社会課 改善

研修会の開催により、全県下で
のACPに対する意識の均てん化を図
り、アドバイス・ケア・プランニ
ング（ACP）の実践についての理解
を深め、よりよい人生の最終段階
における医療・ケアを進めること
ができるようにする。

また、研修会前後に検討会を開
催することにより、内容の検討及
び検証を行い、よりよい研修会と
していくとともに、全県下どこで
も研修会が開催できるようにす
る。

医療と介護の両方を必要とする
状態の高齢者が、住み慣れた地域
で在宅医療を受けられる体制の構
築を図るため、①地域の核となる
人材の養成、②在宅医療に関わる
医療・介護等に係る専門職及び地
域住民への在宅医療の周知啓発、
③施設管理者に対するＡＣＰ研修
を行う。

令和5年度の検討を踏まえ、2025
年に向けて地域における課題等の
協議を進めるため、専門部会やWG
を積極的に活用した会議運営を実
施する。

これまで自院の状況について分
析を行うことを中心に研修会を開
催してきたが、分析を更に深化さ
せるとともに、地域医療構想を推
進していく中で自院の立ち位置に
ついて検討を行い、医療機関の機
能分化・連携体制を促進する。ま
た、講演会等を開催する等、地域
医療構想についての知見を深め
る。

地域医療構想の実現に向け、病
院、診療所間の連携に必要なシス
テムの更新や機能付加等に向けた
検討、ICT機器が活用可能な医療分
野の検討を行うと共に、加入の少
ない診療所等については、医師会
などと加入促進を図り、医療情報
ネットワークを充実していく。

また、離島・へき地や＃ 8000
（子ども医療電話相談）等でのオ
ンライン診療の活用に向け、検討
を進める。

県指定がん診療連携推進病院及
び離島中核病院の基盤整備につい
ては、がん診療連携協議会におい
て、医療体制や県内における役割
分担についての協議を行いなが
ら、遠隔診断ネットワーク構築の
ためのシステム機器の導入等によ
り質の高いがん医療の提供体制整
備を目指す病院に対して重点的に
支援を行っていく。また、患者側
からの医療体制等に対する意見を
聴取しがん診療水準のさらなる向
上につなげていく。

「在宅医療の充実に向けた市町
の取り組み」に対する支援を行う
ため、医療機関等へのヒアリング
を継続し、また、長寿社会課と連
携した市町の取り組み把握や関係
機関との調整に努める。また、在
宅医療の整備指標には、往診・訪
問診療算定件数や新規訪問診療取
組医療機関数を用い評価を行って
いく。

各医療圏において、医療、介護
関係者から構成される「地域医療
構想調整会議」を開催し、地域医
療構想の実現に向けた課題等の共
有を図った。

地域医療構想の実現に向け、医
療機能の分化・連携を推進するた
め、地域の医療・介護関係者によ
る連携会議や勉強会・講演会を開
催した。

在宅医療等における医療ICT関連
機器を用いた診療の有効性の検証
を行うため、9施設（11分野）で実
証事業を実施した。

県指定がん診療連携推進病院の
診療基盤の整備、並びにがん診療
連携拠点病院がない空白の医療圏
（離島）における医療機能の充
実・連携とがん診療水準の向上を
図ることを目的として支援を行う
もの。R４年度は、医療機関からの
事業申請がなく実績なし。

地域医療構想の実現・地域包括
ケアシステムの構築に向け、今
後、需要の増加が見込まれる在宅
医療の充実を図るため、市町が行
う在宅医療の設備整備事業等に対
する支援を行う。
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在宅歯科医療推進
事業（医療介護基
金）

長寿社会課 終了

在宅歯科医療地域
連携支援事業（医
療介護基金）

長寿社会課 改善

在宅医療・多職種
連携に関わる薬剤
師の支援事業（医
療介護基金）

薬務行政室 改善

　事業群①　医療提供体制の構築－２（医療提供体制の構築）

　評価対象事業件数　18 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 9 1 6

11% 50% 6% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ドクターヘリ運営
事業費

医療政策課 改善

保健医療対策費 医療政策課 改善

ドクターヘリを含む救急患者の
搬送体制について、関係機関等と
継続した協議を行う。また、ヘリ
出動中で救急搬送要請に対応でき
なかった約150件/年及び高齢化に
伴い、年々増加する救急搬送要請
（2035年まで増加見込み）に対応
するため、必要な見直しや検討を
行う。

令和5年度に策定した第8次医療
計画の実効性を高めるため、保健
医療対策協議会や専門部会等にお
いて、指標による進捗管理や各施
策の評価に取り組む。

消防本部等からの要請によりド
クターヘリを出動させ、救急患者
に対して救急現場及び搬送中に適
切な処置・治療を行い、救命率の
向上や後遺症の軽減を図った。

各医療圏において、医療計画の
進捗等を協議するための会議を開
催するなど、長崎県の総合的保健
医療対策の推進を図った。

―

地域の中で多職種と協働し、口
腔・栄養・リハビリテーション地
域連携研修会を企画、開催する。
令和6年度においては、地域連携の
成功事例を共有するため、各職種
のキーマンが、各地区において連
携研修会を開催する。

また、R4まで県で実施していた
口腔リハビリテーションインスト
ラクター研修カリキュラムの一部
を応用し、地域において行政や介
護事業所と連携しながら口腔リハ
ビリテーションを提供できる歯科
衛生士を養成する。

薬機法改正により、在宅医療へ
の薬剤師の関わりはますます重要
となることから、県薬剤師会と連
携した取り組みにより、研修テー
マを追加、変更しながら、地域包
括ケアシステム構築における薬剤
師を養成し、地域包括ケアシステ
ムの一翼を担う地域連携薬局認定
への取組を推進する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

在宅医療に関わる医療・介護の
関係者及び県民に対し、口腔への
関心を高めるため、口腔管理の重
要性等の啓発を行ったほか、各地
域において多職種連携による口腔
管理を推進するため、セミナーの
開催や市町事業等へ歯科医師、歯
科衛生士の派遣を行うことで地域
における歯科医療・介護の体制づ
くりを推進した

口腔リハビリインストラクター
養成研修修了者である歯科医師等
が地域の専門職と協働して企画す
る地域連携研修、歯科衛生士に対
する口腔ケアの質の向上及び多職
種連携にかかる研修を実施するこ
とにより、各地域における歯科医
師や歯科衛生士の地域包括システ
ムの充実に向けた活動への参画を
促し、もって在宅歯科医療を推進
する。

医療的ケア児多職種連携研修会
や在宅における服薬支援研修会、
質の高い在宅医療を提供するため
の研修を県下4箇所で開催し、在宅
医療において各地のリーダーとな
る薬剤師を養成した。
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広域災害・救急医
療情報システム費

医療政策課 改善

持続可能な医療体
制確保事業

医療政策課 拡充

感染症予防対策事
業

感染症対策
室

拡充

結核予防対策事業
感染症対策
室

改善

肝炎対策事業費
感染症対策
室

改善

肝疾患診療連携拠点病院である
長崎医療センターと連携し、肝炎
医療コーディネーターの認定対象
として、医療関係者だけでなく、
新たに肝炎患者会の方等も含める
こととし、研修会の実施により、
正しい知識の普及、肝炎ウイルス
検査受検の促進につなげる。

肝炎ウイルス検査のフォロー
アップ（受診勧奨）に関しては、
各保健所との連携を行い、継続的
に定期検査を受検するようフォ
ローアップを行う。

令和5年度に、県内における災害
研修・訓練の企画・立案を行う
DMATインストラクターの資格取得
支援事業を新たに追加したため、
令和6年度以降は災害に備えた医療
体制の強化に努める。また、広域
災害医療情報システムを用い、県
内の災害に対する脆弱性を有する
病院のリスト化に取り組む。

また、救急医療情報システムに
ついては、「持続可能な医療体制
確保事業」にて、医療機関の応需
情報等を充実させた新たなシステ
ムを令和5年度に構築、令和6年度
から運用開始予定。

R5年度に改定する県の医療計画
に掲げる目標達成に向けた新たな
施策に取り組んでいく。

引き続き、感染症の発生動向調
査を行いながら、感染症について
の普及啓発や感染防止対策の周知
等の対策を講じることで、県民の
感染症予防意識の醸成等に寄与す
る。

さらに、令和５年度に改定する
予防計画や目標値に基づき、平時
から、次の感染症危機に備えた医
療提供体制や療養体制の確保、人
材育成、必要物品の備蓄等を行
い、計画の進捗を管理していく。

引き続き、高齢者結核に対する
対策を強化し、また、県民に対し
ても結核の正しい知識の普及や疫
学調査及び結核菌分子疫学的調査
の解析結果等をもとに結核の伝播
経路等の検証を通じて、効果的な
結核対策を進める。その他、結核
患者に対し、適切かつ確実な服薬
支援を通じて感染の拡大・薬剤耐
性菌の出現を防止する。

また、結核予防週間（9月24日～
39日）に併せて、県内各市町へ結
核予防週間に係るチラシやポス
ターを配布し、結核定期健康診断
の受診率の更なる向上を図る。

早期発見を図るため、肝炎ウイ
ルス検査の実施及び受検勧奨を実
施。また、検査にて陽性となった
者への受診勧奨等のフォローアッ
プを行い、早期治療の促進を図っ
た。肝疾患診療地域連携体制強化
事業として、肝疾患診療連携拠点
病院である長崎医療センターへ委
託し、肝炎コーディネーター養成
研修会をハイブリッド形式にて開
催。新たに、42名のコーディネー
ターを養成した。例年行っている
市民公開講座は、Web配信とし、期
限を過ぎてもYouTubeで視聴可能と
することで、より多くの県民へ正
しい肝炎知識の普及啓発を行っ
た。

災害医療・救急医療に関する情
報システム等を整備することによ
り、災害時・救急時の医療を確保
した。

救急医療について、将来にわた
り持続可能な医療提供体制の構築
を図るため、①救急医療実態調査
分析調査、②救急医療情報システ
ム再構築、③上手な医療のかかり
方普及啓発を実施する。

総合的な感染症対策を推進する
ため、エイズ等感染症対策全般に
ついての人材教育、普及啓発活動
等による感染症の予防を図った。

結核患者への管理検診及び患者
の接触者に対する健診の実施、結
核予防週間等に正しい結核知識の
普及を行い、感染予防及びまん延
防止を図った。また、医療従事者
や高齢者施設従事者等に向け、患
者の早期発見、早期診断のために
啓発活動を行うことで結核に対す
る意識向上を図った。
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がんとともに生き
る事業

医療政策課 終了

障害者歯科診療・
休日歯科診療事業

国保・健康
増進課

改善

薬務行政費 薬務行政室 改善

献血及び骨髄移植
推進費

薬務行政室 改善

R4年度末に改定された国の「が
ん対策推進基本計画」に基づきR5
年度に改定する県の「がん対策推
進計画（第4期）」に掲げる目標達
成に向けた新たな施策に取り組ん
でいく。
・がん受診率60％達成に向けて、
検診実施主体である市町だけでは
なく、事業主にもがん検診への理
解を深めてもらうため、関係団体
等と連携し普及啓発を推進する。
・精密検査受診率90％達成に向け
て、精度管理の質の担保及び県民
の利便性の向上のため、市町及び
医師会等関係機関と連携しがん検
診精密検査登録制度を導入する。
・患者同士の体験共有ができる場
の存在は重要であることから、ピ
ア・サポーターの養成を推進して
きた。また、ピア・サポート活動
の質の担保と活動の場の提供も重
要であることから、県ピアサポー
ターの派遣を県内全域に拡大させ
ていく。

感染防止対策と新たな生活様式
に対応した診療のために実施した
センター診療所及び巡回車の環境
改善について、今後さらに関係課
と連携して周知を図り、障害のあ
る方が安心して受診できることを
広く積極的にアピールしていく。

また地域からの診療ニーズに今
後も対応すべく、センター診療所
と歯科診療車を有効活用しながら
目標受診者数の達成を目指すとと
もに、障害者の歯科医療体制の確
保を図っていく。

関係機関と連携し地域医療を推
進するため、在宅医療等に対応で
きる地域連携薬局等の整備促進を
図るとともに、無承認無許可医薬
品の買上調査等を継続して実施
し、県民の健康被害の防止に努め
ていく。

新たに設定される国の後発医薬
品の使用促進に関する令和6年度以
降の数値目標を踏まえ、県が掲げ
る数値目標達成に向け新たな施策
に取り組む。

災害薬事コーディネーターが有
事の際に各地域の実情に応じて対
応できるよう研修会の内容を変更
しながら継続して実施し、コー
ディネーターの資質向上を図って
いく。

骨髄ドナー登録者をより安定的
に確保するため、骨髄ドナー提供
者の環境整備や登録者確保対策を
継続して実施するとともに、引き
続き関係機関と連携し、高校生を
中心とした若年層に対する献血普
及啓発活動を強化していく。ま
た、学生・生徒の献血を推進する
には、保護者の献血思想への理解
が後押しになることから、PTA等の
団体の協力を得ながら、保護者対
象とした啓発活動に取り組んでい
く。

県内のがん診療の水準向上や均
てん化の推進を図り、妊孕性温存
療法及び生殖補助医療に対する助
成等がんとともに生きる時代に即
し,ライフステージに応じたがん対
策の充実や、県で養成したがんピ
アサポーターの拠点病院への派遣
開始等、がんの相談支援体制の整
備を推進した。また、市町のがん
検診担当者を対象に、がん検診の
精度管理及びがん検診受診勧奨に
かかる研修会の開催等、県、市
町、検診実施機関の精度管理体
制、検診実施体制の充実を図っ
た。

がん検診の推進に関する協力協
定締結企業等と連携した講演会等
の実施や、がん検診に係る普及啓
発チラシの配布等、県民に対する
がん検診受診率向上対策を実施し
た。

長崎県歯科医師会に委託し、障
害者の歯科診療及び休日における
歯科診療の確保を行った。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、巡回歯科診療中止に
伴う体制見直しや連絡調整を行っ
た。さらに、新型コロナウイルス
感染症の予防対策を強化した診療
車の更新を実施した（感染症の影
響 に よ り 納 期 が R3か ら R4 に 延
長）。

流通している無承認無許可医薬
品（医薬品成分を含む健康食品）
の買上検査や各種公報活動を実施
するとともに、ジェネリック医薬
品を使用促進するための協議会を
開催した。また、災害備蓄医薬品
の購入による適正備蓄を行ったほ
か、県薬剤師会等と連携して災害
薬事コーディネーターの資質向上
のための研修会を行った。

献血功労者表彰式をはじめとす
る各種イベントを実施し、献血の
普及啓発を行った。また、県内の
高校生を対象とした献血普及ＣＭ
コンテストを開催したほか、昨年
度の優秀作品をラジオ等の広報媒
体で活用して、若年層に対する普
及啓発を実施した。さらに、骨髄
ドナー支援制度は、未導入の市町
には個別訪問等を実施して制度の
創設を働きかけた結果、県内21市
町での支援が可能となり、骨髄ド
ナーが提供しやすい環境を整備し
た。
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臓器移植対策事業
国保・健康
増進課

改善

臓器提供は継続的に行われてお
り、臓器提供者とその家族、医療
機関との連携が円滑に行われるた
めに臓器移植コーディネーターの
存在は不可欠である。臓器提供の
情報は、多くが家族の承諾による
ものであり、提供者本人の意思表
示の携帯、臓器移植の理解につい
て、これからも県民に普及啓発を
継続する必要がある。また、臓器
移植を円滑に行うため、マニュア
ルの見直しや移植医療情報担当者
の研修会など実施し、移植医療連
携強化を図る。

臓器移植コーディネーターの設
置費について助成を行い、連絡調
整・普及啓発の委託を行うこと
で、県民の臓器提供・移植に対す
る理解の深化、移植医療の推進を
図った。
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　事業群①　医療提供体制の構築－３（離島・へき地の医療機関への支援）

　評価対象事業件数　9 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 1 4

44% 12% 44%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

へき地医療支援機
構推進事業費

医療人材対
策室

改善

しまの医療機関指
導費

医療政策課 改善

救急患者輸送確保
対策費補助金

医療人材対
策室

改善

へき地医療機関整
備費

医療人材対
策室

改善

長崎県離島救急画
像診断支援システ
ム事業

医療人材対
策室

終了

へき地拠点病院の離島・へき地
への医師派遣に係る運営費及びへ
き地診療所の運営費・設備購入に
対して補助を行った。

離島救急医療システムについて
更新時期を迎えているが、現時点
で機器の利用に大きな支障はない
ことから、耐用年数を２年延長す
るための改修を基本に必要な機能
の追加を行う

医師確保計画に示された二次医
療圏ごとの医師の確保数の目標達
成に向けて、施策に取り組むとと
もに、県内離島診療所等の代診対
応や医師派遣、斡旋及び離島診療
所医師の技術的指導、相談対応等
を効果的に実施することで、離
島・へき地における医療提供体制
の確保を進めていく。また、離島
勤務医師への研修内容の見直しな
ども検討していく。

離島・へき地医療の確保・充実
のための国への要望活動や、なが
さき地域医療人材支援センター等
と連携したWEB説明会の開催と離島
への現地案内の併用により、効率
的な医師確保に取り組む。なお、
医師への啓発については、ホーム
ページでの広告に加え、全国のイ
ベント等でブースを設けるなどし
て、WEB説明会の出席等につなげ
る。

離島においては救急患者の対応
に限界があり、本土病院の医師の
協力が不可欠であることから、引
き続き全ての要請に対応できるよ
う、関係機関の円滑な連携を行い
ながら、救急患者輸送体制の確保
に努めていく。今後も他県での取
組状況等確認しながら取組を進め
ていく。

離島・へき地における医師の確
保は非常に困難であり、へき地医
療拠点病院からへき地診療所への
医師派遣の支援体制等の継続が必
要である。また、本土と同様の医
療を住民に提供できるよう、設備
整備や運営費補助が必要であるた
め、本事業の実施により、診療所
からの医師派遣要請に対応し、へ
き地住民の医療の確保ができるよ
うに取り組む。今後の設備整備に
あたっては事業者に長期的な計画
作成を依頼し、今後の整備計画に
ついて確認しながら、計画的な事
業推進に努めていく。

―

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

「離島・へき地医療支援セン
ター」による、県内離島診療所等
の代診対応や医師派遣、斡旋及び
離島診療所医師の技術的指導、相
談対応などの支援を行った。

長崎県自治体病院開設者協議会
による政府施策要望を行うととも
に、市町の医師募集状況を把握
し、ながさき地域医療人材支援セ
ンター等と連携して医師の斡旋等
を行った。

離島の救急患者を輸送するヘリ
コプター等（ドクターヘリ以外）
に搭乗し救急医療を施す医師、看
護師等へ市町が支払う謝金に対し
て助成した。
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　事業群②　地域包括ケアシステムの構築・充実

　評価対象事業件数　13 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 2 5

47% 15% 38%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地域包括ケアシス
テム構築加速化支
援事業（医療介護
基金）

長寿社会課 改善

在宅医療・介護連
携体制構築支援事
業 （ 医 療 介 護 基
金）

長寿社会課 改善

訪問看護サポート
センター事業（医
療介護基金）

医療政策課 改善

訪問看護サポート
センター事業（訪
問看護ステーショ
ン人材確保事業）
（医療介護基金）

医療政策課 改善

病床転換助成事業
費

医療政策課 終了

離島等サービス確
保対策検討委員会

長寿社会課 改善

介護予防・自立支
援推進事業（介護
予防に資する人材
養成・現地支援）
（保険者努力支援
交付金）

長寿社会課 終了

確保した看護師を訪問看護サ
ポートセンター事業と連携して育
成を行い定着につなげていく。

国の制度終了に伴い、本事業は
令和５年度で終了とする。

今後は、医療機能の転換等を希
望する医療機関に対し、必要な助
言等を行うことにより、地域に必
要な医療体制の確保に努める。

令和４年度の検討結果を踏ま
え、課題解決に向けた対策の具体
化の検討及び実施している対策の
検証を行うとともに、引き続き検
討委員会を開催し、市町と一緒に
なって取組を進めていく。

高齢者の状態に応じた自立支援
型サービス（短期集中予防サービ
スなど）の多様なサービスの充実
を図っていくため、介護予防ケア
マネジメントの質の向上や効率化
への支援を実施する。また、圏域
における支援体制の充実・強化と
して、市町だけでは担えない広域
的支援体制整備を引き続き行って
いく。

訪問看護師未経験の看護師を雇
用し、育成を行う訪問看護ステー
ションに対し、教育体制の強化を
支援することにより、質の高い訪
問看護師を確保し、在宅医療及び
介護の充実を図った。

医療機関からの医療療養病床か
ら介護老人保健施設等への整備を
伴う転換に要する費用の助成につ
いての申請がなかった為、当該事
業での助成実績はなかった。

介護保険サービスの確保が困難
な離島地域において、地域の特性
に応じた、サービス確保等のため
の具体的な方策・事業について検
討することなどを目的に検討委員
会を開催した。
　※リモートにより開催

市町及び地域包括支援センター
職員を対象に、介護予防・日常生
活支援総合事業とその他の地域支
援事業と連動した取組を行うこと
ができる人材育成を目指し、総合
事業をテーマとした人材養成講座
及び各市町の課題に応じた伴走型
支援として現地支援を実施した。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

市町における地域包括ケアシス
テムの構築状況評価に関し、長崎
県版地域包括ケアシステム評価基
準及び改訂した「〇の判断の目
安」に基づく構築状況の市町自己
評価と有識者と県による全市町ヒ
アリングを実施し、地域包括ケア
システム構築までのロードマップ
の見直し支援を行った。

在宅医療・介護連携推進体制の
構築を図るため、在宅医療圏域等
を単位として保健所、市町、職能
団体等との在宅医療に関する検討
会や多職種研修会等の開催、市町
職員等と情報共有を図る意見交換
会等を開催した。※R5年度分につ
いては医療政策課に一部移管

訪問看護事業所及び訪問看護師
を総合的に支援する長崎県訪問看
護サポートセンターを設置し、相
談対応や訪問看護師の知識、経験
に応じた研修、訪問看護に関する
普及啓発等を行った。

また、研修に活用するために、
新人（新卒）看護師育成プログラ
ムを作成し、訪問看護ステーショ
ンに配布した。

令和４年度のシステム構築状況
について,県内全圏域において一定
構築されたと評価されたため、今
後は、システムの充実に向けて、
住民の実感を視点に含めて作成し
た「新たな評価基準」による評価
を本格導入し、課題の可視化や具
体的な取組のロードマップへの反
映などにより引き続き、市町の取
組改善を促進していく。

各保健所において作成した支援
目標に基づき、管内市町や関係団
体と連携し、地域における医師・
看護師・介護従事者等の多職種連
携による医療・介護連携の推進及
び地域の看取り体制整備に向けた
評価や研修会等の取り組みを行
う。

また、管内介護施設向けにＡＣ
Ｐ推進の取組を実施し、関係職種
への普及啓発を図る。

訪問看護ステーション数の増加
に伴い新規立ち上げ相談や内容も
多様化しているため、電話相談だ
けではなく、状況に応じて、訪問
やオンラインによる対応も進めて
いく。また、BCP作成についての指
導も強化し、持続可能な運営体制
の推進を図っていく。
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助け合い活動強化
事業（保険者努力
支援交付金）

長寿社会課 改善

地域リハビリテー
ション活動支援体
制 整 備 総 合 事 業
（医療介護基金）

長寿社会課 現状維持

　事業群③　障害福祉サービス等の提供体制の確保・充実

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

サービス・相談支
援者等養成研修費

障害福祉課 改善

施設整備助成費 障害福祉課 現状維持

施策４　離島・半島等のくらしと交流を支える地域公共交通の確保

　事業群①　地域公共交通の経営安定とまちづくり、観光振興等の地域戦略との連携の促進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

生活航路改善対策
事業

交通政策課 現状維持

住民の生活に必要不可欠な離島
航路については、引き続き、国・
県・市町で欠損補助を行うととも
に、航路毎の実情や地元市町・事
業者の意見等を踏まえ、航路改善
計画などを通して経営改善が図ら
れるよう促していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

①補助航路の欠損額について、
国と地方自治体による補助を実施
した。

2以上の市町を結ぶ航路：国、県
で補助

同一市町内補助航路：国、県、
市町で補助

②補助航路を運航する事業者に
運転資金の貸付を行った。
　・貸付利率1.55％貸付期間1年

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

国研修を受講した者を講師とし
て、相談支援従事者及びサービス
管理責任者を養成する研修を行っ
たほか、多様で複雑なニーズに対
応するため、より専門的な分野に
関する研修を行った。

社会福祉法人等が行う施設整備
に対する助成により、障害者支援
施設等4か所を整備した。

相談支援事業所における相談支
援専門員と障害福祉サービス事業
者におけるサービス管理責任者の
研修については、障害者総合支援
法で受講が必須とされており、県
内の相談支援体制の充実のため、
引き続き実施していく。

障害福祉計画に掲げる政策にお
いて、重要となる施設については
計画的に整備を促していく必要が
あり、そのための支援は必要であ
る。限られた予算の中で、何（ど
の種の施設）を優先するのかを検
討しながら整備を進めていく。

県内市町における助け合い活動
の取組に対し、市町の課題に応じ
た支援を引き続き行うことによ
り、生活支援コーディネーターの
設置・活動や様々な助け合い活動
の推進を図る。

また、生活支援コーディネー
ターと地域の連携が進んでいる事
例や、助け合い活動の好事例を
様々な方法で発信し、住民主体の
助け合い活動を推進する。

各圏域の実情に応じた地域密着
型の地域リハビリテーション支援
体制の構築を図るため、各圏域の
関係者（市町、包括、地域リハ広
域支援センター、保健所等）に対
して、引き続き県及び県リハビリ
テーション支援センターから助言
や情報提供等の支援を実施してい
く。

生活支援コーディネーター等を
対象として、基礎研修や実践研修
を実施するとともに、市町等が開
催する勉強会等へアドバイザーを
派遣し、有償ボランティアや常設
型居場所などの助け合い活動とし
て生活支援を行う団体の設立を促
進した。

高齢者や障害のある人が、住み
慣れた地域において、生き生きと
した生活を送るために必要なリハ
ビリテーション事業が、適切かつ
円滑に提供されることで、地域包
括ケアシステムの構築かつ市町の
一般介護予防事業を中心とした地
域支援事業の充実・強化のための
体制の整備を図るとともに、保
健・医療・福祉のネットワークづ
くりを推進した。
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松浦鉄道整備促進
事業

交通政策課 現状維持

島原鉄道整備促進
事業

交通政策課 現状維持

地方バス対策事業 交通政策課 現状維持

離島航空路線確保
対策事業

交通政策課 現状維持

地域公共交通再編
推進事業

交通政策課 現状維持

生活交通路線の維持を目的とし
て経常欠損額及び車両購入費の補
助を実施した。

①離島住民の旅客輸送の確保の
ための運航費への助成及び重整備
費用、機体購入費用のうち国の運
航費補助の対象とならない経費に
対する助成を行った。

②離島航空路線運航事業者への
運転資金の貸付を行った。

③新型コロナウイルス感染症の
影響が大きい離島航空路線の安定
化を図るため、収支悪化に対する
緊急支援を実施した。

令和４年度は、単独では地域公
共交通計画を策定していない2町
（長与町、時津町）との意見交換
を実施した。

また、令和４年度中に地域公共
交通計画を策定する市町等に対し
アドバイザー派遣を実施した。

本事業は、平成25年度に策定さ
れた松浦鉄道の平成26年度～令和5
年度の施設整備計画に対し、国・
沿線県・沿線市町で補助を行って
いるものである。松浦鉄道の安全
運行を確保するため、引き続き施
設整備計画に基づく施設整備に対
し、国・沿線県・沿線市町ととも
に支援を行っていくとともに、事
業者に対しては更なる増収対策等
の推進を促していく。

本事業は、平成25年度に策定さ
れた島原鉄道の平成26年度～令和5
年度の施設整備計画に対し、国・
県・沿線市で補助を行っているも
のである。島原鉄道の安全運行を
確保するため、引き続き施設整備
計画に基づく施設整備に対し、
国・県・沿線市とともに支援を
行っていくとともに、事業者に対
しては更なる増収対策等の推進を
促していく。

地域住民の生活や観光客の移動
手段として必要不可欠な路線バス
については、利用者数が年々減少
しており、路線バスの赤字路線の
比率も年々増加していることか
ら、今後もバス路線を維持・確保
していくため、関係市町やバス事
業者からの意見を伺いながら引き
続き支援を行っていく。

離島航空路線の維持存続を図
り、住民の移動手段はもとより地
域振興のための交流活性化に貢献
していくには、引き続きORCの経営
基盤の強化を図っていく必要があ
る。ORCでは、令和4年度から、順
次機材更新を進めており、機材更
新や離島航空路の運航・安全整備
等に対する支援を行うとともに、
地元市、NABIC等関係者と協力して
ORCの経営基盤や体制強化を図って
いく。

事業者を交えた市町との意見交
換を通じて地域の課題把握に努め
ながら、地域毎の最適な地域公共
交通計画の策定や見直しを後押し
していく。

沿線住民に安全な交通手段を提
供するため、沿線自治体ととも
に、老朽化した松浦鉄道の車両、
レール等施設設備の更新等の事業
経費を助成した。

沿線住民に安全な交通手段を提
供するため、沿線自治体ととも
に、老朽化した島原鉄道の車両、
レール等施設設備の更新等の事業
経費を助成した。
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施策５　ICTを活用した地域活性化と行政運営の効率化

　事業群①　Society5.0実現に向けた推進体制の構築

　事業群②　地域を支える情報通信基盤の整備促進

　事業群③　行政におけるデジタル化の推進（スマート自治体の実現）

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1 2 1

43% 14% 29% 14%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ながさきＳｏｃｉ
ｅｔｙ５．０推進
費（民間人材活用
以外）

デジタル戦
略課

改善

ながさきＳｏｃｉ
ｅｔｙ５．０推進
費 （ 民 間 人 材 活
用）

デジタル戦
略課

改善

デジタルＤＥＪＩ
－ＭＡ推進費

デジタル戦
略課

終了

九州一体となったデータ連携基
盤の活用を検討する。また、個人
認証の検証など、パーソナルデー
タ活用についても検証・実証等を
図る。

メタバースを含めた先端技術に
関する情報収集を行いながら、民
間事業者による運用方法、手法等
を検討する。

デジタル人材の活用や育成など
について、県全体としての方向性
や必要性を検討する。

デジタル化やDX推進関連施策の
展開に必要となる手法や民間企
業・関係団体と連携を見据えた民
間人材からの提案など、デジタル
実装に向けた仕組みの構築を検討
する。

イベント開催の結果・効果を検
証し、県内のデジタル化・DXへ向
け効果的な施策を検討していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

（1）Society5.0加速化補助金
・ICT等を活用して、各地域に顕在
化する課題の解決に向けた取組を
支援するため、市町や民間事業者
が取り組むシステムの導入やサー
ビス等の開発に関する実証実験等
に対して、補助対象として公募を
し、事業効果も認められる４事業
について採択を行い、実証実験等
を実施した。
(2)県・市町によるデータ連携基盤
の整備
・R4年度から本格運用を開始し、
行政が所有するオープンデータを
活用し、データマップ、APIカタロ
グサイト、分析ツールの３つ機能
を提供した。

(3)ICT人材の育成
・市町職員のデジタル改革/DX推進
の加速化に必要となるリテラシー
や必要性についてや首長・幹部職
員に対する意識醸成を図るため、
セミナー等の開催を行った。

（１）デジタル戦略補佐監の配
置

三役・幹部職員による「デジタ
ルミーティング」において、最新
のICT情報、トレンド情報を提供、
あるいは、関係する部局長や課室
長との意見交換や情報共有を実施
するため、デジタル戦略補佐監3名
を配置した。
　

（２）デジタルコーディネー
ターの活用

各分野で実施する個別事業の充
実化等を図るため、デジタルコー
ディネーターとして、民間からの
登用を図り、移住支援、観光、物
産の3分野において委嘱。各部局の
施策検討への助言等を実施した。

デジタル技術の社会実装による
地域課題の解決、デジタル技術の
進展・社会実装を契機とした経済
活性化等を図るとともに、県民・
県内事業者等への技術普及・啓発
と、事業者間のマッチング、技術
力・サービス向上等を図るため、
デジタル技術展示会を開催する。
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長崎県版インフラ
ＤＸ推進事業費

建設企画課 終了

電子県庁推進事業
スマート県
庁推進課

縮小

スマート県庁プロ
ジェクト

スマート県
庁推進課

改善

施策６　持続可能なインフラの整備及び利活用

　事業群①　インフラの戦略的な維持管理、更新及び利活用の推進

　評価対象事業件数　17 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1 15

6% 6% 88%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

道路維持補修費 道路維持課 現状維持

道守育成事業 道路維持課 現状維持

道路管理者として道路橋を適切
に管理する義務があり、今後も道
路の安全な利用を図る。

道路法により、橋梁やトンネル
等のインフラ施設の５年に１回の
法定点検が義務付けられた。県で
は、全ての施設を外注すると膨大
な費用が発生することから、中小
の橋梁については、職員（OBや道
守ボランティア）による直営点検
を実施しており、その点検には、
必要な知識や技術が必要である。
インフラ構造物の維持管理や再
生・長寿命化に携わる人材は確実
に養成されているが、今後も引き
続き道路施設の点検に必要な技術
力を持つ道守の育成を継続し、県
内全域での人材確保を行う必要が
ある。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

苦情処理、除草、舗装補修等の
危険箇所の緊急補修及び交通安全
施設等の維持管理を行った。

道路施設の適切な維持管理のた
めに、道路施設の点検に不可欠な
高度な技術力を持つ道守を育成し
た。

（ １ ） 建 設 業 に お い て
Society5.0社会を実現するため、
三次元データの活用方法の確立や
活用人材の育成等を実施した。

（２）令和4年度は、地下埋設物
の三次元モデル化を実施した。ま
た、長崎県が所有する３次元点群
データを公開するための、データ
整理を実施した。

　（１）庁外向けシステム
長崎県自治体クラウドサービス

の安定稼働に向け、システム改修
を実施した。
　（２）庁内向けシステム

セキュリティ確保やシステムの
安定稼働に向けた既存システムの
改修を計画的に実施している。

　（１）RPAの活用推進
RPAの関係所属の導入希望状況等

を踏まえながら、 60ロボット作
成・20利用所属を目標に、開発を
継続して推進した結果、64ロボッ
ト、27所属の利用となっている。

（２）電子申請システムの利用
拡大

・令和4年10月に新しい電子申請
システムを導入し、令和5年1月か
らはキャッシュレス決済も可能と
する環境を整備。利用所属は60所
属となっている。

R5年度に本事業が終了となる
が、今後も日々進化を続けている
デジタル技術に注視し、3次元デー
タの活用や更なる可能性につい
て、新たな視点が無いか視野を拡
げた取組みを続けていく。

長崎県自治体クラウドサービス
の県内団体利用促進

・全国的に､独自システムからベ
ンダー提供の汎用システムへ移行
する流れにあることから､新システ
ムへ移行できていない機能につい
てもあり方の整理を進める。

（１）県における電子申請の利用
促進

・県民サービスの質や利便性の
向上に向けて、庁内の行政手続の
状況を把握し、支障となっている
理由等の整理・解消に努めなが
ら、さらなる利用拡大を図る。
（２）県におけるRPA作成ロボット
利用促進

・各部局と連携して、対象業務
の掘り起こしと新規ロボットの開
発を継続して実施する。
（３）新たな技術の活用とデジタ
ル人材育成
・業務効率化効果の大きなICTの選
定と確実な導入効果の確保に努め
る。
・人材の育成には長い期間を要す
るため、階層別の研修を行うな
ど、効果的な研修内容を検討しな
がら、デジタル人材の育成に向け
た継続的な取組を実施していく。
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都 市 公 園 整 備 費
（一般）

都市政策課 改善

ダム管理費 河川課 現状維持

県民参加の地域づ
くり事業費

河川課 拡充

空港維持管理費 港湾課 現状維持

港湾施設維持管理
費

港湾課 現状維持

　事業群②　民間資金、遊休資産の活用

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

住まいの変「長崎
よかにゃんＨＯＵ
ＳＥ」整備推進事
業

住宅課 改善

職員による巡視及び外部委託に
よる保守点検等を実施するととも
に、不具合箇所について地元市町
等から早期に情報提供を受け、早
期に対応することにより施設の適
切な管理運営を行っていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

子育て世帯や移住者、若者向け
に県空き公舎をリノベーション
し、賃貸住宅として提供する事業
の実施に向けて民間事業者等の公
募を行ったが事業者の選定ができ
ずに事業実施を断念した。

一方、長崎の気候、風土に即し
た良質な住宅の供給を支援する事
業においては、産学官連携によ
り、県民の住宅費負担軽減に寄与
する推奨例（住宅モデル）の定義
を行った。

当事業の実施状況については、
市町や関係団体のみへの情報提供
でなく、住まいの供給を担う民間
事業者等へも広く情報の共有、提
供を行っていく。

洪水被害の防止を図るため、ダ
ム設備の点検、維持や巡視の委託
等、ダムの適切な維持管理を行っ
た。

県管理公共土木施設の清掃美化
活動に取り組む団体へ消耗品の支
給と活動時のけがや事故に対応し
た傷害保険及び対人・対物保険へ
の加入を行い、地域の愛護活動の
活性化を図り、行政と県民との美
しい県土づくりを推進した。

長崎県が管理する空港（福江空
港、対馬空港、壱岐空港、上五島
空港、小値賀空港）において、管
理運営及び場周柵補修等の土木施
設及び航空灯火補修等の照明施設
の維持更新工事を実施した。

港湾施設の維持補修及び管理運
営を行った。

公園管理者として公園施設を適
切に管理するため、長寿命化対策
工事（更新）を行うことで安心し
て利用できる公園整備を行う。

引き続き、障害のある子もない
子もすべての子どもがともに遊べ
る遊具（インクルーシブ遊具）の
整備も進め、満足度の向上に努め
る。

ダムを適切に維持管理し、洪水
の軽減を図ることにより、県民の
安全、安心に資する事業であり、
今後も適切に維持管理を行う。

当事業を実施することにより、
県民の自発的な清掃美化活動への
参画意識が高まっており、登録団
体も増加している。

令和６年度においても、登録団
体の増加を図りながら、当事業を
継続的に実施することで県管理公
共土木施設の維持・保全に寄与し
ていくとともに、より一層の適切
な維持管理のため、団体が活動中
に河川等の異常箇所を発見し、通
報につなげるよう取組、周知方法
等について検討する。

航空法及び空港機能管理規程な
ど各法令等を遵守し、本事業を継
続することで適切な維持管理運営
を行い、インフラの老朽化に起因
した事故を未然に防ぎ、航空機の
安全運航を維持する。

県立総合運動公園の陸上競技場
の競技用ビデオ設備の改修や休養
施設など公園施設の維持管理、利
用者の安全確保のための柵などの
管理施設の設置、景観向上のため
の高木植栽などを実施した。（単
独事業）
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戦略３－２　地域の特徴や資源を活かし、夢や希望の持てるまちを創る
　評価対象事業件数　76 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7 41 1 4 23

9% 54% 1% 6% 30%

施策１　人流・物流を支える交通ネットワークの確立

　事業群①　航空路線の拡充と長崎空港の運用時間延長

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

県内空港活性化推
進事業

交通政策課 改善

長崎空港活性化事
業

交通政策課 改善

　事業群②　高規格幹線道路・地域高規格道路の整備による高速交通ネットワークの構築

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

企画調査費 道路建設課 現状維持

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

国等への要望活動を行う際の資
料として、現状の問題点や課題を
整理したうえで、ストック効果
（整備効果）などを整理した資料
作成を行った。

令和６年度以降も予算確保や未
着手区間の新規事業化に向けて、
現状の問題点や課題を整理したう
えで、道路整備に伴い活発になる
地元の取組などを踏まえたストッ
ク効果（整備効果）などを整理し
た資料を作成し、国等へ要望活動
を継続して行っていく。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県、市町及び各種団体等で構成
する長崎県空港活性化推進協議会
を通じて、県内市町及び航空会社
等とも連携し、県内空港の利用促
進対策を実施。新型コロナウイル
ス感染症の影響により利用者が落
ち込んでいる県内空港発着の国内
定期路線等を早期に回復させるた
め、各航空会社が行う利用促進事
業に対して支援を行った。

航空会社や航空関係者と協議の
うえ、運用時間延長・24時間化や
航空ネットワーク拡充等に繋がる
具 体 的 な 各 種 施 策 （ 臨 時 便 や
チャーター便の誘致等）を実施す
る。

また、長崎空港２４時間化推進
委員会や下部組織であるプロジェ
クトチーム（２次交通対策ＰＴ、
空港ビル内受入対策ＰＴ、利用促
進対策ＰＴ、大村市内滞在対策Ｐ
Ｔ）において、官民連携した取組
を行う。

コロナ禍を経て旅客需要が全国
的に回復する中、「選ばれる空
港」となるため、他課と連携し、
県が進めている移住・ワーケー
ションの取組と連動した施策展開
などを行うことで、県内各空港の
活性化に取り組んでいく。

令和５年度の誘致実績を踏まえ
ながら、就航時期・路線について
検討を進め、より高い効果が得ら
れるような施策展開に取り組んで
いく。
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島原・天草・長島
架橋構想等推進費

地域づくり
推進課

現状維持

　事業群③　生活に密着した道路の整備による道路ネットワークの拡充

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

道路整備事業（単
独）

道路建設課 現状維持

　事業群④　国内外との交流の拠点となる港の整備

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

港湾機能施設整備
事業・ふ頭用地造
成事業

港湾課 現状維持

事業内容 見直しの方向

起債事業による公共岸壁等背後
埋立のふ頭用地造成や用地舗装、
付属施設などの整備を行った。

港湾の利用形態に応じたふ頭用
地及び施設整備を行い、港湾の人
流・物流環境の利便性・安全性を
向上していく必要があり、特別会
計の収支にも留意し、令和6年度も
引き続き事業を継続する。

事業内容 見直しの方向

「地域をつなぐ道路ネットワー
クの整備」のため、国県道の整備
のうち、短区間の視距改良や路肩
拡幅等の小規模な整備を県単独事
業で実施した。

交通支障箇所はまだ多く存在し
ており、今後も事業を計画的に推
進していくため、市町と連携した
事業用地の取得に取り組み、事業
推進を図っていく。

令和６年度の方向性

島原・天草・長島架橋建設促進
協議会を通じて、国への要望活動
や、三県（長崎県、熊本県、鹿児
島県）の地域間交流連携事業など
を実施し、国に対し、構想実現の
社会的意義と地元の熱意を強く訴
えるとともに、地元機運の醸成を
図った。

構想推進に向けて、構想推進地
方大会開催や三県サッカー大会な
どの地域間交流等の取組を通して
地元の機運醸成を図るとともに、
国等への要望活動を継続しなが
ら、三県架橋建設に資する調査の
再開、島原道路の整備促進及び島
原天草長島連絡道路の具体化に向
けた検討の実施、必要な道路整備
のための予算確保について、関係
機関等に強く訴えていく。

令和６年度の方向性
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施策２　九州新幹線西九州ルートの整備と開業効果の拡大

　事業群②　新幹線開業に向けたアクションプランの推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

Ｈｅｌｌｏ！ＫＡ
ＭＯＭＥ新幹線開
業効果拡大事業費

新幹線対策
課

拡充

施策３　持続可能で魅力ある都市・地域づくり

　事業群①　特定複合観光施設（ＩＲ）区域の整備

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

特定複合観光施設
導入推進事業費

ＩＲ推進課 拡充

　事業群②　長崎市中央部のグランドデザイン

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

都市再生推進事業 都市政策課 現状維持

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

長崎駅周辺地区において、長崎
駅周辺エリアデザイン調整会議を
通じ、エリア内で整備される民間
施設３件のデザイン調整を行っ
た。

今後も公共施設や長崎駅周辺土
地区画整理事業区域内等における
民間開発が進むと想定されること
から、引き続き、長崎駅周辺エリ
アデザイン調整会議において周辺
環境と調和したデザイン調整を円
滑に進めていく。

西九州新幹線開業効果拡大のた
め、西九州新幹線広報大使を活用
した広報プロモーションの展開や
9/23の開業1周年を記念したこども
向け無料乗車会、沿線市等と連携
した開業１周年記念イベントの開
催、修学旅行等における新幹線利
用促進のための支援を行う。

併せて、周遊促進対策として、
新幹線駅から県内各地へ二次交通
を活用して周遊する旅行商品造成
への支援や県内を周遊するフリー
きっぷの広報支援を実施する。

また、西九州新幹線利用のさら
なる拡大を目的として、開業によ
る経済波及効果や企業個人の利用
状況やニーズ等の調査を行う。

西九州新幹線の開業効果を県内
全体に波及させるため、新幹線駅
から県内各地を周遊する旅行商品
の造成について、市町や関係部局
と連携して支援していく。また、
新幹線利用における修学旅行等へ
の支援について、その対象を拡大
することで、安定的な利用者の確
保を図る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

本県へのＩＲ導入に向け、公
募・選定手続きによって選定した
ＩＲ事業者と区域整備計画を作成
し、国へ認定申請するとともに、
九州の広域連携に向けた働きかけ
や県民の理解を深めるための広報
活動等を行った。

〇区域整備計画に基づく事業の実
施状況に関するモニタリングを実
施しながら、着実かつ効果的な事
業推進を図る。
〇区域整備計画に基づき、総合的
な交通・周辺インフラの整備や広
域周遊観光の促進、懸念事項の最
小化に向けた対策等を実施する。
〇ＩＲ開業後のＭＩＣＥ誘致に向
け、ＭＩＣＥ誘致支援組織を設置
する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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環長崎港地域都市
再生調整事業

都市政策課 現状維持

都市再開発支援事
業

都市政策課 終了

　事業群③　県庁舎跡地整備の推進

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

跡地活用検討経費
県庁舎跡地
活用室

改善

　事業群④　ＩＲの整備や新幹線の開業等を見据えた大村湾周辺地域の活性化

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

新モビリティサー
ビス構築推進事業
費

政策企画課 終了

事業内容 見直しの方向

MaaS運営組織である「長崎県
MaaS実行委員会」への補助及びア
ドバイザーとしての参画により、
本県における広域MaaSを導入し、
利用促進を図る。

―

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県議会での議論やパブリックコ
メント等における県民の皆様から
の意見などを踏まえながら、令和4
年7月に基本構想をとりまとめ、先
行して開放していた第二別館跡地
に加え、令和4年10月末から旧県庁
正面玄関前などの供用を開始し
た。

供用開始後は、敷地内の見学や
子どもの遊び場、楽器の練習等の
日常的な利用に加え、トークイベ
ントやミニコンサートなど、県民
が主体の多様な催しが開催され
た。

また、県職員が現地に常駐し、
来場者へのアンケート調査や現地
で活動されるプレーヤーの方々と
の意見交換などを実施するととも
に、県内各地への周遊やまちなか
への回遊を促進するための情報発
信、広場としての機能や情報発信
機能を具体化するためのワーク
ショップの開催などに取り組ん
だ。

基本構想に基づき、更なる検証
を重ねながら、整備する建物の規
模・配置や整備する広場、情報発
信、交流支援等の各機能を具体化
を進め、その後の設計・整備につ
なげる。

令和６年度の方向性

アーバンデザイン専門家会議に
おいて、県庁舎跡地等のデザイン
調整を行った。

長崎駅前バスターミナル等の再
整備に向け、周囲の土地・建物所
有者など地域の皆様の意見を聞き
ながら、再整備の計画立案、事業
手法等の検討を行った。

アーバンデザイン専門家会議に
おける若い委員の起用を進めなが
ら、松が枝国際観光船埠頭の2バー
ス化や県庁舎跡地など長崎港周辺
で整備される施設についてデザイ
ン検討を行い、魅力的な都市景観
の形成を進めていく。

長崎駅前バスターミナル等の再
整備に向け、計画立案、事業手法
等を検討し、地権者との合意形成
など地元調整を行ってきた。今後
は地元が主体となって検討を進め
ていくことになる。
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　事業群⑤　市町と連携した景観まちづくりの推進

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎らしい景観形
成推進事業

都市政策課 現状維持

２１世紀まちづく
り推進総合補助金
（美しい景観形成
推進事業）

都市政策課 現状維持

　事業群⑥　都市機能の集約化による効率的な市街地の形成

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

都市対策費（基礎
調査）

都市政策課 現状維持

社会経済情勢の変化等に対応
し、適切な都市計画の見直しを行
うため、都市計画区域について、
都市計画法省令に基づき、人口や
産業、土地利用などの項目の調査
を行った。（R4：2市）

引き続き、立地適正化計画の策
定に必要な基礎データ収集を、関
係市町とも連携しながら、適切に
実施していく。

市町や県民等からの要請に基づ
き景観アドバイザ－を派遣し、ま
ちづくり対するアドバイスを実施
した。また、市町の景観に関する
ニーズを捉えるための景観連絡会
議を2度開催し、広域景観の形成に
向けて関係市町と意見交換を行う
など、長崎らしい景観形成を推進
した。

公共事業デザイン推進制度で
は、県及び市町が行う公共事業の
計画又は設計段階のデザイン支援
が必要な事業の調整を行ってい
る。

地域景観の核となる景観資産５
件の修景・保全に係る補助を実施
したことにより、資産の魅力向上
及び地域のまちづくりへの活用が
推進された。

広域景観形成推進事業について
は、関係市町と一緒に現地調査を
行い、具体的な課題等を整理・共
有し、今後必要な取組等について
検討を進める。

景観計画の策定に至っていない
市町については、予算措置の課題
や職員の不足、景観意識の不足な
ど、景観計画の策定・運用方法に
ついての複数の課題が挙げられる
が、厳しい財政状況が主な課題と
なっていることから、市町への財
政支援の一助としても引き続き本
制度を継続することで、景観計画
策定を促す必要がある。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向
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施策４　しまや半島など地域活性化の推進

　事業群①　しまの資源を活かした地域活性化

　評価対象事業件数　9 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 6 2

11% 67% 22%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

国境離島創業・事
業拡大等支援事業
費

地域づくり
推進課

改善

し ま の ビ ジ ネ ス
チャレンジ促進事
業

地域づくり
推進課

改善

国境離島輸送コス
ト支援事業費

地域づくり
推進課

改善

しまの産品ステッ
プアップ推進事業
費

地域づくり
推進課

改善

目標達成に向け、市町・関係機
関・民間（先輩実業家等）と連携
の上、ターゲットを絞り込んだ島
外事業者へのアプローチが必要。
アプローチにあたっては、「しま
での創業・事業拡大」をテーマと
したイベントを開催するなど、興
味・関心のある方が、実際にしま
で創業・事業拡大へつながるよ
う、改善を図っていく。

また、ビジネスコンテストにつ
いても、コンテスト発表者としま
の先輩事業者とのコミュニティ形
成や、既存の支援制度の活用を促
すなど、発表された内容の事業化
につながるよう、取組の改善を
図っていく。

引き続き関係市町と連携しなが
ら、輸送コストを支援し、条件不
利性を緩和することにより、国境
離島地域における農水産業のさら
なる振興を図っていく。

また、発展計画のフォローアッ
プについては、データベース化さ
れた資料をもとに、事業実施主体
である関係市町より適切な指導及
び助言等がなされるよう活用して
いく。

引き続き、食品流通専門の団体
や、市町、しまの地域商社等と連
携しながら、伴走型でしまの事業
者の高付加価値商品の開発や、販
路拡大への支援を実施するととも
に、これまで十分に支援ができて
いない小規模事業者に対して地域
商社を活用した支援等を行い、島
全体への成果の波及を図ってい
く。

県内離島地域において更なる雇
用の場を創出することで、移住・
定住の促進を図るため、既存の支
援制度（雇用機会拡充事業など）
を活用しながら、島外事業者への
積極的なアプローチや島外起業家
等を対象としたビジネスコンテス
トを開催する。

特定有人国境離島地域におい
て、農水産品全般(加工品以外)の
出荷や原材料等の輸送に係る費用
の一部を支援した。

しまの産品振興による地域活性
化を図るため、食品流通専門の団
体と連携しながら、消費者視点を
重視した官民一体となったプロ
ジェクトを展開したほか、しまの
地域商社による販路拡大の取組な
どを支援した。

また、前「しまの産品振興によ
る地域活性化プロジェクト推進事
業費」（R2-4）の成果を更に島全
体に波及させるため、今年度から
小規模事業者等への支援に重点的
に取り組むなど「しまの産品ス
テップアップ推進事業費」（R5-
6）として継続している。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

特定有人国境離島地域におい
て、民間事業者が雇用増を伴う創
業又は事業拡大を行う場合の設備
投資資金や、人件費、広告宣伝費
などの運転資金の一部を支援し
た。

令和5年度当初では国境離島地域
全体で67事業が採択され、109人の
雇用の場の創出が見込まれてい
る。今後も、国の制度を活用した
事業者支援を継続していく。

また、島内での制度周知が一定
進んだことから、今後はビジネス
コンテストの開催等による島外で
の認知度向上に取り組むよう改善
を図る。引き続き関係市町と連携
しながら、新たな事業の掘り起こ
しや人材確保等を行い、更なる雇
用の創出に努め、国境離島地域の
活性化を図っていく。
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しま旅滞在促進事
業費

観光振興課 改善

し ま 旅 グ レ ー ド
アップ事業費

観光振興課 改善

高校生の離島留学
推進事業

高校教育課 拡充

　事業群②　地域の特色を活かした地域発のプロジェクトの推進

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

半島振興推進費
地域づくり
推進課

改善

振興局活動推進費
（県北プロジェク
ト）

地域づくり
推進課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

半島振興対策実施地域の振興を
図るには、国の財政措置等の充実
が不可欠であるため、県内外の関
係団体と連携し、要望活動を実施
した。

半島振興広域連携促進事業につ
いては、半島地域が広域的に取り
組む、地域の特性を活かした交流
促進、産業振興、定住促進等の事
業について、半島地域魅力発見委
員会等２団体を支援した。

本県、佐賀県及び関係自治体、
団体等で設置する「肥前窯業圏」
活性化推進協議会において、産地
への誘客促進のためSNS等を活用し
た情報発信を行い肥前窯業圏の認
知度向上を図るとともに、産地の
素材を盛り込んだ周遊パスポート
を作成し、来訪者の周遊化と消費
喚起につなげることで県北地域の
経済活性化を図った。

今後も継続して、本県の実情等
を踏まえた具体的な要望・提案を
国に対して行っていくとともに、
国の補助金等を活用した半島活性
化を推進していく。

また、令和７年度末に期限を迎
える半島振興法の延長に向け、半
島地域の市町と、改正・延長にむ
けて取組を進めていく。

「肥前窯業圏」活性化推進協議
会事業の推進体制の強化や産地間
の連携による自走の促進、産地人
材育成による誇りの醸成などによ
り肥前窯業圏域の活性化を推進し
ていくための取組を継続・強化す
る必要があるため、事業の再構築
を検討し、今後も県北振興局プロ
ジェクトの一環として肥前窯業圏
の取組を支援していく。

安全安心な離島観光の実現に向
けて、関係市町及び島内観光事業
者、旅行会社等と連携を強化し、
引き続き、地域の魅力を活かした
旅行商品等の販売を促進し、国境
離島地域への観光誘客を図ってい
く。

引き続き、ポストコロナの反転
攻勢に向け、関係市町と連携しな
がら、地元の特性を活かした体験
プログラムの充実や受入体制の強
化を図り、随時、改善・見直し等
により、事業効果の高い内容に磨
き上げ、国境離島地域に「もう1
泊」してもらうよう誘客につなげ
ていく。また、新型コロナウイル
ス感染症感染収束後の新たなニー
ズを汲み取り、インバウンドを含
めた観光誘客についても、関係市
町と連携しながら随時取り組んで
行く。

すべての実施校において安定し
た生徒募集が可能になるような体
制づくり、里親の維持・開拓等を
進めるとともに、引き続き、中学
生及びその保護者に離島留学制度
について理解を促し、島外からの
入学者増加のための広報活動等、
必要な取組を検討していく。

また、「これからの離島留学検
討委員会」の報告書を踏まえ、離
島留学生が安心した生活を送ると
ともに、持続可能な離島留学制度
となるよう、市町、学校と連携し
ながら必要な措置を講じる。

旅行会社が造成・販売する体験
プランと宿泊、交通を組み合わせ
た旅行商品への支援、新型コロナ
ウイルス感染症対策として宿泊・
飲食・交通サービスに利用できる
割引クーポン等の交付を実施し
た。

受入体制及び情報発信の強化を
図るとともに、旅行者に「もう1
泊」してもらうための、各市町な
らではの魅力を活かした長期滞在
型観光に繋がる着地型旅行商品の
造成や販売等への支援を実施し
た。

また、国内及び海外向けに対し
て、テレビや雑誌、SNS等を活用し
た観光スポットやグルメ、体験な
どの観光コンテンツを紹介するこ
とで本県離島の魅力を発信し、認
知度向上を図った。

体験入学や宿泊体験への参加者
を増やすべく、年度前半の広報活
動に力を入れるとともに、在校生
が各学科・コースの魅力を中学生
等に広く発信することで、離島留
学の関心を喚起するよう努めた。

実施校説明会については、大
阪、東京、福岡、およびオンライ
ンで実施した。また、体験入学・
宿泊体験については、４校が実施
した（１校は、台風の接近により
中止）。
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　事業群③　九州各県等との連携による取組推進

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ＵＩターン拡大事
業費

地域づくり
推進課

改善

地域活性化人材支
援事業費

地域づくり
推進課

改善

広域観光共同宣伝
事業費（九州横断
長崎・熊本・大分
広 域 観 光 振 興 事
業）

観光振興課 改善

　事業群④　広域連携の推進による県北地域の活性化

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

振興局活動推進費
（県北プロジェク
ト）

地域づくり
推進課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

本県、佐賀県及び関係自治体、
団体等で設置する「肥前窯業圏」
活性化推進協議会において、産地
への誘客促進のためSNS等を活用し
た情報発信を行い肥前窯業圏の認
知度向上を図るとともに、産地の
素材を盛り込んだ周遊パスポート
を作成し、来訪者の周遊化と消費
喚起につなげることで県北地域の
経済活性化を図った。

「日本遺産を通じた地域活性化
計画」に基づき、協議会事業の推
進体制の強化や産地間の連携によ
る自走の促進、産地人材育成によ
る誇りの醸成などにより肥前窯業
圏域の活性化を推進していくため
の取組を継続・強化する必要があ
るため、事業の再構築を検討し、
今後も県北振興局プロジェクトの
一環として肥前窯業圏の取組を支
援していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

「ながさき移住サポートセン
ター」を中心に、市町と連携しな
がら、都市部での移住相談会開催
など移住希望者に対して丁寧な相
談対応等を行った。

また、県移住支援WEBサイト「な
がさき移住ナビ」と県内求人や企
業情報などの検索サイト「ジョブ
なび長崎」とを連携し、それぞれ
の会員の利便性の向上を図った。

地域おこし協力隊の地域への定
着促進を図るため、県内で活躍す
る協力隊（OBOGを含む）や市町職
員を対象とし、隊員の受入や任期
後の活動についてなどの相談支援
や研修会を行った。

九州横断3県への周遊及び宿泊客
の増加を図るために、関西地区か
らの3県周遊ツアーの旅行商品に対
する造成・広告支援、関西地区へ
の全国紙を活用したグルメ特集等
の情報発信を実施した。

全国的な地方移住の流れがある
中、移住相談会での相談状況等か
ら移住希望者の傾向やニーズを捉
えたうえで、「ながさき移住サ
ポートセンター」、各市町、関係
団体でその内容を共有し、情報発
信、相談対応等のレベルアップに
必要な事業・連携体制等について
検討し実施していく。

また、市町に対し、引き続き、
優良事例を紹介するととともに、
必要に応じ体制の強化等を働きか
ける。

中間支援組織（協力隊 OBOG団
体）と連携しながら、地域おこし
協力隊（OBOGを含む）及び市町等
職員へのさらなるサポート体制の
強化を図る。引き続き、制度に対
する理解促進及び運用の適正化に
取り組むほか、地域おこし協力隊
（OBOGを含む）が任期中・任期終
了後も継続して、地域で活躍がで
きる環境づくりにも取り組むこと
でミスマッチ解消による定住率向
上を目指す。

令和5年度の事業内容について効
果測定及び分析したうえで、次年
度事業についてはさらなる誘客促
進に向けて、熊本県及び大分県と
協議しながら進めていく。
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特定複合観光施設
導入推進事業費

ＩＲ推進課 拡充

本県へのＩＲ導入に向け、公
募・選定手続きによって選定した
ＩＲ事業者と区域整備計画を作成
し、国へ認定申請するとともに、
九州の広域連携に向けた働きかけ
や県民の理解を深めるための広報
活動等を行った。

〇区域整備計画に基づく事業の実
施状況に関するモニタリングを実
施しながら、着実かつ効果的な事
業推進を図る。
〇区域整備計画に基づき、総合的
な交通・周辺インフラの整備や広
域周遊観光の促進、懸念事項の最
小化に向けた対策等を実施する。
〇ＩＲ開業後のＭＩＣＥ誘致に向
け、ＭＩＣＥ誘致支援組織を設置
する。
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　事業群⑤　地域振興のための自然資源の活用

　評価対象事業件数　1 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

国立公園雲仙八万
地獄復興対策事業

自然環境課 現状維持

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

令和３年８月の豪雨により被災
した国立公園雲仙八万地獄の斜面
安定対策化及び植生復元工事を実
施するための測量調査・実施設計
業務を行った。

利用者の安全を確保し、雲仙の
復興を図るため本事業を推進す
る。
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施策５　特色ある文化資源・スポーツによる地域活性化

　事業群①　歴史や文化芸術による地域活性化

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 4

33% 67%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

文化芸術ながさき
ステップアップ事
業費

文化振興・
世界遺産課

改善

「描いてみんね！
長崎」事業費

文化振興・
世界遺産課

拡充

みんなで創る！な
がさき国際文化芸
術プロジェクト

文化振興・
世界遺産課

改善

国民文化祭推進事
業費

文化振興・
世界遺産課

拡充

国民文化祭を契機に、「こども
県展」と「県選抜作家展」の同時
開催など、観覧者にとって魅力あ
る「県内最大の総合美術展」へ再
編することなどを引き続き検討す
る。

また、長崎県文化団体協議会の
体制強化を図ることにより、県内
の文化芸術団体の再編や地域コ
ミュニティの活性化、地域文化の
磨き上げ、若者人材の掘り起こし
及びふるさと教育につなげ、地方
創生に資するとともに、国民文化
祭後も持続的な芸術文化事業を運
営できる基盤づくりを目指す。

事業については、作家等の招聘
から、作品化まで順調に事業実施
が行われており、出版社と良好な
関係性が構築されていることか
ら、令和6年度以降も事業を継続す
る。

創作支援の段階から市町等の協
力を得ることで、作家のファンや
歴史・アニメのマニアが集うよう
な聖地化を見据えた取組を連携し
て実施する。

大手出版商社や出版社等とのタ
イアップ等による事業及び作品の
広報力強化について引き続き検討
し、さらなる本事業の周知及び交
流人口の増加を目指す。

インバウンドを含む交流人口の
拡大や関係人口の創出を図るた
め、海外からアーティストを招
き、地元の資源を活用した文化芸
術活動を実施する。また、若者の
参画を拡大する仕組みを構築する
とともに、訴求力のあるクリエー
ター等を招聘し、参加者と地域の
交流が継続する活動を展開する。

東京藝術大学や地元大学等との
連携を推進し、地域の実施体制を
強化することをもって、県内のど
の地域でも高水準の文化芸術が鑑
賞できるような仕組みづくりに努
めていく。

第40回国民文化祭、第25回全国
障害者芸術・文化祭の開催前年度
となることから、開催に向けた準
備等をより一層進めていく。

事業内容 見直しの方向

長崎県美術展覧会（県展）及び
同移動展を県内各地で開催した。

また、県内の文化団体相互の連
絡協調を行い、文化芸術活動を促
進して県民文化の向上を図るた
め、補助を行った。

首都圏の出版社等を訪問し、他
県に類を見ない本県の歴史、風
土、景観等の地域資源を売り込
み、マンガ、小説などの分野での
作品化を図る手法の確立を目指す
とともに、切れ目のない創作支援
を行うことにより、幅広い人的
ネットワークの構築に努めた。

国民文化祭の開催に向けて、地
域文化資源の磨き上げや伝統文化
の継承に積極的に取り組む地域を
支援した。また、若者参画型の文
化芸術による地域づくりを推進す
ることにより交流人口の拡大・関
係人口の創出と若者人口定着を
図った。

第40回国民文化祭、第25回全国
障害者芸術・文化祭の開催準備、
運営等を行う「第 40回国民文化
祭、第25回全国障害者芸術・文化
祭長崎県実行委員会」へ負担金を
支出するほか、有識者会議の開
催、先催県視察等を行い、実施計
画（案）の策定を進める。

令和６年度の方向性
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「長崎の歴史」魅
力再発見・発信事
業費

文化振興・
世界遺産課

改善

長崎県文化観光推
進事業費

文化振興・
世界遺産課

改善

　事業群②　伝統文化の継承と文化財の保存・活用

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 1

86% 14%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

文化財調査管理費 学芸文化課 改善

世界遺産保存整備
事業

学芸文化課 改善

重要遺跡情報保存
活用事業費

学芸文化課 改善

埋 蔵 文 化 財 セ ン
ター管理運営費

学芸文化課 改善

埋蔵文化財の適切な保護の推進
のため、県内の埋蔵文化財の発
掘・調査研究や、出土品の保存処
理・収集保管、埋蔵文化財の普及
啓発を実施した。

引き続き、市町が作成する「文
化財保存活用地域計画」などの文
化庁長官による認定等を推進して
いく。

また、市町が計画を策定した後
の県内文化財の積極的な保存・活
用を図っていくため、補助制度に
ついても検討していく必要があ
る。

引き続き、市町が作成する「文
化財保存活用地域計画」などの文
化庁長官による認定等を推進して
いく。

また、市町が計画を策定した後
の県内文化財の積極的な保存・活
用を図っていくため、補助制度に
ついても検討していく必要があ
る。

各種開発行為に伴う埋蔵文化財
の調査を実施することにより、引
き続き、埋蔵文化財の適切な保護
を図っていく。

また、国・県・市町の開発部
局・文化財保護部局担当者の文化
財保護意識の醸成を図るため、文
化財基礎研修を継続していく。

埋蔵文化財の適切な保護と普及
啓発の推進を図るため、今後も、
県内の埋蔵文化財の発掘・調査研
究や、出土品の保存処理・収集保
管、壱岐市立一支国博物館と連携
した普及啓発を推進していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

次世代へ伝統文化、地域芸能を
継承していく機運醸成の推進のた
め、新型コロナウイルスの感染防
止に努め、「長崎県の文化財公開
月間」を実施するとともに、県内
文化財の保存・活用の推進のた
め、文化財の整備への助成を実施
した。

世界遺産関連の構成資産である
文化財の保存・活用の推進のた
め、文化財の整備への助成を実施
した。

各種開発行為に伴う埋蔵文化財
の予備調査、分布調査を実施し
た。

国・県・市町の開発部局・文化
財保護部局担当者が文化財保護の
基礎的知識を習得するための基礎
研修を実施した。

長崎ゆかりの偉人顕彰について
は、大学等での講演や中国現地で
の情報発信、長崎歴史文化博物館
での黄檗展開催、県内中学高校で
の「孫文と梅屋庄吉」講演会開
催、「旅する長崎学」HPリニュー
アルによるページの内容充実に取
り組んだ。

日本遺産「国境の島」について
は、旅する長崎学講座（大阪）で
の紹介や、県庁及び各協議会部会
でのパネル展を行った。また、国
から重点支援地域に選定されてい
ることから、観光庁支援事業とし
て「国境の島」多言語パンフレッ
ト（英）を作成し、文化庁支援事
業として、地域ナビゲーター育成
事業を実施した。

文化観光推進法に基づく国の補
助金等を活用することにより、博
物館などの文化観光拠点施設の機
能強化や観光施設等との連携によ
る周遊を図った。

今後、アフターコロナの進展等
により人の往来の回復も期待され
ることから、県内の2つの世界遺産
をはじめ、日本遺産、長崎ゆかり
の偉人、食文化や長崎学など長崎
特有の歴史・文化と観光を融合さ
せ、本県への誘客までを見据えた
情報発信や誘客促進等の取組を、
関係地域とも連携を深めながら積
極的に進めていく。

また、文化観光ウェブサイトの
多言語化を図ることにより、イン
バウンド誘致を見据えた海外向け
の情報発信についても強化してい
く。

引き続き博物館等の展示内容の
充実や機能強化を図るとともに、
令和5年度に実施する市町と連携し
た取組の成果や課題を整理し、他
の市町における周遊促進等の文化
観光の推進に活用することで、
様々な文化資源の更なる魅力増進
や広域的な文化観光の充実を図
る。
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宗家文書修復・保
存・整理事業費

学芸文化課 現状維持

「しまの遺跡の魅
力」探求事業費

学芸文化課 改善

水中文化遺産保存
活用推進事業費

学芸文化課 改善

　事業群③　スポーツによる地域活性化

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 4

20% 80%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

プロスポーツクラ
ブを活用した地域
活性化推進事業費

スポーツ振
興課

改善

B1昇格を果たした長崎ヴェルカ
は、今後観客増や交流人口の拡大
が期待できる（昨シーズン平均入
場者数／B1：3,466人 B2：1,335
人）。また、Ⅴ・ファーレン長崎
も、J1在籍時（2018年）のホーム
ゲーム平均観客数は、J2在籍期間
における平均観客数の倍以上（平
均観客数／ J1在籍時： 11,225人
J2在籍期間：5,358人）であったこ
とから、トップリーグへの在籍
は、当事業の目的である交流人口
の拡大等による地域活性化に大き
く寄与すると考えられる。

さらに、令和6年秋には、両クラ
ブの本拠地となる長崎スタジアム
シティが開業予定であり、県民の
応援機運の高まりも期待できるこ
とから、今後もより県民に親しま
れる強いプロスポーツクラブとし
て根付かせていくため、活躍を後
押しする支援策を検討していきた
い。

未周知の水中遺跡について、そ
の所在と内容の把握を進めるた
め、引き続き、県内水中遺跡の分
布調査を実施していく。また、令
和3年度から松浦市と共に実施した
「水中考古学体験講座」について
は、全国の考古学を専攻する大学
生や文化財を担当する自治体職員
に対し水中文化遺産に対する理解
を深めることができており、その
在り方等については、今後検討し
ていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

Ｖ・ファーレン長崎及び長崎
ヴェルカに対しては、ホームゲー
ムの観客数増を図るため、県民応
援フェアを開催するとともに、両
クラブと県内全自治体で構成する
自治体連携会議を開催し、自治体
による集客支援やクラブによる地
域貢献活動の促進を図った。

また、Ｖ・ファーレン長崎に対
しては、県立総合運動公園陸上競
技場の使用料減免（減免相当分を
指定管理者へ補助）を実施すると
ともに、ファジアーノ岡山戦、栃
木ＳＣ戦、ロアッソ熊本戦のア
ウェイゲーム3試合を訪れ、ホーム
ゲームへの誘致活動を行った。

国指定重要文化財「対馬宗家関
係資料」の保存・活用の推進のた
め、劣化の著しい資料や展示効果
が高い資料などを優先して修理を
実施した。

国特別史跡の壱岐市「原の辻遺
跡」での発掘調査に加え、対馬
市、新上五島町でも発掘調査を実
施した。調査研究に基づく成果の
情報発信として、新上五島町にお
いても巡回遺跡展・講演会を開催
した。また、離島地域の高校生に
対する授業支援を行った。

水中文化遺産の保存･活用に資す
ることを目的として、県内水中遺
跡の分布調査を実施した。また、
水中文化遺産保護の担い手育成を
目指し、水中考古学の体験講座を
実施した。

令和２年度から令和６年度まで
の第２期修理計画では、従来の日
記類に加え、展示効果の高い資料
や学術上注目される資料を修理対
象として選定し、引き続き修復事
業を実施していく。

また、令和４年４月開館の対馬
博物館において、第１期修理（平
成２７年度～令和元年度実施）や
維持管理行為の内容・成果などを
公開するなど、引き続き対馬市と
も連携を図りながら文化財の保
存・公開・活用等を推進してい
く。

国特別史跡「原の辻遺跡」に加
え、対馬・五島地域における調査
研究を継続し、その成果を情報発
信することにより、埋蔵文化財に
対する意識の醸成を図っていく。

併せて、関連地域の県立学校と
の連携を図るため、調査研究の成
果を還元し、県立学校の学びの機
会と、学びの成果を発信する場の
構築を図る取り組みを継続しつ
つ、今後効果的な学校教育との連
携方法について検討していく。
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スポーツによる賑
わいづくり推進事
業費

スポーツ振
興課

改善

サイクルツーリズ
ム推進事業費

スポーツ振
興課

改善

障害者スポーツ振
興費

障害福祉課 改善

日本スポーツマス
ターズ２０２４開
催準備事業費

スポーツ振
興課

拡充

県サイクルツーリズム推進協議
会島原半島地域部会に参加したほ
か、島原半島3市が島原半島観光連
盟を事業主体として進めているサ
イクリストの受入環境整備に関し
て検討会議や先進地視察に参加す
るなどの支援を行った。また、大
村湾南部地域を今後推進していく
ために必要な推進主体の構築や関
係者の機運醸成をするため、同地
域で想定するルートの半分を試走
し、意見交換を行った。

九州各県とは連携した取組とし
て、九州・山口全域のサイクル
ルートマップの整備を進めている
が、令和4年度はこれまでの日本語
版に加え、英語版、中国語（繁体
字版）を作成した。

長崎県障害者スポーツ大会の開
催や、全国障害者スポーツ大会へ
の本県選手団派遣、長崎県障害者
スポーツ協会運営費の一部補助を
行い、県内の障害者スポーツの普
及・振興を図った。

令和6年度の大会開催に向け、県
内競技団体や自治体のほか、医
療・経済・観光・物産などで組織
する「日本スポーツマスターズ
2024長崎大会実行委員会」を設立
し、関連団体の役割分担や事業計
画等を共有・審議する企画運営会
議を開催するなど、大会を成功さ
せるため準備に取り組んでいく。

また、本大会に対する県民の機
運醸成や県内外の方々の関心の向
上を図るため、本大会に係るキッ
クオフイベントや情報発信などを
実施する。

国際大会等大規模な大会の誘致
については、知事トップセールス
も交えながら、誘致成功の可能性
を最大限高められるよう取り組
む。

新しく設置予定のワーキンググ
ループ等において、合宿・大会の
受け入れに向けて市町や競技団体
等の役割分担を整理するととも
に、必要に応じて対象となる競技
施設の再整備等についても検討を
行う。

特に大規模な合宿・大会につい
ては効果検証を行ったうえで、連
絡会議等において地元市町等との
共有、意見交換を実施する。ま
た、実施実績については県内外へ
積極的にPRを行うなどして、地域
のブランド力強化を図り、新たな
合宿・大会の誘致に繋げていく。

島原半島地域の受入環境整備の
大方の完了に向けて取り組むとと
もに、国内外からのサイクリスト
の誘客に向けて、 PR・プロモー
ションの準備に関係者と連携して
取り組む。

大村湾南部地域は推進組織を立
ち上げた後、関係自治体と連携
し、サイクリスト受入環境整備の
計画策定や地域の機運醸成につい
て協議を行い、予算の獲得等への
支援・助言を実施する。

九州・山口サイクルツーリズム
については開催された「ツール・
ド・九州」の経済効果などを分析
し、今後の開催の可否判断を行
う。

事業の一層の効果促進を図るた
め、現在行っていない県ツイッ
ターや、スポーツ庁 HP「ここス
ポ」の活用を行うことで、広報媒
体の拡大を図り、広く周知してい
くとともに、令和4年度からの新た
な試みである健常者と障害者のス
ポーツ教室を令和6年度も継続す
る。「パリパラリンピック2024」
への参加について、県内障害者
トップアスリートの強化対策の支
援を積極的に行う。

本大会に対する県民の機運醸
成、県民や来県者に対する効果的
なおもてなし及び本大会を活用し
た長崎県のPRに繋がるよう、本大
会に係る広報やイベント等を実施
するとともに、競技開催市町が行
うおもてなし関連事業や競技団体
が行う競技運営に対する支援を実
施することにより、大会成功に向
けた取組を推進する。

スポーツ大会・合宿について
は、一定の制限がある中での活動
となったものの、初めて本県を訪
れるチームの合宿を実現するな
ど、コロナ禍において続けてきた
オンラインを活用した誘致活動等
の成果も見られた。

また、スケートボード等のアー
バンスポーツ※について、主に県
内在住の子ども達を対象とした体
験会や、施設整備に関する研究会
を開催したほか、本明川ボート練
習場において、スポーツを通じて
地域資源に親しむ機会を創出する
ことを目的とした「スポーツフェ
スタ」を開催し、東京大学・京都
大学による対抗戦「双青戦」を県
内に初めて誘致した。
※都市の公園や路地等での開催が
可能なスポーツ
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　事業群④　競技スポーツの推進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 3

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

競技力向上特別対
策費

体育保健課 改善

アスリート雇用支
援事業費

体育保健課 改善

競技力向上特別対
策重点強化事業費

体育保健課 改善

施策６　国際交流と平和発信の推進

　事業群①　国際交流の推進

　評価対象事業件数　11 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

7 1 2 1

64% 9% 18% 9%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

東アジア相互交流
推進事業費

国際課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

海外における県内の認知度向上
を図るため、友好都市と連携し、
韓国の日韓交流おまつりやベトナ
ムのホイアン日本祭り等で長崎県
ブースを出展しPRを実施した。

県内留学生と大学生を対象にし
た青少年交流事業では、フィール
ドワークやグループ討議を通じ
て、長崎県と中国・韓国との交流
について理解を深め、相互理解に
寄与した。

友好交流関係にある国・地域と
のこれまでの取組で得た人的ネッ
トワークを活用しながら、引き続
き本県ならではの諸外国との交流
の歴史等の魅力を情報発信すると
ともに、青少年交流事業などの交
流拡大に向けた取組を推進してい
く。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

国体強化事業、世界の舞台へ羽
ばたく選手の育成事業、指導者育
成事業、ジュニアスポーツ推進事
業などにより、競技団体一貫指導
体制の充実を図り、選手の発掘・
育成・強化など更なる競技力の向
上に取り組んだ。

優秀成年選手の確保と県内定着
を図るため、本県で就職を希望す
るアスリートと企業の就職マッチ
ング支援の経費を助成した。

パリオリンピックを見据え県内
から多くの日本代表選手を輩出す
ることを目的に、県内在住の各カ
テゴリー日本代表選手を特別強化
選手及び強化選手に指定し、強化
事業費の助成を行った。

また、マリンスポーツの振興や
更なる競技力向上を図るためカ
ヌー艇、自転車競技機材の整備を
行った。

国体での競技別獲得点数等の分
析と全競技団体のヒアリングにお
ける強化方針や課題等を踏まえ、
競技特性に応じた強化事業の推進
を図り、中・長期的な視点により
一貫指導体制の充実を目指してい
く。

少子化が進む中においても、持
続可能な競技スポーツの普及・発
展のために、「スポーツのチカラ
で新しい長崎を創る」をテーマと
し、地域連携による高校スポーツ
部活動のさらなる強化や大学生が
卒業後に県内社会人アスリートと
して競技を継続できるサポート体
制など、県内スポーツ界の好循環
を図る。

より多くの優秀な成年選手を県
内定着・確保のため、県内社会人
クラブとも連携しつつ、本県での
就職を希望するアスリートと企業
の就職マッチング支援を活性化さ
せ、国民体育大会における成年種
別の獲得得点の向上を図る。

今後も強化指定選手を増やし、
オリンピックや世界選手権等で活
躍する日本代表選手の輩出を目指
す。計画的に競技用備品を整備
し、競技力の向上を図る。
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国際交流関係連絡
調整費

国際課 改善

周 年 記 念 事 業 費
（ベトナム）

国際課 終了

長崎発東アジアの
環境技術発信事業

県民生活環
境課

改善

日中・日韓水産関
係交流促進事業

漁政課 改善

ブラジル長崎県人
会創立６０周年記
念事業

国際課 終了

国際交流協会助成
事業費

国際課 改善

海外技術研修員受
入事業費

国際課 改善

中国福建省、韓国4市道の環境部
局担当者とそれぞれ環境政策・研
究事例等について情報共有や意見
交換を行った。

韓国1市3道（釜山広域市、慶尚
南道、全羅南道、済州特別自治
道）との水産技術者、行政担当者
並びに民間を含めた水産関係者に
よる資源管理等に関する交流事
業、魚類の種苗放流、ならびに漁
業者交流を実施した。

また、中国浙江省とは、備忘録
の交換を実施するとともに、令和5
年度の交流事業に向け協議を始め
た。また、福建省とは次回開催に
向けた備忘録の交換を行った。

創立60周年を迎えるブラジル長
崎県人会の記念式典の開催及び本
県のPR等を行うことで、県人会員
と本県との繋がりを強化し、若手
会員の加入促進や県人会活動の活
性化を目指す。また、県人会の将
来を担う若手会員を本県へ招へい
し、県民との交流や県内視察を
行ってもらうことで、ブラジル国
内ひいては南米各国へ向けて日本
や長崎の魅力発信及び平和意識の
強化に繋げることを目的とする。

（公財）長崎県国際交流協会が
実施する地域の国際化に向けた関
係事業（国際理解講座、外国人支
援事業など）について、その一部
経費を助成した。

将来、派遣元国の経済開発と繁
栄に貢献しうる人材を養成すると
ともに、県民との交流を通じて相
互理解、友好親善の促進を図るこ
とを目的として、海外からの研修
生を本県で受け入れているが、令
和4年度は、新型コロナウイルスの
影響により、研修員の受入ができ
なかった。

長崎県日中親善協議会が実施す
る日中友好交流事業に対し支援を
行った。

福建省、上海市、湖北省、釜山
広域市をはじめ、中国・韓国両国
との友好交流促進のため各種連絡
調整を行った。

日越外交関係樹立50周年を記念
して、訪問団の派遣・受入及び記
念祝賀会を開催し、今後の本県と
ベトナムにおける人脈等の関係強
化並びに経済、文化、観光等の交
流促進を図る。

引き続き、福建省、上海市、湖
北省、釜山広域市をはじめ、中
国・韓国両国との友好交流促進の
ため各種連絡調整を行うととも
に、長崎県日中親善協議会が実施
する日中友好交流事業、中国外交
部等職員の長崎県立大学への受入
事業等に対し効果的な事業の実施
ができるよう時期や内容等につい
て関係者と調整し、工夫しながら
取り組んでいく。

―

新型コロナウイルス感染症の影
響により協議会をオンラインで実
施していたが、より効果的な交流
となるよう事業内容を見直すとと
もに、対面での協議会を再開し、
環境技術に関する相互理解が更に
進むよう、継続して取り組んでい
く。

本県と水産資源を共有している
中国、韓国と良好な関係を維持し
ていくことは非常に重要であるた
め、コロナ禍の経験を生かし、対
面が難しい場合はオンラインを活
用した事業の推進を図っていく。

―

国際交流協会が実施する県民の
国際理解促進のための取組や、在
留外国人への支援などの各種事業
が効率的に実施され、在留外国人
と共生する魅力ある地域づくりが
促進されるよう、意見交換等を通
して、事業内容の改善を図ってい
く。

新型コロナウイルス終息後を見
据え、受入企業のニーズに応じた
研修参加者への研修を行うこと
で、引き続き南米等の派遣国と本
県の友好親善・経済交流の促進を
図るとともに、派遣国の発展に寄
与する人材の育成に貢献する。
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語学指導等外国青
年招致事業費

国際課 改善

地元で頑張る国際
人材育成・活用プ
ロジェクト推進事
業費

国際課 廃止

　事業群②　核兵器や戦争のない平和な世界の実現に向けた情報発信

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

長崎県平和発信事
業費

国際課 改善

ヒバクシャ医療国
際協力事業

原爆被爆者
援護課

改善

次代を担う国際人材の育成のた
め、今後は、外国公館等の関係機
関と連携し、若者の国際意識を高
める取組を推進していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

戦争を知らない若い世代や留学
生等が、平和の尊さや原爆の悲惨
さ、非人道性、核兵器廃絶の必要
性等の理解を深めること等を目的
として、被爆体験講話や長崎平和
大学等を実施した。

また、県・長崎市・長崎大学で
構成する核兵器廃絶長崎連絡協議
会の活動として、専門家等による
市民講座や特別セミナーの開催及
びユース代表団による各種平和活
動への支援を行ったほか、核廃絶
に対する被爆地長崎の思いを世界
に向け発信するため、NPT再検討会
議に参加し、広島県と共催でサイ
ドイベントを実施した。

チェルノブイリ関連諸国・カザ
フスタン医師受入や専門家派遣に
ついては、新型コロナウイルス感
染症やロシアによるウクライナへ
の軍事侵攻の影響により実施でき
なかったため、代替事業として、
オンデマンドによるe-ラーニング
研修事業を実施した。

また、国際社会におけるヒバク
シャ医療への貢献者を広く顕彰す
ることにより、継承者を育成し、
将来に向けた原爆関連医療の遺産
を継承することを目的に永井隆平
和記念・長崎賞を実施した。

そ の 他 、 ホ ー ム ペ ー ジ を リ
ニューアルし、普及啓発活動の充
実を図った。

核兵器廃絶の実現に向けて、今
後さらに効果的な平和の発信が行
えるよう、関係団体と連携・協力
しながら、実効性のある手法につ
いて引き続き検討を進める。

また、被爆者の高齢化により、
次代を担う若い世代を対象とした
平和教育の重要性が年々高まって
いるため、被爆地の平和発信を担
う人材育成を推進する。

長崎・ヒバクシャ医療国際協力
会の発足目的である「被爆者治療
の実績を国外の被爆者医療に活用
すること」のための事業（海外か
らの研修受入事業）は、今後も受
入を継続していくが、実施にあ
たっては、社会情勢等の変化に対
応した方法で行っていく。

「おもてなし」に特化した、実
践的な英会話の基礎スキルの向上
を目的とした「おもてなし英会話
力向上応援講座」をオンラインで
開催した。

語学指導や翻訳・通訳等を行う
外国青年を招致し、国際理解講座
や語学指導をとおして地域におけ
る国際化の推進を図った。

学校現場や地域の国際化に果た
す外国青年の役割が増えているこ
とから、今後も外国青年のスムー
ズな招致を行うため、市町へのサ
ポート・研修に取り組みさらなる
外国青年の活躍と地域の国際化を
実現する。
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戦略３－３　安全安心で快適な地域を創る
　評価対象事業件数　117 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5 42 1 1 68

4% 36% 1% 1% 58%

施策１　犯罪や交通事故のない安全・安心なまちづくりの推進

　事業群①　安全・安心を実感できる社会づくりの推進

　事業群④　組織犯罪対策の推進

　事業群⑤　サイバー空間の安全確保に向けた対策の推進

　評価対象事業件数　9 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地域安全活動推進
事業

生活安全企
画課

改善

少年非行防止対策
事業

人身安全・
少年課

改善

防犯まちづくり推
進事業費

交通・地域
安全課

改善

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

防犯講習会、防犯キャンペーン
等の実施により自主防犯意識高揚
及び地域に根付いて事業活動を展
開している事業所に対して、社会
貢献活動の一環として防犯活動の
取組への協力を仰ぎ、自主防犯活
動の活性化を図った。また、街頭
防犯カメラの運用、コールセン
ター事業によるニセ電話詐欺を始
めとした各種犯罪に対する県民の
抵抗力の強化、防犯意識の高揚を
図った。

非行少年を生まない社会づくり
のため、少年サポートセンターの
少年補導職員と県下12名配置の警
察官ＯＢからなるスクールサポー
ターが連携して、各学校と児童・
生徒に係る個別の問題に関して情
報を共有し、解決に向けた助言・
指導を行った。

また、少年補導職員を中心に児
童・生徒に対する非行防止教室、
非行に走るおそれ等の問題を抱え
た少年に対する面接、学習支援、
農業体験等の継続的な支援を推進
した。

ＳＮＳなどの幅広い広報媒体を
利用した安全・安心に関する情報
発信を行っていくとともに、従来
の対面型活動についても実施して
いく。また、地域の防犯ボラン
ティア団体構成員の高齢化に関す
る問題について、事業所への働き
かけのほか、「ながら防犯」への
参加を呼びかけるなど若い世代が
参加しやすい活動を広げていくこ
とで、県民の犯罪に対する抵抗力
の強化、防犯意識の高揚及び自主
防犯活動の活性化を図り、犯罪の
起きにくい社会づくりを推進す
る。

参加者の講話の理解度や効果を
検証し、その結果を踏まえて講話
方法等の見直しを行い、薬物やイ
ンターネットの有害性・危険性が
強く印象に残るような効果的な非
行防止教室等の開催に努める。

HP、広報紙等の各種媒体を通じ
て、宣言団体に対する活動の活性
化を図るとともに、年間を通じて
自治会、ボランティア団体、事業
所等にまちづくり宣言の周知に努
める。また、関係機関と連携して
防犯研修会を開催し、意識高揚を
図る。

犯罪のない日本一安全・安心な
長崎県を目指して、県民（自治
会・老人会等）に子供の見守り・
パトロール・環境美化、ながら見
守り等の自主防犯活動に取り組ん
でもらう「長崎県犯罪のない安
全・安心まちづくり宣言」への参
加を呼び掛け、地域での連帯感の
醸成や自主防犯活動の活性化を
図った。

また、宣言団体等に対して防犯
グッズの提供や防犯情報・活動好
事例に係る情報発信を行うととも
に、防犯研修会を開催した。
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犯罪被害者等支援
推進事業

交通・地域
安全課

改善

暴力団総合対策の
推進事業

組織犯罪対
策課

改善

来日外国人犯罪対
策の推進事業

組織犯罪対
策課

改善

薬物・銃器対策推
進事業

組織犯罪対
策課

改善

薬物乱用対策費 薬務行政室 改善

薬物乱用による危害を広く県民
に周知するため、学校における薬
物乱用防止教室をはじめ各種広報
啓発活動を行った。

国において令和５年度から７年
度の３年間を性犯罪・性暴力対策
の強化期間と設定していることか
ら、国の方針に基づき性暴力被害
者支援のワンストップ支援セン
ターを中心とした被害者支援の充
実を図る。

暴力団の勢力数を減少させるた
めに、これまでの検挙活動と暴力
団排除活動に加え、暴力団と結託
するなどして活動している共生
者、集団等についても把握して取
締りを推進していく。暴力団排除
と離脱支援の重要性について、各
種研修会やキャンペーン活動等あ
らゆる機会を通じて広報啓発を行
い、県民の機運を高め官民一体と
なった施策を推進していく。

今後、外国人の受入拡大に伴
い、県内の来日外国人も増加する
ことが予想されることから、警察
組織全体の外国人対応能力の向上
を図るための各種研修会の実施、
部内・民間通訳要員の確保に向け
た取組を積極的に推進する。ま
た、関係機関・団体等と連携し、
在留外国人との共生に向け、犯罪
被害の防止、交通事故防止、日本
国における法律遵守等、日本で生
活する上での不安感等の除去や共
存意識の醸成等が図られるような
取組を推進していく。

違法薬物・銃器を排斥しようと
する県民の意識を醸成し、若年層
への大麻事犯の浸透を阻止すると
ともに、警察捜査への県民の協力
を確保するための広報啓発活動を
推進していく。また、薬物乱用者
を対象として再び乱用することを
防止するための活動を推進する。

大麻等による薬物事犯は後を絶
たないため、関係機関と連携し、
より早い段階から薬物に対する正
しい知識の普及を図り、薬物乱用
をしない固い意志を身につけさせ
るため、薬物乱用防止教室をはじ
めとする若年層を中心とした啓発
活動を継続して実施し、薬物事犯
の未然防止に努める。

関係機関と連携・協力して犯罪
被害者等支援を推進するため、庁
内関係課との会議において情報共
有を図るとともに、市町に対する
演習形式の研修会を実施した。

また、各種機会を捉えて犯罪被
害者等支援の相談窓口について広
報活動を行うとともに、犯罪被害
者等支援団体・県警と連携し、犯
罪被害者等支援講演会を開催して
犯罪被害者等が置かれている状況
等を広く周知した。

長崎県暴力団離脱者社会復帰対
策連絡会総会を開催し、暴力団の
社会復帰対策の推進に向け、関係
機関と情報共有を行い、連携・協
力体制を構築した。また、暴追セ
ンター等と連携し、暴力団離脱者
の受入れに賛同する企業の拡大を
図り、就労に向けての対策に取り
組んだほか、暴力団員の検挙に向
けた捜査員に対する研修や訓練等
により捜査能力の向上を図った。

来日外国人の犯罪被害防止等を
目的として、外国人労働者（技能
実習生等）や留学生を対象とした
講習会及び受入企業・教育機関に
対する広報啓発活動を行ったほ
か、民間通訳人を確保するため、
同講習会等を通じての働きかけや
関係機関及び既登録の民間通訳人
に対して民間通訳人の紹介を働き
かけた。

また、来日外国人犯罪の捜査能
力向上を目的とした教育や語学研
修会を実施した。

コロナ感染対策を実施しなが
ら、関係機関と連携したキャン
ペーンを実施し、県民に対してパ
ンフレット等を配付するなど、違
法薬物の乱用防止、銃器根絶等に
対する理解と協力を求める広報啓
発活動を推進した。

取締りについては、潜在化する
薬物・銃器事犯に対し、県民から
の薬物情報の提供を受けての取締
りや県民の捜査への積極的な協
力、追跡捜査等による薬物入手
ルートの解明等、県民と一体と
なった取締りを推進したほか、部
内教養を徹底し捜査員の能力向上
を図った。
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サイバー犯罪対策
推進事業

サイバー犯
罪対策課

改善

　事業群②　交通安全対策の推進

　評価対象事業件数　10 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4 6

40% 60%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

交通安全教育推進
事業

交通企画課 改善

交通安全対策推進
費

交通・地域
安全課

現状維持

今後も高齢者の免許保有人口は
増加し、交通社会の高齢化が進行
すると予想されることから、高齢
者による交通事故発生の要因の検
証を行い、実践的で安全意識の高
揚が期待できる安全教育、広報啓
発活動を継続して実施するととも
に、関係機関・団体の協力を得な
がら、ライフステージに合わせた
段階的、体系的な交通安全教育を
実施して、県民の交通安全意識の
醸成を図る活動を推進する。

令和３年度から令和７年度の交
通安全に関する総合的な指針とな
る「第１１次長崎県交通安全計
画」に基づき、令和５年度の長崎
県交通安全実施計画を策定し、市
町、警察、関係機関・団体等と緊
密に連携しながら、陸上交通の総
合的な交通安全対策を推進する。
また、県内の小学校・中学校・高
等学校等の児童・生徒から、交通
安全図画を募集して交通安全意識
の啓発を図る。

交通安全対策基本法で交通安全
実施計画の策定が義務付けられて
おり、長崎県の交通安全対策を推
進していく上で必要な事業であ
り、県内の交通情勢を踏まえ、効
果的な交通安全対策を強力に推進
する必要があるため、本事業を継
続していく。

道路交通法の規定に基づき、安
全運転管理者等5,451人に対して法
定講習をオンラインで実施したほ
か、地域交通安全活動推進委員235
人が交通安全活動等を通じて、県
民の交通安全意識の高揚を図っ
た。

このほか、関係機関・団体と連
携して、交通事故発生状況の分析
結果に応じて歩行者及び運転者に
対する参加・体験・実践型を始め
とした交通安全教育に取り組むと
ともに、各種メディア媒体やＳＮ
Ｓを活用した広報啓発活動を実施
した。コロナ禍の情勢に配意しつ
つ、実地とオンラインによる安全
教育を使い分け、効果的な交通安
全教育を意識した活動を実践し
た。

交通安全対策基本法等に基づい
て交通安全対策会議幹事会を開催
し、「令和４年度長崎県交通安全
実施計画」を策定し、総合的な交
通安全対策を推進した。

また、県内の小学校、中学校、
高等学校等の児童・生徒から交通
安全図画を募集し、県民の交通安
全意識の高揚を図った。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

サイバー空間の脅威情勢を分析
して被害の未然防止に資するセ
キュリティ対策について情報発信
したほか、産学官の機関・団体と
連携したサイバーセキュリティボ
ランティア団体に対する講習や防
犯講習会におけるサイバーセキュ
リティを啓発する広報活動等を推
進した。

また、サイバー空間の脅威を取
り除くため、全国の都道府県警察
と連携し、捜査用資機材を活用し
たサイバー犯罪捜査を推進した。

サイバーセキュリティ普及啓発
に取り組む機関などを県のサイ
バーセキュリティに関する産学官
連携体制である「長崎県サイバー
セキュリティに関する相互協力協
定」に加え、効果的な施策を展開
していく。
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高齢者交通事故防
止対策事業費

交通・地域
安全課

改善

交通秩序の維持事
業

交通指導課 改善

交通安全施設整備
事業

交通規制課 改善

運転免許行政の推
進

運転免許管
理課

現状維持

令和３年中の交通事故発生状況
を分析した結果、交差点及び交差
点付近における交通事故が全事故
の半数以上を占めたことから、横
断歩行者妨害や信号無視などの交
差点関連違反の交通指導取締りを
重点的に実施した。

また、飲酒運転や無免許運転が
原因による交通事故も増加したこ
とから、それらの悪質危険性の高
い違反についての取締りも実施し
た。

主に交通管制センターが信号機
を管理する地域において、信号機
の新設・更新を行った。

また、バリアフリーに対応した
音響式信号機、エスコートゾーン
及び横断歩道の新設・更新を行う
など、交通安全施設の整備を推進
し、交通事故の抑止を図った。

運転免許保有者や新規取得者に
対して、年齢、運転経験、違反歴
などそれぞれの立場に応じた効果
的な講習を実施し、悪質・危険な
運転者には早期に運転免許取消し
などの行政処分を実施した。

また、令和４年５月13日から施
行された改正道路交通法のうち、
高齢運転者に係る運転技能検査等
については主な実施主体である自
動車教習所職員への事前講習を
行ったことから、高齢運転者に対
する効果的な講習を行うことがで
きた。

事故発生件数は年々減少してい
るところであるが、令和４年中の
交通事故死者に占める高齢者の割
合は70パーセントと３年連続で７
割を超えており、高齢者に係る事
故防止対策は県の喫緊の課題であ
る。令和５年度も前年度に引き続
き、高齢者を交通事故の加害者・
被害者にしないための対策とし
て、県、警察、市町の連携による
シミュレータ機材を活用した高齢
者対象の参加体験型講習会を中心
とした事業を実施中である。

令和６年度においても、効果・
効率を検討しながら、実施回数、
参加人数、内容、実施対象の確保
方法等の見直しを行い、効果的な
参加体験型講習会を実施する。

交通事故発生状況の分析結果に
基づく効果的な交通指導取締りを
推進するとともに、引き続き、交
差点関連違反及び悪質危険性の高
い飲酒・無免許運転違反の取締り
に重点を置くこととする。

特に飲酒運転は、コロナ禍の収
束により、その増加が懸念される
ことから、違反場所・時間帯等の
分析結果に基づく効果的な検挙活
動と繁華街警戒や検問等による未
然防止活動により抑止を図る。

今後も少子高齢化、過疎化等が
更に進行することが予想されてお
り、これに伴って交通実態の変化
も加速していくものと考えられる
ことから、既設の信号機等の交通
安全施設のうち、有効性や必要性
が乏しくなっているものについて
は確実に廃止を推進しつつ、新規
道路建設や交通量増加等に対応す
るための交通安全施設整備を推進
する。

一方で、ここ数年、交通事故が
大幅に減少する中で、更に交通事
故を減少させるためには、高齢
者、障害者等交通弱者の安全対策
が必要となることから、引き続き
バリアフリー対応型の交通安全施
設の整備を推進する。

交通事故（特に高齢者が第１当
事者となる交通事故）を減少させ
るため、運転免許更新時等におけ
る各種講習や安全運転相談を引き
続き推進する必要があることから
本事業を継続していく。

新型コロナウイルス感染症拡大
のため、目標としていた県内全市
町での開催はできなかったもの
の、21市町のうち14市町で高齢者
を交通事故の被害者及び加害者に
しない対策として県、県警、市町
が連携してシミュレータ一機材を
活用した高齢者対象の参加型講習
会を開催し、安全意識の高揚を図
るほか、同講習会を利用して先進
安全技術の普及啓発を図るなど、
高齢者を中心とした交通安全教
育・啓発を実施した。
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　事業群③　交通安全確保に向けた通学路等の整備

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

交通安全施設整備
事業

道路維持課 現状維持

施策２　食品の安全・安心の確保と消費生活の安定・向上

　事業群①　食品の高い安全性の確保

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

県内食品の安全性
確保事業

生活衛生課 現状維持

食肉衛生検査所運
営事業

生活衛生課 現状維持

事業内容 見直しの方向

安全な食品の流通等を確保し、
食品による健康被害の発生を防止
するために、食品衛生法に基づ
き、県内食品取扱施設の監視指導
を行うとともに、流通食品の検査
を実施し、基準に適合しない食品
を流通から排除することで食中毒
発生防止に寄与した。

食肉衛生検査所の職員が、と畜
場 に 出 向 き 、 食 肉 と な る 獣 畜
（牛、馬、豚、めん羊、山羊）の
全頭について、一頭毎にと畜検査
を行い、必要に応じて精密検査を
実施して、食用の可否を判定。食
用にできない獣畜の全部廃棄等の
行政処分を行った。

本事業は、「食品衛生法」に基
づき、食品の製造・調理・加工及
び販売の各段階における安全確保
を担っており、食品の安全確保の
ため、食品製造施設、飲食店等の
監視・指導並びに流通している食
品等の検査を実施することで、基
準に適合しない食品を流通から排
除し、食中毒の発生を防止するも
のである。

令和６年度も前年度の事業実施
状況、食中毒の発生状況等を踏ま
えて監視指導計画を策定し、事業
を実施する。

「と畜場法」に基づき県が実施
しなければならない事業である。
食用に供する獣畜（牛、馬、豚、
めん羊、山羊）は一頭ごとに全て
県職員である獣医師のと畜検査を
行なわなければ食用にできない。
本事業は、食肉の安全性を確保す
るためには必要不可欠であること
から、引き続き事業を継続する。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

国道・県道の81箇所で小規模な
歩道、防護柵、区画線等の整備を
行った。

安全な通学路の確保のため、小
規模な歩道、防護柵、区画線等の
整備を進める必要がある。また、
用地取得が困難な箇所について
は、防護柵やポストコーン設置等
による簡易的な整備を行うこと
で、進捗を図る。

令和６年度の方向性
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　事業群②　食品の安全性に関する理解促進

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50% 50%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

食品安全・安心推
進事業費

食品安全・
消費生活課

改善

食品の安全・安心
対策強化事業費

食品安全・
消費生活課

現状維持

　事業群③　消費生活苦情相談の実施

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

消費生活苦情相談
推進費

食品安全・
消費生活課

改善

消費者行政活性化
事業費

食品安全・
消費生活課

改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

消費生活トラブルに関する県民
からの苦情相談に対して、助言、
斡旋、情報提供などを行い、消費
者の利益の擁護と被害の救済、未
然防止を図るとともに、消費者の
消費生活に関する知識の普及に努
めた。

市町へ補助金を交付することに
より、市町の消費生活センターや
消費者相談窓口の維持・拡充、相
談員の育成を支援した。また、相
談員の研修、市町支援相談員によ
る指導を実施し、市町の消費者行
政の強化を図った。

社 会 経 済 情 勢 の 動 向 に よ り
日々、複雑・多様化、悪質・巧妙
化している消費者トラブルを適切
に解決するため、最先端の専門分
野の相談業務研修や他県との事例
研究など、有用な研修等への参加
などにより、県消費生活相談員の
相談対応能力の更なる向上を図る
とともに、市町相談員の斡旋対応
能力を向上させるため、引き続き
市町相談業務への助言、指導も併
せて行っていく。また、消費生活
センターへの相談を促すため、
ホームページやＳＮＳ等を活用し
て周知を図っていく。

国の地方消費者行政強化交付金
を活用した市町専門相談員のレベ
ルアップのための研修参加支援、
関係団体と連携した研修会の開
催、市町支援相談員の訪問指導の
充実による市町の相談機能の更な
る強化を図っていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

消費者、食品事業者及び行政等
の相互理解と情報共有を目的とし
て、食品の安全・安心リスクコ
ミュニケーションを開催した。

また、教育現場等での意見交換
会（情報提供等）を行うための小
中学生を対象とした食品安全教室
や、小学生の親子を対象とした食
品製造の体験教室の開催により、
食品の安全性への関心や理解を深
めた。

さらに、食品の安全性に関する
情報の更なる浸透・拡散を図るた
め、将来食品に関する指導的立場
となる大学生を対象とした食品安
全講座を開催した。

食品表示法に基づき、県内全域
の小売店舗等で販売されている生
鮮食品、加工食品の食品表示につ
いて、調査及び指導を実施した。

「県内で購入する食品に安心し
ている県民の割合」を高めるた
め、リスクコミュニケーションや
食品の安全に関する正しい知識の
普及・啓発を引き続き推進してい
くとともに、特に若い世代に対し
て、SNS等の効果的な手法を用いた
情報発信などに取り組んでいく。

消費者が食品を購入する際、安
全性を確保したり、食品の内容を
正しく理解するため、食品関連事
業者が食品表示基準に基づいた適
切な表示を行うことができるよ
う、食品関連事業者への適切な表
示指導や食品表示基準改正等の速
やかな情報提供など、引き続き食
品表示の適正化を図っていく。
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　事業群④　高齢者等の消費者トラブルの未然防止・拡大防止

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

消費者行政活性化
事業費（行政と警
察のコラボによる
消費者被害防止事
業分）

食品安全・
消費生活課

改善

規格表示危害防止
等適正化推進事業
費

食品安全・
消費生活課

現状維持

貸金業対策指導費
食品安全・
消費生活課

現状維持

　事業群⑤　消費者教育の推進

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2

33% 67%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

消費者教育・啓発
事業費

食品安全・
消費生活課

現状維持

消費者行政活性化
事業費（学校での
消費者教育強化事
業分）

食品安全・
消費生活課

現状維持

金融広報生活設計
推進費

食品安全・
消費生活課

縮小

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

若年者や高齢者向けの消費者講
座や研修会等の講師として啓発活
動・消費者教育を行うなど、消費
者の自立支援に努めた。

学校での実践的な消費者教育を
実施するため、国の基本方針に基
づき、県立高校及び中学校での消
費者授業や消費者教育教材の活用
等に取り組んだ。

長崎県金融広報委員会の一員と
して、金融機関、市町・関係団体
等と連携し、自立・自助を目指し
た合理的な生活設計の勧めや子ど
もたちに健全な金銭感覚や賢い消
費者としての基礎能力を身につけ
させる金融教育の普及に努めた。

関係機関・団体と連携しなが
ら、消費者講座や各種啓発活動を
継続して実施する。

市町が実施する消費者教育につ
いて、引き続き支援する。

金融広報中央委員会の後継とな
る金融経済教育推進機構（仮称）
の設立の動向を注視し、県消費生
活センターとしての今後の金融経
済教育の方向性について検討して
いく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

警察の協力による戸別訪問の際
の啓発チラシ配付やハガキでの直
接的な注意喚起を実施するととも
に、啓発講座や街頭キャンペーン
の共同開催による効果的な啓発を
行うことにより、悪質商法やニセ
電話詐欺による被害防止を図っ
た。

不当な表示による消費者被害を
防止し、消費者の適正な商品選択
の確保を図るため、立入検査等を
実施し、適正な指導等を実施し
た。

県登録貸金業者に対する立入検
査を実施し、適正な指導を実施し
た。

二次被害の可能性が高い高齢者
への直接注意喚起を促すハガキに
よる啓発活動は、消費者トラブル
に関する情報弱者対策として現在
のところ最も効果的なものの一つ
であり、高齢者の消費者被害の未
然防止のため継続して実施すると
ともに、さらに警察、関係機関・
団体と連携した啓発活動の取組を
強化する。

県内全域にわたり製品の安全性
に関する表示の有無を確認すると
ともに、法の目的について事業者
説明を行う。

今後とも製品表示の適正化や消
費者被害の未然防止・拡大防止の
ために、必要な事業者指導を行っ
ていく。

貸金業法では貸金業者に金利の
適正化、返済能力の調査、貸金業
務取扱主任者の配置など、法の厳
格な遵守を求めている。

貸金業者の適正な業務執行によ
り消費者の保護を図るため、引き
続き、当事業を通して立入検査、
指導を適切に行う。
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施策３　災害に強く、命を守る強靱な地域づくり

　事業群①　総合的な防災、危機管理体制の構築

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 2

75% 25%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

総合防災情報ネッ
トワークシステム
事業

基地対策・
国民保護課

改善

雲仙岳噴火災害対
策事業

防災企画課 改善

防災ヘリコプター
運航事業

防災企画課 改善

防 災 行 政 無 線 整
備・維持管理事業

基地対策・
国民保護課

改善

自主防災組織結成
推進事業費

防災企画課 改善

河川砂防情報シス
テム維持管理費

河川課 現状維持

県民の生命財産を守るために防
災情報の提供は必要である。今後
も引き続き住民へ適切に提供する
ことで、災害での死者数０を目指
す。

県庁、振興局等、無線中継所に
設置する無線設備や電源設備、鉄
塔等の定期保守点検を実施した。

また、衛星系設備再整備につい
て、工事に着手した。

自主防災組織の結成促進につい
て各種会議を利用した市町担当者
への働きかけを実施。また、地域
の防災の担い手となる人材を育成
する防災推進員養成講座を実施し
た。

河川水位・雨量・土砂災害危険
度情報等を県民や報道機関等に提
供するシステムの維持管理を行っ
た。

防災情報システムの円滑な運用
に向け、毎年度の操作研修、維持
管理を着実に実施するとともに、
システムの課題があれば改修を実
施する。

災害時の新システムの運用によ
る情報収集・対策立案の迅速化や
住民へのより迅速・的確な情報提
供など、対策本部体制の更なる強
化、改善を目指していく。

火山防災協議会幹事会におい
て、関係機関と連携し、各部会で
の検討結果を踏まえて雲仙岳火山
防災計画の策定と防災訓練を実施
する。

離島から本土医療機関への搬送
要請に対応していく必要があるほ
か、他県との応援協定に基づく救
助や消火活動など、より専門的、
広域的な任務の必要性が増してい
る。また、運航時間の拡大の検討
も行っていく必要があり、防災ヘ
リに求められる役割が高まってい
く中、練度の維持、向上や体制強
化の検討を実施していく。

引き続き、衛星系設備の更新工
事を実施し、令和６年度からの次
世代システムによる運用を目指
す。工事は、市町及び消防本部
（局）に県が設置する設備も対象
になることから、工事内容やスケ
ジュールについて各機関と緊密に
調整しながら進めていく。

更新により、通信障害の頻度低
下や映像の高画質化など機能の向
上を図る。

近年の豪雨災害などを契機にし
て、防災に関する関心が非常に高
まっていることから、市町に対し
て地域防災組織の結成促進、地域
の自主防災リーダーを育成するた
めの防災士アドバイザー派遣制
度、県政出前講座などの活用を呼
びかけるとともに、県としても積
極的かつ継続的な支援を実施して
いく。

また、防災士へのフォローアッ
プにも努め、地域防災力の強化を
目指す。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

防災知識や災害時の緊急情報等
を県民や報道機関に迅速かつわか
りやすく提供するよう努めた。

防災情報システムについて、情
報収集・対策立案の迅速化、県民
へのより迅速・的確・多様な情報
提供等を目指して再整備を実施し
た。

県関係課、島原市・雲仙市・南
島原市、警察・消防・自衛隊等救
助機関、長崎森林管理署をはじめ
とする国の関係機関で構成する協
議会及び幹事会を開催し、雲仙岳
火山防災対策についての検討・協
議を行った。（協議会１回、幹事
会１回、専門部会３回）

山岳、海難事故における救助・
捜索活動や離島から本土への急患
搬送等を実施した。
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砂防情報システム
維持管理費

砂防課 現状維持

災害福祉広域支援
ネットワーク事業
費

福祉保健課 改善

県民の生命財産を守るために防
災情報の提供は必要である。今後
も引き続き住民へ適切に提供する
ことで、災害での死者数０を目指
す。

災害派遣福祉チームの役割等の
理解を深めるため、引き続き研修
会を開催する。

また、災害発生時に福祉広域支
援ネットワークを機能させるた
め、活動の在り方等を各登録団体
と調整、協定締結団体事務局会議
の開催や発災時に備えたチーム派
遣のために協議を行っていく。

河川水位・雨量・土砂災害危険
度情報等を県民や報道機関等に提
供するシステムの維持管理を行っ
た。

災害時の避難所・福祉避難所等
における福祉的支援を行う災害派
遣福祉チームについて、福祉関係
団体等の職員登録名簿を更新する
とともに、チームの中心的な役割
として活躍できる者を対象に、国
が開催するチームリーダー養成研
修（オンライン）の受講促進を
図った。

また、災害福祉支援の基礎的知
識の取得を目的に長崎県災害派遣
福祉チーム研修の開催した。
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　事業群②　各種災害の規模を想定した防災訓練、有事発生時の対応訓練の実施

　事業群③　原子力防災対策の推進、広域避難対策の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

一般防災対策事業 防災企画課 改善

特殊防災対策費
基地対策・
国民保護課

改善

国民保護対策事業
費

基地対策・
国民保護課

改善

原子力災害対策整
備事業

防災企画課 改善

県内の災害応急対策活動に従事
する関係機関との連携強化、有事
即応体制の確立を図るため、避難
所運営訓練など約４０項目の訓練
を総合防災訓練として実施した。

災害対策本部設置時の対応能力
の維持・向上を図るため、初動対
応訓練を実施した。

雲仙岳溶岩ドームの崩壊現象に
ついて、関係機関と住民がドーム
崩壊の危険性を理解するとともに
崩壊後までの様々な状況を想定し
た訓練を雲仙岳大規模土砂災害合
同防災訓練として実施した。

県内の災害応急対策活動に従事
する関係機関との連絡体制を確認
するとともに相互の連携を図るた
め、石油コンビナート等防災訓練
（情報伝達訓練）を実施した。

緊急対処事態における域外避難
を想定した図上・実動の訓練（１
１月）と弾道ミサイル初動対処を
想定した図上訓練（２月）を実施
した。

県内の災害応急対策活動に従事
する関係機関との連携を図るた
め、原子力防災訓練を実施した。
また、原子力災害に対処するため
の防災資機材の整備及び整備済み
機器の維持管理を行った。

来年度は長崎で総合防災訓練を
実施することから、訓練区の地域
特性を考慮した訓練内容となるよ
う関係機関と具体の訓練内容につ
いて検討を行い、有事即応体制の
確立を図る。

特別防災区域における住民の生
命、財産を保護するため、日頃か
ら防災関係機関間の緊密な連絡体
制を確保していくとともに、定期
的に実践的な訓練を実施すること
で有事における対応能力の向上を
図っていく必要がある。具体の訓
練内容について、過去の課題等を
踏まえ、より実践的で効果的な訓
練となるよう見直しを行ってい
く。

我が国を取り巻く安全保障環境
が厳しさを増す中、国民保護にか
かる対応能力向上の必要性が高
まっており、市町の意向も踏まえ
ながら域外避難や弾道ミサイルを
想定した訓練を計画していく。実
施にあたっては、開催地以外の市
町職員についても幅広く参加して
もらうなど、県全体としての事態
対処能力の向上を目指す。

県民の生命、身体及び財産を災
害から保護するため、防災に関し
必要な体制を確立しつつ、地域防
災計画や避難計画の不断の見直し
を行い、住民への原子力防災の更
なる知識普及に努め、原子力防災
対策の充実・強化を図る。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

145
143



　事業群④　消防団を中核とした地域防災力の充実強化

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

消防団活動充実強
化事業

消防保安室 改善

消防業務指導費 消防保安室 改善

自主防災組織結成
推進事業費

防災企画課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

市町が行う消防団員勧誘活動を
支援するため、消防団の幹部・市
町担当職員を対象に若年層・女性
向けの勧誘対策事業研修会を２回
実施した。また、令和３年度に作
成した消防団員勧誘対策ＰＲ動画
やリーフレットを商工会・商工会
議所等関係団体へ送付し活用など
を依頼するとともに、ＰＲ動画の
WEB広告（YouTube）を実施した。

消防団と自主防災組織との連携
を強化するための研修会を開催
し、地域防災力の向上を図った。

市町の消防団員の勧誘対策を支
援するため、勧誘対策強化のため
の研修会の開催や、新たに消防団
員勧誘対策ＰＲ動画（離島バー
ジョン）の作成、また、「ながさ
きの消防団」ホームページの児童
向けコンテンツの充実などに取り
組んでいく。

事業所との連携強化を図るた
め、消防団協力事業所表示制度の
周知に取り組んでいく。

県域全体と７地域で県メディカ
ルコントロール協議会を開催し、
救急業務に必要なプロトコル（手
順）の一部改定や救急活動記録票
の修正等について協議し、的確
で、円滑な救急業務の推進を図っ
た。
　（令和4年度補正事業）

県内消防体制の広域化を図るた
め、消防通信指令システムの共同
整備・共同運用の最適モデルの構
築等のための調査を実施した。

自主防災組織の結成促進につい
て各種会議を利用した市町担当者
への働きかけを実施。また、地域
の防災の担い手となる人材を育成
する防災推進員養成講座を実施し
た。

令和５年度における勧誘対策強
化のための研修の成果を踏まえた
見直しを行うとともに、令和５年
度に作成した消防団員勧誘対策Ｐ
Ｒ動画（離島バージョン）や「な
がさきの消防団」ホームページの
児童向けコンテンツの普及及び若
年層・女性への取組の更なる促進
を図っていく。

また、消防団協力事業所インセ
ンティブ構築対策の検討、表示制
度の周知に引き続き取り組んでい
く。

通信指令システムの共同化など
に関する調査結果に基づき、共同
化に向けた合意の形成、もしくは
各消防の施設の計画的な整備につ
なげていくことができるよう、消
防と協議を進める。

近年の豪雨災害などを契機にし
て、防災に関する関心が非常に高
まっていることから、市町に対し
て地域防災組織の結成促進、地域
の自主防災リーダーを育成するた
めの防災士アドバイザー派遣制
度、県政出前講座などの活用を呼
びかけるとともに、県としても積
極的かつ継続的な支援を実施して
いく。

また、防災士へのフォローアッ
プにも努め、地域防災力の強化を
目指す。
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　事業群⑤　防災・減災対策のための国土強靱化の推進①

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

67% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

自然災害防止事業
（県営・補助営）

森林整備室 改善

防災の森林づくり
事業

森林整備室 改善

　事業群⑤　防災・減災対策のための国土強靱化の推進②

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

道路災害防除事業 道路維持課 現状維持

　事業群⑤　防災・減災対策のための国土強靱化の推進③

　評価対象事業件数　12 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

12

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

河川維持修繕費 河川課 現状維持

海岸維持修繕費 港湾課 現状維持

事業内容 見直しの方向

河川管理上、支障をきたしてい
る箇所において、管理施設の修繕
や河川敷の掘削、伐木等を行っ
た。

海岸保全施設の維持補修を行っ
た。

老朽化等により洪水時に崩壊、
流出の恐れのある護岸等及び機能
が低下している河川管理施設を改
築・補強することにより、水害等
による浸水被害の軽減を図り、県
民の安全、安心に資するため、今
後とも本事業を継続する必要があ
る。

海岸施設を適切に維持管理し、
県民の生命・財産を守る安全・安
心に資するため、引き続き事業の
進捗に努めていく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

小規模な危険箇所140箇所の災害
防止対策を実施した。

小規模な危険箇所については、
降雨などによる突発的な異常箇所
が多く、予測が困難であるため、
今後も継続的に災害防止対策を実
施する。

令和６年度の方向性

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

地域防災計画に搭載されている
災害危険地、または山地災害危険
地域内で発生した山地災害を復旧
し、または災害発生を防止するた
めの治山施設整備を実施し、地域
住民の安全を確保した。

森林の持つ山地災害防止や防風
防潮機能などの公益的機能を発揮
させるため、機能が低下した保安
林のうち、国庫補助事業要件に適
合しない箇所において、災害の未
然防止のため機能回復、向上を
図った。

・保全対象の人家戸数など、国の
補助事業の採択要件を満たさない
地区において、治山施設の設置を
行うことにより、県民の人命・財
産の保全に必要な事業であるた
め、国へ採択要件の緩和等の要望
を行うとともに、当該事業により
治山施設の整備を行うことで県民
の安全・安心を確保する。

・国の補助事業の採択要件を満た
さない地区において、補植や下刈
りなどの森林整備を行うことで、
防風や防潮など保安林の公益的機
能を維持し、人家等の保全に必要
な事業であるため、国へ採択要件
の緩和等の要望を行うとともに、
当該事業により森林の公益的機能
の保全を図る。
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　事業群⑤　防災・減災対策のための国土強靱化の推進④

　評価対象事業件数　9 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 8

11% 89%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

ハザードマップ作
成支援システム事
業

砂防課 改善

　事業群⑥　住宅、建築物の耐震化の推進

　評価対象事業件数　3 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

耐震・安心住まい
づくり支援事業

建築課 改善

長崎県大規模建築
物耐震化支援事業

建築課 改善

耐震・安心住まい
づ く り 支 援 事 業
（ 木 造 ・ 戸 建 住
宅）

住宅課 改善

事業内容 見直しの方向

地元市町が実施する多数の者が
利用する建築物の耐震診断及び緊
急輸送路沿いの建築物の耐震診
断、耐震改修計画作成に対する補
助事業に対して、県が市町を通じ
て助成を行った。

耐震診断を義務付けられた多数
の者が利用する民間大規模建築物
の耐震改修工事において、地元市
町が所有者に対して実施する補助
事業に、県が市町を通じて助成を
行った。

木造住宅の所有者が地元市町の
補助事業を活用して耐震診断、耐
震改修工事を行う場合、県が市町
を通じて助成を行う。令和4年度は
21市町を通じて47件耐震補助（診
断 36件、改修工事 11件）を行っ
た。

引き続き、個別訪問等により、
きめ細やかな相談対応や実績が上
がらない要因等を分析し、今後の
事業の存続も含めて、事業の拡
充・改善等を検討することとし
た。

連動する国の補助制度が令和３
年度から令和５年度末までの事業
となっており、令和６年度以降、
対象要件等の内容が改正される可
能性があるため、対象建築物所有
者に対して、その内容等の周知を
行う。

併せて、所有者に対して、個別
訪問等により個別の事情を把握
し、きめ細やかな相談対応を行
い、耐震改修の早期の着手を促
す。

国及び県からの補助金は市町を
通じた間接補助制度であるが、制
度構築に至っていない市町が多数
ある。令和5年度に引き続き、市町
が制度構築に至っていない理由や
支障事項を洗い出すとともに、先
進事例も含めて市町へ情報提供を
行い、制度構築を働きかける。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

土砂災害の発生するおそれがあ
る土砂災害警戒区域において、住
民が早めの避難を行うことが出来
るように、ハザードマップ作成支
援システムを構築し、市町が行う
ハザードマップの作成の支援を実
施した。

県内全域で土砂災害警戒区域の
指定を進めており、指定後、市町
が速やかに土砂災害ハザードマッ
プを作成できるようシステムを構
築し、市町を支援してきている。

今後も引き続き、市町の支援を
行うとともにハザードマップの作
成が遅れている市町へ直接出向
き、利用方法の説明や指導を行う
ことで、ハザードマップ作成をさ
らに推進していく。

令和６年度の方向性

148
146



施策４　豊かできれいな海づくり、くらしやすい環境づくりの推進

　事業群①　大村湾・諫早湾干拓調整池の水質改善

　評価対象事業件数　2 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

みらいにつなぐ大
村湾事業

地域環境課 改善

諫早湾干拓調整池
水辺空間づくり事
業

地域環境課 改善

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

大村湾の環境改善や沿岸を含む
地域活性化を図るため、造成済み
の浅場を活用した環境学習、関係
団体と連携した大村湾内の浮遊ご
みの除去などを実施した。

「第3期諫早湾干拓調整池水辺環
境の保全と創造のための行動計画
（R元～R7）」を推進するため、各
種事業の進捗管理を行った。

大村湾の水質改善や里海づくり
を推進するため、関係団体と連携
し大村湾内の浮遊ごみの除去を継
続するとともに、沿岸域生き物調
査で得たデータを踏まえて作成し
た『大村湾の生きもの探しガイド
ブック』について、各市町が実施
する環境学習への普及を進めてい
く。

諫早湾干拓調整池の水質改善の
ためには、関係機関が一体となっ
て取り組む必要があり、「第3期諫
早湾干拓調整池水辺環境の保全と
創造のための行動計画」に掲げる
各種対策を推進するとともに、九
州農政局等関係機関と連携して追
加対策についても検討を進めてい
く。
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　事業群②　大気汚染物質対策等の推進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

工 場 監 視 指 導 費
（大気）

地域環境課 現状維持

大気汚染監視テレ
メータ運営費（テ
レメータシステム
による大気汚染常
時監視）

地域環境課 現状維持

環境調査・測定費
（騒音・振動・悪
臭）

地域環境課 現状維持

　事業群③　水環境の保全の推進

　評価対象事業件数　4 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 3

25% 75%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

浄化槽設置整備費
水環境対策
課

現状維持

長崎県汚水処理構
想策定事業費

水環境対策
課

終了

環 境 監 視 測 定 費
（水質）

地域環境課 現状維持

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

19市町の浄化槽設置整備事業に
対して、県費補助を行った。

令和４年度は改正浄化槽法（R2
施行）により、県による浄化槽台
帳整備が義務化され統一的な仕様
が示されたため、現行の台帳シス
テムから新しい台帳システムへと
移行作業を行った。

県民の豊かで安全・安心な暮ら
しの確保のため長崎県汚水処理構
想を策定し、経済的・効率的な汚
水処理施設の整備が進められるよ
う整備区域及び整備手法等の見直
しを行う。

水質汚濁防止法に基づき、県内
の公共用水域のうち47水域95地点
(河川39水域38地点、海域8水域57
地点)において、水質汚濁状況の監
視測定を行った。

汚水処理人口普及率の低い市町
を訪問し、個人設置型浄化槽に対
する市町単独費による上乗せ補助
の創設・拡充や住民に対する設置
補助の周知を十分に実施するよう
働きかける。

―

水質汚濁防止法では、都道府県
知事は公共用水域の水質の測定に
関する計画を定め、水質汚濁の状
況を常時監視することが義務付け
られており、今後も計画的な水質
監視を行う。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

ばい煙発生施設等に対し立入検
査を実施し、届出内容の確認、維
持管理状況、自主検査結果等を確
認した。

県民の健康を保護し生活環境を
保全するため、県下11箇所の大気
環境測定局において大気汚染の常
時監視を実施した。

県民の生活環境を保全するた
め、騒音・振動・悪臭に関し以下
の業務を行う。

・西九州新幹線沿線における騒
音・振動調査

（R5新規。R4は環境省委託事業
として実施）

・町の区域内における自動車騒
音調査

・騒音に係る環境基準の類型指
定及び町の区域内における騒音・
振動・悪臭規制地域の指定

大気汚染防止法では、県の事務
として工場・事業場の監視・指導
が規定されており、排出基準の遵
守状況の確認を継続する。

大気汚染防止法では、県の事務
として大気環境中の大気汚染状況
の常時監視が規定されており、ま
た、県民の健康を保持するために
も監視体制の維持や必要に応じた
注意報等の発令が必要なことか
ら、継続して対応する。

県は、環境基本法に基づき新幹
線騒音や自動車騒音（町分）に係
る環境基準を当てはめる地域の指
定を行っていることから、各地域
における環境基準の達成状況の確
認を継続する。
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　事業群④　廃棄物の４Ｒと適正処理の推進

　事業群⑤　プラスチックごみ対策の推進

　評価対象事業件数　7 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 5

29% 71%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

４Ｒ・ゴミゼロ推
進事業

資源循環推
進課

拡充

食品ロス削減推進
事業

資源循環推
進課

拡充

産業廃棄物対策事
業

資源循環推
進課

現状維持

海岸環境保全対策
推進事業

資源循環推
進課

現状維持

市町に対し、海岸漂着物の回
収・処理及び発生抑制対策を実施
するための長崎県海岸漂着物等地
域対策推進事業補助金を交付し
た。また、県管理海岸所管課（漁
港漁場課・港湾課・諫早湾干拓
課）において海岸漂着物の回収・
処理を実施した。

県では海洋ごみの陸域からの発
生抑制の機運を高めるため、「漂
着物のトランクミュージアム🄬対馬
版」の県内巡回展を県内本土部５
箇所で開催、市町においては海岸
清掃イベントや啓発物資の配布
等、発生抑制対策を実施した。

長崎県廃棄物処理計画に基づ
き、県及び市町における廃棄物の
排出抑制やリサイクル促進のため
周知・啓発等の施策を強化してい
く。

また、「ながさき環境県民会議
（4Ｒ部会）」を中心に、ゴミゼロ
実践計画に基づく県民運動により
廃棄物の発生抑制・リサイクルを
推進するほか、廃棄物対策連絡協
議会を活用して市町との情報共有
と施策の推進を図っていく。

引き続き、産業廃棄物のリサイ
クルを促進するため、リサイクル
施設の設備に対する支援を行って
いく。

「長崎県食品ロス削減推進計
画」に基づき、フードバンク活動
等の食品ロスの削減に取組む事業
者の支援などの施策を実施してい
くとともに、県民への普及啓発を
強化していく。

産業廃棄物の適正処理・リサイ
クルを推進するため、行政・警
察・関係団体等との連携を図り、
継続的且つ効果的な監視・パト
ロールなどの取組を実施するほ
か、処理基準の遵守、不適正処理
を防止するため事業者向けの研修
会を実施していく。

引き続き、産業廃棄物税を活用
し、産業廃棄物の適正処理に必要
な施設整備にかかる支援を行って
いく。

引き続き、海岸管理者による国
の補助金を活用した海岸漂着物等
の回収・処理を推進するととも
に、漂着ごみ削減のための市町・
民間団体等と連携した取組を推進
していく。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

県民・事業者・行政等から構成
される「ながさき環境県民会議」
等を中心に、ゴミゼロ意識の確立
のための県民運動や事業所向けに
プラスチックの発生抑制のための
長崎プラスチック４Ｒ宣言事業所
登録を展開した。

令和２年度に策定した「長崎県
食品ロス削減推進計画」に基づ
き、テレビＣＭの放映や食品ロス
削減イベント及びポスターコンテ
ストの開催などの普及啓発を行
う。また、フードバンク活動への
参加や九州食べきり協力店の拡大
など、食品ロス削減のための取組
を推進する。

国のフードバンク活動支援事業
を活用し、フードバンク団体への
間接補助を行うことで、フードバ
ンク活動の支援強化を図る。

職員及び廃棄物適正処理推進指
導員による産業廃棄物処理業者等
への立入検査を行った。

処理業者及び排出事業者への研
修会を開催した。

市町、県警等関係機関、団体と
協力し、不法投棄監視パトロール
を実施した。
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施策５　脱炭素社会の実現を目指した快適なライフスタイルの普及

　事業群①　節電や省エネルギー等の取組推進

　事業群②　脱炭素社会の実現を目指した災害にも強いまちづくり

　事業群③　気候変動への適応策の更なる推進

　評価対象事業件数　6 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 1 2

50% 17% 33%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

地球温暖化（気候
変動）対策推進事
業（節電や省エネ
ルギー等の取組推
進）

地域環境課 拡充

地域脱炭素に向け
た重点対策加速化
事業（節電や省エ
ネルギー等の取組
推進）

地域環境課 拡充

地域脱炭素に向け
た重点対策加速化
事業（災害にも強
いまちづくり）

地域環境課 拡充

地球温暖化（気候
変動）対策推進事
業（適応策の更な
る推進）

地域環境課 改善

事業内容 見直しの方向

「第2次長崎県地球温暖化（気候
変動）対策実行計画」に掲げる温
室効果ガスの削減目標達成に向
け、特に対策が必要な民生・運輸
部門に係る排出削減対策を推進す
るため、以下の取組を実施した。

・九州各県連携の「九州エコ
ファミリー応援アプリ」の普及

・スマートムーブ（※）普及啓
発
　・ながさき太陽光倶楽部の運営
　

※スマートムーブ：エコドライ
ブ実践や公共交通機関の

利用促進、次世代自動車への乗
換など、二酸化炭素を

できるだけ排出しない移動手段
や方法を選択する取組

「第2次長崎県地球温暖化（気候
変動）対策実行計画」に掲げる温
室効果ガスの削減目標達成に向
け、特に対策が必要な民生・運輸
部門に係る排出削減対策を推進す
るため、以下の取組を実施する。

・県有施設への太陽光発電設備
導入
　・公用車の電動化

・庁舎等の空調設備改修や照明
のLED化に取り組む市町への支援

・第2次地球温暖化対策実行計画
の見直し
　・ZEH等の周知啓発

「第2次長崎県地球温暖化（気候
変動）対策実行計画」に掲げる温
室効果ガスの削減目標達成に向
け、災害時の非常用電源にも活用
できる、再生可能エネルギーや蓄
電池（電気自動車等を含む）の導
入を促進するため、以下の取組を
実施する。

・県有施設への太陽光発電設備
導入（再掲）
　・公用車の電動化（再掲）

・第2次地球温暖化対策実行計画
の見直し（再掲）
　・ZEH等の周知啓発（再掲）

「第2次長崎県地球温暖化（気候
変動）対策実行計画」に掲げる適
応策について、関係部局等と連携
しながら、県民・事業者等の理解
を醸成するとともに、着実に施策
を推進するため、以下の取組を実
施した。

・農業・水産業関係者等へのヒ
アリングを通じた現状把握

・県民等を対象としたセミナー
等開催、情報発信など

2050年度までの脱炭素社会の実
現に向け、国の温室効果ガス排出
削減目標が引き上げられたこと等
を踏まえ、令和5年度中に見直す
「第2次長崎県地球温暖化（気候変
動）対策実行計画」において新た
な温室効果ガス排出削減目標を設
定し、その達成に向け、新たな施
策の実施を含め、県民・事業者等
が一体となった排出削減対策を進
めていく。

地域脱炭素化推進のための地域
脱炭素移行・再エネ推進交付金や
関係省庁の補助事業等を最大限活
用し、県の率先した取組（県有施
設の計画的な省エネ改修）及びそ
の手法の県内への展開や、新たな
施策の実施などを通じて、市町の
公共施設や民間施設等における省
エネ改修等を推進していく。

地域脱炭素化推進のための地域
脱炭素移行・再エネ推進交付金や
関係省庁の補助事業等を最大限活
用し、県が率先した取組（県有施
設への自家消費型太陽光発電設備
等の導入）及びその手法の県内へ
の展開や、新たな施策の実施など
を通じて、市町や県内企業におけ
る再生可能エネルギー設備等の導
入を推進していく。

気候変動の影響（頻発・激甚化
する自然災害や猛暑等の異常気象
など）に対し、県民・事業者自ら
による適応策が実践されていくよ
う、引き続き関係部局と連携しな
がら、効果的な情報発信やセミ
ナー開催などを通じた理解醸成に
努めていくほか、新たに必要とな
る施策を検討していく。

令和６年度の方向性
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施策６　人と自然が共生する持続可能な地域づくり

　事業群①　生物多様性の保全

　事業群②　多様な主体による参画

　評価対象事業件数　8 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 5

38% 62%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

鳥獣保護費 自然環境課 現状維持

生物多様性保全・
見える化事業費

自然環境課 改善

自然観光資源回復
事業費

自然環境課 改善

負傷鳥獣救護活動
強化事業費

自然環境課 現状維持

緑といきもの賑わ
い事業

自然環境課 改善

一般県民等から救護要請のあっ
た負傷鳥獣を救護し、自然復帰を
図った。

長崎県生物多様性保全戦略に基
づいた各種保全対策を推進するた
め、緑化事業及び保全地域等の保
全事業や希少野生動植物の保護増
殖等に民間団体等とともに取り組
んだ。

本県を特徴付ける生物種や生態
系の保全には、広域的な鳥獣保護
区の設定や維持が不可欠であり、
地域社会への影響が大きい鳥イン
フルエンザ対策も極めて必要性が
高い。併せて生物多様性保全には
県民や将来を担う子供達への普及
啓発が必要であることから、第13
次鳥獣保護管理事業計画（R4～8）
に基づき継続して実施することが
必要である。

本県の生物多様性保全の骨格と
なる野生動植物保全の方向性を定
めた「長崎県希少野生動植物の保
護と生息・生育地の保全に関する
指針」について、策定から14年が
経過し希少種を取り巻く状況変化
に対応するため、見直し作業を進
める。

ツシマヤマネコをはじめとした
希少野生動植物の生息生育環境に
影響を与えているニホンジカを適
正頭数に減じるため捕獲圧をかけ
ている状況であり、今後も関係機
関と連携のうえ効率的・効果的な
捕獲を実施していく必要がある。

一般県民等からの救護要請は引
き続き多く、その救護には専門的
な技術と経験が不可欠である。ま
た、今後も人間活動との軋轢によ
る野生鳥獣の負傷もあることか
ら、救護活動の継続が必要であ
る。

多様な主体による生物多様性保
全のため、更なる民間活動団体の
活性化が不可欠であり、地域に潜
在する実施予備軍の掘り起こしの
ため、既存の実施団体には、優良
事例を積極的に発信してもらうこ
とが必要である。

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

鳥獣保護区の設定・管理、ガン
カモ調査及び鳥インフルエンザ対
策の実施、対馬野生生物保護セン
ターにおける展示解説及び小中学
生を対象とした講演会を実施し
た。コロナ禍の終息に伴い３年ぶ
りに探鳥会を再開した。

県生物多様性保全戦略に基づ
き、レッドリスト掲載種のモニタ
リングを実施し、緊急性に応じ保
護が必要な野生動植物種の捕獲･採
取等を条例により規制するととも
に、生物多様性に関する情報をWeb
サイトにより普及啓発するため、
地図情報等の整理集積を行った。

生態系被害の防止を図るため、
壱岐対馬国定公園対馬地域上県町
棹崎、御岳、美津島町白嶽及び上
見坂において、ニホンジカの捕獲
（わな猟）の実施及び専門家や地
元関係者による協議会において捕
獲事業の検討を行うとともに、生
態系被害等状況の把握のための調
査を併せて実施した。

153
151



　事業群③　自然とふれあう公園施設づくり

　評価対象事業件数　5 件

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

5

100%

主な評価対象事業 事業所管 見直し区分

自然公園施設補修
費

自然環境課 現状維持

令和６年度の方向性

事業内容 見直しの方向

既設の自然公園施設について、
安全かつ快適な利用を図るため、
壱岐対馬国定公園万関園地展望台
などの維持補修を実施した。

老朽化した施設の損傷や不具合
により利用者の安全が損なわれる
ことがないよう、施設管理者と十
分連携を図り、計画的に本事業を
実施していく。
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２．指定管理者制度導入施設の評価結果一覧表

番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

1
地域振興部
地域づくり推進
課

雲仙岳災害記念
館（がまだす
ドーム）

公益財団法人　
雲仙岳災害記念
財団

Ｂ 改善

　全国４会場での「雲仙普賢普賢岳噴火
災害を振り返る巡回展」の開催や、絵画
展などの無料開催のほか、修学旅行など
の教育旅行客の集客に実績をあげてお
り、噴火災害の脅威・教訓の伝承という
記念館の設置目的の達成に寄与している
ことから、総合評価をＢとした。

2
地域振興部
地域づくり推進
課

土石流被災家屋
保存公園

南島原市 Ｂ 改善

　入場者数は、長引く新型コロナウイル
ス感染症の影響等により目標値を下回っ
たが、管理運営業務は協定に沿って適正
に実施され、災害の伝承施設としての機
能を発揮していると判断し、総合評価を
Ｂとした。

3
文化観光国際部
文化振興・世界
遺産課

長崎県美術館
公益財団法人　
長崎ミュージア
ム振興財団

Ｂ 改善

　生涯学習・教育普及事業では、学校と
の連携事業であるスクールプログラムの
実施、移動美術館の開催、遠隔授業の実
施、企画展に関連したワークショップの
実施など、幅広い年齢層へ学習の機会を
提供した。
　新型コロナウイルス感染症に対し、社
会経済活動を維持しながら感染拡大防止
を図っていく状況下で、年間入館者数は
212,367人と令和元年度比で約5割程度に
とどまったものの、過去最も少ない入館
者数であった令和2年度の112,393人、昨
年度の172,980人を上回り、回復傾向に
ある。
　県民ギャラリーの稼働率は93%と目標
の90%を上回ったほか、県民ギャラリー
等の利用者数は106,676人と全入館者数
の50.2%を占めるなど、県民の文化活動
の場として広く活用されていることか
ら、本施設の設置目的の達成に寄与して
いると判断し、総合評価をＢとした。

4
文化観光国際部
文化振興・世界
遺産課

長崎歴史文化博
物館

（株）乃村工藝
社

Ａ 改善 ―

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

5
文化観光国際部
文化振興・世界
遺産課

長崎近代交流史
と孫文・梅屋庄
吉ミュージアム

（株）乃村工藝
社

Ｂ 改善

　入館者については、新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり目標数に達しな
かったものの、職員・ボランティアの研
修等によって利用者へのサービス向上が
図られた結果、利用者へのアンケート調
査において、展示、スタッフともに満足
度が80％を超えるなど、魅力的な展示や
講座、子供向けイベント等が評価され、
一定の役割を果たしていることから、総
合評価をＢとした。

6
文化観光国際部
観光振興課

長崎県伊王島リ
ゾート公園

（株）ＫＰＧ　
ＨＯＴＥＬ　＆　
ＲＥＳＯＲＴ

Ｂ 改善

　隣接する「i＋Land nagasaki」と一体
的に管理することで、効率的な施設の維
持管理を行っている。
　管理については、園内の状態に応じて
対応したため、実施回数が目標値に達し
ていない項目もあったが、快適な状態が
保たれ、本施設の設置目的の達成に寄与
していると判断し、総合評価をＢとし
た。

7
県民生活環境部
県民生活環境課

県民ボランティ
ア活動支援セン
ター

特定非営利活動
法人　Ｆｉｎｅ
ネットワークな
がさき

Ｂ 改善

　利用者数については、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により目標を達成する
ことができなかったが、メールマガジン
の読者数やＮＰＯ法人等からの相談に適
正に対応した割合は目標を達成してお
り、施設の設置目的はおおむね達成して
いることから、総合評価をＢとした。

8
県民生活環境部
交通・地域安全
課

長崎交通公園
一般社団法人長
崎県安全運転管
理協議会

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大
に伴い、利用者数、交通安全教育指導児
童数については目標を達成できなかった
ものの、案内リーフレットを関係団体と
の会議で配布するなどして、公園の活用
を呼び掛けたほか、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大状況に応じた開園状況
や遊具の利用状況をホームページで周知
し、利用促進に努めた。
　また、来園した幼児・児童に対して、
感染予防対策を講じた上で、模擬コース
での横断訓練、自転車等を利用して信号
の見方、教室でのＤＶＤ等視聴覚機材を
利用した指導等、交通知識の普及及び交
通道徳のかん養を実施し、交通事故減少
のための事業を実施するなど、本施設の
設置目的の達成に寄与していると判断
し、総合評価をＢとした。

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

9
県民生活環境部
自然環境課

雲仙公園テニス
コート

（株）青雲荘 Ｂ 改善

　利用者の安全管理や、施設の維持管
理・利用受付等について、適切に実施さ
れ、雲仙国際テニス大会を開催するな
ど、利用者増加に向けた取組も実施され
ていることから、総合評価をＢとした。

10
県民生活環境部
自然環境課

田代原野営場 雲仙市 Ｂ 改善

　近年のキャンプブームやリピーターの
増加によりキャンプ場の利用者数は大き
く伸び、目標値を達成したが、トレイル
センターは例年並みの利用者数であっ
た。
　施設の維持管理や利用受付等は計画書
記載のとおり適切に実施されており、期
待した成果が上がっていることから、総
合評価をＢとした。

11
県民生活環境部
自然環境課

大浜園地休憩施
設

（株）丸勝興産 Ｂ 改善

　昨年と比べ海水浴場利用者は増加して
いるが、地元利用者が多く、施設利用者
の増加につながらず、目標を下回った
が、施設の維持管理運営は適切に行われ
ていることから、総合評価をＢとした。

12
県民生活環境部
自然環境課

金泉寺山小屋及
び野営施設

多良岳金泉寺山
小屋の会

Ｂ 改善

　宿泊者数と施設使用者数については、
イベントの実施や様々な情報発信等によ
り目標値を上回った。
　施設の維持管理運営は、適切に行われ
ており、また、登山道状況の情報提供な
ど登山者の安全確保に向けた取組みも実
施されていることから、総合評価をＢと
した。

13
県民生活環境部
自然環境課

海洋スポーツ基
地カヤックセン
ター

公益財団法人佐
世保市スポーツ
協会

Ａ 改善 ―

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

14
福祉保健部
医療人材対策室

長崎県看護キャ
リア支援セン
ター

公益社団法人
長崎県看護協会

Ｂ 改善

　県内各地域での研修・相談事業の開
催、オンラインによる配信研修等、効果
的な事業展開に努めている。
　R4年度は新型コロナウイルス感染症の
影響等により研修受講者数は目標を達成
しなかったが、求人、求職相談件数は増
加し就業相談等件数は目標を達成した。
　また、離職率が高くなっている階層
（新人職員）や施設等の看護職員、看護
学生の指導者、院内の指導者的立場の職
員など、対象者のキャリアの段階に応じ
た研修を企画・実施し、受講者アンケー
ト・聞き取り・施設訪問によるニーズ把
握に努めるなど、本施設の設置目的の達
成に寄与していると判断し、総合評価を
Ｂとした。

15
福祉保健部
国保・健康増進
課

長崎県難病相
談・支援セン
ター

特定非営利活動
法人
長崎県難病連絡
協議会

Ｂ 改善

　施設の活用においては、令和4年度、
新型コロナウイルス感染症の影響が落ち
着いてきたことにより、患者会や難病カ
フェが再開され、徐々にではあるが利用
者の数は回復傾向にある。
　コロナ感染症の状況を教訓に、Web会
議などリモートでの相談会などの実施を
試みており、患者・家族の視点に立った
相談業務や患者会活動への支援、施設利
用拡大に向た取り組みなどに努めてお
り、本施設の設置目的の達成に寄与して
いると判断し、総合評価をＢとした。

16
福祉保健部
障害福祉課

長崎県視覚障害
者情報センター

一般社団法人　
長崎県視覚障害
者協会

Ｂ 改善

　蔵書数や貸出数が目標に達していない
が、カセットテープ利用者に対して、デ
イジー図書への移行に関する個別説明を
行い、市出前講座をハイブリット形式で
開催するなどオンラインも活用しなが
ら、利用者との交流の場を提供するなど
本施設の設置目的の達成に寄与している
と判断し、総合評価Ｂとした。

17
福祉保健部
障害福祉課

長崎県聴覚障害
者情報センター

一般社団法人　
長崎県ろうあ協
会

Ｂ 改善

　来館が困難な遠方の方のために平成２
９年度より郵送サービスを開始し、利用
促進を図っており、令和４年度のビデオ
ライブラリー郵便貸出数はコロナ前と比
べて増加している。新型コロナウイルス
感染症や、借りる手段を郵便利用に変更
した影響などにより、来館者は減少した
が、令和３年度と比較すると増加傾向と
なっており、施設の運営や維持管理状況
等は良好であることから、総合評価をＢ
とした。

18
産業労働部
新産業創造課

長崎県ビジネス
支援プラザ

（株）コンベン
ションリンケー
ジ

Ａ 現状維持 ―

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

19
産業労働部
新産業創造課

長崎県東京産業
支援センター

（株）コンベン
ションリンケー
ジ

Ｂ 改善

　入居率については、目標を達成するこ
とが出来なかったものの、コロナ禍の影
響が長期化する中でも達成率94％と高い
成果をあげることができている。
　さらに、首都圏での売上が入居時と比
較して上昇した入居者は15者（65％）で
あり、コロナ禍においても一定の成果を
あげており、本施設の設置目的の達成に
寄与していると判断し、総合評価をＢと
した。

20
産業労働部
新産業創造課

佐世保情報産業
プラザ

ハウステンボ
ス・技術セン
ター（株）

Ａ 現状維持 ―

21
産業労働部
雇用労働政策課

長崎県勤労福祉
会館

（株）トラス
ティ建物管理

Ａ 改善 ―

22
産業労働部
雇用労働政策課

長崎県立諫早技
能会館

職業訓練法人　
長崎県央職業訓
練協会

Ａ 改善 ―

23
水産部
漁港漁場課

長崎漁港（長崎
地区）尾上町・
漁港環境整備施
設用地（おのう
えの丘）

長崎緑地公園管
理事業協同組合

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染拡大防止に伴
う行動制限のため、令和2・3年度は利用
者が減少したが、令和4年度は、利用者
数及びイベント日数とも前年度比増と
なった。
　コロナ禍前の状態には戻っていない状
況であるが、効率的かつ迅速で効果的な
維持管理を行うことができており、県民
憩いの場として一定の水準は維持できて
いることから、総合評価をＢとした。

24
農林部
林政課

長崎県民の森
一般社団法人
長崎県林業コン
サルタント

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
る休園等により、利用者数が目標に及ば
なかったものの、指定管理者の創意工夫
により利用者から約90%の満足をいただ
いており、利用者に安心して利用しても
らえるよう、施設設備の見直しや利用者
サービスの向上に努めるなど、年間を通
して安定した経営体制や協定に基づく施
設の管理運営体制が確立されていること
から、総合評価をＢとした。

25
土木部
都市政策課

長崎県立総合運
動公園

長崎県公園緑地
協会・長崎陸上
競技協会・八江
グリーンポート
共同体

Ｂ 改善

　テニス場照明工事に伴う利用中止やＪ
リーグの試合数の減少の影響等により、
利用者数などの目標を達成できなかった
が、事業計画書に記載されている各事業
が確実に実施され、管理・運営による利
用者サービスは向上していることから、
県立総合運動公園の設置目的は達成され
ているものと認められ、総合評価をＢと
した。

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない

159
157



番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

26
土木部
都市政策課

西海橋公園

グリーンメイ
ク・岩永造園・
中村造園指定管
理者共同企業体

Ａ 現状維持 ―

27
土木部
都市政策課

田平公園、平戸
公園

一般社団法人
長崎県公園緑地
協会

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、一部イベントを中止したものもあ
るが、施設は感染対策を行った上で利用
できた。
　本事業で設定している成果指標のうち
有料施設の利用数は目標を達成でき、公
園利用者数は目標を達成できなかった
が、事業計画書に記載されている各事業
について、感染対策を徹底したうえで実
施しており、管理・運営による利用者
サービスは向上していることから、総合
評価をＢとした。

28
土木部
都市政策課

百花台公園

長崎県公園緑地
協会・八江グ
リーンポート共
同体

Ａ 現状維持 ―

29
土木部
港湾課

長崎県福江港
ターミナルビル

五島市 Ｂ 現状維持

　施設利用者数は、現在は利用者数も回
復傾向にあり、福江港の利用者である市
県民をはじめ、県内外から五島を訪れる
観光客の利便に供するという施設設置目
的に期待した成果が上がっていることか
ら、総合評価をＢとした。

30
土木部
港湾課

長崎水辺の森公
園、長崎港松が
枝国際ターミナ
ルビル及び松が
枝緑地

長崎クレインオ
アシスマネジメ
ント

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症の影響もあ
り、施設の利用許可件数は当初計画と比
べて減少しているが、市県民への憩いの
場を提供するという施設の設置目的に対
しては成果を維持できているため、総合
評価をＢとした。

31
土木部
港湾課

早岐港ハウステ
ンボスマリーナ
及びハウステン
ボスハーバー

（株）ユニマッ
トプレシャス

Ｂ 改善

　マリーナの利用隻数（年間契約隻数）
は微増したが、ビジター利用が増えて、
利用料金収入増となった
　指定管理者によるイベント時のブース
出展など、熱心なＰＲ活動が功を奏し、
自主事業収入が計画を大きく上回るな
ど、効率的かつ効果的に管理することが
できていることから、総合評価をＢとし
た。

32
土木部
港湾課

長崎港福田マ
リーナ及び長崎
出島ハーバー

長崎サンセット
マリーナ（株）

Ａ 改善 ―

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

33
土木部
港湾課

長崎港ターミナ
ルビル及び元船
広場、長崎港プ
ロムナード、プ
ラタナス広場

（株）トラス
ティ建物管理・
（株）プラネッ
ト共同事業体

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症の感染状況
を確認しながら自主事業などを計画した
ことで利用許可件数の目標値は前年度か
ら増加した。
　維持管理だけでなく、広報活動、イベ
ント開催による市県民の交流促進に取り
組むなど、概ね施設の設置目的は果たさ
れたと判断し、総合評価をＢとした。

34
土木部
住宅課

県営住宅（西海
市除く）

長崎県住宅供給
公社

Ｂ 改善

　成果指標である入居率は、平成30年度
以降、低下傾向が顕著になっているもの
の、施設の維持管理は適正に実施されて
おり、夜間や休日等の緊急補修等への対
応も充実･強化を図っていることから、
本施設の設置目的の達成に寄与している
と判断し、総合評価をＢとした。

35
土木部
住宅課

県営住宅（西海
市）

西海市 Ｂ 改善

　成果指標である入居率は56％となって
いるが、適切な維持・管理がが実施でき
ており、本施設の設置目的の達成に寄与
していると判断し、総合評価をＢとし
た。

36
教育庁
生涯学習課

長崎県立佐世保
青少年の天地

特定非営利活動
法人　
長崎県青少年体
験活動推進協会

Ａ 改善 ―

37
教育庁
生涯学習課

長崎県立千々石
少年自然の家

特定非営利活動
法人　
長崎県青少年体
験活動推進協会

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症の影響で主
催事業の中止などの影響もあったが、利
用者数は、回復傾向にある。利用者の満
足度も良好で、収支面においても細かな
予算管理と徹底した経費節減が行われた
ことによって収益を上げることができて
いることから、概ね設置目的を達成して
おり、総合評価をＢとした。

38
教育庁
生涯学習課

長崎県立世知原
少年自然の家

特定非営利活動
法人　
長崎県青少年体
験活動推進協会

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症などの影響
もあり、利用者数の目標達成はできな
かった。利用者の満足度は良好で、収支
面においても細かな予算管理と徹底した
経費節減が行われたことによって収益を
上げることができていることから、概ね
設置目的を達成しており、総合評価をＢ
とした。

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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番号 所管 施設名 指定管理者名
総合
評価

評価結果 総合評価の説明

39
教育庁
生涯学習課

長崎県立西彼青
年の家

西彼青年の家施
設運営協会

Ｂ 改善

　利用者数は、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響で近年減少していたが、回
復傾向にあり、利用者の満足度も良好
で、収支面においても細かな予算管理等
の経営努力により収益を上げていること
から、概ね設置目的を達成しており、総
合評価をＢとした。

40
教育庁
生涯学習課

長崎県立対馬青
年の家

対馬青年の家施
設運営協会

Ａ 改善 ―

41
教育庁
体育保健課

長崎県立総合体
育館

長崎ＤＳ・ス
ポーツ協会グ
ループ

Ａ 改善 ―

42
教育庁
体育保健課

長崎県営野球場
長崎ＤＳ・ス
ポーツ協会グ
ループ

Ａ 改善 ―

43
教育庁
体育保健課

長崎県小江原射
撃場

長崎ＤＳ・ス
ポーツ協会グ
ループ

Ａ 改善 ―

44
教育庁
体育保健課

長崎県立総合体
育館県北トレー
ニング室

公益財団法人
佐世保市スポー
ツ協会

Ｂ 改善

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、年間利用者数は目標値を達成できな
かったものの、自主事業の導入や無料体
験、割引サービスの導入等により利用者
サービスの向上に取り組んだ結果、指定
管理者導入前と比べて大幅に増加してお
り、管理運営についても適正に行われて
いることから、総合評価をＢとした。

45
教育庁
体育保健課

長崎県立武道館
公益財団法人
佐世保市スポー
ツ協会

Ａ 改善 ―

【総合評価の区分】
Ａ：十分な成果が上がっている　　Ｂ：ほぼ期待した成果が上がっている　　Ｃ：期待した成果が必ずしも上がっていない
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